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序 文 

独立行政法人国際協力機構は、ネパール国の「タライ東部地区灌漑施設改修計画」に係る協力

準備調査を実施することを決定し、同調査をJV共同体であるNTCインターナショナル株式会社、

日本工営株式会社に委託しました。 

調査団は、令和2年11月から令和3年12月まで、ネパール国の政府関係者と協議を行うとともに、

計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運び

となりました。  

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

2022年6月 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部 

部長 佐野 景子 
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要 約 

1. 国の概要 

ネパール（以下、「ネ」国）の国土面積は14.7万平方キロメートル（北海道の約1.8倍）で、北は

中国とそれ以外はインドと国境を接している。国土の35%は山岳地帯、42%は丘陵地帯で、残りの

23%が国土の南部に位置しインド国境に沿って東西に広がる低地帯（タライ平原）である。農業

は、丘陵地帯と低地帯で営まれており、丘陵地帯では野菜や果樹、牛乳を中心とした畜産が行わ

れている。低地帯に位置するタライ平野は、亜熱帯気候と肥沃な土地に恵まれ生産性が高く、主

に穀類が栽培されており、国内生産量の米は74%、小麦は66%、野菜は59%が生産されている。 

過去10年間の経済の平均成長率は4.6%で、当期間の農業部門と非農業部門の平均成長率は、そ

れぞれ3.2%と5.0%を示した。ネパールは、LDCの認定基準を上回っていることから、2021年にLDC

指定から外れるとされていた。しかし、2020年の初めからのコロナウイルス（COVID-19）の影響

は大きく、2019/20の成長率はマイナス（-1.88%）となった。このためLDCの指定から外れるには、

さらに5年間程度を要するとされている。 

 

2．プロジェクトの背景、経緯および概要 

「ネ」国の国家計画は、第1次5ヶ年国家計画（1956年－1961年）から策定されており、最新の5

ヶ年計画は、第15次5ヶ年計画である。本計画では、現在の経済成長率6.8%（2018/19）を10.5%（2043

年）と上昇させることでネパールを高所得国にし、「豊かなネパール、幸せなネパール」という

国民の共通の願望を実現するという長期ビジョンを掲げ、策定された。 

長期ビジョンの中で、農業、森林、その他の天然資源は、ネパールの経済発展と繁栄にとって

依然として重要な分野であり、このセクターの持続可能な開発が必要であるとしている。開発を

通じて、土地生産性と労働生産性をそれぞれ9,500ドル/１haと13,000ドル/人に向上させ、食料不安

をなくすことを目指している。灌漑分野では、水資源を活用し220万ヘクタールの耕作地に対して

灌漑施設を利用できるようにすることが挙げられている。 

「ネ」国の農業は、国内総生産に占める割合が28%（2019/2020の推定値）、加えて就労人口の

60%（2018年）が従事している。過去の値と比較すると、それぞれ37%（2010/2009）と74%(2008

年)で、減少傾向にあるものの、依然として農業は「ネ」国の基幹産業である。農業生産量は、米

が最も多く、続いて野菜、サトウキビ、イモ類、メイズ、麦となっている。他方栽培面積は、米が

最も広く、続いてメイズ、麦、野菜となっている（2019, FAOSAT）。主食である米の生産量は、

年ごとの変動は見られるものの増加傾向にあるが、自給はできていない。 

米の栽培面積は、全国で約150万ha、内約110万ha（約70%）がタライ平野に位置する。タライ平

野は、肥沃な土壌、気象条件や水資源に恵まれ、国内生産量のうちコメ79%、コムギ64%、マメ類
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77%、野菜58%（2013/14年）を生産する農業地域である。大規模な灌漑システムが25ヶ所整備（総

面積約33万ha）されているが、施設の多くは老朽化し、灌漑機能が低下し、灌漑面積が限定的とな

っている。このため、同地域の農業生産量を維持・増進させるには、灌漑施設の修復により通年

灌漑面積を拡大することが必要である。なお、灌漑システムを管轄するエネルギー水資源灌漑省

水資源局は、老朽化した施設の改修等を進めているが、予算規模や改修・改善技術が不十分であ

ることから、十分な改修などが実施できていない状況である。 

 このような背景のもと、JICAは、ネパール南部の平地を東西に広がるタライ平野の生産性向

上は同国の食料安全保障に大きく貢献することから、ネパール政府の方針（施設改修に係る地区

間の優先順位）および対象地区の状況や施設改修の緊急度などについての情報を収集し、無償資

金協力案件としての妥当性の判断、妥当性が確認された場合の基礎情報収集調査の必要性とその

スコープの検討を目的に予備調査を実施した。 

予備調査では、チャンドラナハル（Chandra Nahar）とカゲリ（Khageri）の2つの灌漑地区が調査

され、チャンドラナハル灌漑地区は施設改修の緊急度も高く且つ無償資金協力の実施による事業

インパクトも非常に大きいと判断された。当灌漑地区の改修対象施設である①幹線水路部サイホ

ン（計8ヵ所）、②排水サイホン（計約20ヵ所）、③水路横断橋（計約50ヵ所）の3つはいずれも深

刻な老朽化の問題を有しており、早急な改修の必要性が確認された。加えて、その改修が地域の

社会経済に与える事業インパクトは大きく、基礎情報集調査のステップを経ることなく、直に協

力準備調査を実施しても大きな問題はないと判断された。 

上記の結果を踏まえ、JICAはタライ地域の生産力向上に寄与する灌漑農業モデルとしてチャン

ドラナハル灌漑地区の施設の改修と、「改修する施設の維持管理能力の向上を図り、同灌漑シス

テムの機能を維持すること」を目的とするソフトコンポーネントからなる「タライ東部地区灌漑

施設改修計画」について、無償資金協力を前提として基本事業計画の策定と協力内容の提案、本

事業の妥当性・有効性の確認を目的とした協力準備調査が実施されることとなった。 

 

3．調査結果の概要とプロジェクトの内容 

3.1 調査日程 

協力準備調査団は、2021年3月12日から2021年5月6日まで、現地調査を実施した。現地調査の中

で、エネルギー水資源灌漑省、及び同省の水資源灌漑局、コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管

理事務所と協議を行い、現地調査及び関連資料の収集等を実施した。その後、国内解析において、

要請内容、協力の妥当性を確認するとともに、無償資金協力事業で実施した場合の適切な事業規

模と計画内容について検討を行い、準備調査報告書（案）を作成した。 

JICAは、2021年12月9日から12月19日まで、ドラフトレポートの説明のために調査団を「ネ」国

に派遣し、「ネ」国側関係機関に概略設計の内容を説明・協議を実施し、12月16日概略設計の内

容について理解を得て、「ネ」国側とミニッツを締結した。 
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3.2 プロジェクトの目的 

本プロジェクトは、チャンドラナハル灌漑地区の老朽化が著しい幹線用水路に係る用水路サイ

ホン、横断排水工および水路横断橋を改修整備することで、同灌漑地区の灌漑効率を改善し、農

業生産性の向上に寄与することを目的としている。 

 

3.3 プロジェクトの概要 

本プロジェクトの主要コンポーネントは、１）用水路サイホン、２）横断排水工、３）水路横断

橋、４）ソフトコンポーネントからなる。これらの内容を下表に示す。 

表 S-1 主要コンポーネントの内容 

コンポーネント 内  容 

用水路サイホン 数量 8ヶ所 

 本体工 流入工、流出工、ボックスカルバート 

 附帯工 スクリーン：流入部に設置 

トランシション：用水路サイホン直上流及び直下流に設置 

水路ライニング：既存水路とトランシションを接続 

護岸工：用水路および河川護岸 

横断排水工 数量 9ヶ所 

 本体工 流入工、流出工、ボックスカルバート 

 附帯工 水路ライニング：横断排水工直上流及び直下流に設置 

護岸工：流出入部および流入水路の護岸 

取水施設：排水施設改修に伴う同施設の改修 

水路横断橋 数量 15ヶ所 

 本体工 ボックスカルバート橋 

 附帯工 ウィングウォール：横断橋上流下流部の土留のために設置 

トランシション：幹線水路とカルバート橋の断面変化箇所 

水路ライニング：水路横断工の上流及び下流に設置 

取り付け道路 

チェックゲート：水路横断橋改修に伴う同施設の改修 

ソフトコンポーネント 用水路サイホンの維持管理に係るキャパシティ・デベロップメント 

 

3.4 設計方針 

(1) 基本方針 

(a) 協力対象コンポーネントとして、用水路サイホン8ヶ所、横断排水工15ヶ所、水路横断橋32

ヶ所の計55ヶ所が「ネ」国政府から要請されている。調査を通じて改修の必要性を検討し、

用水路サイホン8ヶ所、横断排水工9ヶ所、水路横断橋15ヶ所を改修対象とした（3-2-2-1 に

詳細）。なお、用水路本体、分水工、チェックゲートについては、補修が望まれるものの、

「ネ」国政府が自身で対処可能な範囲については、事業の対象には含めない。 

(b) 本事業では当灌漑システムの当初機能を持続的に確保するための事業であり、既存施設の

改修整備を行うこととし、新規の施設整備は行わない。また、施設の改修にあたっては、

既存施設の撤去復旧を原則とする。 
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(2) 用水路サイホンの改修 

(a) 建設当初の計画流量を流下させることができる断面とする。また、既存施設の水頭損失を

許容損失水頭として設定し、既存施設の損失を上回ることがない構造にする。 

(b) 樋管の埋設深を河川勾配と既存施設周辺の洗堀状況から想定し、決定する。 

 

(3) 横断排水工の改修 

(a) 横断排水工の通水断面は、最新の降雨データを基に算出した洪水量を排水できる断面とし

た。なお、「ネ」国基準に基づき、洪水量は25年確率降雨にて算出した値とする。 

(b) 改修にあたっては、流入側の盛土洗堀に懸念があることから、横断排水工本体に影響する

範囲については、練石積みを基本とする堤体保護工を施す。 

 

(4) 水路横断橋の改修 

(a) 用水路サイホン同様、建設当初の計画流量を流下させることができる断面とする。 

(b) 路面高は、既存の取り付け道路との接続性から、既設橋梁の路面高を基本的に踏襲する。 

 

3.5 施設の概要 

協力対象施設の概要は、下表のとおりである。 

表 S-2 協力対象施設概要 

構造物 単位 数量 備考 

用水路サイホン 式 8 本体工 

2連ボックス型：6箇所(CUP-1,2, 3, 4, 5, 6) 

ヒューム管：2箇所,(CUP-7, 8) 

付帯工 

流入、流出工：縦樋 

スクリーン：流入部に設置 

取付水路：練石積み水路 

トランシション：幹線用水路との接続 

河川護岸：練石積み 

転落防止用フェンス：流入出部に設置 

横断排水工 式 9 本体工 

1連ボックス型：1箇所(CDW-11) 

2連ボックス型：5箇所(CDW-1, 3, 4, 5, 8) 

3連ボックス型：3箇所(CDW-2, 6, 7) 

付帯工 

流入工、流出工 

流入部、流出部の護岸工：練り石積み 

幹線用水路のライニング：練石積み水路 

分水工：CDW-5（現況施設の復旧） 

水路横断協 式 15 本体工  

1連ボックス型：1箇所(CCB-29) 

2連ボックス型：4箇所(CCB-21, 24, 25, 26) 

3連ボックス型：10箇所(CCB-1, 2, 3, 10, 12, 14, 15, 16, 18, 19) 
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構造物 単位 数量 備考 

車道幅員 

4.25m：11箇所(CCB-1,3, 10, 12, 14, 15, 21, 24, 25, 26, 29) 

   6.00m：4箇所(CCB-2, 16, 18, 19) 

付帯工 

 ウィングウォール 

踏掛板 

トランジション（用水路とボックスカルバート間） 

取付道路 

チェックゲート：CCB-10, 19, 24（現況復旧） 

 

4．プロジェクトの工期、および概略事業費 

4.1 工期 

施工対象地は、4月から10月下旬の乾期と11月上旬から3月下旬の雨期に分けられる。本事業に

おける対象コンポーネントは、用水路サイホン8ヶ所、横断排水工9ヶ所、水路横断橋15ヶ所であ

り、合計は32ヶ所で施工する。すべての構造物は本体がコンクリート工事であるため、乾期に行

う計画とする。他方、横断排水工の付帯構造物である護岸工は、人力施工が可能であることから

雨期に行う。32ヶ所での施工は、施工性の観点から、2回の乾期を活用して工事を実施する計画と

した。 

本事業では、E/Nが2022年7月に結ばれたのち、業者契約は2023年3月と想定する。これにより、

全体期間は34.5月となる。 

表 S-3  設計・施工監理および建設工事における期間と月数 

区分 期間 月数 

設計・施工監理 2022年7月～2025年5月中旬 34.5月 

建設工事 2023年8月中旬～2025年5月中旬 21月 

瑕疵検査 2026年5月 0.23月 

 

4.2 概略事業費 

本協力対象事業を実施する場合の日本側事業費は18.88億円、「ネ」国側負担経費は約2.29億円

と見積もられる。 

(1) 日本側事業費 

表 S-4  概算事業費（日本側事業費） 

 

非公開 
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(2) 「ネ」国側負担事項 

表 S-5 「ネ」国側負担経費 

 

非公開 

 

 

 

 

 

 

5．プロジェクトの評価 

5.1 妥当性 

本事業は、以下の理由により我が国の無償資金協力による協力対象事業の実施が妥当であると

判断される。 

 

(1) プロジェクトの裨益対象 

プロジェクトの対象であるチャンドラナハル灌漑システムの受益世帯数35,000世帯が、同灌漑

システムに生計を依存している。約100年が経過した同灌漑システムの主要コンポーネントを更新

することで、持続的な灌漑農業が可能となり、加えて漏水量を抑え搬送効率を向上させることで、

当初計画の灌漑農業が可能となり、35,000世帯が直接裨益することとなる。間接的には、作物生産

が増加することで、精米所や集出荷所等の農業関連施設や、灌漑システム内外の商店等のサービ

ス業が裨益する。 

 

(2) 当該国の開発計画との関連 

最新の国家開発計画である第15次5ヶ年計画において、「豊かなネパール、幸せなネパール」を

長期ビジョンとして掲げ、ビジョン達成のための10の主要項目の一つに「持続可能な高い生産量

と生産性」を設定している。「持続可能な高い生産量と生産性」のための具体的な目標として灌

漑農業を行うことで、生産性を向上させることと通年での栽培可能な農地を確保することとして

おり、老朽化した灌漑システムを更新することは、目標値達成の一因となる。 

 

(3) 我が国の援助制作・方針との整合性 

「ネ」国政府は、「2022年までの最貧国からの脱却」という目標を掲げ、経済成長を促進し、国

民全体にその恩恵を行き渡らせることにより社会を安定化させるという課題に取り組んでいる。

このような背景のもと、「ネ」国政府の取組を後押しすべく，4つの分野を重点分野として位置付
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け，支援が行われている。本事業は、重点分野の一つである「貧困削減及び生活の質の向上」に

位置付けられており、農業技術の普及を通じた農業の生産性と所得の向上、及び保健医療、教育

等の水準向上等を通じ、貧困削減と共に生活の質の向上を支援することとしており、農業生産性

の向上を図るためには、不安定な天水農業ではなく安定した灌漑農業の支援が求められている。 

 

5.2 有効性 

本事業の実施により見込まれる定量的・定性的効果は以下の通りであり、有効性を有するもの

と判断する。 

 

(1) 定量的効果 

本事業の実施により期待される効果は、以下の通りである。 

 

表 S-6 定量指標 

指標名 
基準値 

（2021年） 

目標値 

（事業完成3年後） 
備考 

灌漑面積    

(a)雨期作 稲 6,500 ha 7,800 ha 灌漑面積 1,300ha増 

(b)乾期作 小麦 4,320 ha 5,200 ha 灌漑面積 880ha増 

収穫量    

(c)雨期作 稲 30,900 ton 32,850 ton 収量 1,950ton増 

(d)乾期作 小麦 8,900 ton 10,700 ton 収量 1,800ton増 

 

(2) 定性的効果 

本事業により期待される効果は、以下の通りである。 

(a) 施設の崩落を防ぐことによる灌漑用水の安定的供給 

用水路サイホンおよび横断排水工：施設の崩落は、受益地への灌漑用水の供給が不可能

になる。そのため、雨期作では天水田となり単収が現在の3.42ton/haから2.35ton/haに、収

穫量が30,900tonから21,150tonに減少する。乾期作では、栽培が不可能となることから

4,320ha相当の小麦栽培が不可能となる。したがって、施設の改修整備を行うことで、よ

り効率的な営農活動が持続的に実施できることとなる。 

水路横断橋：施設の崩落は、受益地への灌漑用水の供給における搬送効率を著しく低減

させることになる。そのため、雨期作、乾期作の双方において灌漑可能面積が小さくな

り、天水に依存した営農形態になるため、単収および収穫量が用水路サイホンおよび横

断排水工の崩落時に近い値まで減少する。したがって、施設の改修整備を行うことで、

より効率的な営農活動が持続的に実施できることとなる。 

(b) 農道及び生活道路としての水路横断橋の整備によるチャンドラナハル灌漑システム内

及び近隣住民の安全性・利便性の確保 
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水路横断橋：既存橋梁の崩落は、崩落時に通過交通があった場合大きな惨事を生じるこ

ととなる。通過交通が無くても、崩落すると隣接する橋を迂回することとなり集出荷場、

精米所へのアクセス距離が、約1.9km（橋が崩落した場合の15橋梁の平均迂回距離）長く

なる。したがって、同施設の改修整備により事故発生を未然に防ぐとともに、農道のみ

ならず生活道路として利用されているアクセスを確保する。 
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位置図（調査対象地と行政界） 

 

Source: Ministry of Federal Affairs and General Administration (MoFAGA) Web site 

(http://lgcdp.gov.np/sites/default/files/GIS/15_Saptari_0.jpg) をベースに、調査団が幹線

用水路及び受益地を追記  

http://lgcdp.gov.np/sites/default/files/GIS/15_Saptari_0.jpg
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位置図（調査対象施設） 
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写 真 

 

小麦の収穫（乾期作は主に小麦が栽培されている） 

 

 

頭首工（固定堰と余水吐および土砂吐） 

 

 

頭首工の取水工 

 

 

幹線用水路（上流側）：調査が乾期作の収穫時のため、ゲ

ートが閉じられ用水は流れていない。 

 

 
 

幹線用水路（中間付近）：地下水が幹線用水路表面に現

れている。植生の繁茂が著しい。 

 

 
 

幹線用水路（下流側）：中間同様に水路底にも雑草が生

えている。 
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用水路サイホン（CUP2）：幹線用水路の下流側から上

流側を望む。 

 

 
 

用水路サイホン（CUP2）：左写真と同じ構造物の、河川横

断部天端の接写である。レンガが露出しており、サイホン

内の水が漏水する。（現地聞取りから） 

 

 
 

用水路サイホン（CUP3）：調査対象における典型的な形状

のサイホンである。乾期には河川流がないことが分かる。

また、河床は上流から供給される土砂の堆砂がある。 

 

 
 

用水路サイホン（CUP7）：幹線用水路下流側に設置され

たサイホンである。カルバート部が露出しており、河川の洗

堀が起きている。 

 

 
 

横断排水工（CDW-02）：アウトレット側から望む。幹線用水

路からの漏水が、写真のように現れる。また、排水路整備

が十分でないことから、常時湛水している。 

 

 
 

横断排水工（CDW-06）：横断工カルバート内を撮影。幹

線用水路からカルバート天端クラックを伝って漏水してい

る状況が目視で確認できる。 
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横断排水工（CDW-07）：アウトレット側から望む。横断工全

体の崩落を確認。幹線用水路盛土も、土嚢により補強が

施されているが、強度が十分とは言い難いと思料される。 

 

 
 

横断排水工（CDW-11）：インレット側から望む。WUAから

の補修要望があるものの、ウイングクラック以外、深刻な状

況は確認されなかった。しかし、洪水の通水能力が不足し

ていることが、洪水解析から判明した。 

 

 

 
 

灌漑施設の当初整備された橋梁は、レンガ造りである。老

朽化に伴いクラック（亀裂）が発生し、多くの橋梁は改修が

必要である。 

 

 
 

DORが近年整備した橋梁で、鉄筋コンクリートで整備さ

れ、状態も良好で整備対象から除外する。 

 

 

 
 

コンクリートで整備された橋梁であるが、特に頂版の劣化

が著しく（写真右）、コンクリートが剥離して、露出した鉄筋

が錆びている。 

 

 
 

左の橋梁の頂版を下面から撮影。コンクリートが剥離し、

鉄筋が露出している。 
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プロジェクトの背景・経緯 

1-1  当該セクターの現状と課題 

 現状と課題 

ネパール（以下、「ネ」国）の国土面積は14.7万平方キロメートル（北海道の約1.8倍）で、北は

中国とそれ以外はインドと国境を接している。国土の35%は北部に位置する山岳地帯、42%は丘陵

地帯で、残りの23%が国土の南部に位置しインド国境に沿って東西に広がる低地帯（タライ平原）

である1。農業は、丘陵地帯と低地帯で営まれており、丘陵地帯では野菜や果樹、牛乳を中心とし

た畜産が行われている。低地帯に位置するタライ平野は、亜熱帯気候と肥沃な土地に恵まれ生産

性が高く、主に穀類が栽培されており、国内生産量の米は74%、小麦は66%、野菜は59%が生産さ

れている2。 

「ネ」国の農業は、国内総生産に占める割合が28%3（2019/2020の推定値）、加えて就労人口の

60%（2018年）が従事している。過去の値と比較すると、それぞれ37%（2010/2009）と74%(2008

年)で、減少傾向にあるものの、依然として農業は「ネ」国の基幹産業である。農業生産量は、米

が最も多く、続いて野菜、サトウキビ、イモ類、メイズ、麦となっている。他方栽培面積は、米が

最も広く、続いてメイズ、麦、野菜となっている（2019, FAOSAT）。 

主食である米の生産量と輸入量の経年変化を図に示す。生産量の傾向は、年ごとの変動は見ら

れるものの増加傾向にある。他方、輸入量は、ここ6年程度はほぼ横ばいであるものの、2010年に

比べると約5倍になっており、自給ができていない。 

米の栽培面積は、全国で約150万ha、内約110万ha（約70%）がタライ平野に位置する。タライ平

野では、大規模な灌漑システムが 25 ヶ所整備（総面積約 33 万 ha）されているが、施設の多く

は老朽化し、灌漑機能が低下し、灌漑面積が限定的となっている。同地域の農業生産量を維持・

増進させるには、灌漑施設の修復により通年灌漑面積を拡大することが必要である。 

 

図 1-1-1  米生産量と輸入量の推移（2019, FAOSAT） 

                                                        
1 STASTICAL INFORMATION ON NEPALES AGRICULTURE 2018/2019   
2 STASTICAL INFORMATION ON NEPALES AGRICULTURE 2018/2019 を基に、調査団が集計 
3 Economic Survey 2019/20 by Ministry of Finance 
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 開発計画 

(1)国家開発計画 

開発計画とその具体的な施策を策定するため1956年に首相が委員長を務める「ネ」国の国家計

画委員会（National Planning Commission）が設立された。国家計画は、第１次５ヶ年国家計画（1956

年－1961年）から策定されており、最新の5ヶ年計画は、第15次5ヶ年計画である。 

本計画では、現在の経済成長率6.8%（2018/19）を10.5%（2043年）と上昇させることでネパール

を高所得国にし、「豊かなネパール、幸せなネパール」という国民の共通の願望を実現するとい

う長期ビジョンを掲げ、策定された。 

長期ビジョンの中で、農業、森林、その他の天然資源は、ネパールの経済発展と繁栄にとって

依然として重要な分野であり、このセクターの持続可能な開発が必要であるとしている。開発を

通じて、土地生産性と労働生産性をそれぞれ9,500ドル/１haと13,000ドル/人に向上させ、食料不安

をなくすことを目指している。灌漑分野では、水資源を活用し220万ヘクタールの耕作地に対して

灌漑施設を利用できるようにすることが挙げられている。 

第15次5ヶ年計画は、上記長期ビジョンを達成するため、10の主要項目で目標値を設定している。 

1 高く公平な国民所得    2 人的資本の開発と活用 

3 インフラストラクチャ（道路や鉄道）への利便性 4 持続可能な高い生産量と生産性 

5 幸福な生活     6 安全で、文明化された、公正な社会 

7 健康的でバランスの取れた環境   8 良い統治 

9 包括的な民主主義    10国家の統一、安全、尊厳 

 

「持続可能な高い生産量と生産性」のために、さらに4つの小項目を設定している。農業分野に

係る具体的な目標値としては、農業生産性の向上（3.1トン/haから4トン/ha）および年間を通じて

の灌漑可能な農地（33%から50%）を設定している。 

 

(2)農業開発戦略（ADS 2015-2035） 

農業分野の成長を通じて貧困緩和と食糧安全保障を目的とした20年間（1995/98-2014/15）の長

期計画である農業展望計画（Agriculture Perspective Plan: APP）の目標期間の終了に伴い、これに代

わる次の20年間の農業開発政策としてADSが策定された。当開発戦略は、水資源および灌漑セク

ターを含む農業を基盤とした農村部経済の活性化を図る総括的な戦略である。 

ADSでは、4つのアウトカムとその指標を以下のとおり設定している。 

 

表 1-1-1  ADSのアウトカムおよび指標 

アウトカム 指標 現 状 目標値 

1. Governance Agricultural Growth 3% average annual growth 5% 

2. Productivity 

 

Land productivity 

Labor productivity 

$1,804ha 

$794/Agricultural labor 

$4,787/ha 

$1,833 

3. Commercialization 

 

Marketed surplus 

Agribusiness GDP 

Less than 50% of Agricultural production 

10% of GDP 

More than 80% 

20% 

4. Competiveness Agrifood exports $248 million $2,000 million 

出典：農業展望計画（Agriculture Perspective Plan: APP） 
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ADSにおいて、灌漑事業はアウトカム2の「生産性の向上」を図るために設定された13のアウト

プットの一つとして、「公平かつ実効可能な形で拡大された灌漑地区と改善された灌漑効率およ

び管理」のために、インフラの整備と能力向上の包括的なパッケージで計画されている。以下に、

当該パッケージを構成する8つの活動を示す。 

 

1 実現可能性の高い方法での灌漑面積の拡大 

1.1 建設着手済の地表かんがい施設の完成 

1.2 中規模ため池および地下涵養流域のパイロットの建設 

1.3 既存地表灌漑施設の改修 

1.4 既存井戸の改修 

1.5 井戸の新規建設 

1.6 新しい技術（点滴灌漑やスプリンクラー）を活用した灌漑システムの開発 

2 既存の灌漑施設における受益面積の拡大 

2.1 灌漑効率の改善 

2.2 灌漑面積の拡大 

2.3 水配分と作付け計画の改善 

2.4 農家が管理する頭首工の建設と幹線用水路の改修 

2.5 灌漑施設末端部の水不足解消のための浅井戸の建設 

3 灌漑強度（Irrigation Intensity）の改善 

3.1 流域管理の改善 

3.2 河川水の他流域への活用 

4 灌漑システムとほ場用水路の水管理の改善 

4.1 現行の灌漑管理部（IMD）の灌漑開発局への昇格 

4.2 国家予算あるいはISF徴収による、適正な予算配分 

4.3 WUAと農家の能力強化 

5 政府開発灌漑施設（32事業）の政府からWUAへの管理移管 

5.1 政府とWUAによる共同管理大規模灌漑施設におけるWUAの責任範囲拡大 

5.2 政府開発中中規模灌漑施設（5,000ha-10,000ha）に関する全責任のWUAあるいはWUA連合への移管 

5.3 中・大規模灌漑施設2つを対象とする灌漑管理移管（IMT）の準備実施 

5.4 WUAへの所有権移管に必要な法的枠組みの調整と整理 

6 O＆M用財源の確保とISF徴収強化 

6.1 インセンティブの導入（ISF徴収に見合った支援） 

6.2 土地税支払い時に灌漑サービス使用料領収書の添付を義務化する法律の整備 

6.3 土地販売登録時にそれまでの灌漑サービス使用料領収書提出という既存ルールの順守励行 

6.4 短期的には作物ごとに、長期的には水量による灌漑サービス使用料を設定、徴収 

7 統合水管理の実施 

7.1 2010年作成の統合水管理政策（案）の完成 

7.2 異なるセクター間での水統合が見られる地域を優先し、全国の水利上の境界線に基づいた統合水管

理の導入 

8 女性農業者の灌漑農業および水管理に関する能力強化 

 

上記活動の内、本事業に関連する活動の概要を下表に整理する。 
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表 1-1-2  本事業関連の活動の概要 

活動 活動の概要 

1.1 主に低平地で進行中のプロジェクトで、計画面積の内約11万ヘクタールが完了し、残り8万ヘクタ

ールを整備する必要がる。整備済みの費用から単位面積当たりの整備費は約4,200ドル/haと推定

でき、残りの80万ヘクタールの完成にかかる費用は3億2000万ドルと推定される。 

1.3 農家の要請に基づいて、地表灌漑システムの改修整備を実施する。改修整備が必要な灌漑システム

を整理した一覧表を作成し、改修整備に係る費用を算出し、政府またはドナーによる整備改修の準

備をする。対象3.4万haの改修整備の概算工事費は、約3,400万ドルの事業費と推定している。 

2.1 既存灌漑施設約17万haの40%未満の灌漑効率を、以下活動を通じて向上させ、WUAおよび農家を

支援する。 

・水路のライニングまたは質の向上により、搬送損失を削減する。 

・分水施設による水管理、配水管理を改善する。 

・土地の均平化およびほ場内水路により水管管理を容易にする。 

・パイプライン化（必要に応じて）を行い、搬送損失を削減する。 

・効率的な水管理のために、WUAを能力強化する。 

2.2 既存の灌漑システムの水路ネットワークを拡張することで、受益面積を拡大する。 

2.3 農業普及サービスを通じて水配分と栽培計画を改善する。普及サービスは、水路区間ごとの農家

（WUA）を対象として行う。 

2.4 農家が管理する灌漑システム（FMIS）の頭首工の整備と、幹線用水路の改修整備を継続する。ま

ず、サイトの条件と水理条件を考慮して対象地域のニーズを特定し、次の、約7000のFMISのため

の準備作業および能力向上を図る。 

4.3 WUAの能力強化、農家への助言指導および資金協力を通じて、慣行的に行われている水管理シス

テムを改善する。 

 

 社会経済状況 

過去10年間の経済の平均成長率は4.6%で、当期間の農業部門と非農業部門の平均成長率は、そ

れぞれ3.2%と5.0%を示した。ネパールは、LDCの認定基準を上回っていることから、2021年にLDC

指定から外れるとされていた。しかし、2020年の初めからのコロナウイルス（COVID-19）の影響

は大きく、2019/20の成長率はマイナス（-1.88%）となった。このためLDCの指定から外れるには、

さらに5年間程度を要するとされている。なお、COVID-19の影響は、低成長により貧困と失業の

分野が圧迫する恐れがある。 

 

 

出典：Central Bureau of Statistics 2020 

図 1-1-2  経済成長率 

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20

%

Gross Domestic Product (GDP)

Agriculture, Forestry and Fishing

Non-Agriculture



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

1-5 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

 プロジェクトの背景・経緯 

タライ平野は、肥沃な土壌、気象条件や水資源に恵まれ、「ネ」国の農業生産量のうちコメ79%、

コムギ64%、マメ類77%、野菜58%（2013/14年）を産出する農業地域である。大規模な灌漑システ

ムが25ヶ所整備（総面積約33万ha）されているが、施設の多くは老朽化により灌漑機能が低下し、

灌漑面積が限定的となっている。このため、同地域の農業生産量を維持・増進させるため、灌漑

施設の修復により通年灌漑面積を拡大することが求められている。 

「ネ」国のエネルギー水資源灌漑省水資源局（Ministry of Energy, Water Resources and Irrigation、

以下、MoEWRI）は、管轄する灌漑システムの改修等を進めているが、予算規模や改修・改善技術

が不十分であることから、十分な改修などが実施できていない。本業務の対象であるチャンドラ

ナハル灌漑地区は、「ネ」国南東部の第二州サプタリ郡にあり、面積10,500ha、受益世帯数は3.5万

世帯を有する。タライ平野に位置する大規模灌漑システムのうち2番目に多く重要な灌漑地区であ

るが、1927年に整備された施設のため、深刻な老朽化問題を抱えている。 

このような背景のもと、JICAは、ネパール南部の平地を東西に広がるタライ平野の生産性向上

は同国の食料安全保障に大きく貢献することから、ネパール政府の方針（施設改修に係る地区間

の優先順位）および対象地区の状況や施設改修の緊急度などについての情報を収集し、無償資金

協力案件としての妥当性の判断、妥当性が確認された場合の基礎情報収集調査の必要性とそのス

コープの検討を目的に予備調査を実施した。 

予備調査では、チャンドラナハル（Chandra Nahar）とカゲリ（Khageri）の2つの灌漑地区が調査

され、チャンドラナハル灌漑地区は施設改修の緊急度も高く且つ無償資金協力の実施による事業

インパクトも非常に大きいと判断された。当灌漑地区の改修対象施設である①幹線水路部サイホ

ン（計8ヵ所）、②排水サイホン（計約20ヵ所）、③水路横断橋（計約50ヵ所）の3つはいずれも深

刻な老朽化の問題を有しており、早急な改修の必要性が確認された。加えて、その改修が地域の

社会経済に与える事業インパクトは大きく、基礎情報集調査のステップを経ることなく、直に協

力準備調査を実施しても大きな問題はないと判断された。 

上記の結果を踏まえ、JICAはタライ地域の生産力向上に寄与する灌漑農業モデルとしてチャン

ドラナハル灌漑地区の施設の改修と、「改修する施設の維持管理能力の向上を図り、同灌漑シス

テムの機能を維持すること」を目的とするソフトコンポーネントからなる「タライ東部地区灌漑

施設改修計画」について、無償資金協力を前提として基本事業計画の策定と協力内容の提案、本

事業の妥当性・有効性の確認を目的とした協力準備調査を実施することとした。 

 

 業務の目的 

本業務の目的は、無償資金協力の活用を前提として、効果や技術的・経済的妥当性を検討のう

え、協力の成果を得るために必要かつ最適な事業内容・規模につき概略設計を行うことである。

その上で、概略事業費を積算するとともに、プロジェクトの成果・目標を達成するために必要な

相手国分担事項の内容、実施計画、運営・維持管理等の留意事項等を提案するものである。 
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 プロジェクトの概要 

本プロジェクトの概要は下表のとおりである。 

 

表 1-2-1  プロジェクト概要 

項目 内容 

プロジェクトサイト タライ平野東部 サプタリ郡チャンドラナハル灌漑地区（10,500ha） 

実施期間 エネルギー水資源灌漑省水資源灌漑局 

目標 
チャンドラナハル灌漑地区における既存灌漑施設の改修が実施されることにより、農

業生産量の増加に寄与する 

成果 

1．チャンドラナハル灌漑地区の老朽化が著しい幹線用水路に係る用水路サイホン、

横断排水工および水路横断橋が改修整備される。 

2．チャンドラナハル灌漑地区の灌漑効率が改善される。 

活動・投入計画 

1. 幹線用水路サイホン（対象8ヶ所/既存施設8ヶ所） 

2. 幹線用水路横断排水工（対象9ヶ所/既存施設14ヶ所） 

3. 水路横断橋（対象15ヶ所/既存施設37ヶ所） 

4. 灌漑用水管理に係る灌漑管理事務所の能力強化 

受益者 対象地区における受益農家約35,000戸  

 

1-3 我が国の援助動向 

「ネ」国政府は、震災復興（2015年4月の震災で約9000名の犠牲者を出した）への取組を進める

とともに、「2022年までの最貧国からの脱却」という目標を掲げ、経済成長を促進し、国民全体

にその恩恵を行き渡らせることにより社会を安定化させるという課題に取り組んでいる。このよ

うな背景のもと、「ネ」国政府の取組を後押しすべく、４つの分野を重点分野として位置付け、

支援が行われている。本事業は、重点分野の一つである「貧困削減及び生活の質の向上」に位置

付けられており、農業技術の普及を通じた農業の生産性と所得の向上、及び保健医療、教育等の

水準向上等を通じ、貧困削減と共に生活の質の向上を支援することとしている。「ネ」国に対す

る事業展開は、以下のとおりである。 

 

表 1-3-1  「ネ」国に対する事業展開計画4 

項目 内容 

現状と 

課題 

ネパールのGDP構成は、約30%を占める農業セクターに大きく依存し、製造業が低迷しており、

経済成長を牽引する有望な産業が育っていない。また、外国直接投資（FDI）の対GDP比も0.5%

（2016年）と南アジア諸国の中では最低レベルとなっているが、政府は最貧国を脱却し、持続的

な経済成長を実現するためにはFDIの増加を重要課題とし、累計外国直接投資残高の対GDP比率

についても現状3.1%（2016年）から20%（2030年）に引き上げることを目標としている。加えて、

都市部における若年層の失業率が高い傾向にあり、民間セクター開発部門については国内での十

分な雇用機会創出が課題となっている。 

対応方針 同国の基幹産業でもあり、ネパールの国民の多くの生計手段である農業分野への支援は、同国が

2030年までに目指す、一人あたりの国民総所得が年2,500ドルを超える中進国入りのため、特に農

村部の貧困層への収入向上に大きく貢献する。我が国は、先方政府の連邦制実施に伴う連邦、州

及び地方各政府における農業分野のサービス提供の役割・機能分担について留意しつつ、本邦中

                                                        
4 外務省「対ネパール国 事業展開計画」 
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項目 内容 

小企業等による現地での事業実施も支援・促進しながら、食料生産性向上、農産物の高付加価値

化・多様化及び農産物加工などを通じた農業収入機会の向上、農業普及サービスの効率化と農家

組織育成の分野に対し、環境面や水資源状況に配慮しつつ支援を行っていく。 

協力 

プログラム 

農村部の生

活改善 

協力プログ

ラムの概要 

農業を通じた地域住民の生計向上、食料の安定生産・安定供給を

通じた生活向上を促進するために、市場向け農産物の生産性向上

や灌漑システム維持管理を図る。 

案件名 実施期間 スキーム：概要 

タライ平野灌漑農業振

興プロジェクト 

2019年度か

ら2024年度 

技プロ：対象地域における灌漑施設の維持管理能力の強化と水配

分の適正化、市場志向型の灌漑農業の実践を通じて灌漑農業モデ

ルの構築、タライ平野の他灌漑地区における灌漑農業モデルの普

及を図るためのガイドライン策定を実施していく予定 

森林利用部ループに対

する「みつまた」の栽

培・加工技術の普及モ

デル実証事業 

2019年度か

ら2022年度 

普及・実証・ビジネス化事業：質の高い「みつまた」樹皮の栽

培・加工技術とその普及モデルを活用した非木材林産物生産の多

様化並びに森林利用グループの活性化により、「みつまた」の生

産拡大と、それによる収入機会の創出を図る。 

ヌワット郡における学

校給食計画 

2019年度か

ら2022年度 

無償：ヌワコット郡において、地産地消型食材を用いた学校給食

を提供するための施設を整備することにより、児童の栄養環境改

善を図ると共に、地域の小規模農家等の生計向上に係る能力構築

を通じて地域経済発展を図り、もってネパールの貧困削減及び生

活の質の向上に寄与するものです。 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

 灌漑分野に対する援助動向 

灌漑分野の援助動向をみると、灌漑農業における生産性と持続性の改善のために、ハードとソ

フトの両方からアプローチが行われている。すなわちハード面では灌漑施設の整備、ソフト面で

はO&Mの政府からWUAへの移管に関する灌漑管理事務所およびWUAの能力強化および制度面へ

の支援が行われている。以下に灌漑分野のプロジェクトを示す。 

(a) ネパール国灌漑セクタープログラム（NISP）（1999～2004年、World Bank） 

極西、中西、西部、東部開発区域において、灌漑可能な68,735haを対象としたプロジェクトで、

a）包括的な水資源戦略の最終化と国家水資源開発計画の策定、b）灌漑システムの生産性と持続

可能性の改善、 c）実施機関の能力強化、および灌漑農業のための水資源データ収集、計画およ

び管理における政府の技術的および制度的能力の強化を支援、の3つのコンポーネントから構成

された。 

 

(b) 灌漑及び水資源管理プロジェクト（IWRMP）（2007～2013年、World Bank） 

当該プロジェクトの目的は、灌漑スキームの農業生産性の向上と統合水資源管理のための制

度強化であった。対象はWUAで、以下の4 つのコンポーネントが実施された。 
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 コンポーネント1（灌漑施設の改修と近代化）：灌漑効率改善のために、施設の改修・改

良を行った。これには、地下水で灌漑するための深層井戸（DTW）の掘削整備も含まれ

た。 

 コンポーネント2（灌漑管理の移管）：灌漑管理移管に対する課題（実績が低い、O&M 

が十分に実施されていない、資金回収率が低い等）に対応する活動である。当該コンポ

ーネントでは、総灌漑面積23,100haの土木工事が完了した。WUA の能力強化プログラム

の活動も一部（Kankai地区）終了した。WUA の活動が終了しなかった地区に対しては、

IWRMP-AF に引き継がれることとなった。 

 コンポーネント3：改良された水管理のための制度や政策への支援：当該コンポーネント

の目的は、より効果的で合理化された水資源管理サービスの供給の実現であり、そのた

めに国家レベルの関連機関である水・エネルギー委員会事務局（WECS）及びDWIRの制

度強化を、選定された流域を対象地域として支援した。 

 コンポーネント4（統合作物水管理（Integrated Crop Water Management：ICWM）：農業と

水管理の統合による、生産量の拡大、農業生産性及び収益性の向上を目的とした。当該

コンポーネントには、WUA 管轄内（3 次水路以降）の水路と配水の改善、及び表流水以

外を水源とする灌漑技術、種子バンク、貯蔵施設、市場販売のための生産物集荷場、圃

場から市場までのアクセス確保といった小規模な投入によるコミュニティ支援が実施さ

れた。 

 

(c) 灌漑セクタープロジェクト（ISP）（1989～1996年、ADB） 

東部及び中部開発区域の35 郡において実施された。農家組織の参加促進、灌漑開発や水路の

O&M 活動のための経費分担のためのパイロットプロジェクトとして、DWRIが管理する灌漑シ

ステムのコミュニティに対するコミュニティ開発を実施した。また、小規模農家の生計向上、

貧困削減、農村部における雇用創出を目的として、WUA の能力強化プログラムを実施した。こ

れによって、年間作付率が、当初の149%から14%増加した。 

 

(d) 第2 灌漑セクター支援プロジェクト（SISP）（1997～2003年、ADB） 

SISP はISP の後継プロジェクトとして実施された。中部及び東部開発区域の35 郡において、

WUA強化を行った。灌漑管理事務所の強化及び農業普及サービスの提供にプロジェクトの焦点

が置かれていた。プロジェクトは、39,757haの面積をカバーする278のサブ・プロジェクト（FMIS）

を実施した。当該プロジェクトにより年間作付率は当初の170%から40%増加し、配水へのアク

セスが改良したことにより、コメ、コムギ、トウモロコシの生産高も増加した。 

 

(e) コミュニティ管理灌漑農業セクタープロジェクト(CMIASP-AF)（2014～2021年, ADB）、

統合水資源管理プロジェクト(IWRMP-AF)(2013～2018年, World Bank) 

CMIASP-AF の対象地域は、東部及び中部開発区域であり、IWRMP-AFは、西部、中西部及び

極西部開発区域で、これら2 つのプログラムで全国をカバーしている。両プログラムの対象は
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基本的に、中小規模の灌漑システムであるが、IWRMP-AFのIMTコンポーネントでは、大規模灌

漑システムも対象としている。このIMT コンポーネントは、タライ平野でIMDが管轄する25 の

主要灌漑システムの内の3システムを対象としている。 

二つのプログラムの内容は類似しており、灌漑施設の改修、組織強化、水管理及び農業で構

成されている。プログラムの実施期間は約5年間であるが、施設の改修に3年間かかる。そのた

め、施設の改修完了を待たず、同時並行でWUAに対する組織強化や、水管理と農業についての

研修を始めたため、改修完了前の状態でのソフトコンポーネントの実施は、水の配分ができな

いことから十分な成果を得られなかった。 

 

 チャンドラナハル灌漑地区における援助動向 

灌漑管理移管プロジェクト（IMTP）（1995～2004年、ADB、USAID） 

IMTPは、タライ地区10郡で11のサブプロジェクトが実施され、本事業の対象地区であるチャン

ドラナハル灌漑地区も対象地に含まれた。その目的は、作付率と収穫量を増やし、より収益性の

高い作付パターンへの移行を促すために、水管理の多くを農家に移管することであった。第8次5

ヶ年計画（1992〜1997年）、農業展望計画（1995年～2015年）およびADBの戦略では、農家が水

利施設の運用と維持管理を政府から引き継ぐことによって、農業生産性を改善する必要性が強調

されていた。 

IMTPは2つのコンポーネントからなる。まず持続可能で効果的な水利組合（WUA）を設立し、

灌漑システムの運用および維持管理を政府と水管理組合が共同で行うことによって、信頼性が高

く、公平で、タイムリーな水供給と配水を実現する。このために、14の大規模なWUAに対して、

ジェンダー意識、紛争解決、資源動員、建設品質管理、配水と水管理、水利費の徴収に加えて、組

織の設立、管理に関するトレーニングを実施した。加えて、灌漑開発と施設管理における女性の

役割を促進した。対象としたWUAの6,414人のメンバーのうち、20%が女性で8%がダリットであ

り、ユーザーグループの実行委員会には約9%の女性と3%のダリットが含まれていた。IMTPの2番

目のコンポーネントは、灌漑排水施設の改修で、主要な構造物の改修、灌漑システム全体の改善

等が含まれていた。 

このプロジェクトにより、11のサブプロジェクトサイト全体の総灌漑範囲は29%増加し、合計

45,563ヘクタールとなった。 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 
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プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

 組織・人員 

(1)実施機関 

本無償資金協力事業の実施機関は、エネルギー水資源灌漑省（Ministry of Energy, Water Resources 

and Irrigation: MoEWRI）であり、その中で特に本事業の実施に関わる部局は、水資源灌漑局

（Department of Water Resources and Irrigation: DWRI）である。同局のもとチャンドラナハル灌漑

地区の管理担当事務所として、コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所（Koshi Pump, 

Chandra Nahar Irrigation Management Office）が現地事務所として設置されている。エネルギー水資

源灌漑省および水資源灌漑局の組織図をそれぞれ、以下に示す。 

 

 

図 2-1-1  MoEWRIの組織図 
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図 2-1-2  DWRIの組織図 

 

(2)灌漑管理事務所 

コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所（Koshi Pump, Chandra Nahar Irrigation Management 

Office、以下、灌漑管理事務所）は、下図に示すとおり技術部、組織開発部、経理部、総務部の４

部で構成され、総職員数は41名（男性37名：女性4名）である。職員数には、任期付き職員を含ん

でいる。このうち、チャンドラ水路灌漑システム（Chandra Canal Irrigation System: CCIS）のゲー

ト操作員は5名である。WUAとの連携・強化を図っているのは組織開発部の職員1名だが、同職員

はCCIS以外の2つの灌漑システムの組織開発も担当している。 

 

 

出典：コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所 

 

図 2-1-3  コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所の組織図 
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 財政・予算 

(1)実施機関 

本事業の実施機関であるMoEWRIの年間予算を表に示す。同省の予算は、国家予算に占める割

合が2017/18までは2%程度、省の再編後は3%程度で推移している。支出の内訳を見ると、Small and 

Medium Irrigation Projectが大きな割合を示していたが、2018/19以降、当該事業は州政府に移管され

たことにより、現在はBig Scale Irrigation Syetemに対する支出が大きな割合を占めている。 

 

表 2-1-1  MoEWRIの年間予算 

Fiscal year 2016/17 2017/18 2018/19*** 2019/20*** 2020/21*** 

National Budget 104,892 100% 127,899 100% 131,516 100% 153,296 100% 147,464 100% 

M of EWRI* 2,446 2.3% 2,741 2.1% 4,554 3.5% 4,648 3.0% 4,151 2.8% 

Breakdown of Section           

 Section of E - - - - 2,894 63.5% 2,582 55.6 1,664 40.1 

 Section of WRI 2,446 100.% 2,741 100% 1,660 36.5% 2,066 44.4 2,487 59.9 

Breakdown of WRI           

Development and Maintenance 2,302 94.1% 2,555 93.2% 1,643 36.1% 1,926 41.4% 2,398 57.8% 

Big scale irrigation system project 609 24.9% 720 26.3% 1,160 25.5% 1,278 27.5% 1,131 27.2% 

Small and Medium Irrigation 

scheme project** 
1,161 47.5% 1,140 41.6% 82 1.8% 328 7.0% 385 9.3% 

River training project 523 21.4% 683 24.9% 395 8.7% 314 6.8% 625 15.1% 

Others 9 0.4% 12 0.4% 6 0.1% 6 0.1% 257 6.2% 

Ordinary (Office expenditure) 144 5.9% 186 6.8% 18 0.4% 140 3.0% 89 2.2% 

Unit: 10 million NRs 

Note: * Fiscal year 2016/17 and 2017/18 budget is allocated for then present Ministry of Irrigation which is replaced by merged Ministry of 

Energy, Water Resources and Irrigation from fiscal year 2018/19 onwards. 

** Fiscal year 2018/19 onwards Small and Medium Irrigation scheme project that was in operation through Irrigation Development 

Division/Sub-division has been transferred to provincial government hence not been included in above table. 

*** Fiscal Management budget is allocated for energy sector and has not been included in the ministry budget from fiscal year 2018/19 

 

水資源局の年間予算の推移を表に示す。当該灌漑地区が含まれるBig scale Irrigation Sysytem 

Projectの支出割合は、近年の5割程度で2020/21の支出は225億NRsであった。 

 

表 2-1-2  DWRIの年間予算 

  Fiscal year 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20 2020/21 

Department of Water Resource and Irrigation 2,427 100% 2,715 100% 1,446 100% 2,025 100% 2,319 100% 

            

Breakdown           

Development and Maintenance 2,291 94.4% 2,542 93.6% 1,436 99.3% 1,900 93.8% 2,250 97.0% 

Big scale irrigation system project 608 25.1% 714 26.3% 1,108 76.6% 1,265 62.5% 1,125 48.5% 

Small and Medium Irrigation scheme project  1,155 47.6% 1,138 41.9% 75 5.2% 320 15.8% 368 15.9% 

River training project 522 21.5% 680 25.0% 250 17.3% 310 15.3% 608 26.2% 

Others (without development) 6 0.2% 10 0.4% 3 0.2% 5 0.2% 149 6.4% 

Ordinary (Office expenditure) 134 5.5% 171 6.3% 10 0.7% 125 6.2% 69 3.0% 

Unit: 10 million NRs 
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(2)灌漑管理事務所 

CCISを管理する灌漑管理事務所の年間予算を、下表に示す。同事務所は3つの灌漑システムの維

持管理を担当しており、この予算は3システムに分配する形で支出される。CCISの維持管理に使え

る額は、1/3の39,000千ルピー（約36百万円）程度である。維持管理予算は年々増加している。灌

漑管理事務所によれば、物価および人工代の高騰と洪水による灌漑施設破損事故の増加がその理

由である。 

表 2-1-3  コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所年間予算 

 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

年間予算 26,000 51,260 85,910 100,300 120,470 

支出      

間接費 2,392 2,255 2,506 2,586 3,180 

維持管理費 21,036 46,325 80,772 95,050 116,910 

総支出 23,428 48,580 83,278 97,636 120,090 

単位：ネパールルピー（NRs） 

出典：コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所 

 

 技術水準 

灌漑管理事務所は、維持管理に使える重機とし掘削機３台を保有している。同事務所によると、

１台は機能良好で２台は不良とのことである。同事務所は、老朽化したチャンドラナハル灌漑を

長年にわたり維持管理してきた実績を持つ。同事務所は一定の技術力を有しており、プロジェク

ト供与施設の維持管理は概ね可能だと考える。一部に懸念される課題もあるので、それらについ

てはソフトコンポーネントを実施することで対応する。 

 

(1)施設所有権 

チャンドラナハル灌漑地区（CNIS）では、1995年から2004年にかけて、アジア開発銀行（ADB）

により実施されたIrrigation Management Transfer Projectで一部施設が改修されたが、現在に至るま

で灌漑施設の運営管理はCNISの水利組合（以下、WUA）に移管されていない。灌漑排水施設所有

権の全体像は、下表に示すとおりである。幹線灌漑水路、支線灌漑水路、排水施設の所有権は連

邦政府、3次灌漑水路の所有権はWUAである。 

 

表 2-1-4  灌漑排水施設の所有権 

灌漑施設 
排水施設 

幹線用水路 支線水路 3次水路 

連邦政府 連邦政府 WUA 連邦政府 

出典：コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所 

 

(2)管理担当機関 

CCISの管理担当機関は、下表に示すとおりである。幹線灌漑水路、支線灌漑水路、排水施設は

灌漑管理事務所とWUAとの共同管理、3次灌漑水路はWUAによる管理である。共同管理では、WUA

の要望に基づき灌漑管理事務所が管理作業を行うことになっている。共同管理におけるWUAの役
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割は要望を出すだけなので、実質的な運営・維持管理責任者は灌漑管理事務所である。費用も全

て灌漑管理事務所が負担している。 

 

表 2-1-5  灌漑排水施設の運営・維持管理担当機関 

灌漑施設 
排水施設 

幹線用水路 支線水路 ３次水路 

灌漑管理事務所とWUA

の共同管理 

灌漑管理事務所とWUA

の共同管理 
WUA 

灌漑管理事務所とWUA

の共同管理 

出典：コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所 

 

灌漑管理事務所の業務範囲は、CCISの運営・維持管理だけではない。CCISに加えて、コシポン

プ灌漑システム（13,300 ha）と西コシ灌漑支線水路システム（11,700 ha）の運営・維持管理も担当

している。 

 

 既存施設・機材 

チャンドラ水路灌漑システム（CCIS）の概要 

(1)概要 

チャンドラ水路灌漑システム（CCIS）は、1927年にチャンドラナハル灌漑地区内に整備された

施設である。「ネ」国政府が国営で実施した灌漑事業のうち第1号として、同国では有名である。

この灌漑システムは、関係者間においてCCISと呼称されており、チャンドラ水路灌漑システム

（Chandra Canal Irrigation Systemの各単語の頭文字を取ったものである。CCISは、Trijuga川（流域

面積=709km2）を水源とし、頭首工から幹線用水路に導水し、2次用水路、3次用水路で受益地に用

水を供給している。受益範囲は、位置図に示すよう幹線用水路の左岸に広がり、10,500haへ配水す

る。 

 

(2)既存施設に係る情報 

灌漑管理事務所および関係機関において、CCISの整備状況に関する報告書は、2014年に灌漑管

理事務所により取りまとめられたDetail Report of Renovation of Chandra Canal, Saptariがある。用水

系統や既存施設の概要は、この報告書を基本情報とした。 

1927年に建設された際の計画資料、設計図等については、灌漑管理事務所および関係機関に保

存されていないことが確認された。一般的に、灌漑施設整備を実施した場合、計画時の報告書、

調査資料などは保管されているが、灌漑管理事務所によれば、度重なる担当者の交代、事務所の

引っ越し等における紛失であろうとの見解であった。 

 

(3)用排水系統 

用水系統は、下図に示すように基本的には幹線用水路から2次用水路に分水されるが、幹線用水

路から3次水路に直接分水される箇所も見られる。また、当該灌漑システムでは、田越灌漑が一般

的であり、水路は用排兼用である。 
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図 2-1-4  用水系統図  
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(4)用水路の状況 

1)幹線用水路 

幹線用水路は、総延長で28kmに及ぶ、基本的に土水路の開水路である。水路断面は、建設当

初は複断面であった形跡が現場踏査にて確認されたが、現状は、水路底、水路法面が浸食、風

食、植生繁茂等の様々な要因により断面が歪になっており、通水状況が良好とは言い難い区間

がある。 

灌漑計画の妥当性を検証するためには、幹線用水路の水理情報が必要となる。しかし、計画

当初の資料が保存されていないことや、水路断面が歪であることから、現況に合わせた解析が

必要と判断された。 

そこで、用水系統図と、幹線用水路の縦横断測量図、水位痕跡から不等流計算を行い算出し

た値を、現況の幹線用水路における計画水位とした。 

不等流計算では、水位をコントロールする施設であるチェックゲートが設置されてある区間

を計算セクションとし、始点水位は現地にて確認した水位痕跡をもとに決定した。 

不等流計算結果を下図に示す。幹線用水路は基本的に土水路であるため長年の侵食及び堆砂

により、水路底及び天端に凹凸が見られる。水路の天端高さは、数ヶ所の測点を除いて余裕高

を加えた壁高を満足しているが、現地踏査では一部大きく侵食されていた箇所も確認されてい

る。 

 

*1 CUP：Canal Under Pass の略称。用水路サイホンの位置を示している。 

*2 Sectionは、チェックゲートが設置されている区間を示しており、不等流計算上の別途計算セクションになる。 

出典：JICA調査団 

図 2-1-5  水理計算結果 
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2)支線用水路 

CCISにおける二次用水路は12路線あり、総延長は43kmである。基本的に土水路であるが、断

面形状や付帯構造物周辺の清掃状況は良好な状態であることから、WUAにより適切な清掃等の

管理がなされているものと推察される。 

 

既存施設の状態 

既存施設の状態を以下に概略で示す。なお、本事業における対象コンポーネントである用水路

サイホンは、横断排水工、水路横断橋に関連する詳細については、後述する。 

CCISは、固定堰、取水工、流量計（パーシャルフリューム）、分水工、チェックゲート、余水

吐工に加えて、河川横断部には用水路サイホンや水路橋、排水路横断部には横断排水路工、用水

路を横断する水路横断橋で構成される。灌漑管理事務所は、幹線用水路の付帯施設について名称

と設置位置を示した一覧表を作成している。また、調査団は現地再委託により各施設の規模、破

損状況について施設インベントリー調査として、取りまとめた。 

下表に、既存施設の状態を概略で示す。 

 

表 2-1-6  既存施設の状態 

施設 調査結果概要（幹線用水路） 現況写真 

固定堰 

土砂吐工 

（余水吐工） 

 

固定堰は、部分的に補修が行われているとのことで、調査

時点では大きな支障は見られない。 

また、土砂吐工は灌漑システムが整備された時からのレン

ガ造りで、ゲートは手動による巻き上げとなっているもの

の、支障なく作動している。 

 

 

 

 
 

取水工 取水工は、上記土砂吐工同様に灌漑システムが整備された

時からのレンガ造りである。下流の擁壁部に若干の亀裂は

見られるものの亀裂に対する整備の緊急性は確認されな

かった。 

 

 

 

 

 
 

用水路 整備された当初は、複断面で整備されたとのことである

が、調査時点では単断面で台形断面の土水路である。湾曲

部やサイホン吞口部では堆砂が確認された。 

また、一部区間では盛土が崩れているヶ所も確認された。 
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施設 調査結果概要（幹線用水路） 現況写真 

 全体の延長から見ると僅かではあるものの、一部区間でコ

ンクリートライニングや粗朶柵渠および土嚢などで、盛土

法面の保護工が整備されている。 

 

 

 

 

 

 
 

流量計 取水工直下流に設けられたパーシャルフリュームで、ここ

で水位を計測し幹線用水路への用水量を測定している。パ

ーシャルフリュームの中央部に転石等を排出するための

溝が設置されているが、この部分は閉塞して機能していな

いが、緊急的な整備の必要性は認められない。 

 

 

 

 
 

分水工 2次用水路への分水工は15ヶ所で、直接3次用水路への分水

工は38ヶ所整備されている。写真は2次用水路への分水工

である。これに対して、3次水路への分水工は、スピンドル

や軸が設置されておらず、操作はゲートを開いた状態で固

定し、土や石などで流入口を防ぐなどとしている。したが

って、改修が必要な場合でも、扉体やスピンドルの設置で

あり、これらは、郡内の鉄工所で制作可能とのことである。 

 

 
 

チェックゲ

ート 

全体で6ヶ所のチェックゲートが整備されている。チェッ

クゲートは、レンガ造り（モルタル仕上げ）の枠に、溝形

鋼（コ型）を設置し、鋼板を手動式で開閉させる構造で水

密では無い。これら施設は、劣化しているものの測点

19+465を除いて、機能している。19+465に設置されている

チェックゲートは、2ヶ所の内1ヶ所は扉体が破損してい

る。破損の原因は、洪水が用水路内に流入し、急激に水位

が上昇したためとのことであった。なお、扉体およびスピ

ンドルは、郡内の鉄工所で制作可能とのことである。 
 

余水吐工 全体で3ヶ所の余水吐工がチェックゲート直上流に整備さ

れている。 

構造は、チェックゲート同様に、レンガ造り（モルタル仕

上げ）の枠に、溝形鋼（コ型）を設置し、鋼板を手動式で

開閉させるタイプで水密では無い。 

 

 

 

 
 

用水路サイ

ホン工 

用水路サイホンは計8ヶ所整備されており、内6ヶ所は、レ

ンガ造りのアーチカルバートで、吞口および吐口には同様

にレンガによる擁壁（ウィング）が整備されている。残り

2ヶ所は1970年代に整備されたコンクリート構造物であ

る。 

前者の課題は、壁や頂版にクッラクが発生し、これが発達

して漏水が確認されている。クッラクの発達は、漏水量が

大きくなり灌漑効率が低下するのみならず、崩落の危険性

もある。また、コンクリート構造物である2ヶ所について

も、施工性の悪さから漏水が確認された。 
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施設 調査結果概要（幹線用水路） 現況写真 

 用水路サイホンが横断する河川の内、堆砂が進行している

ヶ所では、灌漑管理事務所が河川護岸（盛土やフトン籠）

を整備し、流路の拡大による耕作地や宅地への浸水を防い

でいる。したがって、用水路サイホンの整備に当たっては、

河川護岸を必要に応じて整備する。 

 

 

 

 
 

横断排水工 横断排水工は14ヶ所が確認されている。構造は、レンガ造

りおよびコンクリート管である。協力コンポーネントの対

象とするのは、レンガ造りの横断工で、用水路からの漏水

があり、上記の用水路サイホン同様にクッラクが発達する

と、漏水量が大きくなるだけではなく、崩落の危険性があ

る個所と、通水断面が洪水量に対して不足しているヶ所と

する。漏水は、レンガ継ぎ目の劣化が原因のため、放置す

ると複数の個所でクッラクが生じる恐れがあり、漏水を確

認した個所は、暗渠全体を改修する必要がある。 
 

水路横断橋工 37ヶ所の橋梁を確認した。構造は、当初整備された橋梁は

レンガ造りで、その後に整備された橋梁はコンクリート造

りである。対象地域の交通量の増加や通過車両の重量が大

きくなったことで、特にレンガ造りの橋梁にはクッラクの

発生や壁の膨らみを確認した。 

 

 

 

 
 

 また、コンクリートの橋梁では、特に頂版の下面のコンク

リートがはがれ、錆びた鉄筋が広範囲で露出しているのを

確認した。鉄筋のかぶり厚さが不足していたか、コンクリ

ートの品質に原因があると想定される。放置すると、強度

不足によって崩落の危険性がある。 

レンガ部分の膨らみや鉄筋の露出が広範囲に確認された

橋梁は、崩落の危険があるため下部工を含めて改修整備を

行う必要がある。 

 
 

 DORによってコンクリートで整備された橋梁。DORによって

整備された橋梁4ヶ所の状態は良好で、特に問題はない。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

用水路サイホン（対象コンポーネント） 

(1)概要 

用水路サイホン5は、CCISの幹線用水路の付帯構造物である。22ある河川6のうち、幹線用水路の

                                                        
5 用水路サイホンは、CUP（Cunal Under Pass の略）と呼ばれ、それぞれに名称がつけられている（表 2-1-7）。

本報告書では、土地勘を持たない読者にも位置関係が分かるよう、上流側から施設番号を付けることとする。 
6 実際には、河川だけではなく北西側に位置する農地からの排水路も含まれる。本報告書においては、河川と排水

路を明確に分ける必要がないことから、便宜的に河川と統一表記する。 



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

2-11 

計画勾配に対し、河川が用水路よりも高い位置を流れる8路線を横断するための施設である。 

用水路サイホンのうちCUP-1、CUP-2、CUP-3、CUP-4、CUP-5、CUP-6はレンガ構造で、1915年

に建設され、1979年に一度改修された。一方、CUP-7とCUP-8は、1979年に新設されたコンクリー

ト構造で、設置後は改修等がなされていない。すなわち、全ての用水路サイホンは、42年間（1979

年以降、2021年の調査まで）に、一度も十分なメンテナンスがなされてこなかったといえる。 

用水路サイホンの概略諸元は、下表に示す通り。 

 

表 2-1-7  既設用水路サイホンの概略諸元（建設年・材料） 

施設番号 施設名 建設年 改修年*1 本体主材料 

CUP-1 New ganagajali CUP 1915 1979 レンガ 

CUP-2 Old Ganagajal CUP 1915 1979 レンガ 

CUP-3 Pauraha CUP 1915 1979 レンガ 

CUP-4 Banra CUP 1915 1979 レンガ 

CUP-5 Sundari CUP 1915 1979 レンガ 

CUP-6 Mahuli CUP 1915 1979 レンガ 

CUP-7 Kailii I CUP 1979  鉄筋コンクリート 

CUP-8 Kailii IICUP 1979  鉄筋コンクリート 

*1 CUP-1~CUP-6の改修工事は部分補修のみであり、全1回である。CUP-7、CUP-8の改修実績はない。 

出典：JICA調査団 

 

表 2-1-8  既設用水路サイホンの概略諸元（流量・通水断面） 

施設番号 
幹線用水路測点 延長 

(m) 

設計流量 

(m3/s) 

通水断面 

(Width x Hight x Burrel) BP EP 

CUP-1 5+670 5+692 22.20 10.33 2.00 x 2.00 x 2 

CUP-2 6+440 6+455 15.05 10.33 2.50 x 2.50 x 2 

CUP-3 8+645 8+718 73.00 9.93 2.60 x 2.60 x 2 

CUP-4 11+235 11+283 48.10 9.43 2.45 x 2.45 x 2 

CUP-5 16+135 16+185 58.48 7.29 1.50 x 1.50 x 2 

CUP-6 18+755 18+907 152.90 6.69 2.00 x 2.00 x 1 

CUP-7 24+380 24+417 37.25 1.16 1.20 x 1.20 x 1 

CUP-8 24+975 25+012 37.90 1.16 1.20 x 1.20 x 1 

*1 CUP-2、CUP-3、CUP-4、CUP-5は上底がアーチ型である。記載している寸法は、断面積を概算するための目

安として設定している。 

*2 CUP5は、インレットとアウトレットの形状が異なる。表内値はインレットの寸法である。アウトレットは、

W2.30 x H1.50 x 1Burrelである。 

出典：JICA調査団 

 

(2)施設機能の確認 

調査の結果、全ての用水路サイホンは、用水路の施設として十分な機能を維持できているとは

言い難い状態であることが確認された。以下に、改修の必要性を判断するうえで重要なポイント

を示す。 

 

a) 本体のひび割れ、破損が施設地上部の全体に発生していた。この状況から、目視では確認

できない地下部（樋管）においても、ひび割れや破損が発生しているものと推察され、場

合によっては穿孔がある可能性もある。ひび割れと穿孔は灌漑水の漏水を引き起こし、灌

漑水を搬送できない状況を引き起こすものである。また、ひび割れ、破損、穿孔を放置し

た場合、これらが広がり、施設そのものの崩落を招く。崩落した施設は、灌漑用水を下流
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側へ渡すことができず、受益地における営農活動に大きな負の影響を与える。用水路サイ

ホン8ヶ所全ての施設に、ひび割れ等が確認されたので、部分的な補修ではなく、施設の全

改修が必要である。 

b) 流入部、流出部において、深刻な堆砂、ゴミ溜り、植生繁茂が確認された。この状況から、

目視では確認できない地下部（樋管）においても、堆砂、ゴミ溜りがあるものと推察され

た。水路断面が小さくなると、通水量を小さくする。堆砂、ゴミ溜り、植生繁茂を放置した

場合、水路断面は経年で小さくなり続け、通水可能量が年々小さくなっていく。維持管理

が容易になる形状に改修することや、設計に係る情報を整理することで、維持管理計画の

充実につながると考えられる。 

 

(3)漏水状況 

対象施設は、老朽化に伴い本体に亀裂が生じており、漏水による搬送効率の低下及び亀裂の発

達による構造物本体の崩落の危険を有している。そこで、現地調査で漏水の程度を下記の通り把

握した。 

方法としては、各用水路サイホンの入口と出口にて回転式流速計による流量観測を実施し、そ

の流量の差から各サイホン内での漏水による損失量を算出した。その結果、漏水量は最大10%で

平均3.6%に至ることが確認された。 

 

表 2-1-9  用水路サイホン流量調査結果 

No  Siphon Name 計測日 流量 (m3/s) 観測場所 
損失量  

(m3/s) 

損失 

(%) 

備考 

雨期の流量(m3/s) 

1 New Gangajali CUP 21-04-2021 データ欠損*1 
Inlet 

    10.767 
Outlet 

2 Old Gangajali CUP 24-04-2021 
1.5483 Inlet 

0.1219 7.9% 10.767 
1.4264 Outlet 

3 Pauraha CUP 24-04-2021 
1.3422 Inlet 

0.1358 10.1% 10.104 
1.2064 Outlet 

4 Banra CUP 25-04-2021 
0.3893 Inlet 

0.0057 1.5% 9.931 
0.3836 Outlet 

5 Sundari CUP 25-04-2021 
0.4782 Inlet 

0.0004 0.1% 7.291 
0.4778 Outlet 

6 Mahuli CUP 25-04-2021 
0.4952 Inlet 

0.0018 0.4% 6.986 
0.4934 Outlet 

7 Kailii - I CUP 26-04-2021 
0.4902 Inlet 

0.0222 4.5% 1.120 
0.4680 Outlet 

8 Kailii - II CUP 26-04-2021 
0.3243 Inlet 

0.0027 0.8% 1.120 
0.3216 Outlet 

*1 用水路サイホンNo1はInlet計測時とOutlet計測時の流量の変動が大きかったため計測結果から除外した。 
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横断排水工（対象コンポーネント） 

(1)概要 

幹線用水路には、14基の横断排水工7が設置されている。

既存の横断排水工は、写真に示すように横断排水工の上流

には明確な排水路がなく、横断排水工に水が集まり、幹線用

水路を横断している。幹線用水路を横断した水についても、

明確な流路がないことから横断排水工アウトレット周辺に

湛水しており、ガリにより形成された流路に少量が流れ出

る。また、農家によっては営農に使用しているケースもあ

る。 

上記の通り、本案件で改修する横断排水工は河川や排水路の一部ではなく、幹線用水路盛土を

保護するための水抜き工として位置づけられる。 

全体的な施設の老朽化やクラックは確認できるが、施設ごとで状況が異なることから、全ての

施設を一律に改修するのではなく、現地灌漑管理事務所やWUAからの聞き取り、現地踏査を通じ

て①構造物の破損状況の確認、②洪水量を安全に流下させる能力の確認を行い、本プロジェクト

における改修対象を検討する。 

 

(2)横断排水工の漏水状況 

灌漑管理事務所やWUAからの聞き取り調査の結果、幹線用水路を横断する一部の横断排水工に

て漏水が発生しているとの情報があり、以下の4ヶ所の横断排水工の漏水状況の確認を行った。た

だしこれらの漏水量調査時点の幹線用水路の通水量は、雨期の灌漑水量と比較してかなり少量の

ため、通常の通水時には下記の観測された水量以上の漏水が発生している可能性がある。 

漏水量の調査は、事前にサイホン流入口及び流出口に溜まっていた水をポンプで排水し、サイ

ホン下流の水溜まりの水位の時間変化から漏水量を推定した。観測結果は以下の通り。 

横断排水工 調査結果 

CDW-02 漏水量：5.7 l/s 

写真に示すように、横断排水工直上の幹線用水路内で、

気泡が観測された。幹線用水路から排水工に水が流れて

いるものと推察される。 

 

 

 

 

CDW-06 漏水量：0.1 l/s程度で、量は少ないものの、水滴が落ち

るのが確認された。 

写真は、アーチ天井部分に確認された欠落ヶ所で、亀裂

が発達すると、排水工自体の崩落の危険性がある。 

 

 

 

 

                                                        
7 水資源灌漑局やコシポンプ・チャンドラ水路灌漑管理事務所が所有する資料では、Drainage SiphonやDrainage 

Siphon Culvertという名称が付けられている。本報告書では、横断排水工（Cross Drainage Work、略称CDW）で統一

する。 

横断排水工インレットの上流側 

排水路と呼べる流路がない。 
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横断排水工 調査結果 

CDW-07 漏水量：定量的に漏水量を確認するほどの漏水は確認

できなかった。 

しかし、写真に示すように側壁を通じての漏水が目視

で確認された。 

 

 

 

 

 

 

CDW-08 サイホンに溜まっていた水をポンプによって排水した

が、幹線用水路に通水される前に地下水の影響で水位の

上昇したため、幹線用水路からの漏水量は確認できず、

加えて水滴等の漏水の音も確認できなかった。 

しかし、WUAからの聞き取りでは漏水がある排水横断

工とのことであった。 

 

 

 

 

 

水路横断橋（対象コンポーネント） 

(1)概要 

幹線用水路に対して設置されている水路横断橋は、幹線用水路を挟んで左岸側の当該事業対象

エリアとなる受益地と北側に広がる右岸側エリアとを結ぶ重要な施設であり、当該エリアにおけ

る農業活動や地域住民の生活及び居住エリアの形成軸にとって欠かせない施設となっている。 

 

(2)水路横断橋の現状 

本調査の対象となる水路横断橋は、インベントリー調査結果に示されている通り頭首工から最

下流部の放流工までの延長約28kmの区間に、37橋が設置されている。確認した37の水路横断橋の

劣化損傷度を、現地踏査による目視及び近接写真により評価し、部分的な補修ではなく改修によ

る抜本的な対策が必要な水路横断橋をDWRIとの協議の上、抽出した。 

各水路横断橋の損傷度評価は、以下の4段階でランク分けを行い、Aランクの水路横断橋を本事

業の検討対象とした。なお、損傷度ランクAとなった橋梁の管理者はいずれもDWRIである。 

 

損傷度ランク A：交通荷重等に対し、施設本体の耐力不足に起因する構造安定上課題となる規模

のクラック、躯体の変形、部材のコンクリート自体の劣化による剥離の発生や部分的崩壊及

び損傷、その結果による鉄筋の露出等が確認され、補修による対応では不完全で、このまま

使用を継続させると崩壊の危険性があり、改修による抜本的な再整備が妥当であるとされる

損傷。 

損傷度ランク B：先方政府の実施する維持管理工事等で対応可能なレベルの損傷以下に示す類の

もの。（過去に実施された補修がある程度適切に行われており、現状の使用状況が継続する場

合、当面の間は崩壊等に至らずに使用が可能であると判断される程度の損傷も含まれる。） 

・施設本体部にクラックや部分的な損傷が認められるものの、補修による対応が可能な軽微

なもの。 

・ウィングウォールや高欄等の付帯施設の損傷。 

損傷度ランク C：施設の設置年度が比較的新しく（概ね 2010年以降）、目立った劣化や損傷が確

認されないもの。（施工技術の低さや施工の雑さに起因する施設の完成度については損傷や劣
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化の扱いとはしない。） 

損傷度ランク D：施設に劣化及び損傷が認められるものの、施設規模が小さく、崩壊に至った場

合でも幹線用水路に与える影響が限定的であるもの。（先方政府側で改修が十分に実施可能な

施設規模で、木橋なども含む。） 

以下に、37橋に対する損傷度の評価結果を示す。 

・損傷度ランクA：15橋（CCB-2、3、4、11、13、15、16、17、19、20、22、26、27、28、31） 

・損傷度ランクB：6橋（CCB-1、9、12、21、29、30） 

・損傷度ランクC：8橋（CCB-6、10、14、18、23、24、33、34） 

・損傷度ランクD：8橋（CCB-5、7、8、25、32、35、36、37） 

 

(3)劣化した施設の概要（損傷度ランクA） 

ランクAとして抽出した15橋（CCB-2、3、4、11、13、15、16、17、19、20、22、26、27、28、

31）の損傷は、次の3つのタイプに大別される。 

タイプ／該当橋梁 概要 備考（事例） 

１：レンガのクラックや膨らみ 

CCB-3, 13, 16, 20, 22, 26, 27, 28 

レンガの損傷や抜け落ち、クラ

ック等が確認される。走行車両

の荷重による変形（側面の膨張）

も見られる。 

 

 

 

 

 

２：RCの劣化 

CCB-2, 4, 11, 15 

ＲＣスラブのコンクリートが劣

化剥離し、鉄筋が露出している

状況となっている。 

 

 

 

 

 

 

３：レンガのクラックとRCの劣化 

CCB-17, 31 

土台となっているレンガ造りの

部分にクラックが発生してい

る。 

上部ＲＣ床版の状態が非常に良

くなく、劣化が激しい。 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 関連インフラの整備状況 

(1)道路整備状況 

チャンドラナハル灌漑地区（CNIS）は受

益地の中央をマヘンドラ高速道路（East 

West Highway）が縦断しており、西部のラジ

ビラジやカトマンズ、東部のビラトナガル

等の主要な都市への重要なアクセス道路と

なっており、チャンドラ灌漑地区の人流や

物流の大動脈となっている。 

マヘンドラ高速道路を境に幹線用水路北

部には水路に並行し唯一の舗装道路があ

り、チャンドラ灌漑地区よりさらに北部か

らマヘンドラ高速道路へのアクセス道路と

しての役割と、チャンドラ灌漑地区北部の

人流や物流の主要な道路となっている。 

マヘンドラ高速道路より南部の幹線用水

路沿いでは北部の道路と同規模の道路が現

在建設中である。この幹線用水路沿いの道

路以外の道路は幹線用水路周辺の村落への

未舗装のアクセス道路や規模の小さな農道

しかなく、工事中は幹線用水路沿いの道路

が主要な道路として利用される。 

 

(2)電気・水道 

当灌漑地区では、道路沿いに集落が見られ、ほとんどの家屋には電気が引かれており、電気の

普及割合は60%程度である。 

水道は、幹線用水路上流に商店を含む街が形成されており、ここでは管路で配水されているが、

これ以外の大多数は個別に設けたポンプで揚水し飲用・雑用水に使用している。調査対象地区の

使用されている浅井戸2ヶ所の水質検査結果は、「ネ」国およびWHOの水質基準値以内に収まって

いる。 

 

 自然条件 

気象条件 

対象地区周辺の気象条件については、東側40kmに位置するBiratnagrにおける気象観測所のデー

タを参照する。以下に、月別平均データ（1967～2018年）を示す。 

 

凡例 
高速道路 
舗装道路 
工事中道路 
アクセス道路・農道 
幹線用水路 

マヘンドラ高速道路 

図 2-2-1  道路ネットワーク 
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対象地区は、4月～10月の雨期と11月から3月までの乾期の2シーズンに分けられ、7月～9月に、

極めて多い降雨量があることが特徴づけられる。また、年間を通して気温が30℃を超えないカト

マンズに対して、対象地区では、11月～2月を除いて最高気温が30℃を超える。気温が高い状況は、

日照時間が短い6～8月にも同様であり、図 2-2-3  対象地区周辺の日照時間の通り、対象地区周辺

が多湿であることによる。そのため、施工に際しては、熱中症等の体調管理に注意する必要があ

る。 

 

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec

Rainfall 9 12 19 94 204 309 463 329 252 71 1 1

Temperature (ave.) 16 19 24 27 29 29 29 30 29 27 23 18

Temperature (max.) 22 27 31 34 34 33 33 33 33 32 30 25

Temperature (min.) 9 12 16 21 24 25 26 26 25 22 16 11
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出典：Biratnagar Weather Station 

図 2-2-2  対象地区周辺の気温と降雨 
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出典：Biratnagar Weather Station    

図 2-2-3  対象地区周辺の日照時間、および湿度と風速 

地形 

「ネ」国の標高図を下図に示す。CCIS周辺は、「ネ」国で最も低い標高の地域に位置しており、

区分は500m以下である。CCISから北側、西側に丘陵地があり、逆に東側、南側においては大きな

地形勾配がなく低平地になっていることが分かる。CCISの取水源であるTrijuga川、および幹線用
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水路を横断する河川、排水路は、チャンドラナハル灌漑地区の東側に位置しているKoshi川（コシ

川）の支流となっており、CCISは、コシ川が形成した洲に設置されている。複数の河川がヒマラ

ヤ山脈から運んでくる砂が堆積し、洲を形成したものと考えられる。灌漑用水路としての勾配、

農地への排水は緩やかな勾配で通水されている。なお、Koshi川は約120km下流にてガンジス川に

合流する。 

 

 
Source: National Soil Science Reserch Center (NARC)のWebサイト

（https://soil.narc.gov.np/soil/soilmap/）からJICA調査団が作成 

図 2-2-4  ネパール国の標高図 

地質・土質 

「ネ」国全土の土壌図を下図に示す。CCIS周辺は、Non calcareous（非石灰質土）と区分されて

いる。前述の通り、CCISは複数の河川がヒマラヤ山脈から運ばれた土砂により形成されている場

所に位置している。従って、河川の氾濫などで土砂が堆積して出来た、比較的新しい土壌であり、

沖積地であると推測される。 

 
Source: National Soil Science Reserch Center (NARC)のWebサイト

（https://soil.narc.gov.np/soil/soilmap/）からJICA調査団が作成 

図 2-2-5  ネパール国の土壌図 

河川 

CCISに直接関連する河川としては、取水源であるTrijuga川の他、幹線用水路が用水路サイホン

対象地 

対象地 

https://soil.narc.gov.np/soil/soilmap/
https://soil.narc.gov.np/soil/soilmap/
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で横断する8路線と横断排水工が横断する15路線である。また、幹線用水路の末端部はKhando川が

流れており、幹線用水路末端からの流末排水はKhando川へ流れ出る。また、受益地の東側には自

然保護区を有するKoshi川が流れている。取水源であるTrijuga川は集水面積＝709km2を有しており、

通年で河川流量が観測されている。他方、8ヶ所の用水路サイホン上を横断する河川は、乾期は水

が流れない涸れ川である。同様に、15ヶ所の横断排水工も降雨時以外は、流量は観測されない。 

 

 

図 2-2-6  集水域及び洪水横断に係る施設の位置  
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自然条件調査結果 

(1)調査項目 

改修計画策定のため、対象地区周辺における自然条件を国内再委託、現地再委託により実施し

た。各実施数量は下表のとおり。 

 

表 2-2-1  再委託により実施した自然条件調査 

調査項目 委託概要 数量 調査目的 

測量調査 (1) 縦横断測量 

(a) 幹線用水路縦断 

(b) 用水路サイホン 

(c) 横断排水工 

(d) 水路横断橋 

 

(a) 31,000m 

(b) 9,750m 

(c) 8,775m 

(d)21,400m 

計画、設計に必要な対象構造物周辺の縦横

断形状を測定し、設計の基礎図面とする。ま

た、幹線用水路全線の縦横断形状を測定し、

通水状況を把握する。 

 (2) 施設インベントリー調

査として、各施設の写

真撮影、採寸、破損概

要の取りまとめ 

(a) 用水路サイホン 

(b) 横断排水工 

(c) 水路横断橋 

(d) チェックゲート 

(e) 分水工 

 

 

 

 

(a) 8基 

(b) 14基 

(c) 37基 

(d) 8基 

(e) 16基 

新型コロナウイルス拡大に伴い、遠隔で対

象施設、関連施設の状況を確認することを

目的とした。 

 (3) UAVにより真上、右、左の

方向から動画撮影 

87km（29km×3

回） 

新型コロナウイルス拡大に伴い、遠隔で現

地状況を俯瞰で把握することを目的とし

た。 

地質調査 ボーリング調査、地質調査 

(a) 用水路サイホン 

(b) 横断排水工 

(c) 水路横断橋 

 

(a) 8ヶ所 

(b) 14ヶ所 

(c) 24ヶ所 

既設構造物の周辺において標準貫入試験と

粒度分析を行い、構造物基礎としての適性

を確認し、必要に応じて改良等の検討を行

う。 

高精度版地形

データ測量 

灌漑ブロック全域の地形デ

ータベースを作成 

(a) 衛星データ 

(b) 標高データ（DTM） 

 

 

(a) 12,000ha 

(b) 12,000ha 

対象とする灌漑地区全体の地形データベー

スを構築する。 

出所：JICA調査団 

(2)測量調査 

1)縦横断測量 

計画、設計に必要な対象構造物周辺の縦横断形状を測量調査した。測量は、断面幅75.0mの範

囲で、施設ごとに必要な延長に対して実施した。また、幹線用水路の通水断面に係る現況を把

握するため、幹線用水路の全線において縦横断形状を測定した。幹線用水路の縦横断測量は、

水理解析が主目的のため、断面測量の間隔を100m毎として実施した。 

その他、測量に必要なベンチマークの設置、計測、および衛星画像解析に必要なGCPポイント

の設置と計測を実施した。 

 

2)施設インベントリー調査 

付帯構造物についてインベントリー調査を実施したインベントリー調査では、施設の採寸、

灌漑施設の付帯構造物としての損傷具合、稼働状態の確認を行った。。調査対象施設は、本事業
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の対象コンポーネントである用水路サイホン、横断排水工、水路横断橋に対して実施した。加

えて、灌漑に係る重要施設である、余水吐、分水工も対象とした。余水吐と分水工は、本事業に

おける対象施設にならないものの、将来的に「ネ」国政府が改修を検討するうえでの基礎資料

になることが期待される。 

 

3)UAV画像撮影 

2020年初頭から世界的流行となった新型コロ

ナウイルスにより、調査団の現地入りが難しい

状況が続いた。そこで、UAVにより対象施設を

上空から撮影し、調査団が、施設及び施設周辺

を俯瞰で把握することを補助した。 

 

図 2-2-7  UAVによる対象施設の撮影（一例） 

(3)地質調査 

地質調査として、調査対象とする施設付近における地盤の標準貫入試験とコアサンプリング試

料を用いた室内試験を実施した。調査は、用水路サイホン8ヶ所、横断排水工14ヶ所、水路横断橋

24ヶ所で実施した。調査結果の生データは、添付資料8示すが、下記のように要約される。 

 

 地表から10～15mの深さより下層に密でN値50以上となる地層が現れる。従って、杭基礎によ

る構造物の支持には、摩擦力を考慮しても10m以上の長さが必要となる。特に、水路横断橋の

基礎形式については、施工性から直接基礎が望ましいため、ボックスカルバート橋が推奨さ

れる。 

 全体を通して表層は粘土質シルトである。施工中を含めた車両の移動においては、重機に付

着しやすい等、トラフィカビリティの点で留意

する必要がある。ただし、取水口付近では砂利

や玉石が多い。また、幹線用水路の下流側20km

地点の周辺では粘土混り砂質の土壌である。 

 地下水位はほとんどの調査個所で3m以内の浅

い深度にある。施工中における地下水の流入が

発生する可能性が高いことから、釜場設置、ポ

ンプ排水の併用が望まれる。 

 

(4)衛星画像による地形データ解析 

調査対象地域が約10,000haと広大なため、衛星画

像から地形情報を分析した。CNIS周辺の標高関係

を分析した際のサンプル画像を右に示す。 

  
図 2-2-8  衛星データから作成した対象地

区の標高図 

出典：JICA調査団作成 

Trijuga River 

Intake 

Main Canal 

Secondary Canal 
Koshi River 
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 環境社会配慮 

環境影響評価 

(1)環境社会配慮を与える事業コンポーネントの概要 

1)事業コンポーネント 

環境社会配慮を与える事業コンポーネントの概要は、表1-2-1 を参照。 

 

2)事業対象地域 

事業対象地域は、ネパール国第2州サプタリ郡に位置する（報告書巻頭図を参照）。 

 

3)環境影響評価の範囲 

環境影響評価の範囲は、用水路サイホン、横断排水工及び水路横断橋の改修予定地周辺なら

びに受益範囲とした。 

 

(2)ベースとなる環境社会の状況 

1)自然環境 

(a)保護区 

事業対象地域周辺には、コシタップ野生生物保護区、ラムサール登録湿地及びバッファー

ゾーン（緩衝地帯）が位置する。バッファーゾーンの西端の一部はチャンドラナハル灌漑水

路に隣接し、その他の地区は最近接部で水平距離約3kmである（下図参照）。各地区の概要を

以下に示す。 

表 2-2-2  保護区の概要 

区分 登録年 
面積

（km2） 
概要 

コシタップ野生生物

保護区 
1976 175 

スイギュウ及び渡り鳥の保全及び湿地のワイズユースを目

的として設立（1976年の63頭から2018年の441頭まで増加）。

主な野生動物は、スイギュウ、アジアゾウをはじめとする哺乳

類40種、水鳥200種及び渡り鳥、魚類127種、爬虫類34種、両生

類11種、チョウ77種、植物514種。管理事務所職員は92名。同

保護区とそのバッファーゾーンの管理計画の概要については、

「相手国の環境社会配慮制度・組織」の項で後述する。 

ラムサール登録湿地 1987 175 
ネパール初のラムサール湿地として同保護区を登録。2003年

批准。 

バッファーゾーン 2004 173 
バッファーゾーン内の世帯数14,865、人口84,423。管理計画

は2018年に策定。人間と野生動物の軋轢が増加傾向にある。 

出典：KTWR 2018. Koshi Tappu Wildlife Reserve and It’s Buffer Zone Management Plan (2074/75 – 2078/79) Koshi Tappu 

Wildlife Reserve Office, Paschim Kushaha, Sunsari, Nepalなどを基にJICA調査団作成 
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出典：World Protected Area Database (IUCN)などを基にJICA調査団作成 

図 2-2-9  チャンドラナハル灌漑システムと保護区等の位置関係 

 

(b)その他 

気象、地形、土質・地質、水文、河川流量等のその他の自然環境については、2-2-2 を参照。 

 

2)社会環境 

(a)行政区分および言語 

改修対象候補施設が位置する自治体とその人口、主要言語の構成を下表に示す。なお、マデ

シとは普遍的な定義は無いが、”タライ平野に住み、マイティリー、ボージュプリー、アワディ

ーなどの北インド系諸語を話す人々の総称8”という定義に準じて本プロジェクト対象地域にお

ける地方自治体の主要言語を分析した。このうち、Saptakosi町及びAgnisair Krishna Savaran村は

丘陵地からの移住者を含むためサプタリ郡平均以下の数値となるが、その他の自治体ではいわ

ゆるマデシと分類されるマイティリーを主要言語とする住民の割合が高い。 

 

                                                        
8 藤倉達郎 2017 「連邦制の行方 ― マデシの要求を中心に ― 」『現代ネパールを知るための 60 章』（公社）

日本ネパール協会（編）、明石書店 
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表 2-2-3  関係自治体とその主要言語の一覧 

Municipality 

name 

Population 

(persons) 
Major language 

Percentage 

of Madhesi * 

(%) 

S/N of candidate facilities 

Irrigation 

canal 

siphon 

Cross 

drainage 

facilities 

Canal 

crossing 

bridge 

Saptakoshi 

municipality 
21,131 

Maithili (43.7 %), 

Nepali (25.4%), 

Tharu (24.7 %) 

43.7 1, 2 1, 2, 3 1, 2 

Kanchanrup 

municipality 
53,288 

Maithili (66.7 %), 

Tharu (13.9 %), 

Nepali (10.9 %), 

66.9 3, 4, 5 5, 6 

12, 14, 15, 

16, 18, 19, 

21 

Tirahut rural 

municipality 
22,010 

Maithili (97.3 %), 

Sunuwar (0.7 %), 

Nepali (0.4 %), 

97.3 6 7, 8, 9 24, 25, 26 

Agnisair 

Krishna 

Savaran rural 

municipality 

27,129 

Maithili (45.1 %), 

Tharu (34.9%), 

Nepali (8.8 %), 

45.3 7, 8 11 29 

Mahadewa 

rural 

municipality 

28,542 

Maithili (96.7 %), 

Nepali (1.2 %), 

Urdu (0.5 %) 

96.7 
No 

facilities 
- - 

Saptari 

district 
639,284 

Maithili (79.1 %), 

Tharu (10.4 %), 

Nepali (4.1 %), 

79.2    

 

(b)教育水準 

対象地域における教育水準は、初等教育レベルとS.L.Cと呼ばれる学校退学証明書の取得（ク

ラス11及びクラス12の最終試験）レベルが全体の約9割を占める。10代以下の若者が全体の約半

数を占めているとはいえ、大学卒業割合が非常に低い点も特徴である。 

表 2-2-4  対象地域における教育水準 

Education Level Population % 

Beginner 3,089    2.60    

Basic Level 66,300    55.85    

School Level 39,918    33.63    

Graduate & above 5,755    4.85    

Others 3,648    3.07    

Total 118,710    100.00    

出典：CBS, 2011 

(c)衛生施設 

対象地域の世帯のうち、トイレを有さない世帯は全体の約65%を占めており、水洗式トイレを

所有する割合は約22%、在来的なトイレを所有する割合が約11%である。 

表 2-2-5  対象地域の世帯における衛生施設の所有割合 

Toilet Facility Household % 

Without Toilet 28,256    65.75    

Flush Toilet 9,512    22.13    

Ordinary Toilet 4,551    10.59    

Not stated 657    1.53    

Total 42,976    100.00    

出典：CBS, 2011 
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(d)飲料水へのアクセス 

対象地域では、手押し式ポンプを備えた井戸を飲料水の水源として所有する世帯割合が93%

と最も高く、水道の使用率は約3%に留まっている。 

表 2-2-6  対象地域の世帯における飲料水へのアクセス状況 

Sources of drinking water Household % 

Tap/piped water 1,207 2.81    

Tube well/hand pump  40,156 93.44    

Covered well/kuwa 93 0.22    

Uncovered well/kuwa 482 1.12    

Spout water 43 0.10    

River/stream 21 0.05    

Others 305 0.71    

Not stated 669 1.56    

Total 42,976 100.00    

出典：CBS, 2011 

 

(e)照明施設 

電気の普及割合は約60%と比較的高く、次いでケロシンランプが36％である。バイオガスや太

陽光もわずかではあるが確認されている。 

表 2-2-7  対象地域の世帯における照明施設 

Lighting energy Household % 

Electricity 26,068 60.66 

Kerosene 15,689 36.51 

Biogas 120 0.28 

Solar 340 0.79 

Other 72 0.17 

Not stated 687 1.60 

Total 42,976 100.00 

出典：CBS, 2011 

 

(f)調理用熱源 

対象地域における世帯の調理用熱源の使用割合を見ると、薪炭の利用が48%と最も高く、次い

でSanthiまたはGuithaと呼ばれる牛糞をワラ等と混ぜて円盤状に固めて乾燥した伝統的な燃料

の使用割合が38%、LPガスが約10％である。 

表 2-2-8  対象地域の世帯における調理用熱源 

Cooking energy Household % 

Firewood  20,638 48.02 

Kerosene 751 1.75 

LP Gas 4,263 9.92 

Santhi/Guitha 16,325 37.99 

Bio-gas 190 0.44 

Electricity 23 0.05 

Others 97 0.23 

Not stated 689 1.60 

Total 42,976 100.00 

出典：CBS, 2011 
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(g)通信環境 

対象地域の世帯の主要な通信手段を見ると、携帯電話が約5割、ラジオまたはテレビ（ケーブ

ルテレビ含む）が約4割である。 

表 2-2-9  対象地域の世帯における通信環境 

Means of Communication Household % 

Radio 16,805 39.10 

Television 14,688 34.18 

Cable Television 3,822 8.89 

Computer 1,284 2.99 

Internet 293 0.68 

Telephone 2,047 4.76 

Mobile phone 22,840 53.15 

Total 42,976 - 

出典：CBS, 2011 

(h)文化的施設 

改修対象施設の近傍に位置する文化的・宗教的施設を以下に示す。 

表 2-2-10  対象地域の世帯における通信環境 

S.N Name  Location 

1 Hanuman Temple SaptakoshiMunicipality,ward no.4, Balardaha 

2 Durga Temple SaptakoshiMunicipality,ward no.10, Bhagani 

3 Shree 108 MaaDurga Bhagwati Temple Saptakoshi Municipality, ward no.-1, Fattepur 

4 Ganesh Temple Kanchanrup Municipality, Saptari 

5 Shivalaye Temple Tirahut RM, ward no. 4, Diman 

6 Kamala Temple Tirahut RM, ward no. 4, 

7 Hanuman Temple Tirahut RM, ward no. 4, 

8 Shree Ramjanaki Temple Agmisair Krishna Sabaran RM, ward no. 4, Parswani 

9 Ram Temple Agmisair Krishna Sabaran RM, ward no. 4, Parswani 

10 Devi Temple Agmisair Krishna Sabaran RM, ward no. 4, Parswani 

11 Saangcholing Ghumba (under Construction) Saptakoshi Municipality, ward no-1, Fattepur 

12 Bholenath Temple (under construction) Saptakoshi Municipality, ward no-1, Fattepur 

13 Hanuman Temple Saptakoshi Municipality, ward no-1, Fattepur 

14 Hanuman Temple Saptakoshi Municipality, ward no-10, Bhagini 

15 Rajaji Temple Saptakoshi Municipality, ward no-10, Kamalpur 

16 Santoshi Temple Kanchanrup Municipality, ward no.-6, Ghoghanpur 

17 Hanuman Temple Kanchanrup Municipality, ward no.-6, Baluwachowk 

18 Sideshwornath Temple Tirahut RM, Ward no. 2, MAinakareri 

 

 
 

Hanuman Temple Shiva Temple 

図 2-2-10  プロジェクト対象地周辺における文化的施設の一例 
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図 2-2-11  文化的施設の位置図 

(i)その他 

農家経済、営農状況、洪水被害状況、灌漑状況等のその他の社会環境については、2-2-4参照。 

 

3) 公害 

「ネ」国における大気質、水質、騒音等の公的機関による定期的な観測データは、カトマンズ

周辺に限定される。したがって、ここでは本事業対象地近傍で過去に実施された個別プロジェ

クトによるIEEにおけるベースライン調査結果9を参照した。 

 

(a)大気質 

Kanchanrup町の道路沿道で測定された大気質データを下表に示す。測定時期は2018年5月で

あり、測定時間はCOが8時間、それ以外は24時間測定値である。PM2.5の測定値（46.00 µg/m3）

が国内基準値（40.00 µg/m3）を若干超過しているが、その他は基準値以内に収まっている。 

 

 

                                                        
9 Department of Roads, Ministry of Physical Infrastructure and Transport, Government of Nepal for the Nepal for the Asian 

Development Bank (2018), IEE Report, NEP: SASEC Highway Improvement Project 
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表 2-2-11  対象地域における大気質データ 

Location PM 2.5 PM 10 TSP SOx NOx 
CO 

(8 hrs) 

Kanchanrup 46.00 59.69 159.80 5.60 0.42 ND 

NAAQS* 40.00 120.00 230.00 --- --- 10,000 

WHO**（参考） 75 ~ 25 150 ~ 50 --- 
20.00 

(SO2) 

200.00 

(1 hr, NO2) 
--- 

Unit: µg/m3 

Note: * NAAQS: National Ambient Air Quality Standards of Nepal, 2012 ** WHO (Ambient Air Quality Guidelines, 2005) 

出典：DoR（2018）を基に調査団一部加筆 

 

(b)騒音 

上述した大気質と同時期に測定されたKanchanrup町の道路沿道における騒音レベルは、等

価騒音レベルで Leq 77.30 dB（A）である。測定場所及び時刻は不明であるが、地方宅地地域

における測定と仮定すると、国内基準（日中45 dB（A）、夜間 40 dB（A））を大幅に超過し

ている。 

 

(c)水質汚濁 

次項で述べるように灌漑水路内にはゴミ、し尿、生活雑排水が流入しており、相応の水質

汚濁が生じていると推察されるが、測定されたデータが確認できなかったため実態は不明で

ある。詳細については、環境社会配慮調査結果で述べる。 

 

(d)廃棄物 

灌漑水路内には可燃、不燃あらゆるゴミが投棄されている。さらに、橋梁やカルバートの

下では家畜の糞や人糞も確認され、家庭排水が直接灌漑水路に流入している箇所も見られた。 

 

   

サイホン吞口に溜まった大量の

ゴミと木の枝 

水路内に散乱するゴミの状況 水路内に設置された簡易型トイレ 

出典：調査団 

 

(3)相手国の環境社会配慮制度・組織 

1) 相手国の環境社会配慮に係る制度 

「ネ」国の灌漑開発分野における環境社会配慮に係る主な法律、政策等を下表に示す。 
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表 2-2-12  ネパール国の灌漑開発分野における環境社会配慮関連法規・政策等 

分類 文書名 

憲法  The Constitution of Nepal, 2071 BS (2015 AD) 

政策 

 The Approach Paper of the 15th Plan (BS 2076/77 – 2080/81) 

 Nepal's National Biodiversity Strategy and Action Plan, (2014-2020) 

 Land Acquisition, Rehabilitation and Resettlement Policy, 2072 BS 

 National Forest Policy, 2075 BS 

 National Environment Policy, 2076 BS 

 National Water Resources Policy, 2077 BS 

 Irrigation Policy, 2070 BS 

 National Climate Change Policy, 2076 BS  

 Range Land Policy, 2069 BS 

 National Agriculture Policy, 2061 BS  

 Koshi Tappu Wildlife Reserve and Its Buffer Zone Management Plan (2074/75-2078/79) 

法律 

 Environmental Protection Act, 2076 BS 

 Soil and Water Conservation Act, 2039 BS  

 Land Acquisition Act, 2034 BS  

 Water Resource Act, 2049 BS 

 Ancient Monument Protection Act, 2013 BS  

 Land Reform Act, 2021 BS  

 Labor Act, 2074 BS  

 The Sexual Harassment at Workplace Prevention Act, 2071 BS 

 Solid Waste Management Act 2068 BS  

 Right to Information Act, 2064 BS 

 Local Government Operation Act, 2074 BS 

 Land Use Act, 2076 BS 

 National Foundation for Upliftment of Aadibasi/Janjati Act, 2058 BS 

 Regulate and Control International Trade in Endangered Wild Fauna and Flora, 2073 BS 

 National Parks and Wildlife Conservation Act, 2029 BS (1973) 

規則・規

制 

 Environmental Protection Rules, 2077 BS   

 Forest Rules, 2051 BS   

 Labor Regulations, 2075 BS 

 Water Resource Regulations, 2050 BS  

 Irrigation Rule, 2056 BS 

 Child Labor (prohibition and regulations) Rules, 2062 BS 

 Contributions Based Social Security Regulation, 2075 BS 

ガイドラ

イン 

 National EIA Guidelines, 2050 BS 

基準 

 Irrigation Water Quality Guidelines, 2008 AD 

 Generic Tolerance (part 1) Limits for Industrial Effluent Discharged into inland Surface water, 2001 

 Nepal Vehicle Mass Emission Standard, 2069 BS 

 Nepal Ambient Air Quality Standard, 2069 BS 

 Drinking Water Quality Standard, 2069 BS 

 Nepal Noise Level Standard, 2069 BS 

 National Indoor Air Quality Standards (NIAQS), 2066 BS 

国 際 協

定、合意、

条約及び

協約等 

 Convention on Biological Diversity, 2049 BS  

 Convention (No.169) Concerning Indigenous and Tribal Peoples in Independent Countries, 2046 BS  

 Convention on International Trade in Endangered Species of Wild Fauna and Flora (CITES), 2029 BS  

 United Nation Convention on Combating Climate Change (UNFCCC) 1992 AD 

 United Nations Declaration on the Rights of Indigenous Peoples, 2007 AD 

 Convention on Wetlands of International Importance Especially as Waterfowl Habitat, 1971 

出典：JICA調査団 

 

上述した関連法規のうち、2019年改正の環境管理法及び同法改正に基づく2020年改正の環境

管理規制によって見直された、「ネ」国における環境アセスメントのフローを下図に示す。 

まず、事業実施者は分野ごとに定められたスクリーニング要件に従って、EIA、IEE、Brief 

Environmental Reportのいずれに該当するか判断する。本事業の場合、下図の右上の囲み内に赤

字で記した「既存施設の改修事業」に該当するため、IEEの実施対象となる。IEEの場合、スク

リーニング後にTOR審査が行われたのち、影響評価調査が行われる。ただし、「ネ」国における
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新型コロナウイルス感染拡大とその対策として実施された行動規制の影響により、本事業にお

けるTOR審査は本来15営業日で完了すべきところ、実際は約40営業日を要した。 

本フローに基づき調査団は実施機関のIEE作成を支援しており、2022年3月に許認可を取得し

た。 

 

出典：EPA、EPR及び関係機関へのヒアリングを基に調査団作成 

図 2-2-12  ネパール国における環境アセスメントのフロー図 

 

JICA環境社会配慮ガイドライン（以下、JICA環境ガイドライン）と「ネ」国における環境管

理法・規則の比較結果を下表に示す。 

 

表 2-2-13  JICA環境社会配慮ガイドラインとネパール国の環境管理法・規制の比較結果 

分類 ネパール環境関連法 JICA環境ガイドライン 比較結果 

定義 「環境影響評価」とは、提案

されるプロジェクトを実施す

る際に、当該提案が環境に著

しい負の影響を及ぼすか否か

を確認し、いかなる手段によ

ってもその影響を回避又は削

減するための措置を提示する

ために実施される詳細な調査

及び評価をいう。 

「環境社会配慮調査」とは、プロ

ジェクトが環境や地域社会に及

ぼす又は及ぼすおそれのある影

響について調査、予測、評価を行

い、その影響を回避・低減させる

ための計画を提示することをい

う。（1.3.定義） 

両者に大きな違いはない。 

目的 主な目的は、事業実施による

主要な正負の影響を代替案ご

相手国等に対し、適切な環境社

会配慮の実施を促すと共に、

両者に大きな違いはない。 
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分類 ネパール環境関連法 JICA環境ガイドライン 比較結果 

とに検討し、費用対効果に優

れ現実的かつ適切な緩和策を

提案し、環境管理計画及び監

査計画を策定し、意思決定者

及び関係機関に対して環境影

響を通知することである。 

JICAが行う環境社会配慮支援・

確認の適切な実施を確保するこ

とを目的とする。これにより

JICAは、JICAが行う環境社会配

慮支援･確認の透明性・予測可能

性・アカウンタビリティーを確

保することに努める。 

（1.2.目的） 

スクリーニン

グのカテゴリ

分類 

環境管理規則は、事業の特性、

規模、及ぼし得る環境影響を

基に、以下の3タイプに分類

している。上から順に環境影

響が大きい。 

- 環境影響評価

（Environmental Impact 

Assessment: EIA） 

- 初期環境調査（Initial 

Environmental 

Examination: IEE） 

- 環境調査概要（Brief 

Environmental Study：

BES） 

 

カテゴリA：環境や社会への重大

で望ましくない影響のある可能

性を持つよう事業 

-カテゴリB：環境や社会への望

ましくない影響が、カテゴリAに

比して小さいと考えられる協力

事業 

-カテゴリC：環境や社会への望

ましくない影響が最小限かある

いはほとんどないと考えられる

協力事業 

-カテゴリFI：ICAの融資等が、金

融仲介者等に対して行われ、

JICAの融資承諾後に、金融仲介

者等が具体的なサブプロジェク

トの選定や審査を実質的に行

い、JICAの融資承諾（或いはプ

ロジェクト審査）前にサブプロ

ジェクトが特定できない場合で

あり、かつ、そのようなサブプロ

ジェクトが環境への影響を持つ

ことが想定される場合 

（2.2. カテゴリ分類） 

分類方法と要件に違いが見

られる。本件ではIEE調査

を実施する。 

留意事項 環境管理規則は、物理的環境、

生物的環境（動植物）、社会経

済・文化的環境の3つのカテ

ゴリから構成される。 

「環境社会配慮」とは、大気、水、

土壌への影響、生態系及び生物

相等の自然への影響、非自発的

住民移転、先住民族等の尊重、そ

の他の社会への影響を配慮する

ことをいう。（1.3.定義） 

JICAガイドラインに沿っ

て留意すべき事項を設定す

る。 

ステークホル

ダー協議 

TOR段階と調査段階でのス

テークホルダー協議の実施が

求められる。 

地域住民等のステークホルダー

との協議は、特に環境影響評価

項目選定時とドラフト作成時点

には協議が行われていることが

望ましい。（別紙2） 

両者に大きな違いはない

が、新型コロナ感染対策と

して、適宜少人数での開催

や電話などの活用も検討す

る。 

情報公開 IEEの実施は、地方自治体、学

校、保健施設等や現地紙を用

いて告知される。 

パブリックコンサルテーショ

ンにおいて被影響者に対して

情報を公開し、意見を徴収す

る。 

報告書は実施機関のウェブサ

イトにて公開される。 

JICAは、プロジェクトの環境社

会配慮に関する情報が現地ステ

ークホルダーに対して公開・提

供されるよう、相手国等に対し

て積極的に働きかける。 

JICAは、情報公開をウェブサイ

トで日本語、英語または現地語

により行うと共に、関連する報

告書をJICA図書館、現地事務所

等において閲覧に供する。（2.1 

情報の公開） 

両者に大きな違いはない。 

モニタリング 工事中と供用時のモニタリン

グが必要である。IEEレポー

相手国等が環境社会配慮を確実

に実施しているか確認するため

両者に大きな違いはない。  
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分類 ネパール環境関連法 JICA環境ガイドライン 比較結果 

トはモニタリング計画（モニ

タリング方法、場所、実施者、

時期、予算及び責任機関など

を含む）を含める必要がある。 

に、JICAは、原則としてカテゴ

リA、B及びFIのプロジェクトに

ついては、一定期間、相手国等に

よるモニタリングの内重要な環

境影響項目につき、相手国等を

通じ、そのモニタリング結果を

確認する。 

（3.2.2 モニタリング及びモニ

タリング結果の確認） 

出典：JICA調査団 

 

コシタップ野生生物保護区及びバッファーゾーン管理計画の概要 

コシタップ野生生物保護区 

 ビジョン：コシタップ野生生物保護区における生物多様性・生態系の保全 

 目的：(i)保護区の固有かつ特徴的な野生生物種及び生息地の保護及び回復、

(ii)保護区の希少、絶滅危惧、固有及び一般的な野生生物種の保全、(iii)保護区

及びバッファーゾーンにおける管理能力の強化、地域社会の生活向上、(iv)地

域社会と重要な種に特に重点を置いた地域の気候耐性の強化、(v)野生生物の

移動のための生物回廊の開発、(vi)観光を中心とした自然観光の発展 

 主要課題：保護区内における違法な家畜放牧、地域住民と野生生物の軋轢（獣

害問題）、特定の種を対象とした保全計画の策定（スイギュウ、カワイルカ、

スナドリネコ、ベンガルショウノガン、ヌマシャコ、カメ及びワニ） 

バッファーゾーンにおける管理 

 位置づけ・目的：バッファーゾーンは、保護区の中核地域周辺の社会的保護帯として設けられた地域であ

る。主な目的は、野生生物保護のために地元の人々のオーナーシップを醸成することであり、保護活動へ

の地域住民の参加を確保するための基盤として、保護区の30~50%の収入は、バッファーゾーンにおける保

全活動とコミュニティ開発に配分される。 

 管理体制：1つのバッファーゾーン管理委員会の下に9つのバッファーゾーン利用者組合があり、さらにそ

の下に469のバッファーゾーン利用者グループがある。2017年時点でのバッファーゾーンにおける人口は

84,423人（14,865世帯）である。 

 管理戦略：①帯状分布、②コミュニティ開発、③生態系保全、④エコツーリズム、⑤関係者間調整、⑥管

理組織の能力強化、⑦人と野生生物の軋轢の緩和、⑧所得創出、⑨環境教育、⑩森林資源利用の制度化 

出典： KTWR 2018. Koshi Tappu Wildlife Reserve and it’s Buffer Zone Management Plan (2074/75 – 2078/79) Koshi 

Tappu Wildlife Reserve Office, Paschim Kushaha, Sunsari, Nepalなどを基にJICA調査団作成 

 

2) 相手国の環境社会配慮に係る組織 

(a)森林環境省（Ministry of Forest and Environment: MOFE） 

森林環境省は、「ネ」国の森林資源管理、野生生物保護、環境管理、公害管理等を実施すると

ともに、関連する法律、規制、基準、ガイドライン等の策定や環境モニタリングを実施してい

る。環境管理規則（EPR）の2020年改正以降、同省がEIAの審査・承認の実施機関と定められて

おり、環境影響評価課（計4名）がその役割を担っている。環境モニタリングの実施は、環境基

準モニタリング課（計4名）が担当課である。組織図を以下に示す。 
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出典：森林環境省HP記載の組織図（2018年4月3日改訂版）を基に調査団英訳・一部加筆 

図 2-2-13  森林環境省の組織図 

 

(b)エネルギー水資源灌漑省（Ministry of Energy, Water Resources and Irrigation: MOEWRI） 

エネルギー水資源灌漑省の主な役割は「2-1 プロジェクトの実施体制」で述べたとおりであ

る。環境社会配慮に関しては、環境管理規制（EPR）の2020年改正以降、IEE及びBrief Environmental 

Reportについては事業実施機関が審査・承認機関と定められたため、本事業のようにエネルギー

水資源灌漑省が事業実施機関となる場合、同省がその役割を担う。組織図を以下に示すととも

に環境担当課を赤枠で示す。 

 

出典：調査団一部加筆 

図 2-2-14  エネルギー水資源灌漑省の組織図 
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(c)水資源灌漑局（Department of Water Resources and Irrigation: DWRI） 

エネルギー水資源灌漑省が実施する業務はエネルギー分野と水資源及び灌漑分野に分かれる

ため、本事業のような灌漑開発事業は水資源灌漑局が責任機関となる。環境社会配慮に関する

作業については、計画・プログラム・調整部内の調査・設計・環境課（計3名）が担当となる。

組織図と担当課を赤枠で囲んで以下に示す。 

 

出典：調査団一部加筆 

図 2-2-15  水資源灌漑局の組織図 

 

(d)コシタップ野生生物保護区管理事務所 

コシタップ野生生物保護区管理事務所の組織図を下図に示す。本事業においては、サプタリ

郡を含む西部課およびバッファーゾーン・モニタリング課が本事業による影響を検討・モニタ

リングする上での関係部署である。 

 

出典：コシタップ野生生物保護区管理事務所から入手した図を元に調査団加筆  

図 2-2-16  コシタップ野生生物保護区の組織図 

 



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

2-35 

(4)代替案の比較検討 

ゼロ・オプションを含む代替案の比較検討結果を下表に示す。基本的には用地取得による影響

を最小化するプラン1が最も推奨されるが、既存の水路線形が水理及びその後の維持管理等の観点

から望ましくない場合に限りプラン2が推奨される。 
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表 2-2-14  代替案の比較検討結果  

代替案 プラン１：既存用水路サイホンの撤去・復旧 プラン2：既存構造物を埋め殺し、用水路サイホンを

迂回する 

ゼロ・オプション 

一般図 

 
 

 

水理条件 
コンクリート構造のため、現況よりも有利である。 プラン1同様に構造上の利点はあるが、延伸による水頭

損失が生じる。 

経年劣化したレンガ構造であり、漏水も発生している。 

維持管理 

定期清掃により従来機能の確保が可能。 延長が長いため手間とコストが大きくなる。 

ただし、既存の線形が不適当な場合（CUP-02）、線

形変更をすることで堆砂リスクと作業負担の軽減が図

られる。 

直ちに改修しなくとも既存の機能を発揮することは可

能であるが、施工から100年以上経過しているため、定

期的な維持管理だけでなく施設改修が求められる。 

施工性 
プラン2よりも工程は多い。 既設サイホンから適切な離隔を取って施工する必要が

ある。 

施工なし。 

自然環境 影響の程度はプラン2よりも小さい。 
迂回範囲（上記一般図においてLで示した区間）におい

て樹木の伐採が発生する。 

自然環境への影響は生じない。 

社会環境 

新たな用地取得は発生しない。 

工事期間中も通水するため下流側の農地への影響は生

じない。 

地域の安定的な農業生産に貢献する。 

工事中の一時的な用地取得が発生する。 

迂回範囲の地上部に建物や農地がある場合、補償が発

生する。 

工事期間中も通水するため下流側の農地への影響は生

じない。 

地域の安定的な農業生産に貢献する。 

用地取得は発生しない。 

地域の安定的な農業生産への貢献は限定的である。 

公害管理 工事中に濁水、騒音、振動などの発生が想定される。 プラン1に同じ。 現状どおり。 

費用 プラン2よりも有利 プラン1の3倍ほど高額。 工事費なし 

総括 
推奨される。 現況の水路線形に特段の問題が無い限り推奨されな

い。 

推奨されない。 
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(5)スコーピング 

現地調査の範囲を絞り込むため、スコーピングを実施した。影響項目の選定に当たっては、JICA 

ESCガイドラインにおける環境チェックリスト「16.農業、灌漑、畜産分野」ならびに事前収集資

料を参照し、工事前、工事中、供用時における環境及び社会への影響について検討し、影響が想

定される項目に✓マークを付けた。検討結果を下表に示す。 

表 2-2-15  スコーピング結果 

影響項目 

選定状況 

評価理由 工事前/

工事中 
供用時 

I. 公害管理 

1 大気汚染 ✓  工事中： 

工事及び工事車両から排出される粉じんや排気ガスの一時的

な影響が想定される。 

供用時： 

大気汚染を生じるような活動は想定されない。 

2 水質汚濁 ✓  工事中： 

濁水の排出による水質への影響が懸念される。  

供用時： 

水質汚濁を生じるような活動は想定されない。 

3 廃棄物 ✓ ✓ 工事中： 

既設構造物の撤去や移設に伴う廃棄物、再利用不可能な掘削土

等の発生が想定される。 

供用時： 

廃棄物の発生は想定されないが、水路内へのゴミのポイ捨てが

想定される。 

4 土壌汚染 ✓  工事中： 

工事用車両の整備に際して、オイル漏れ等による土壌汚染の影

響が懸念される。 

供用時： 

土壌汚染を生じるような活動は想定されない。 

5 騒音・振動 ✓  工事中： 

建設機械や工事に伴う騒音や振動が一時的に発生する。ただ

し、発破や杭打ち等のように大きな騒音を伴う作業は想定され

ない。 

供用時： 

騒音や振動を伴う作業は想定されない。 

6 地盤沈下   大量に地下水を汲み上げるような作業は想定されない。 

7 悪臭   悪臭を生じるような作業は想定されない。 

8 底質   底質への影響は想定されない。 

II. 自然環境 

9 保護区 ✓ ✓ 影響の程度が不明なため、現地調査で確認する。 

10 生態系 ✓ ✓ 同上 

11 水象   工事中： 

仮回し水路を通じて灌漑水路の下流側に通水しながら施工す

ることを前提条件としているため影響は想定されない。 

供用時： 

水象への影響は想定されない。 

12 地形・地質   地形や地質を大きく改変するような作業は想定されない。 

III. 社会環境 

13 住民移転 ✓  住民移転を伴うような作業は想定されないが、現地で確認す

る。 
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影響項目 

選定状況 

評価理由 工事前/

工事中 
供用時 

14 用地取得 ✓  工事前： 

線形の変更が有利な場合、工事中の用地取得が想定されるが、

詳細は現地調査で確認する。 

供用時： 

用地取得は発生しない。 

15 社会的弱者 ✓ ✓ 社会的弱者の有無については、現地調査の中で確認する。 

16 地元経済（雇

用・生計等） 

✓ ✓ 工事中： 

作業員としての地元農家に対する雇用機会の創出が期待され

る。また、作業員や運転手をはじめとする工事関係者が物やサ

ービスを利用することにより、現場周辺における経済の活性化

が期待される。一方で、工事前に移転が生じる場合、生計への

負の影響も想定される。 

供用時： 

灌漑施設の整備に伴い、安定的に灌漑水が供給され、地元経済

への正の影響が想定される。 

17 土地や地域資源

の利用 

✓ ✓ 工事中： 

工事中の軽微な用地取得が想定される。 

供用時： 

灌漑排水施設の改修によって、水資源の効率的な利用が可能と

なる。 

18 水利用 ✓  工事中： 

地元住民が使用する井戸が支障する可能性がある。 

供用時： 

影響は想定されない。 

19 既存の社会イン

フラやサービス 

✓ ✓ 工事前/工事中： 

電柱や電線、インターネットケーブルなどの移設が必要とな

る。また、歩行者や車両のう回路の確保が必要となる。 

供用時： 

水路横断橋が整備されることで、交通の利便性が改善される。  

20 地域の意思決定機

関等の社会組織 

  既存の意思決定機関等の社会組織を改編するような作業は想

定されない。 

21 被害と便益の偏在   既設の社会インフラの整備であるため、被害と便益の偏在は想

定されない。 

22 地域内の利害対立   同上 

23 文化遺産   事業対象地には文化遺産に登録された施設等は存在しない。 

24 景観   景勝地は事業対象地に含まれない。 

25 ジェンダー   ジェンダーに対する負の影響は想定されない。 

26 子どもの権利 ✓  工事中： 

児童労働のリスクや学童の通学の妨げが懸念されるため、通学

路の有無や、ILO及び国内法規について確認を行う。 

27 HIV/AIDSやマラリ

アなどの感染症 

✓  工事中： 

キャンプなど人が集まる空間において新型コロナウイルスの

感染拡大が懸念される。 

供用時： 

想定されない。 

28 労働環境（労働安

全を含む） 

✓  工事中： 

騒音や粉じん等が発生する現場における作業員に対して、適切

な労働環境が整えられない可能性が懸念される。 

供用時： 

労働者を雇用するような活動は想定されていない。 

IV. その他 
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影響項目 

選定状況 

評価理由 工事前/

工事中 
供用時 

29 事故 ✓ ✓ 工事中： 

工事用車両や建設機械の稼働に伴い、交通事故の発生が懸念さ

れる。 

供用時： 

灌漑水路内で水難事故の発生が懸念される。 

30 気候変動 ✓ ✓ 工事中： 

工事用車両の稼働に伴い温室効果ガスが排出されるが影響の

程度は軽微である。 

供用時： 

現状以上に安定的な水資源の利用が可能となるため、気候変

動に対するレジリエンスの向上が期待される。 

 

出典：JICA調査団 

 

(6)環境社会配慮調査のTOR 

上記スコーピングにおいて、影響があると判断された項目について、現時点で想定される調査

内容・方法を環境社会配慮調査のTORとして以下にまとめる。 

 

表 2-2-16  環境社会配慮調査TOR 

影響項目 調査項目 調査方法 

1. 大気汚染 (1) 排出基準等の確認 

(2) 工事中の影響 

(1) 既存資料調査 

(2) 工事の内容、工法、期間、工事範囲及び特に配慮を

要する建物等の確認、ヒアリング 

2. 水質汚濁 (1) 排出基準の確認 

(2) 工事中の影響 

(3) 河川水の生活利用の状

況 

(1) 既存資料調査 

(2) 工事の内容、工法、期間、位置範囲等の確認、現地

踏査及びヒアリング、類似事例調査 

(3) 現地踏査及びヒアリング 

3. 廃棄物 (1) 廃棄物処理に係る法規

の確認 

(2) 工事中の影響 

(3) ゴミのポイ捨て対策 

(1) 既存資料調査 

(2) 工事の内容、規模、工法、位置、期間等の確認、現

地踏査及びヒアリング 

(3) 実態の把握、現実的な対策の検討 

4. 土壌汚染 (1) 土壌汚染に係る法規の

確認 

(2) 工事中の影響 

(1) 既存資料調査 

(2) 工事の内容、規模、工法、位置、期間等の確認、ヒ

アリング、類似事例の確認 

5. 騒音・振動 (1) 騒音・振動の最大許容

値 

(2) 工事中の影響 

(1) 既存資料調査 

(2) 工事の内容、工法、期間、工事範囲及び特に配慮を

要する建物等の確認、ヒアリング 

9. 保護区 (1) 保護区への影響 (1) 既存資料調査、ヒアリング 

10. 生態系 (1) 希少種の有無 

(2) 工事中の影響 

(3) 供用時の影響 

(1) 既存資料調査、生態系調査、ヒアリング 

(2) 工事の内容、規模、工法、位置、期間等の確認、現

地踏査 

(3) 線形変更による影響、移植/植樹計画の確認 

13. 住民移転 (1) 移転の影響 

(2) 補償方針の確認 

(1) 移転対象者/施設の有無、現地踏査、ヒアリング、工

事の内容・位置・期間等の確認 

(2) 準拠すべき法律と類似案件における事例の確認 

14. 用地取得 (1) 用地取得に係る法規の

確認 

(2) 用地取得の有無及び範

囲の確認 

(3) 補償方針の確認 

(1) 既存資料調査、ヒアリング 

(2) 工事の範囲、時期、改修後の満水位、土地所有者の

確認 

(3) 類似案件における補償事例の確認、ヒアリング 
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影響項目 調査項目 調査方法 

15. 社会的弱者 (1) 社会的弱者の確認 

(2) 補償・支援方針の確認 

(1) 既往資料の確認、ヒアリング 

(2) 類似案件における補償・支援事例の確認、ヒアリン

グ 

16. 地元経済（雇

用・生計等） 

(1) 工事中の影響 

(2) 供用時の影響 

(1) 類似案件における事例の収集 

(2) 事業効果の確認 

17. 土地や地域資

源の利用 

(1) 工事中の影響 (1) 14 用地取得に同じ。 

18. 水利用 (1) 工事中の影響 (1) 影響を受ける可能性のある井戸における利用状況、

ヒアリング、代替施設の建設又は移設の検討 

26. 子どもの権利 (1) 児童労働の確認 (1) 労働法及び ILO 等における雇用可能な年齢の確認、

他類似案件における対策事例、回収対象施設周辺に

おける学校の確認 

27. 感染症 (1) 新型コロナの影響 (1) 新型コロナ感染拡大防止措置の確認、他類似案件に

おける対策事例、ヒアリング 

28. 労働環境（労

働安全を含む） 

(1) 労働衛生法等の確認 

(2) 工事中の作業員に対す

る影響 

(1) 既存資料調査 

(2) 工事の内容、期間、他類似案件における対策事例 

29. 事故 (1) 水難事故の確認 (1) ブラックスポットの確認（ヒアリング）、他類似案件

における事故防止、安全対策事例 

30. 気候変動 (1) 気候変動に対する影響 (1) 事業効果の確認、伐採した木に対する植樹計画など

の検討と法的要求事項・関連する政策などの確認 

出典：JICA調査団 

 

(7)環境社会配慮調査結果（予測結果を含む） 

1)大気質 

2021年7月に灌漑水路ROWで24時間測定した大気質データの分析結果を下表に示す、基準

値と比較した結果、全ての項目で基準値以内に収まっていることを確認した。 

 

表 2-2-17  大気質データ測定結果 

Location PM 2.5 PM 10 TSP SOx NOx 
CO 

(8 hrs) 

灌漑水路ROW 15.01 36.68 51.69 < 1 4.66    187 

NAAQS* 40.00 120.00 230.00 --- --- 10,000 

WHO**（参考） 75 ~ 25 150 ~ 50 --- 
20.00 

(SO2) 

200.00 

(1 hr, NO2) 
--- 

Unit: µg/m3 

Note: * NAAQS: National Ambient Air Quality Standards of Nepal, 2012 ** WHO (Ambient Air Quality Guidelines, 2005) 

出典：DoR（2018）を基に調査団一部加筆 

 

工事中の影響として、粉じんを生じる主な工種としては土砂掘削、既設構造物取壊しが挙

げられる。事業対象地においては記録された風向データがないため、周辺住民にヒアリング

を行い、卓越風は西風及び北西風であることを確認した。また、本事業対象地に隣接してネ

パール政府が実施中の道路整備プロジェクト「Postal Highway Project」の近隣住民にヒアリン

グを行った結果、道路工事に伴う粉じんを含む公害に対する苦情は確認されなかった。特に

配慮を要する施設としては、CUP-02の近傍で建設中の産婦人科（Birth Centre）、横断排水工

及び水路横断橋施工箇所付近の住居施設を確認した。影響評価対象施設と施工範囲の距離が

近く拡散効果が薄れるため、建設機械の稼働に伴う粉じんが不快感をもたらす可能性が懸念
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されるが、仮囲いの設置や発生源への散水により粉じんの効果的な抑制が可能10であると考

えられる。 

建設中の産婦人科 Postal Highway Projectによる路面散水の例 

 

2) 水質汚濁 

水質測定は、灌漑水路と工事によって支障する可能性がある浅井戸で実施した。サンプリ

ング地点を下図に示す。 

 

    

灌漑水路における水質測定状況 浅井戸における水質測定状況 

図 2-2-17  水質サンプリング位置図 

                                                        
10 国土技術総合研究所資料 No.714 土木研究所資料 No.4254 道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版） 
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まず灌漑水路における水質分析結果を下表に示す。上流と下流で水質に顕著な差は見られ

ないが、全ての地点で総浮遊粒子物質と糞便性大腸菌が基準値より高い値を検出し、油分も

検出された。総浮遊粒子物質は、降雨、ライニングされていない水路構造、そして代かきな

どの営農活動による影響、糞便性大腸菌と油分は家庭からの生活雑排水の排出と灌漑水路内

に侵入した家畜からの排せつ物が直接混入していることが主な要因と推察される。 

 

表 2-2-18  灌漑水路における水質分析結果 

 

用水路サイホンが横断する河川は工事を行う乾期は全て枯れ川となるため、保護区等が位

置する河川下流への水質汚濁の影響は想定されない。コンクリート打設箇所からのアルカリ

排水は、排水放流後の河川水素イオン濃度を求める次式11から算出すると、アルカリ排水の放

流量を乾期灌漑用水量1.6m3/sの約25~30%以内に収めることで水路下流側における急激な水

素イオン濃度の変化を抑制することが可能と予測される。 

 

𝐻1
+ = (𝐻0

+ ∙ 𝑄0 + 𝐻𝑟
+ ∙ 𝑄𝑟) (𝑄0 + 𝑄𝑟)⁄  

ここに、 排水水素イオン濃度：𝐻0
+（8.6） 

 排水放流地点の用水量：𝑄𝑟（1.6 m3/s） 

 用水路水素イオン濃度：𝐻𝑟
+（7.4：現地調査結果平均値） 

 排水放流後の用水路水素イオン濃度：𝐻1
+ 

 

次に、調査対象地域における浅井戸3カ所の水質分析結果を下表に示す。用水路サイホン近

傍でサンプリングしたサンプル番号1番と2番の井戸は現在も住民が利用しており、健康被害

は報告されていない。分析の結果、現在利用されていないサンプル3番において大腸菌と鉄が

                                                        
11 環境省（H21）「道路及び鉄道建設事業における下線の濁り等に関する環境影響評価ガイドライン」 

なお、ネパール国排水基準には排水 pH の上限値の定めが無いため、我が国の水質汚濁防止法に基づく排水基準

（8.6）を適用した。 

Sample 1 Sample 2 Sample 3 Sample 4
Irrigation Water

(GON)*1

Irrigation Water

(FAO)*2

Discharge

(GON)*3

1 pH 7.7 7.5 7.4 7.3 6.5 - 8.5 ＜7.0 5.5 - 9.0

2 EC (µS/cm) 240 268 181 237 400 - 5,400 - -

3 Total Suspended Solids (mg/L) 346 110 424 98 50, max 50 -

4 Total Dissolved Solids (mg/L) 160 178 121 150 - 500 -

5 Total Phosphorous (mg/L) 0.45 0.23 0.47 0.41 - - -

6 Total Kjeldahl Nitrogen (mg/L) 5.71 8.57 8.57 8.57 - - -

7 Biological Oxegen Demand (mg/L) 6 16 7 12 - - 30 - 100

8 Chemical Oxegen Demand (mg/L) 14 30 22 20 - - 250, max

9 Oil and Grease (mg/L) 3 2 4 2 - - 10, max

10 Fecal Coliform Count (MPN/100ml) >1,100 >1,100 >1,100 >1,100

1 - 1,000 for plants

where edible parts

not wetted

10,000 -

Note: Observed values bolded are beyond threshold values.

*1 GON, Guidelines for Irrigation Water Quality, 2065

*2 Water Quality for Agriculture, FAO 1985

*3 Generic Effluent Standards for Industrial Wastewater Discharged into Inland Surface Water, GoN 2058

S.N. Parameters

Observed values Water Quality Guidelines/Standards
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やや高く検出されたほかは概ね基準値以内に収まっている。 

 

表 2-2-19  浅井戸における水質分析結果 

Parameters Unit 

Sample 1 Sample 2 Sample 3 
National 

Guidelines* 

WHO 

Guidelines** 

N 26o 38’ 36” 

E 86 o 54’ 33” 

N 26o 35’ 09” 

E 86 o 49’ 07” 

N 26o 40’ 38” 

E 86 o 55’ 52” 
--- --- 

Near CCB19 Near CUP07 Near CCB13 ---- --- 

Turbidity NTU less less Less 5 (10)1) Less than 5 

pH - 6.5 6.5 7.5 6.5 – 8.5 2) 6.5 - 8.5 3) 

Temperature oC 30 30 30 --- --- 

Total Hardness mg/L 250 250 300 500 100 - 300 3) 

Ammonia mg/L 0.5 0.2 0.5 1.5 --- 

Nitrate mg/L 10 0 10 50 50 

Chloride mg/L 90 90 90 250 250 3) 

Iron (Fe) mg/L 0 0 3 0.3 (3) 1) 0.3 3) 

Phosphate mg/L 0.05 0 0.05 Not harmful --- 

Arsenic (As) mg/L 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 

Coliforms  CFU /  

100ml 

Not 

presense 
Not presense Presense 

0 (95% 

sample) 
0 

* Nepal’s Drinking Water Standards, Nepal Gazette (26 June 2006), ** WHO (2011), Guidelines for drinking water quality 

– 4th ed. 

Note 1) Figures in parenthensis are upper range of the standards recommended, 2) indicates the maximum and minimum 

limits, 3) Not of health concern at levels found in drinking-water. However, concentrations in excess of the said amount can 

give rise of complains by users/customers. 

出典：調査団 

 

3) 廃棄物 

本事業の特性から、工事中に発生する主な廃棄物は既設構造物取壊工による古レンガ及び

コンクリートガラ、掘削による土砂であり、有害化学物質や放射線物質のような有害廃棄物

の発生は想定されない。このうち掘削土についてはできる限り埋戻材として再利用すること

とし、廃棄物の発生量を削減する。想定される廃棄物の発生量は下表に示すとおりであり、

これらは地方政府管理法（Local Government Operation Act, 2017）に基づき、施工業者はサプ

タリ郡が指定する処分場に運搬し、埋設処理する計画である。 

 

表 2-2-20  想定される主な廃棄物の処理量 

 

 

4) 騒音・振動 

工事対象地域近傍において特に配慮を要する施設として前述した居住施設や建設中の産婦

人科などが確認された。なお、夜間工事を行わないことから、騒音および振動の影響は日中

に限定される。本事業における工種のうち、最も実行騒音パワーレベルが高いと想定される

既設構造物取壊工（119 dB）を実施した場合、15 m先の家屋における等価騒音レベルは距離

Category Quantity Unit

Irrigation Siphon (Canal Under Pass) 3,800 m3

Drainage Facilities 2,200 m3

Canal Crossing Bridges 2,100 m3

Total 8,100 m3



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

2-44 

 

減衰によりLeq 77.7 dB（A）と予測され12、前述したアジア開発銀行出資による道路整備プロ

ジェクトによって同郡で測定された沿道における等価騒音レベル Leq 77.30 dB（A）と極端な

差はない。さらに、仮囲いを境界に設置することで更に10 dB（A）程度の低減が可能である

13。現場作業員に対しては必要に応じて耳あての支給や作業時間の管理に務める必要がある。 

また、工事中に想定される騒音・振動レベルは現在実施中のPostal Road Highwayプロジェク

トと極端な違いが生じることは想定されず、同プロジェクトの工事に対しても近隣住民や自

治体、その他関係者から苦情は寄せられていない。 

 

5) 保護区 

バッファーゾーンの西端の一部はチャンドラナハル灌漑水路に隣接し、その他の地区は最

近接部で水平距離約3kmである。現地調査の結果、以下に示す理由からJICA環境ガイドライ

ンFAQ記載の保護区での例外実施要件は充足されており、本プロジェクトによる影響は限定

的と評価する。また、今回の事業実施に当たって取得が必要な環境許認可はIEEのみであるが、

事業実施前に適宜コシタップ野生生物保護区管理事務所に進捗状況を報告し共有すべきこと

を確認した。 

 

 コシタップ野生生物保護区管理事務所長及びバッファーゾーン管理組合長へヒアリング

を行った結果、プロジェクトによる保護区への影響は想定されないが、野生生物の移動

経路確保を含めた影響緩和策など周辺環境に配慮した施工を検討し、引き続きステーク

ホルダーとして情報共有に努めてほしいとの回答を得ていること。 

 コシタップ野生生物保護区及びバッファーゾーン管理計画（2018）14は、持続的なエコシ

ステムサービスとコミュニティの繁栄の両立を目標に掲げており、同文書内にチャンド

ラナハル灌漑施設の改修の必要性が明記されていることから、本プロジェクトとの整合

性が取れていること。 

 本プロジェクトが改修対象とするチャンドラナハル灌漑水路の東側で工事中である

Postal Highway Project（延長約20 km、2車線）は2017年から開始しているが、上述したス

テークホルダーによれば同プロジェクトによる保護区への影響は生じていないとの回答

を得ていること。 

 本プロジェクトが改修対象とする用水路サイホンが横断するPuraha Riverをはじめとす

る河川は、工事を行う乾期には枯れ川となるため、河川経由によるラムサール湿地への

濁水流入も想定されないこと。 

 バッファーゾーン内には2018年時点で、約14,000世帯（人口84,000人）が居住（一部保護

区にも侵入）しており、大音量を伴う冠婚葬祭や様々な経済活動も既に行われているた

                                                        
12 日本音響学会の「建設工事の予測モデル」に示された工種別予測手法を基に予測。 
13 土木学会第 65 回年次学術講演会(平成 22 年 9 月)「仮囲いによる騒音低減効果の評価」(ハザマ 稲葉秀雄他) 
14 KTWR 2018. Koshi Tappu Wildlife Reserve and It’s Buffer Zone Management Plan (2074/75 – 2078/79) 

Koshi Tappu Wildlife Reserve Office, Paschim Kushaha, Sunsari, Nepal 
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め、工事中の騒音による重大な影響も想定されないこと。 

 

   

Postal Highway Projectとの位置関係 バッファーゾーン内の交通状況 ラムサール登録湿地周辺の集落 

   

乾期における河川の様子 Postal Highway Projectのヤード バッファーゾーン内の看板 

写真 事業対象地域周辺環境の様子 

 

6) 生態系 

現地調査では、プロジェクト対象地域周辺における直接的な観察に加え、足跡、排泄物、

鳥の羽や哺乳類の毛の有無や地元住民による目撃情報についてもヒアリングを行った。IUCN

レッドリストでVU、ENまたはCRとして登録された種、CITES登録種、ネパールの国立公園・

野生生物保護法（2029）に登録された種が哺乳類3種、鳥類2種、爬虫類2種でそれぞれ確認さ

れた。これを踏まえ、コシタップ野生生物保護区管理事務所及びレンジャーをはじめとする

現地有識者との協議を実施した結果、本件事業が新規建設ではなく既存施設の改修であるこ

とや既に対象地周辺で様々な経済活動が営まれている現状を踏まえ、本事業による生態系へ

の影響は軽微或いは緩和可能であると評価した。分類ごとの確認結果を以下に示す。 

 

(a)哺乳類 

現地調査期間中に改修対象ROW内で哺乳類の姿は直接確認されていないが、その周辺地域

で住民等から報告された哺乳類は下表に示す全20種であり、このうちIUCNレッドリストで

VUまたはENとして登録された種が2種、CITES登録種が3種、ネパールの国立公園・野生生物

保護法（2029）登録種が1種である。これらの種については後段で別途評価結果を詳述する。 
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表 2-2-21  プロジェクト対象地域およびその周辺で確認された哺乳類のリスト 

SN Scientific Name Local Name Common Name 
Conservation Status 

NPWC IUCN CITES 

1 Axis axis Chital Chital deer NA VU I 

2 Canis aureus Syal Jackal NA LC I 

3 Cervus unicolor Sambar Sambhar NA VU I 

4 Cuon alpinus Ban kukur Wild dog NA NE NA 

5 Dremomys lokriah Lokharke Squirrel NA NE NA 

6 Felis chaus Bandhade Wild Cat NA NE NA 

7 Funambulus pennanti Lokharke Squirrel NA NE NA 

8 Herpestes edwardi Nyauri mongoose NA LC I 

9 Hystrix indica Dumsi Porcupine NA LC NA 

10 Lepus nigricollis Kharayo Hare NA NE NA 

11 Macaca mulatta Bandar Rhesus Monkey NA NE NA 

12 Martes flavigula Malsapro Yellow Throated Martin NA NE NA 

13 Melursus ursinus Bhalu Sloth bear NA NE NA 

14 Muntiacus muntjac Mirga Barking Deer NA VU I 

15 Paguma larvata Varse Civet NA LC I 

16 Petaurista petaurista Raj panchhi Flying squirrel NA NE NA 

17 Rousettus leschenaulti Chamero Bat NA LC NA 

18 Semnopithecus entellus Guna Langur NA NE NA 

19 Sus scroffa Bandel Wild Boar NA NE NA 

20 Elephas maximus Hathee Elephant P EN I 

備考：NPWC Act, 2029: National Parks and Wildlife Conservation Act, 2029: P-Schedule-I, NA= Not available 

IUCN Red List Categories: EX=Extinct, EW= Extinct in the Wild, CR= Critically Endangered, EN= Endangered, VU= 

Vulnerable, NT= Near Threatened, LC=Least Concern, DD: Data Deficient, NE: Not Evaluated 

CITES Categories: I -Appendix I ( are species that are threatened with extinction and are or may be affected by trade), 

II - Appendix II (are species that are not necessarily threatened with extinction, but may become so unless trade in 

specimens of such species is subject to strict regulation in order to avoid utilization incompatible with the survival of 

the species in the wild), and  III - Appendix III 

出典：調査団 

表 2-2-22  特に配慮を要する哺乳類に対する検討結果 

 

Sloth bear  Melurss ursinus ナマケグマ 

Vulnerable Version 2021-2 (Accessed on November 2021), and CITES 

Category I, Population Trend: Decreasing, 

地元住民による目撃報告は改修対象ROW外であり、幹線水路から5 kmほ

ど離れた森である。また、主な餌として報告されているシロアリの巣は事業

対象地周辺で確認されていないことからも直接的な影響は想定されない。 

 

Asian Elephant Elephas maximus アジアゾウ 

Endangered Version 2021-2 (Accessed on November 2021) and CITES I, 

Population Trend: Decreasing, NPWC 2029- Protected 

改修対象である用水サイホン3番（CUP-03）が横断するPauraha 川を移

動して西部の森へ移動し、数週間～数カ月後再び保護区へと移動する。移動

時期は年に2回あり、1回目は12月初旬から12月下旬、2回目は4月～5月と6

月～7月である（以下の概要図参照）。主な移動時間帯は夜間である。 

工事期間が上記移動時期に一部重なるため、その影響についてKTWR職

員、レンジャー等と複数の緩和策を検討した結果、工事期間中もゾウが通過

できるスペースを常に確保するとともに、通常の警備員のほか夜警を配置

し、レンジャーに速やかに連絡が取れる体制を確保することで影響の緩和が

可能であることを確認した。 

供用時は現況と同様に用水サイホンは地下に埋設されるため移動阻害な

どの影響は想定されない。 
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参考図：改修対象用水サイホンと移動経路の位置関係 

注：KTWR及び森の実際の位置は改修対象施設から数km～数十kmの距離がある。 

 

Golden jackal Canis aureus ゴールデンジャッカル 

Least Concern,Version 2021-2 (Accessed on November 2021) and CITES III, 

Population Trend: Increasing 

ROW内での目撃報告があるが、半乾燥環境から森林、マングローブ、畑

地、農村、半都市部まで、標高2,000 mを超える多様な生息地に生息するこ

とができるとされており個体数も増加傾向にあることから本事業による影

響は想定されない。 

出典：IUCN、CITESおよび現地関係者へのヒアリング結果を元に調査団作成。写真出典はIUCN。 

 

(b)鳥類 

プロジェクト対象地域およびその周辺で確認された鳥類は以下の50種である。観察された

代表的な種は、ムクドリ、カッコウ、スズメ、イエガラスの類である。このうちIUCNレッド

リストでCR登録種が1種、CITES登録種が2種（国内法登録種は確認されなかった）確認され

たため、これらの種については後段で別途評価結果を詳述する。 
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表 2-2-23  プロジェクト対象地域およびその周辺で確認された鳥類のリスト 

SN Scientific name Local Name Common name 
Conservation Status 

NPWC IUCN CITES 

1 Coturnix coturnix Batai Common Quail NA LC NA 

2 Passer domesticus Bhangera Hose Sparrow NA LC NA 

3 Dicurus macrocercus Chibe Black drongo NA LC NA 

4 Milvus migrans Chil Black Kite NA LC NA 

5 Anthussimilis Chuinya Long-billed Pipit NA LC NA 

6 Alectoris chukar Chyakhura Chucker NA LC NA 

7 Acridotheres fuscus Dangre Common Maina NA LC NA 

9 Copsychus saularis Dhobichara Robin bird NA LC NA 

10 Streptopelia chinensis Dhukur Spotted dove NA LC NA 

11 Chrysocolaptes festivus Dingulche Large Woodpecker NA LC NA 

12 Phylloscopus collybita Fisto Warbler NA LC NA 

13 Apus affinis Gauthali Little Swift NA LC NA 

14 Hirundo daurica Gauthali Swift/swallow NA LC NA 

15 Riparia riparia Gauthali Sand Martin NA LC NA 

16 Gyps bengalensis Gidhha Vulture NA CR II 

17 Treson phooenicoptera Haleso Green pigeon NA LC NA 

18 Ketupa zeylonensis Humbak Owl NA LC NA 

19 

Hypsipetes 

leucocephalus Jureli Black bulbul 

NA LC NA 

20 Pycnonotus cafer Jureli Red Vented Bulbul NA LC NA 

21 Corvus splendens Kaag House Crow NA LC NA 

22 Corvus macrorhynchos Kag Large billed crow NA LC NA 

23 Spilorrus cheela Kakakul Crested serpent eagle NA LC NA 

24 Lophura leucomelanos Kaliz Kaliz Pheasants NA LC III 

25 Cuculus canorus Koili Cuckoo NA LC NA 

26 

Eudynamys 

scolopaceus Koili Cuckoo 

NA LC NA 

27 Celeus brachyurus Lahache Woodpecker NA LC NA 

28 

Urocissa 

erythrorhyncha Lampuchhare Indian tree pie 

NA LC NA 

29 Glaucidium radiatum Latkosero Owlet NA LC NA 

30 Gallus gallus Luinche Red Junglefowl NA LC NA 

31 Sturnus contra Maina Pied Myna NA LC NA 

32 Halcyon smyrnensis Matikore Kingfisher NA LC NA 

33 Merops philippinus Murali Chari Bee-eater NA LC NA 

34 Anas poicilorhyncha Pani hans Spotbilled Duck NA LC NA 

35 Columba livia Parewa Rock pigeon NA LC NA 

36 Merops leschenaulti Patenga Bee-eater NA LC NA 

37 Psittacula krameri Pattu Parrot NA LC NA 

38 Pericrocotus ethologus Rani chara Long-tailed Minivet NA LC NA 

39 Acredotheres tristis Saron Common Myna NA LC NA 

40 Psittacula himalayana Suga Parrot NA LC NA 

41 Picus canus Thulo Rukhphora Grey-faced Woodpecker NA LC NA 

42 

Francolinus 

francolinus Titra Francolin 

NA LC NA 

43 Bubo bubo Vudrung Eurasian Eagle-owl NA LC NA 

出典：調査団 
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表 2-2-24  特に配慮を要する鳥類に対する検討結果 

 

Bengal Vulture  Gyps bengalensis ベンガルハゲワシ 

Critically Endangered Version 2021-2 (Accessed on November 2021), and CITES 

Category II, Population Trend: Decreasing, 

動物の死骸や腐肉を食す生態を有する。今回の既存灌漑施設及び水路横断橋の

改修地点周辺には主な餌となる動物は多く生息しない環境であり、目撃報告も

ROWではなく事業対象のParika（町）レベルであることから、工事による影響の

程度は小さいと考えられる。 

 

Kaliz Pheasants Lophura leucomelanos ミヤマハッカン 

Least Concern Version 2021-2 (Accessed on November 2021) and CITES III, 

Population Trend: Decreasing 

軽度懸念種であり主なThreatも報告されていない。また、ROW内での目撃報告

ではない。ただし、CITES登録種であるため、工事中に遭遇した場合は無用な殺

生をしないよう作業員に事前教育を行う必要がある。供用時の影響は想定されな

い。 

出典：IUCN、CITESおよび現地関係者へのヒアリング結果を元に調査団作成。写真出典はIUCN。 

 

(c)爬虫両棲類 

現地調査で確認・報告された爬虫両棲類は下表に示す16種である。このうちIUCNレッドリ

ストにおけるNT登録種が1種、CITES登録種が2種確認された。 

 

表 2-2-25  プロジェクト対象地域およびその周辺で確認された爬虫両棲類のリスト 

SN Scientific name Local Name 
Common 

Name 
Family 

Conservation Status 

NPWC IUCN CITES 

1 
Aspideretes 

gangeticus 
Thotari Turtle Trionychidae NA EN I 

2 
Asymblepharus 

sikimmensis 
Vale Mungro Skink Scincidae EN NE NA 

3 Boiga trigonata Tiris Sanp Cat snake Colubridae NA LC NA 

4 Bufo melanocostric 
Khasre 

Bhyaguto 
Toad Bufonidae LC 

NE NA 

5 
Bungarus 

caeruleus 
Krait Common krait Elapidae 

NA NE NA 

6 Callotes versicolor Cheparo Callotes Agamidae. NA NE NA 

7 
Hemidactylus 

frenatus 
Chipkali Wall Lizard Gekkonidae 

NA 
LC 

NA 

8 
Laudakia 

tuerculata 
Chheparo Rock aagma Agamidae LC 

NE NA 

9 Lycodon aulicus Chichinde sanp Wolf snake Colubridae NA NE NA 

10 Naja naja Gauman snake cobra Elapidae NA VU II 

11 Nerodia sipedon Dhodiya 
Common water 

snake 
Colubridae. VU LC NA 

12 Parias hageni Hareu sanp Green Pit viper Viperidae. LC LC NA 

13 Ptyas mucosa Dhaman Indian rat snake Colubridae LC NE NA 

14 Rana tigrina Byaguto Asian Bullfrog Ranidae NA LC II 

15 Varanus Indicus Gohoro Monitor Lizard Varanidae LC LC II 

16 
Xenochrophis 

sanctijohannis 
Goraya sanp Water snake Colubridae LC NE NA 

出典：調査団 

http://en.wikipedia.org/wiki/Colubridae
http://en.wikipedia.org/wiki/Elapidae
http://en.wikipedia.org/wiki/Agamidae
http://en.wikipedia.org/wiki/Colubridae
http://en.wikipedia.org/wiki/Colubridae
http://en.wikipedia.org/wiki/Varanidae
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表 2-2-26  特に配慮を要する鳥類に対する検討結果 

 

Indian cobra Naja naja インドコブラ 

No Data Version 2021-2 (Accessed on November 2021), and CITES Category 

II 

目撃報告は本事業対象地ROW内である。IUCN Redlistと国内法（NPWC 

2029）には登録されていないがCITES カテゴリIIに属するため、工事中に遭

遇した場合は無用な殺生をしないよう作業員に事前教育を行う必要がある。

供用時の影響は想定されない。 

 

Rock python Python molurus インドニシキヘビ 

Near Threatened Version 2021-2 (Accessed on November 2021) and CITES I, 

and NPWC 2029 Protected, Population Trend: Decreasing 

主に、ペットや蛇皮を目的とした密猟、森林火災、鉱山開発などが個体数

減少の主な原因と報告されており、目撃情報はROW外であるため、本事業に

よる影響は軽微であると想定される。インドコブラ同様にCITES登録種であ

るため、工事中に遭遇した場合は無用な殺生をしないよう作業員に事前教育

を行う必要がある。供用時の影響は想定されない。 

出典：IUCN、CITESおよび現地関係者へのヒアリング結果を元に調査団作成。写真出典はIUCN。 

 

(d)魚類 

現地調査で確認・報告された魚類は下表に示す2種である。横断排水工などの水が溜まった

箇所に生息している。いずれもIUCNレッドリストや国内法において保護対象種ではないこと

を確認した。 

 

表 2-2-27  プロジェクト対象地域およびその周辺で確認された魚類のリスト 

SN Scientific name Local Name Common Name 
Conservation Status 

NPWC IUCN CITES 

1 Channa stewartii Hile Assamese snakehead NA NE NA 

2 Plicofollis platystomus Mungri Cat fish NA NE NA 

出典：調査団 

   

現地調査で確認された魚類 水路内での捕獲状況 

 

7) 住民移転・用地取得・土地や地域資源の利用 

居住施設の移転は想定されないが、家畜小屋や露店などの一時的な移転及びCUP-02におけ

る用地取得が生じる。詳細は「用地取得・住民移転」の項を参照。 
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8) 社会的弱者 

「ネ」国における社会的弱者は①65歳以上の独身女性、②70歳以上の老人、③16歳未満の

孤児、④障がい者と規定されている。政府は女性児童社会福祉省（MoWC&SW：Ministry of 

Women, Children and Social Welfare）を担当機関として、これらの弱者に対して社会保障手当

の給付を行っているため、ARAP実施に際して同省と情報共有し、適切な配慮が行われるよう

に努める必要がある。 

 

9) 地元経済（雇用・生計等）および子どもの権利 

プロジェクト実施中には、普通作業員、運転手、警備員、清掃作業者などは現場から調達

できる可能性が高いため、雇用創出に伴う正の効果が期待される。 

ネパール児童労働法（Child Labour (Prohibitation and Regulation) Act, 2000）では、14歳～16

歳の労働時間を週36時間未満と規定し、16歳未満の児童が危険を伴う作業に従事することを

禁止しているため、現地人材の雇用に当たっては年齢と作業内容に留意する必要がある。 

また、水路横断橋が学童の通学路や経済活動を行う上での必要な経路として活用されてい

ることが現地調査で確認できたため、工事中には仮設道路を設置するなど地域住民の通行を

妨げないような計画としている。 

 

10)水利用 

工事に伴い支障する可能性がある井戸の利用者状況調査を行った結果、主な用途として最

も割合が高かったのは飲料水であり、次いで手足の汚れ落としや洗顔・歯磨き、食器洗い等

であった。地下水位は高く、周辺住民でも簡単に浅井戸が設置できるレベルの構造であるこ

とから、万が一、事業実施に伴い井戸が支障する場合はDWRIが代替井戸を建設・設置するこ

とについてDWRI担当者の了解を得た。 

 

11)感染症・労働環境（労働安全を含む） 

「ネ」国における類似案件をレビューした結果、労働安全対策として、作業員に対する防

塵マスクやイヤーマフの供与、労働基準で定められた労働時間の順守、安全大会の実施等が

確認された。なお、工事期間における大規模な事故（死亡事故等）は確認されていない。本プ

ロジェクトの作業員に対する安全対策においても同様に事前防止策を講じ、事故発生防止に

努めることが重要である。 

また、多くの作業員が集まる建設現場は新型コロナ感染リスクが高まるため、感染症対策

としては同国におけるCCMCC（COVID-19 Crisis Manamgenet Co-ordination Center）や地方自

治体が感染拡大状況に応じて定めるガイドラインや行動規制等に従い、マスクの着用や手指

消毒の実施など必要な感染予防対策を講じる必要がある。 

 

12)事故 

サイホン吞み口部に家畜や周辺住民が吸い込まれる水難事故が発生したことが確認された
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ことから、転落防止措置を検討する必要がある。 

また、上述したとおり水路横断橋は車両や歩行者の交通量が比較的多い箇所もあるため、

現場に警備員を配置するとともに、工事スケジュールをコミュニティに事前に共有すること

で事故発の未然防止に努める必要がある。 

 

13) 気候変動 

気候リスクプロファイル（USAID、2017）等によれば「ネ」国では気候変動の影響によっ

て穀物収量の低下や洪水発生リスクの上昇、降雨パターンの変化などが予測されている。ま

た、前述したコシタップ野生生物保護区・バッファーゾーン管理計画においても、気候変動

対策の一環としてチャンドラナハル灌漑水路および橋梁等のインフラ整備の必要性が謳われ

ている。このことから、本事業によって現在漏水しているサイホンや劣化が著しい構造物を

改修することにより、灌漑水の効率的な使用が可能となり、農業生産性の安定性が向上する

と考えられる。 

また、工事中に伐採・伐根または移植が必要となる樹木の一覧を以下に示す。これらのう

ち、インドボダイジュやベンガルボダイジュなどの宗教上重要な樹の枝の一部剪定や幼木の

移植については管轄する地区議会と現地調査の中で協議を行い、プロジェクト実施のために

剪定・移植を行うことについて問題ないことを確認している。 

 

表 2-2-28  支障する樹木の一覧 

SN 

Plant Species Number and Volume  

Local name Botanical name Pole class Tree class 
Timber 

(cft) 

Fuelwood 

(chatta) 

Biomass 

(kg) 

1 Aanp Mangifera indica 0 4 63.25 0.15 2,208.43 

2 Bakaino Melia azedarach 1 0 0 0.01 1,31.97 

3  Bar  Ficus benghalensis 0 1 6.76 0.02 236.09 

4 Kadam Neolamarckia cadamba 3 2 43.08 0.11 1,562.64 

5 Masala Eucalyptus Species 1 0 0 0.02 190.89 

6 Moringa Moringa oleifera 3 0 0 0.02 193.29 

7 Pipal  Ficus religiosa 1 3 287.49 0.69 1,0130.08 

8 Pithari  Trewia nudiflora 0 1 6.71 0.01 234.27 

9 Siris Albizia procera 2 0 0 0.02 144.94 

   11 11 407.29 1.05 1,5032.60 

出典：JICA調査団 

 

なお、工事中に伐採が避けられない樹木については「Working Procedure of the standard for National 

priority project for the use of national forest 2076 (2020)」に基づきDWRIが伐採本数の10倍の本数を移

植する計画とする。移植する樹種は郡森林事務所（DFO）に相談し、生育のしやすさや生態系管

理の観点から樹種を選定した。また、森林事務所の通常業務の一環として苗木を本事業に無償提

供できることを確認した。移植候補樹種を以下に示す。 

 

表 2-2-29  移植樹種の候補 

SN Local name Botanical Name 

1 Khayer Acacia catechu 

2 Mahogani Swietenia macrophylla 

3 Masala Eucalyptus spp 



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

2-53 

 

SN Local name Botanical Name 

4 Teak Teaktona grandis 

5 Kadam Neolamarckia cadamba 

出典：郡森林事務所とのヒアリングを元に調査団作成 

 

(8)影響評価 

影響評価結果を以下に示す。 

表 2-2-30  影響評価結果 

影響項目 

スコーピング 影響評価結果 

評価理由 工事

前/中 

供用

時 

工事前

/中 
供用時 

I. 公害管理 

1 大気汚染 ✓  B- N/A 工事中：工事および工事車両から排出される粉じんや

排気ガスの一時的な影響が想定される。配慮を要する

施設が隣接している箇所は散水の実施や仮囲いの使

用などにより、影響の程度は軽微であると想定され

る。 

供用時：大気汚染を生じる活動は想定されない。 

2 水質汚濁 ✓  B- N/A 工事中：仮締切を設けて、泥土の流入出を緩和させる。

また、アルカリ排水は緩やかに排水することで下流側

への影響を最小化する。濁土およびpHをEMMPの中で

定期的に観測し、観測結果に応じて対策を講じること

で影響を最小化させる。 

供用時：水質汚濁を生じる活動は想定されない。 

3 廃棄物 ✓  B- B- 

 

工事中：既設構造物の撤去に伴うレンガやコンクリー

ト等の廃棄物の発生が想定される。掘削土については

できる限り埋戻材として再利用することで、廃棄物量

（捨土量）を削減する。 

供用時：廃棄物の発生は想定されないが、周辺住民に

よる水路内へのゴミのポイ捨てが懸念される。 

4 土壌汚染 ✓  B- N/A 工事中： 工事用車両の整備に際して、オイル漏れな

どによる土壌汚染の影響が懸念されるため、整備地区

におけるコンクリート敷設、オイルトレイの利用を徹

底する。 

供用時：土壌汚染を起こす活動は想定されない。 

5 騒音・振

動 

✓  B- N/A 工事中：建設機械や工事に伴う騒音や振動が一時的に

発生する。仮囲いの活用や施工時間帯の工夫などによ

り影響は軽微であると想定される。 

供用時： 

騒音や振動の発生は想定されない。 

6 地盤沈下   N/A N/A 大量に地下水を汲み上げるような作業は想定されな

い。 

7 悪臭   N/A N/A 悪臭を生じるような作業は想定されない。 

8 底質   N/A N/A 底質への影響は想定されない。 

II. 自然環境 

9 保護区 ✓ ✓ D D 工事中・供用時：保護区およびバッファーゾーン管理

計画に謳われた既存施設の改修作業であり保護区へ

の影響は想定されない。 
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影響項目 

スコーピング 影響評価結果 

評価理由 工事

前/中 

供用

時 

工事前

/中 
供用時 

10 生態系 ✓ ✓ B- D 工事中： 

事業対象地域においてIUCNレッドリスト、CITES、国

内法で規定された種が確認されたが、保護区専門官や

レンジャー、地元自治体等と協議の結果、移動経路の

確保や不要な殺生等を行わないよう作業員に教育す

ることで影響の程度は軽微であると想定する。 

供用時：既存施設の改修であり影響は想定されない。 

11 水象   N/A N/A 工事中：仮回し水路を通じて灌漑水路の下流側に通水

しながら施工することを前提条件としているため影

響は想定されない。 

供用時：水象への影響は想定されない。 

12 地形・地

質 

  N/A N/A 地形や地質を大きく改変するような作業は想定され

ない。 

III. 社会環境 

13 住民移転 ✓  B- N/A 工事前：居住地の移動は発生せず、移動可能な露店や

家畜小屋などが移転対象であるが、影響は軽微であ

る。 

供用時：住民移転は発生しない。 

14 用地取得 ✓  B- N/A 工事前：用水サイホンの線形変更箇所において2世帯

軽微な用地取得が生じる。また、工事用のプラントヤ

ード確保のため一時的な用地取得が生じるが、影響は

軽微である。 

供用時：用地取得は発生しない。 

15 社会的弱

者 

✓ ✓ B- D 工事前/工事中：社会的弱者（年配者、未亡人など）が

補償費支払いや査定に係る情報に適切にアクセスで

きないことが懸念されるため、ARAPの中で社会的弱

者に配慮を行う。また、既往政府支援プログラムとの

情報共有を行う。 

供用時：社会的弱者に対する影響は想定されない。 

16 地元経済

（雇用・

生計な

ど） 

✓ ✓ B+ B+ 工事中：作業員としての地元農家に対する雇用機会の

創出が期待される。また、作業員や運転手をはじめと

する工事関係者が物やサービスを利用することによ

り、現場周辺の町における経済の活性化が期待され

る。 

工事期間も灌漑水を通水するため下流側の農家をは

じめとする住民の生計への負の影響は想定されない。 

供用時：施設整備に伴い、安定的に灌漑水が供給され、

地元経済への正の影響が想定される。 

17 土地や地

域資源の

利用 

✓ ✓ B- B+ 工事中：工事中の軽微な用地取得が想定される。 

供用時：灌漑排水施設の改修によって、水資源の効率

的な利用が可能となる。 

18 水利用 ✓  B- N/A 工事中：支障する可能性がある井戸に対しては、代

替施設を建設する。 

供用時：影響は想定されない。 

19 既存の社

会インフ

ラやサー

ビス 

✓ ✓ B- B+ 工事前/工事中：住民の生活に支障を来さないよう適

切にユーティリティの移設や仮設道路の設置を行う

必要がある。 

供用時：道路整備によって、交通の利便性が改善され

る。  

20 地域の意

思決定機

関などの

社会組織 

  N/A N/A 既存の意思決定機関などの社会組織を改編するよう

な作業は想定されない。 
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影響項目 

スコーピング 影響評価結果 

評価理由 工事

前/中 

供用

時 

工事前

/中 
供用時 

21 被害と便

益の偏在 

  N/A N/A 既設の社会インフラの整備であるため、被害と便益の

偏在は想定されない。 

22 地域内の

利害対立 

  N/A N/A 同上 

23 文化遺産   N/A N/A 事業対象地には文化遺産に登録された施設などは存

在しない。 

24 景観   N/A N/A 事業対象地に景勝地は含まれない。 

25 ジェンダ

ー 

  N/A N/A ジェンダーに対する影響は想定されない。 

26 子どもの

権利 

✓  B- N/A 工事中：児童労働のリスクが懸念される。労働法の規

定要件を満たすよう仕様書に記載する。 

27 HIV/AIDS

やマラリ

アなどの

感染症 

✓  B- N/A 工事中：CCMCCや地方自治体が発出する新型コロナ

ウイルス感染拡大防止措置に従った行動、予防管理を

取る必要がある。 

供用時：影響は想定されない。 

28 労働環境

（労働安

全を含

む） 

✓  B- N/A 工事中：労働安全が懸念されるため、作業の内容に応

じて、適切な労働安全器具（ヘルメット、ゴグル、靴

など）を支給する。 

供用時：労働者を雇用するような活動は想定されてい

ない。 

IV. その他 

29 事故 ✓ ✓ B- B- 工事中：工事用車両の通行や建設機械の稼働に伴い、

事故の発生が懸念されるため看板、旗振りの配置、ス

ケジュールの事前通知などが求められる。 

供用時：水難事故の発生が懸念されるため、落下防止

措置を検討する。 

30 気候変動 ✓ ✓ B- B+ 工事中：工事用車両の稼働に伴い温室効果ガスが排出

されるが影響の程度は軽微である。 

工事中に伐採する木については移植を行う。 

供用時：現状以上に安定的な水資源の利用が可能とな

るため、気候変動による不安定な降雨パターン等に対

するレジリエンスの向上が期待される。 

 

A+/-：重大な影響がある（正または負）、B+/-：多少の影響がある（正または負）、C+/-：影響は不明、

D：ほとんど影響はない、N/A：評価対象外 

 

出典：JICA調査団 

 

(9)環境管理計画 

環境管理計画を下表に示す。 

表 2-2-31  環境管理計画 

No. 影響項目 緩和策 実施機関 責任機関 
費用 

（USD） 

【工事前/工事中】 

1 大気汚染  路面や取り壊し対象箇所への散水を行う。 

 工事用車両運転手および作業員に対して、車両

および機材をアイドリングしないよう教育を

行う。 

 建設機械を適切にメンテナンスし、異常な黒煙

や白煙が出ないよう努める。 

施工業者 DWRI BoQに含

む 
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No. 影響項目 緩和策 実施機関 責任機関 
費用 

（USD） 

2 水質汚濁  工事に伴う濁水は、仮締切を設けて中間水を下

流側に排水する。 

 アルカリ排水は下流に急激な影響を及ばさぬ

よう、緩やかに排水する。 

施工業者 DWRI BoQに含

む 

3 廃棄物  掘削土をはじめ可能な限り再利用する。 

 既設構造物の取り壊しに伴う古レンガやコン

クリートガラ、土砂などは自治体が指定する

場所に廃棄する。 

施工業者 DWRI BoQに含

む 

 ごみの水路へのポイ捨て防止・管理に係る指

導を行う。 

ソフトコン

ポーネント 

DWRI ソフトコ

ンポーネ

ント費用 

4 土壌汚染  オイル流出の可能性がある作業を行う際には、

ドリップトレイを使用する。 

 オイル漏れを防ぐため、重機や機材の定期的

な点検・整備を行う。 

施工業者 DWRI BoQに含

む 

5 騒音・振動  異常音や異常振動発生予防のため、機材の定期

的なメンテナンスを行う。 

 騒音を伴う機材の近くで作業を行う作業員に

対しては耳あてなどを支給する。 

 特に配慮が必要な施設の近くでは時間帯の工

夫や仮囲いなどを設置を行う。 

施工業者 DWRI BoQに含

む 

10 生態系  建設現場における野生生物の不要な殺生を行

わないよう教育を行う。 

 アジアゾウの移動経路を確保するとともに夜

警を配置し、レンジャーと必要な連絡が取れる

体制を確保する。 

 生息動物に係るモニタリングの実施 

施工業者 DWRI BoQに含

む 

14 用地取得  ARAP に基づく用地取得および補償または支

援の実施 

DWRI、郡

用地取得・

補償委員会 

DWRI ARAP費

用 

15 社会的弱者  同上 同上 DWRI 

（MoWC

＆SWと

連携） 

ARAP費

用 

16 

・ 

22 

地域経済（雇

用・生計な

ど）、子ども

の権利 

 児童労働法で定める最低年齢の順守 

 仮設道路の設置による工事中の車両および歩

行者の移動経路の確保 

施工業者 DWRI BoQに含

む 

18 水利用  代替取水施設の建設を行う（2 カ所想定）。 

 建設後には WHO 飲料水質基準との比較を行

う。 

 工事中は下流へ一定水量の常時放流を行う。 

DWRI DWRI ARAP費

用 

27

・ 

28 

感染症対

策・ 

労働環境

（労働安全

を含む） 

 新型コロナ感染拡大防止に係る宣言や行動規

制に従った防止措置を講じる。 

 一般的な感染防止対策措置としてのマスク、手

指消毒、検温の実施などを徹底する。 

 作業の内容に応じて、適切な労働安全器具（ヘ

ルメット、靴など）を支給する。 

 作業員に対する安全大会を実施する。 

施工業者 DWRI BoQに含

む 

29 事故  重機および機材の定期メンテナンスを行う。 

 サイホン吞み口部における水難事故防止措置

を講じる。 

施工業者 DWRI BoQに含

む 

30 気候変動  重機および機材の定期メンテナンスを行う。 

 不必要なアイドリングを防止する。 

施工業者 DWRI BoQに含

む 
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No. 影響項目 緩和策 実施機関 責任機関 
費用 

（USD） 

 伐採した木に対する植樹を行う。 DWRI 

（DFOと連携） 

DWRI 行政費用 

【供用時】 

3 廃棄物  廃棄物のポイ捨て防止に係るモニタリング及

び啓発活動を行う。 

DWRI 

（自治体と

連携） 

DWRI 行政費用 

10 生態系  アジアゾウの移動阻害が発生していないこと

を確認する。 

DWRI 

（KTWRと

連携） 

DWRI 行政費用 

29 事故  事故の発生記録を整理し、再発防止策を講じ

る。 

 堤体に設置した侵入・転落防止柵の状況を定期

的に確認し、必要に応じて補強・修復を行う。 

DWRI 

（自治体と

連携） 

DWRI 行政費用 

出典：JICA調査団  

 

(10)環境モニタリング計画 

緩和策の実施状況について工事前/工事中、供用時の段階において下表に記載の環境モニタリン

グ計画を実施する。モニタリング項目に応じて実施機関は異なるが、監督機関は全て事業実施主

体であるDWRIとする。 

 

表 2-2-32  環境モニタリング計画（EMoP） 

環境項目 モニタリング項目 頻度 基準・指標 場所 実施者 

<工事前/工事中> 

0.共通項目 苦情処理記録 週1回 苦情処理記録の

有/無 

DWRI 事 務

所・用地取

得・補償委

員会事務所 

DWRI、用地取

得・補償委員会 

機材の維持管理・点検記録 日常：毎日1回 

定期的：任意 

記録の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

1.大気汚染 散水の実施状況 月1回 実施有/無 

乾季：最低1日2

回 

プロジェク

トサイト 

施工業者 

機械の異常 月1回 白煙や黒煙の発

生有無 

プロジェク

トサイト 

施工業者 

目視による粉じんの発生状

況 

月1回 飛散の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

2.水質汚濁 ベースライン値となる灌漑

水路の水質（濁度、pH） 

着工前1回（乾

期） 

試験記録の有/

無 

濁水および

コンクリー

ト排水の放

流が想定さ

れる地点 

施工業者 

処理済み排水の水質 週1回 ベースライン値

未満 

施工業者 

3.廃棄物 現場発生土の再利用状況 月1回 再利用の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

指定された処分場所におけ

るコンクリートガラ、型

枠、廃油などの処理状況 

月1回 適性処分の有/

無 

処理場 施工業者 

作業員に対するゴミや廃棄

物処理に係る教育 

実施月1回 記録の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

4.土壌汚染 ドリップトレイの利用状況 月1回 記録の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 
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環境項目 モニタリング項目 頻度 基準・指標 場所 実施者 

10.生態系 作業員に対する環境教育の

実施 

初回および月1

回 

記録の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

野生生物の横断状況 月1回 記録の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

生息動物に係るモニタリン

グ 

月1回 記録の有/無、

モニタリングし

た個体の種類・

数 

プロジェク

トサイト 

施工業者 

14.用地取

得 

郡補償決定委員会による最

終的な評価の実施状況 

実施時に1回 記録の有無 CDC DWRI 

住民移転計画に基づく用地

取得、補償費支払い状況 

RAP実施期間に

毎月1回 

住民移転計画と

の乖離、領収書

の有無  

RAB・CDC DWRI 

15.社会的

弱者 

社会的弱者を抱える世帯に

対する支援状況 

RAP実施期間に

毎月1回 

住民移転計画と

の乖離、支援の

有無 

RAB/CDC DWRI 

18. 水利用 代替取水施設の建設状況 完工月に1回 記録の有/無 井戸建設箇

所 

DWRI 

代替取水施設の水質 井戸掘削完了

時1回 

WHO水質基準、

ネパール国水質

基準 

同上 DWRI 

26. 子ども

の権利 

作業員名簿における未成年

労働者の確認 

毎月1回 16歳未満の雇用

有/無 

プロジェク

トサイト 

施工業者 

27.労働環

境（労働安

全を含む） 

作業員に対するヘルメット

や防護用ゴーグル、耳あて

などの配布状況 

実施月 実施記録の有/

無 

プロジェク

トサイト 

施工業者 

新型コロナ感染症対策の実

施 

毎月1回 対策の実施有無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

応急処置設置（FAK）の配

置状況 

毎月1回 配置の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

事故緊急時対応マニュアル

の作成、作業員への周知 

配布月1回 作成および周知

記録の有/無 

プロジェク

トサイト 

施工業者 

29.事故 周辺自治体に対する工事区

間の事前通知状況 

毎月1回 実施の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

看板および誘導員、夜警の

配置状況 

毎月1回 設置の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

発生した事故の程度、回

数、原因、今後の対策など

を記した記録の確認 

毎月1回 記録の有/無 プロジェク

トサイト 

施工業者 

<供用時> 

3.廃棄物 ごみ捨ての状況 半年1回（供用

開始後3年間） 

実施の有/無 プロジェク

トサイト 

DWRI 

10.生態系 野生生物の移動確認 半年1回（供用

開始後3年間） 

移動の有/無 プロジェク

トサイト 

DWRI（必要に応

じKTWRおよびレ

ンジャーと連

携） 

29.事故 事故発生記録（今後の事故

防止策を含む） 

年1回（供用開

始後3年間） 

事故発生記録の

有/無 

交通警察、

必要に応じ

て住民への

聞き取り 

DWRI 

出典：JICA調査団  
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(11)ステークスホルダー協議 

調査開始初期段階では新型コロナ感染症が広がっておりワクチン接種も進んでいなかったため、

できる限り少人数での会議や電話を介してのヒアリングを実施した。調査終盤である2021年9月頃

には感染状況が落ち着きを見せ、地方自治体による行動規制も緩和されていたことから、地域を

代表する関係者に広く呼びかけて中規模な会議を開催した。また、事業対象地が南北に長いこと

にも配慮し、地域を分けて開催するなどの工夫を行ったため、会議開催数は30回超を数えること

から本報告書では同協議の要約を示すにとどめ、詳細は添付資料の協議記録集を参照されたい。

なお、ここに示している協議のほかにも現地紙や公共施設の掲示板を活用した意見徴収や、現地

踏査の一環で近隣住民に対する個別ヒアリング等も実施し、得られたコメントを吟味の上、事業

計画に適宜反映している。 

 

   

パブリックコンサルテーションの

開催通知の掲載 

女性グループへの聞き取り パブリックコンサルテーションの

実施状況 

 

表 2-2-33  ステークホルダー協議の要約 

S/N 実施日 場所 主な参加者 
参加人数 主要議題 

計 男 女  

I. Consultation Meeting 

1 
2021 

April 09 

Koshi Tappu 

Wildlife 

Reserve 

Office 

Koshitappu Wildlife Reserve 

(KTWR) Chief Warden, Chairman of 

Buffer zone user group 

2 1 0 

事業概要の説明とコシタ

ップ野生生物保護区に対

して想定される影響・緩

和策 

2 
2021 

April 10 

Buffer Zone 

office of 

Koshi Tappu 

Wildlife 

Reserve 

Ranger of Buffer Zone of KTWR, 

Cheirman of Buffer zone user group 
1 1 0 

事業概要の説明とバッフ

ァーゾーンに対する影

響・緩和策 

3 
2021 

April 12 

Home of 

Chairman 

PurbaPipra-Dharampur-GhoganPur 

Buffer Zone User Committee 

(Western 

1 1 0 同上 

4 
2021 

April 21 

Ranger Office, 

Sitapur 

District Forest Office, Rajbiraj, 

Saptari 
1 1 0 

事業概要の説明と樹木伐

採と移植・補償に係る要

件の確認 

5 
2021 

April 21 

Postal 

Highway 

Project Office, 

Itahari 

Postal Highway Project Office 1 1 0 

類似事例からの教訓抽

出、特に配慮を要する手

続き等 

6 
2021 

July 05 
Kanchanrup Farmers 2 2 0 

工事用の一時的用地取得

用地候補の補償について 

7 

2021 

August 

29 

Along CUP-

02 
Farmers 2 2 0 

線形変更に伴う用地取得

と補償 
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S/N 実施日 場所 主な参加者 
参加人数 主要議題 

計 男 女  

II. Key Informant Interview (KII) 

8 
2021 

July 07 

Gangajali-4, 

Saptakoshi 

Na.Paa. 

Provience Member of Provience 2 1 1 0 

事業概要の説明、集水域

における森林伐採防止、

水路横断橋と排水施設の

整備要望徴収 

9 
2021 

July 08 

Kanchanrup 

Na. Paa. 
ward Adhyaksha 1 1 0 

計画している改修事業に

ついて（一般） 

10 
2021 

July 08 

Saptakoshi 

Na.Paa 
Mayor, Saptakoshi Municipality 1 1 0 

プロジェクト実スケジュ

ール、アクセス道路の整

備、汚染管理 

11 
2021 

July 09 

Saptakoshi 

Na.Paa-1, 

Fattepur 

Ward President, ward no 1 1 1 0 
被影響世帯の移転方法と

時期 

12 
2021 

July 09 

Kanchanrup 

Na. Paa.-6, 

Ghoghanpur 

Main Officer, Kanchanrup 

municipality 
1 1 0 

現地ステークホルダーと

の調整 

13 
2021 

July 09 

Telecom-

Fattepur sub 

Branch 

linemen TelecomFattepur sub Branch 1 1 0 光通信ケーブルの移設 

14 
2021 

July 10 

Kanchanrup 

Na. Paa. 
Mayor, kanchanrup municipality 1 1 0 人と野生生物の軋轢 

15 
2021 

July 10 

Kanchanrup 

Na. Paa 
Nimitta Administration Officer 1 1 0 植樹と野生生物保護 

16 
2021 

July 10 

Kanchanrup 

Na. Paa.-

Kanchanpur 

Kharidar 1 1 0 
計画している改修事業に

ついて（一般） 

17 
2021 

July 10 

Koshi Pamp 

Nahar 

Irrigation 

Branch Office Head, Nepal Bidhyut 1 1 0 電柱の移設 

18 
2021 

July 10 

Tirahut 

Ga.Paa. - 2 
Engineer  1 1 0 農業生産性の向上 

III. Focus Group Discussion 

19 
2021 

July 07 

Saptakoshi 

Municipality, 

Women group, water user association, 

vegitable seller group 
47 28 19 

水の配分、地元人材の雇

用促進、施設整備と並行

した研修等の実施 

20 
2021 

July 08 

Kanchanrup 

Municipality,  

Women group, water user association, 

vegitable seller group, muslim  
25 21 4 能力強化研修に係る要望 

21 
2021 

July 09 
Rajbiraj District Forest Rajbiraj 3 3 0 

環境影響の緩和、洪水被

害緩和 

22 
2021 

July 09 
Pathari   4 4 0 

人と野生生物の軋轢、農

業振興 

23 
2021 

July 09 

Tirahut 

Municipality 
Women group and male group 6 6 0 

計画している改修事業に

ついて（一般） 

24 
2021 

July 10 

Agnisair 

Municipality 
  7 7 0 

農業振興プログラム（研

修）に係る要望 

25 
2021 

July 10 
Rajbiraj   6 6 0 施設改修の必要性 

IV. Public Hearing Consultation 

26 
2021 

Sept 28 

Saptakoshi 

Municipality, 

Ward no 4 

Mayor, chariman of ward no 4, NGO 

representative, local leaders, Water 

Users Association (WUA) 

Chairperson, Heath Post, affected 

communities of the RM, 

representatives of political parties, 

local school teachers, representative 

from DoWRI, Koshi Pump Chandra 

Nahar Irrigation Management Office , 

Local Businessman,  

66 31 35 

IEE 調査結果の情報公開

（調査方法、調査結果、想

定される影響、懸念事項、

緩和策）とそれに対する

意見交換 
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S/N 実施日 場所 主な参加者 
参加人数 主要議題 

計 男 女  

27 
2021 

Sept 28 

Tirhut Rural 

Municipality 

(RM), Ward 

no 3 

Tiruhat RM (Chairperson), Tiruhat 

RM affected Wards (Chairperson), 

local leaders, Water Users 

Association (WUA) Chairperson, 

Heath Post, affected communities of 

the RM, representatives of political 

parties, local school teachers 

36 34 2 同上 

28 
2021 

Sept 28 

Kanchanrup 

Municipality, 

Ward no 7 

Mayor of Kanchanrup municipality, 

deputy mayor of Kancihanrup 

municipality, ward chairman of ward 

6, and 7, local people, business man,  

School  Teachers, environment 

expert from DoWRI 

46 34 12 同上 

29 
2021 

Sept 28 

Agnisar 

Krishnasabara

n Rural 

Municipality, 

Ward no 4 

Agnisar Krishnasabaran Rural 

Municipality (Chairperson of the 

affected Wards), affected 

communities of the Agnisar 

Krishnasabaran Rural Municipality, 

local leaders, local school teachers, 

Health Post, representatives of 

political parties, Koshi Pump 

Chandranahar Irrigation Management 

Office,  Department of Water 

Resources and Irrigation  

48 42 6 同上 

30 
2021 

Sept 29 

Mahadeva 

Rural 

Municipality, 

Ward no 1 

Mahadeva Rural Municipality 

(Chairperson of the affected Wards), 

Division Forest Office (DFO), Health 

Post, local leader, local school 

teachers, representatives of political 

parties, affected communities of the 

Mahadeva Rural Municipality and 

Rajbiraj Municipality 

29 28 1 同上 

31 
2021 

Sept 27 

Koshitappu 

Wildlife 

Reserve 

(KTWR) 

Office 

Koshitappu Wildlife Reserve 

(KTWR) Chief Warden 
1 1 0 

同上（特に生態系への想

定される影響と緩和策） 

      合計 345 266 79   

出典：JICA調査団 

 

用地取得・住民移転 

(1)用地取得・住民移転の必要性と影響最小化の検討 

本事業の改修対象は既存の灌漑排水施設及び橋梁施設である。用地取得及び住民移転による負

の影響を最小化することを目的として、基本的に現在の線形からの変更を行わない方針である。

そのため、大規模な用地取得は想定されないが、ROW内の改修対象施設付近に建設された露店、

家畜飼育小屋、納屋、果樹を含む樹木等が支障する。例外的に線形変更が発生するのはCUP-02で

ある。本地点については既存の線形が歪んでおり、将来的な堆砂対策の観点から線形変更を行う

ことが望ましいため、最小限の用地取得を行う計画とした。なお、この線形変更による住民移転

は発生しない。 
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(2)用地取得・住民移転に係る法的枠組み 

1)土地取得法 (1977；(2034 BS) 、1962年制定、1993年に一部改正) 

土地取得法第3条は、政府に対し公共事業のために必要な補償をその所有者に提供することに

より如何なる場所においても土地を取得する権限を付与する。この法律は、政府に対し、地元

住民の利益のために土地取得補償を検討することを義務付けている。第12条は、報酬単価の決

定の中心的機関として、補償決定委員会を設置した。1977年土地取得法に基づく土地取得計画

のステップを下図に示す。 

 

図 2-2-18  ネパール国における用地取得の手順 

 

2)土地取得ガイドライン（1989） 

土地取得法第16条および第17条に準拠する「土地取得ガイドライン」は、影響を受ける家族

を二つのカテゴリとし、プロジェクト影響を受ける家族 (PAF：Project Affected Family) および

深刻なプロジェクト影響を受ける家族 (SPAF; Seriously Project Affected Family) を規定している。

PAFは、一つの屋根の下に居住し、単一の経済単位として活動している高齢の扶養家族および未

成年の子供 (18歳未満) を含む世帯員で構成され、プロジェクトによって負の影響を受ける単位

と規定され、SPAFは、家族が保有する土地の25%以上を失ったり、経済的に不安定な土地(5.0 

katha以下15)に減らされる場合としている。 

                                                        
15 l kathaは338.63平方メートルに相当 
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このガイドラインの下で関係当局者は、プロジェクトチームの支援を得て、プロジェクトの

影響を受けた家族の生活水準と資産の種類を特定するためのアセスメントを実施する。 

土地及び資産の評価損は、近隣の類似資産の市場価格を比較して算定される。ガイドライン

には、プロジェクトの影響を受けた家族の生計回復も含まれており、PAFの場合は、補償パッケ

ージに、プロジェクトによって取得または損害を受けた資産の現金と、生計回復支援策として

の手当が含まれる。SPAFの場合、報酬には家族1人の雇用と技能訓練の提供も含まれる。同指針

においては、必要に応じて、補償決定委員会（CDC: Compensation Determination Committee）を

設置することとしている。 

 

3)土地取得・移転・生計回復政策 (未実施) 

ネパール政府の土地改革省は、ADBとの技術協力の下、土地取得・再定住・復興政策を策定

したが、この政策はネパール官報ではまだ制定されていない。この政策は、土地評価と土地の

最低市場価格に相当する補償の延長に関する科学的基準を強調している。この政策には、土地

取得プロセスを妨害しようとしたり、プロジェクトの障害を作ろうとしたりする者に対して政

府が措置を取ることを認める条項がある。この点で、同政策はプロジェクトの社会経済的影響

を初期に評価する必要性を強調してきた。土地の取得、補償、再定住・復興計画の実施に関連す

るすべての費用は、プロジェクト費用として考慮されるべきであるとされている。 

 

4)用地取得・住民移転に係る法制度に係るギャップ分析 

「ネ」国における用地取得・住民移転に係る法制度とJICA環境社会配慮ガイドライン及び世

界銀行セーフガードポリシーのギャップ分析の結果と本事業で採用する方針を下表に示す。 

 

表 2-2-34  用地取得・住民移転に係るネパール国の法制度とJICA環境社会配慮ガイドライン及

び世界銀行セーフガードポリシーのギャップ分析 

No JICA ESCガイドライン及び世

界銀行OP 4.12 (A) 

ネパール国内法 

(B) 

(A)と(B)のギャップ 本事業による方針 

1 非自発的住民移転及び生計手

段の喪失は、あらゆる方法を検

討して回避に努めねばならな

い。 

公共事業のために必要な補償を

その所有者に提供することによ

り如何なる場所においても土地

を取得する権限を付与する。（土

地取得法） 

「ネ」国においては、公共の

利益のためには移転・用地

取得はやむを得ないとされ

ている。 

一定の用地取得は

避けられないため、

用地取得の範囲を

最小化し、損失を補

償するための実効

性ある対策を検討

する。 

2 このような検討を経ても回避

が可能でない場合には、影響を

最小化し、損失を補償するため

に、実効性ある対策が講じられ

なければならない。 

EIAおよびIEEにおいて、負の影

響の回避、緩和、最小化について

検討が行われなければならない

とされている。（「ネパール環境

管理規制」 

用地取得法に当該事項にか

かる記載は無いが、環境管

理規制の記載事項とJICAガ

イドラインの間にギャップ

は無い。 

3 移転住民には、移転前の生活水

準や収入機会、生産水準におい

て改善又は少なくとも回復で

きるような補償・支援を提供す

る。 

影響を受ける家族に対する補償

パッケージとして、現金の支給、

生計回復支援や雇用機会創出を

行う。（土地取得法）。 

 

具体的な目標水準に係る記

載が見当たらない。 

実際の事例も確認

し、再取得価格に基

づく補償・支援を検

討する。 

4 補償は可能な限り再取得費用

に基づかなければならない。 

公共の利益のために用地取得が

行われる場合には、市場価格に

基づく補償が支払われる。（用地

取得法） 

「ネ」国法においては、市場

価格に基づく補償が支払わ

れる。 

5 補償やその他の支援は、物理的

移転の前に提供されなければ

ならない。 

記載が見当たらない。 「ネ」国内法には記載が見

当たらない。 

補償やその他の支

援は、物理的移転の

前に提供する。 
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No JICA ESCガイドライン及び世

界銀行OP 4.12 (A) 

ネパール国内法 

(B) 

(A)と(B)のギャップ 本事業による方針 

6 大規模非自発的住民移転が発

生するプロジェクトの場合に

は、住民移転計画が作成、公開

されていなければならない。住

民移転計画には、世界銀行のセ

ーフガードポリシーのOP4.12 

Annex Aに規定される内容が含

まれることが望ましい。 

記載が見当たらない。 「ネ」国にはRAPの作成が

求められない。 

世界銀行のセーフ

ガードポリシーの

OP4.12に基づく住

民移転計画書を作

成する。 

7 住民移転計画の作成に当たり、

事前に十分な情報が公開され

た上で、これに基づく影響を受

ける人々やコミュニティとの

協議が行われていなければな

らない。 

用地取得に際しては、現地紙を

通じて情報公開を行う（土地取

得法）。 

情報公開（告知）は規定され

ているが、事前の情報公開

や言語についての記載が見

当たらない。 

住民移転計画（住民

協議を含む）の作成

に際しては、事業概

要や想定される影

響等の情報を事前

に与えた上で、現地

語による説明を行

う。 

8 協議に際しては、影響を受ける

人々が理解できる言語と様式

による説明が行われていなけ

ればならない。 

9 非自発的住民移転及び生計手

段の喪失にかかる対策の立案、

実施、モニタリングには、影響

を受ける人々やコミュニティ

の適切な参加が促進されてい

なければならない。 

環境管理規制において、ステー

クホルダーの参加の促進が謳わ

れている。 

両者の間に大きな違いは無

い。 

ジェンダーや特定

の地域からの参加

者に偏りが無いよ

うに配慮した上で

住民協議を行う。 

10 影響を受ける人々やコミュニ

ティからの苦情に対する処理

メカニズムが整備されていな

ければならない。 

環境管理規制においてローカル

コミュニティを通じた苦情の申

し立てと補償について記載があ

る。また、MoEWRIをはじめとす

るネパールの多くの省庁のHPに

は苦情処理窓口が設けられてお

り、誰でもアクセスできる。 

両者の間に大きな違いはな

い。 

現地の人々のアク

セスのしやすさに

配慮した苦情処理

メカニズムを整備

する。 

11 ベースライン調査を通じて受

給者要件を確定するために被

影響住民を可能な限り早期に

把握し、補償費用目的による調

査後の流入による影響を防ぐ。

カットオフ・デートは、調査開

始時点とする。 

受給権者や用地取得範囲の確定

は事業が正式に承認されたの

ち、補償委員会によって速やか

に実施されなければならない。 

 

土地の所有権保有者につい

ては、「ネ」国内法に準じた

カットオフデートを、非正

規住民に対するカットオフ

デートは、センサス調査開

始時とする。 

事業の正式承認後

にサプタリ郡の補

償決定委員会が必

要な予算を確保の

上、再査定及び支払

いを実施する。 

12 受給要件は次の3グループの何

れかに分類される。a) 土地に

対する正式な法的権利を有す

る者、b) センサス調査開始時

点において、土地に対する正式

な法的権利を有していないが、

当該の土地もしくは資産に対

する請求権を有している者、c) 

占有している土地に対する確

認できる法的権利あるいは請

求権を持たない者 

受給要件者は、土地及び資産に

対して法的権利を有する者に限

られる。 

JICA環境ガイドラインにお

けるb)およびc)は、「ネ」国

における受給要件に含まれ

ていない。 

JICAガイドライン

におけるb)およびc)

も支援対象として

検討する。 

13 土地に依存して生計を立てて

いる移転住民に対しては、土地

ベースの移転戦略が優先され

る 

“arrangemtns for rehabilitation”

や”priority in employment”などの

記載はあるが土地を優先すると

いった記載は確認できない。 

「ネ」国内法には土地を優

先させる記載が見当たらな

い。 

土地に依存して生

計を立てている農

家に対しては、土地

ベースの補償を優

先させる。 

14 退去後に、移転住民の生計及び

生活水準の回復のために必要

と思われる時間の合理的推定

に基づいた移行期間において、

支援が提供される。 

移行期間における支援に係る記

載は無い。 

「ネ」国内法において移行

期間における支援に係る記

載は無い。 

移行期間の影響と

支援の必要性につ

いて検討する。 

15 移転住民の中でも社会的弱者、

特に貧困ラインを下回ってい

る人々、土地を持たない人々、

高齢者、女性、子ども、及び先

住民族、少数民族、あるいは当

深刻なプロジェクト影響を受け

る家族（SAPF）の定義と必要な

支援策が規定されている。 

（土地取得法） 

社会的弱者の定義は、環境影響

大きな違いはない。 社会的弱者及び社

会的弱者を含む世

帯が被影響者に含

まれる場合、雇用や

技能訓練について
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No JICA ESCガイドライン及び世

界銀行OP 4.12 (A) 

ネパール国内法 

(B) 

(A)と(B)のギャップ 本事業による方針 

該国の土地補償関連法規に基

づく保護を受けられない可能

性のある移転住民らのニーズ

に、特に注意が払われる。 

評価の項を参照。 も検討する。 

出典：JICA調査団 

 

(3)用地取得・住民移転の規模・範囲 

1)用地取得範囲 

前述したとおり本事業は既存灌漑水路ROW内の工事であるため用地取得範囲は例外的に線

形変更を行う用水サイホン2番（CUP-02）と建設工事中のコンクリートプラントヤードの2カ所

となる。コンクリートプラントヤードをどこで確保するかは施工業者の裁量であるが、改修対

象施設の近傍において、十分に広い政府所有地を確認できなかったことから、概算予算確保の

目的も兼ねて暫定的な建設用地として確認を行ったものである。用地取得面積の合計は0.83 ha

である。面積の内訳と位置図を以下に示す。 

表 2-2-35  用地取得範囲 

用途 

一時的用地取得範囲 恒久的用地取得 合計 

面積 

(ha) 

PAHs 

（世帯） 

面積 

(ha) 

PAHs 

（世帯） 

面積 

(ha) 

PAHs 

（世帯） 

用水サイホンの線形変更（CUP-02） 0.02 1 0.11 1 0.13 2 

コンクリートプラントヤードの建設 0.70 2 0 0 0.70 2 

合計 0.72 3 0.11 1 0.83 4 

出典：JICA調査団 

 

図 2-2-19  用水路サイホンの線形変更に伴う用地取得範囲 
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図 2-2-20  工事用コンクリートプラントヤード候補地 

 

2)被影響者 

事業対象地では複数世帯が同一施設内で居住することがあり、それらを一つの集合体として

PAF（Project Affected Family）と称するが、本報告書では被影響世帯として表記する。 

現地調査の結果、被影響世帯数は22世帯、被影響者数は142名である。内訳は下表に示すとお

りであり、灌漑水路のROW内に建設された家畜小屋や果樹、露店などの支障物件を抱える世帯

が18世帯、用地取得による影響を受ける世帯数は計4世帯である。なお、住居施設の移転は発生

しない。 

 

表 2-2-36  被影響者数（世帯数・人数） 

区分 被影響世帯数 被影響者数 

灌漑水路ROW内 18 125 

灌漑水路ROW外（線形変更）  2   8 

灌漑水路ROW外（プラントヤード）  2   9 

合計 22 142 

 

上記の表における「灌漑水路ROW内」に区分された被影響世帯が所有する資産のうち本事業に

よって影響を受ける物件の一覧を下表に示す。支障物件の多くは農業に関連する簡易な家畜施設、

樹木あるいは露店である。 
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表 2-2-37  被影響物件の一覧 

被影響物件*1 備考 物件数 対象世帯数（延べ世帯数） 

露店 キッチン含む 13 12 

家畜小屋   5 4 

鳥小屋   2 2 

井戸   5 5 

藁ニオ   3 2 

樹木 

バナナ 34 3 

マンゴ 2 2 

シトラス 1 1 

パパイヤ 3 1 

その他 10 4 

合計*2   78 36 

*1: 移転対象となる露店には居住施設は含まれない。 また、ネパール電力公社を含まない。 

*2: 同一世帯内に複数の被影響資産があるため、延べ世帯数は被影響世帯数と一致しない 

 

主な支障物件の写真と改修対象施設ごとの被影響物件の一覧を以下に示す。 

   

CCB02（インドボダイジュ：車両通

行のために一部の枝を剪定） 

CCB03 （光ファイバーケーブル：

ネパールテレコムが管轄） 

CDW01（横断排水工の真上の牛小

屋） 

   

CDW03（横断排水工の真上に植え

られたバナナ） 

 

CCB31（仮設橋設置位置周辺に位置

する露店及び小屋） 

CUP7（サイホン出口左岸側近くの

露店及び井戸） 

写真 主な支障物件 

 

3)社会経済調査 

被影響世帯のうち15世帯を対象に社会経済調査を行った。調査結果を以下に示す。 

 

(a)家族構成 

調査対象のうち4割の世帯は、Joint Familyと呼ばれる形態で同居している。 
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表 2-2-38  家族構成 

By Family Type Surveyed Households (No) % 

Single Family 9 60 

Joint Family 6 40 

Total 15 100 

Source: Household Survey, 2021 

(b)職業および収入 

調査対象世帯の中で最も多い職業は農業または農業と露店、自転車修理業、海外への出稼

ぎなどを組み合わせた兼業農家が40％と最も多く、次いで露店を含む小規模ビジネス（33%）、

警備員、日雇い労働者等である。平均月収はNRs. 21,000であり、最も高い世帯でNRs. 35,000、

最も低い世帯でNRs. 13,000であった。 

 

(c)教育水準 

識字率は78.94%と全国平均（67.9%）を上回るが、グレード+2を卒業した割合は8%と低い。 

 

表 2-2-39  教育水準 

SN Level of Education Individual (No) % 

1.  Literate 90 78.94 

2.  SEE 15 13.15 

3.  +2 9 7.89 

 Total 114 100% 

Source: Household Survey, 2021 

 

(4)補償・支援の具体策 

受給権者要件表を以下に示す。ROW内の不法占拠者に対してはネパール政府が実施する他事業

において補償対象外とされているが、本事業においてはJICA環境社会配慮ガイドライン（2010）

及び世銀OP4.12に基づき、補償・支援対象としている。 

 

表 2-2-40  補償・支援の具体策 

喪失の種類 受給権者 補償内容 

1. 私有地の喪失 

1.1. 恒久的な喪失 土地所有者（耕作者） 土地ベースの補償を優先するが、代替地の確保が困難

な場合は再取得価格に基づく金銭補償を行う。 

1.2. 一時的な喪失 土地所有者（耕作者） 金銭に基づく補償を行う。完工までに現況復旧を行っ

た後に返還する。 

2. 政府所有地における資産の損失 

2-1. 作物及び樹木に対する

補償 

樹木の所有者 金銭補償を行う。一年生作物については、事前勧告が

なされるため、補償対象外となる。 

2-2. 移動可能な露店や小屋

の撤去に対する支援 

資産の所有者 金銭による移転支援を行う。 

3.  コミュニティの井戸に対

する補償 

コミュニティ DWRIが代替井戸の建設・設置を行う。 

備考：光ファイバーケーブルや電柱・電線の移設はDWRIが管理業者に事前通告する。 

出典：JICA調査団 



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

2-69 

 

(5)苦情処理メカニズム 

本事業実施において提案される苦情処理メカニズムを以下に示す。 

 

図 2-2-21  苦情処理メカニズム 

 

(6)実施体制 

RAP実施における関係機関の責任範囲を下表に示す。DWRIは郡補償決定委員会や郡の行政組織

と連携しRAPを実施する。 

 

表 2-2-41  RAP実施における各組織の責任範囲 

S.N.  Activities  Responsibility  Role 

1 Preparation of ARAP report  DWRI Survey and preparation of ARAP 

2 Disclosure of RAP Findings DWRI  

3 Final Cut-Off-Date DWRI  

4 Formation of Compensation 

Determination Committee 

District Administrative   

Office (Saptari) 

Lead role: CDO office 

Facilitation role: DWRI 

5 Final Asset Valuation  Compensation Determination 

Committee (CDC) 

Lead: CDC 

Facilitation: DWRI 

6 Compensation Agreement DWRI  

7 Compensation Payment CDC Lead: CDC 

Facilitation: DWRI 

8 Monitoring of Grievance Redress DWRI  

9 RAP Disclosure Report DWRI  

 

(7)実施スケジュール 

一般的にプロジェクトが私有地から用地取得を行う場合、郡の補償委員会担当者による最終的

な査定が行われたのち、被影響者が補償金額に合意すれば約2カ月間程度で支払いが行われる。し

たがって、詳細設計時に線形を最終確定し、同委員会に最終的な用地取得範囲を提示すれば入札

までには用地取得手続きが完了できると想定される。 

Grievance Registration 

 In person 

 Letter, Email 

 Phone 

Grievance Registration 

by Grievance Officer, 

Information Officer at 

site 
 

1st Level of GRC 

2nd Level of GRC 

3rd Level of GRC 

7days max 

7 days Hearing of Grievance 

Verdict by GRC 

15 days 
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図 2-2-22  ARAP実施計画 
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(8)費用と財源 

ARAP実施費用およびモニタリング費用を下表に示す。 

 

表 2-2-42  ARAPに係る費用 

No Item description Unit QTY  
Unit cost 

(NRs.)  

Total  

(NRs.) 
Source 

I.RAP Implementation Cost 

1 Compensation (pvt.)*1      

1-1 Temporary loss of private land (CUP-02) Ha/y 0.02 100,000 2,000 DWRI 

1-2 
Temporary loss of private land (Concrete 

plant yard) 
Ha/y 0.70 x 2y 180,000 630,180 DWRI 

1-3 Permanent loss of private land (CUP-02) Ha 0.11 12,000,000 1,320,000 DWRI 

1-4 
Loss of means of livelihood and damage 

on properties (relocation) 
HHs 18 *2 1,681,520 DWRI 

2 Compensation (public)      

2-1 Relocation of electric pole Pcs 10 10,000~8,000 111,000 NEA 

2-2 Reconstruction of water well Pcs. 5 20,000 100,000 DWRI 

2-3 Cutting and relocating trees Pcs. 22 LS 100,000 DWRI*3 

2-4 Replanting tree (1:10) Pcs. 220 3,960 871,000 DWRI*3 

3 Other operation cost      

3-1 Staffing (social env. officer) Nos. 1 LS --- DWRI*4 

3-2 Final assets valuation Set 1 200,000 200,000 CDC/DWRI 

3-3 Grievance Handling Set 1 LS 150,000 DWRI/GRC 

3-4 Reporting Set 1 LS 100,000 DWRI 

 Sub-Total (from 1 to 3 )    4,887,520  
 Contingencies (10% of sub-total )     488,700  

  Total    5,376,520  

Note:  

*1: Figures mentioned in above is provisional amount based on the consultation with PAPs. The final amount shall be 

determined by compensation determination committee. 

*2: See ARAP report for detail of provisional calculation of valuation for each affected assets. 

*3: Transportation of felleing trees will be consulted with DFO. 

*4: Deputed directly from DoWRI 

 

出典：JICA調査団 

 

表 2-2-43  ARAPモニタリングに係る費用 

Activity Indicator Qty 
Unit cost 

(NRs.) 

Total Cost 

(NRs.) 

Meeting  for set up compensation 

determination committees  
Established committee  4 20,000.00 80,000.00 

Follow up valuation and compensation process Field report 1 LS 100,000.00 

Meetings for grievance redress Meetings/grievance resolved   5 15,000.00 75,000.00 

PAPs Livelihoods  assessment  Assessment report 1 LS 250,000.00 

Sub –total      505,000.00 

Contingency (10%)      50,500 

Total       555,500.00 

 

(9)実施機関によるモニタリング体制、モニタリングフォーム 

モニタリングの主な目的は、RAPで計画された補償や支援が被影響者に対して適切な時期に実

施されたか、被影響者の生計水準が少なくとも事業実施以前と同等かそれ以上の水準まで回復し

たことを確認することである。事業実施機関であるDWRIは、郡における用地取得・補償委員会等

の協力の下、モニタリングフォームを作成し、JICAへ提出する。モニタリングフォーム案はAnnex 
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3を参照。 

 

(10)住民協議 

住民協議はステークホルダーと兼ねて実施されている。詳細は、環境社会配慮における「ステ

ークホルダー協議」を参照。 

 

その他 

(1)TOR承認レター 

資料-4 (2) 概略設計協議協議議事録（M/D）内にアタッチされている。 

 

(2)環境チェックリスト 

資料-4 (2) 概略設計協議協議議事録（M/D）内にアタッチされている。 

 

(3)モニタリングフォーム案 

資料-4 (2) 概略設計協議協議議事録（M/D）内にアタッチされている。 

 

(4)Initial Environmental Examination Report 

資料-4 (2) 概略設計協議協議議事録（M/D）内にアタッチされている。 

 

(5)Abbreviated Resettlement Action Plan 

資料-4 (2) 概略設計協議協議議事録（M/D）内にアタッチされている。 

 

 社会条件 

農家経済 

サプタリ郡の主要産業は農業に大きく依存しているが、近年、隣国のインド都市部への季節労

働や、第３国への出稼ぎが、特に郡の南部地域で増加傾向にある。農家家計調査結果から得られ

たチャンドラナハル灌漑地区（CNIS）での農家経済概況は、以下の通りである。 

CNISの受益農家の9割以上が自作農で小作農家は6%程度に過ぎない。平均農地規模は世帯あた

り約1.1ヘクタールで、半数以上の農家が所有農地1ヘクタール以下の小規模零細農家である。農家

の約4分の3は農業を主収入として生計を立てているが、家計収入に占める農業収入（畜産、漁業

を含む）の割合の平均は約45%となっており、残りは給与所得や商売、送金からの収入となってい

る。農業収入のうち作物栽培による収入は約6割を占めており、世帯当たりの作物栽培による農業

収入の平均は80,000ルピー程度、畜産からの収入が平均50,000ルピー弱となっている。一部地域で

は内陸漁業がおこなわれており漁業収入もある。家族規模は1家庭平均6.6人であり、全国平均の

4.6人を大きく上回っている(Annual household survey 2015/16)。 
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営農状況 

サプタリ郡の土地利用において、農業が可能な土地は約69%を占めるが、そのうち実際に農業

がおこなわれているのは約60%程度である。サプタリ郡には3つの大規模灌漑施設があり、中小灌

漑施設の受益地を含めると、サプタリ郡の農地の約63%が灌漑農地となっている。チャンドラナ

ハル灌漑地区は全体の農地の約15%を占めている。 

 

表 2-2-44  サプタリ郡の灌漑施設 

灌漑施設 灌漑可能面積 (ha.) 現行の灌漑面積 (ha.) 

Chandra Nahar Irrigation System 10,500  8,000 

West Koshi Distribution Irrigation System 11,700  7,853 

Koshi Pump Canal Irrigation System 13,300  6,316 

Farmer-Managed Conventional Irrigation Systems 14,630 11,130 

Ground Water Irrigation Systems  9,300  7,160 

Village Infrastructure Development Program  3,655  3,655 

Irrigation Sector Program (WRIDD)  5,845  2,500 

サプタリ郡の灌漑総面積 68,930 46,614 

出典：Division Irrigation Office, Saptari 2018 

 

同地域では、モンスーン期、冬季、春季の3期にわたり作物栽培がおこなわれているが、7割以

上の農家がモンスーン期と冬季の2期のみで栽培を行っており、春季作を行っているのは一割に満

たない。CNISの作付けパターンは以下の通り。 

 

表 2-2-45  チャンドラナハル灌漑地区の作付けパターンと作付け面積 

作物 
作付け面積 

(ha) 

 モンスーン期 冬期 春期 

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 

稲（モンスーン期） 9,000                          

稲（春期） 1,000                    
  

    

小麦 6,000                          

トウモロコシ(春期) 100                        
  

トウモロコシ(冬期) 500                          

油糧種子 150                          

豆類 100                          

野菜  100                          

果樹 50                          

注: 豆類: レンズマメ、緑豆、樹豆、ケツルアヅキなど 

油糧種子: マスタード、ひまわり、ひまし、大豆、アマニ、ゴマなど 

野菜: ジャガイモ、カリフラワー、キャベツ、オクラ、ナス、カブ、ニンジン、インゲン、カボチャなど 

果樹: バナナ、マンゴ、ライチ、レモンなど 

出典：Annual Agriculture development program progress & statistics 2020およびFIMDからの聞き取り 

 

サプタリ郡における主な作物の収量は以下の通り。 

 



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

2-74 

 

表 2-2-46  サプタリ郡の主要作物生産（2018/2019年） 

作物 作付け面積 (Ha.) 収量 (MT) 単位収量 (MT/Ha.) 

稲 (モンスーン期) 51,341 179,874 3.50 

稲 (春期) 900 4,014 4.46 

稲 (計) 52,241 183,888 3.52 

小麦 15,273 53,103 3.5 

メイズ 3,854 10,999 2.85 

ミレット 189 241 1.27 

油糧種子 6,722 6,718 1.02 

レンズマメ 8,285 9,350 1.13 

ジャガイモ 4,178 63,252 15.15 

ゴマ 603 466 773 

落花生 12 17 1,417 

アマニ 408 501 1,228 

サトウキビ 201 8,040 40.00 

野菜 9,500 98,640 10.30 

出典：Statistical Information on Nepalese Agriculture, 2075/76 [2018/19], MOALD, GON, 2020. 

 

農家家計調査（サンプル数150農家）を通じて確認されたCNISの営農状況は、以下の通りとなっ

ている。 

CNISの裨益農地では、モンスーン期にはほぼ全農家が天水と併用してチャンドラ水路灌漑シス

テム（CCIS）の灌漑用水を利用して稲作を行っている。冬季は約75%の農地で作付けがされてお

り、うち64%がCCISを利用した小麦の生産で、一部の農地で天水での油糧種子やレンズマメの栽

培を行っている。春期栽培を行っているのは農地全体の12%程度で、そのほとんどは天水でのレ

ンズマメ栽培となっている。サンプル対象地域においては春期の稲作を行っている農家はなく、

春季稲作が行われている地区は限定されている。対象地域の各作付け期の作付け状況は以下の通

り。 

 

表 2-2-47  サンプル対象地域における各作付け期の作付け状況 

作付け期 作物 

作付面積の割合 

灌漑 

(チャンドラナハル) 

灌漑 

(別の水源) 
天水 小計 

モンスーン期 稲作 99.6% 0.4% 0.0% 100.0% 

 小計 99.6% 0.4% 0.0% 100.0% 

冬期作 小麦 48.0% 0.0% 0.0% 48.0% 

 油糧種子 0.1% 0.0% 9.8% 9.8% 

 レンズマメ 0.3% 3.0% 6.4% 9.6% 

 マスタード(種) 2.9% 0.2% 0.9% 3.9% 

 トウモロコシ 2.4% 0.4% 0.5% 3.2% 

 ジャガイモ 0.3% 0.1% 0.0% 0.4% 

 小計 53.9% 3.6% 17.6% 75.0% 

春期作 レンズマメ 0.0% 0.2% 11.3% 11.5% 

 トウモロコシ 0.2% 0.2% 0.1% 0.5% 

 小計 0.2% 0.4% 11.4% 12.0% 

出典：ベースライン調査結果より調査団作成 

 

対象地域における、平均所有農地面積は1.15haであるが、0.14haから6.7haと農家規模に大きな差

がみられる。中流のNew Hanuman Nagarを除き、下流のほうが所有農地が大きい傾向にある。稲の
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平均単位収量は3.42Mt/haと郡の平均値と大きな差はないが、幹線用水路の下流地域では若干収量

が低くなっている。灌漑用水を利用した小麦の平均単位収量は、2.05Mt/haと、郡平均を大きく下

回っていることから、冬季の灌漑用水量が不適切である可能性が考えられる。各調査支線水路で

の平均農地面積、主要作物の単位収量は下表のとおり。 

 

表 2-2-48  対象地域の主要作物単位収量 

支線水路名 
支線水路における

位置 

平均所有農地面積 

(ha) 

平均単位収量(Mt/ha) 

稲 小麦 

Ohdraha 

(上流) 

上流 0.764 3.52 2.20 

中流 0.854 3.67 2.12 

下流 1.668 3.36 2.03 

小計 1.095 3.52 2.12 

New Hanuman 

Nagar 

(中流) 

上流 1.377 3.59 2.03 

中流 1.784 3.50 2.06 

下流 1.407 3.54 2.00 

小計 1.523 3.54 2.08 

Banauli 

(下流) 

上流 0.637 3.37 1.99 

中流 0.69 3.14 2.12 

下流 1.127 3.07 1.89 

小計 0.818 3.19 2.00 

 計 1.145 3.42 2.05 

出典：ベースライン調査結果より調査団作成 

 

対象地域農家が指摘する、農業における主な困難は、農業投入材の入手、灌漑用水の不足、労

働力の不足であった。90%の農家が農業投入材の入手が困難であるとしており、70%以上が灌漑用

水が不適切であると感じている。 

 

灌漑状況 

(1)幹線用水路の水管理 

1)取水の現況 

チャンドラナハル灌漑地区（CNIS）では、頭首

工取水口（幹線用水路の最上流部）に量水施設が

設置されている。この地点の設計流量は11.74m3/s

だが、実際に設計流量が流れることはほとんどな

い。2019年において比較的流量が多い7月下旬から

9月中旬の量水施設地点の実測流量を、下表に示

す。最も流量が多い8月下旬でも平均流量は

9.16m3/sで、設計流量の78%である。最大瞬間流量

は8月22日朝および正午の10.15m3/sで、設計流量の

86%だった（同日午後は流量が低下したため日平

均では9.91m3/s）。灌漑管理事務所水管理担当者によれば、幹線用水路の流量は意図的に制限さ

れている。幹線用水路の流量を制限せざるを得ない原因は、水路施設の老朽化である。幹線用

 

幹線用水路量水施設 
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水路は盛土部水路の堤体高さが不十分になっている個所があり、設計流量を流した場合には越

流が懸念される。用水路サイホンなど老朽化した基幹施設でも、設計流量を流すと施設故障の

危険がある。これらの理由から、水管理担当者は取水口での取水量を制限せざるを得ない状況

にある。幹線用水路には右岸集水域から小河川流量を水路内に流入させる施設が数ヶ所あり、

流入量を含めた幹線用水路流量の把握と管理が難しいこともその一因になっていると推察され

る。 

 

表 2-2-49   2019年幹線用水路取水地点の実測流量 

時期 7月下旬 8月上旬 8月中旬 8月下旬 9月上旬 9月中旬 

平均実測流量（m3/s） 2.64 7.11 4.01 9.16 8.36 9.25 

設計流量に対する割合 22% 61% 34% 78% 71% 45% 

出典：コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所 

 

2)分水の現況 

幹線用水路から支線水路への分水は灌漑管理事務所のゲート操作員によって行われているが、

明文化された水管理計画は存在しない。原則として、水量が豊富なモンスーン期は連続灌漑、

水量が少ない冬期は輪番灌漑となる。灌漑管理事務所の組織開発担当者によれば、WUAの幹線

用水路委員会が年一回総会を開き、水配分（特に輪番灌漑が主流になる冬期の水配分）につき

合意しているとのことである。灌漑用水が不足しがちな時期に実施される輪番灌漑の実態を把

握するため、幹線用水路にある主要分水工の機能レベル分類を試みた。具体的には、幹線用水

路上の主要分水工を以下に示す5つの機能レベルに分類した。機能レベルの説明を、下表に示す。 

 

表 2-2-50  幹線用水路分水工の機能レベル分類 

機能レベル０ 機能レベル１ 

閉塞し通水不能 常時開放されゲートで閉鎖できない（スピンドル

が無い等）（閉鎖の場合は土嚢や石積みを利用） 
 

 
チャンドラナハル灌漑のレベル０事例 

 

 
チャンドラナハル灌漑のレベル１事例 

機能レベル２ 機能レベル３ 

軽微な修理で開閉可能 

（ハンドルが無い等） 

開閉可能 

（注：動作確認はしていない） 
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チャンドラナハル灌漑のレベル２事例 

 

 
チャンドラナハル灌漑のレベル３事例 

機能レベル４  

開閉可能で量水標付き  

（チャンドラナハル灌漑では事例なし）  

出典：JICA調査団 

 

幹線用水路上にある主要分水工13ヶ所の機能レベル分類の結果は、下表に示すとおりである。

半数以上の7ヶ所（全体の54%）が機能レベル2、続いて機能レベル1が4ヶ所（全体の31%）、機

能レベル3が2ヶ所（全体の15%）となった。ネパールで先進的灌漑地区のモデルとされているカ

ンカイ灌漑地区では機能レベル4の分水工が主流だが、CCISの幹線用水路には機能レベル4の分

水工が存在しなかった。機能レベル0も無かった。8割以上を占めるレベル2とレベル1の分水工

で輪番灌漑を行う際には、ゲート前に土嚢や石を積んで止水したり、土嚢や石積みを除去して

通水を再開したりしなくてはならない。分水に手間を要するため、これらの分水工できめ細か

な水管理を行うのは難しい。CCISでは幹線用水路から支線水路への分水はできているが、きめ

細かい水管理は行われていないと考えられる。 

 

表 2-2-51  幹線用水路主要分水工の機能レベル分類 

支線水路名 測点距離 
灌漑面積

（ha） 

設計流量 

（m3/s） 

分水工の 

機能レベル 

Odraha 1+395 833 1.01 3 

Maleth 8+095 151 0.17 3 

Piprani 8+780 152 0.17 1 

Balua 9+670 429 0.50 2 

Kanchanpur 12+875 251 0.30 2 

Jankatta Minor 14+470 122 0.14 1 

Bramajhiya 14+790 990 1.17 2 

Subatola 17+512 76 0.09 2 

New Hanumannagar 19+330 1,602 2.00 2 

Goethi 20+810 670 0.80 1 

Diman 22+330 862 1.01 1 

Banauli 24+095 1,422 1.75 2 

Sonra 27+845 902 1.13 2 

出典：JICA調査団 

 

3)幹線用水路水管理の状況 

幹線用水路の水管理で最も深刻な課題は、取水口における取水制限である。幹線用水路最上

流の取水口で取水制限をしているため、灌漑地区全体が計画どおりの水供給を受けられなくな

っている。取水制限の理由は、幹線用水路施設の老朽化にともなう通水機能障害である。具体
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的には、幹線用水路の基幹施設が耐用年数を大幅に超過するなど老朽化しており、設計流量を

安全に流すことができなくなっている。幹線用水路の水管理を改善するためには、基幹施設を

更新して通水機能を回復することが必要である。幹線用水路から支線水路への分水にも課題は

あるが、灌漑地区全体に影響が及ぶものではない。 

 

(2)幹線用水路の維持管理 

灌漑管理事務所は、幹線用水路の定期清掃を行っている。浚渫など一般的な水路清掃に加え、

用水路サイホン流入口と流出口に滞留したゴミをモンスーン期前に除去している。用水路サイ

ホン坑内に立ち入る形での点検・清掃は、危険が伴うため行っていない。その他の施設につい

ては、問題が生じた際に応急的な補修を行っている。灌漑管理事務所によれば、同事務所によ

る維持管理作業には、1)灌漑管理事務所が保有する重機を使って自営で実施、2)灌漑管理事務所

の予算で民間業者に業務を発注、3)灌漑管理事務所の予算でWUAに業務を発注、4)WUAの費用

負担で実施の4通りの方法がある。 
 

  

 

  
用水路サイホン流入口清掃前 用水路サイホン流入口清掃後 

用水路サイホンの維持管理状況 

 

維持管理における最大の課題も、施設の老朽化である。100年近い歴史をもつCCISでは灌漑管理

事務所を中心に懸命な水管理・維持管理が続けられてきたが、耐用年数を大幅に超過した施設の

延命には限度がある。現状は、維持管理で対応できる範囲を超えていると思われる。幹線用水路

の基幹施設はいつ故障してもおかしくない状態にあり、灌漑システムの持続可能性が極めて低く

なっている。ひとたび基幹施設で故障が発生すると、幹線用水路の通水が完全に停止する可能性

が高い。一刻も早く幹線用水路の基幹施設を更新し、灌漑システム全体の持続可能性を回復する

必要がある。 

 

(3)支線／3次水路の水管理／維持管理 

支線／3次水路は本施設改修計画の対象外だが、幹線用水路施設の改修効果が支線／3次水路に

及ぶことを確認する目的で、通水状況を調査した。 

 

1)ベースライン調査 

灌漑地区の上流地区、中流地区、下流地区から支線水路を1本ずつ選択し、ベースライン調査

を現地再委託で実施した。調査対象には、Odraha支線水路（上流地区）、New Hanumannagar支
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線水路（中流地区）、Banauli支線水路（下流地区）を選定した。調査では、支線水路をさらに

上流部、中流部、下流部に分け、ランダムに選定した各20名、15名、15名を調査対象にした。回

答者の中から水不足を訴えた農家の割合を地区ごとに示したものが下表である。支線水路別で

は、上流地区支線が56%、中流地区支線が55%、下流地区支線が59%とほとんど差が無い。幹線

用水路レベルでは水配分に極端な隔たりは無いようだが、冬期に限定すれば上流より下流の方

が14%高い。冬期は、下流部で水不足が深刻なようである。支線内を見ると、上流部から下流部

にかけて水不足を訴える農家が9-20%増加している。支線内では、水配分が上流部に偏っている

可能性がある。季節別では、モンスーン期が3支線水路平均で50%、冬期が64%と冬期が高い。 

 

表 2-2-52  水不足を訴える農家の地理的分布 

支線水路 回答者の位置 
回答者数 

（戸数） 

水不足を訴える農家の割合（%） 

モンスーン期 冬期 平均 

上流地区支線水路

（Odraha） 

支線水路の上流部 20 67 67 67 

支線水路の中流部 15 50 50 50 

支線水路の下流部 15 45 57 51 

平均 50 54 58 56 

中流地区支線水路

（New Hanumannagar） 

支線水路の上流部 20 63 67 65 

支線水路の中流部 15 43 48 46 

支線水路の下流部 15 43 68 56 

平均 50 50 61 55 

下流地区支線水路

（Banauli） 

支線水路の上流部 20 63 80 72 

支線水路の中流部 15 33 75 54 

支線水路の下流部 15 42 62 52 

平均 50 46 72 59 

期別平均 50 64 57 

出典：ベースライン調査 

 

2)現地視察調査 

ベースライン調査で選定した3本の支線水路を主な対象として、現地視察調査を行った。モン

スーン期前だったため通水がない水路もあったが、水路清掃や通水の痕跡が認められた。分水

工の状況は、幹線用水路と概ね同じであった。対象の水路については、支線水路委員会へのヒ

アリングも行った。全体として、上流地区と中流地区では堆砂や圃場の被害など洪水に対する

苦情が多く、中流地区と下流地区では水不足に対する不満が多かった。下流地区のBanauli支線

水路委員会によれば、同地区モンスーン期水稲の収量は3.5～4.2Mt/haであり近隣の天水稲作収

量2.0Mt/haより高い。水不足の不満は聞かれるものの、下流地区でも灌漑による増収効果が確認

された。現地調査の結果は、以下の写真に示すとおりである。 
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上流地区にあるOdraha支線水路上流部（整備されている） 上流地区にあるOdraha支線水路上流部の分水工と

三次水路（分水ゲートは設置されていない） 
 

  

 

  
上流地区にあるOdraha支線水路上流部の３次水路（整備状

況は良くない） 

中流地区にあるJankatta Minor水路上流部 

（珍しいコンクリートフルーム型の水路） 
 

  

 

  
下流地区にあるNew Hanumannagar支線水路上流部（清掃

されている） 

最下流地区にあるBanauli支線水路の中流部（水

路付帯施設が老朽化している） 
 

  

 

  
最下流地区にあるBanauli支線水路の中流部の分水工（分水

ゲートが設置されている） 

最下流地区にあるBanauli支線水路の中流部の支

線水路と並行して走る３次水路 

支線／3次水路の状況 

出典：JICA調査団 
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3)電話調査 

支線水路全体の通水状況を概観するため、WUAの主要支線水路委員会に対する電話調査を行

った。調査の結果を下表に示す。モンスーン期には、ほぼ全ての支線水路で連続灌漑が行われ

ている。最下流部の支線水路では、水不足期に3次水路への水供給を順次行う輪番灌漑になるこ

ともある。作物は水稲のみで作付け率は100%である。灌漑地区には、圃場内に浅井戸を設け水

不足の際に可搬式ポンプで補助灌漑を行っている農家があるが、モンスーン期に補助灌漑を行

っている農家はまれである。冬期は、全支線水路が輪番灌漑になる。主たる作物は小麦だが、ト

ウモロコシや油糧種子なども栽培される。作付け率は、上流地区で50%以下、下流地区では100%

近くになっている。灌漑地区上流地区で冬期の作付け率が低いのは、上流地区の圃場が野生動

物の移動経路になっており動物による食害を受けやすいためである。上流地区では、動物の食

害を忌避して冬期に作付けしない農家が多い。上流地区農家によれば、これは近年特有の傾向

で、以前は冬期でも100%近い作付け率だったとのことである。冬期の下流地区では、1割程度の

農家が浅井戸による補助灌漑を利用しているが、これは水路からの水供給不足を補うためであ

る。 

 

表 2-2-53  主要支線水路の通水状況 

支線水路名 

モンスーン期  冬期 

灌漑方法 
作付け率

（%） 

主な

作物 

補助灌漑

利用者率

（%） 

 

灌漑方法 
作付け率

（%） 

主な作

物 

補助灌漑

利用者率

（%） 

Odraha 100%連続 100.0 水稲 0.0  100%輪番 35.0 小麦 0.0 

Maleth 100%連続 100.0 水稲 0.0  100%輪番 45.0 小麦 0.0 

Piprani 100%連続 100.0 水稲 0.0  100%輪番 40.0 小麦 5.0 

Balua 100%連続 100.0 水稲 0.0  100%輪番 40.0 小麦 7.0 

Kanchanpur 100%連続 100.0 水稲 0.0  100%輪番 45.0 小麦 0.0 

Bramajhiya 100%連続 100.0 水稲 17.5  100%輪番 40.0 小麦 0.0 

Subatola 100%連続 100.0 水稲 0.0  100%輪番 100.0 小麦 0.0 

New Hanumannagar 100%連続 100.0 水稲 0.0  100%輪番 85.0 小麦 7.5 

Goethi 100%連続 100.0 水稲 0.0  100%輪番 95.0 小麦 10.0 

Diman 100%連続 100.0 水稲 2.5  100%輪番 100.0 小麦 10.0 

Banauli 
75%連続 

25%輪番 
100.0 水稲 0.0  100%輪番 92.5 小麦 10.0 

Sonra 100%連続 100.0 水稲 0.0  100%輪番 96.0 小麦 12.5 

出典：JICA調査団 

 

4)支線／３次水路の水管理／維持管理の状況 

CNISでは、下流地区でも水稲収量が天水栽培より高く、冬期の作付け率も100%に近い。一部

農家が補助灌漑を利用しているなど水不足が示唆されているものの、一定量の灌漑用水が下流

地区まで届いていると考えられる。冬期において上流地区の作付け率が下流地区より低くなっ

ているが、これは支線／3次水路の不具合ではなく野生動物の食害が原因である。結論として、

チャンドラナハル灌漑の支線／3次水路は高度な水管理はできないものの概ね通水可能な状態

にある。本改修計画によって幹線用水路の通水機能や持続可能性が高まれば、その効果は支線

／3次水路にも波及する。 
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2-3 当該国における無償資金協力実施上の留意点 

「ネ」 国における無償資金協力実施上の留意点として、以下の事が掲げられる。 

a)  無償資金協力事業の準備段階において、施工機械等を第3国から調達するための免税手続

きが遅いケースがある。ネパールで無償資金協力事業の実績がある施工業者からの聞き

取りによれば、本邦からコンクリートプラントを調達するのに、6ヶ月程度を要した経験

があるとのことである。そのため、着工命令から本工事開始までの間に、可能な限り速

やかに調達等手続きを行うことができるよう、コンサルタントにより、実施機関側の支

援を行うことが望ましい。 

b) 実施機関であるDWRIは、無償資金協力事業の経験がない。そのため、上記に示す調達手

続きに係る懸念対策と同様に、書類手続きや省庁間の調整等において、コンサルタント

による支援が必須となる。 

c) 本事業対象地であるタライ平野には、「マデシ」と呼ばれ、丘陵・山岳地帯の住民によっ

て長らく「二級市民」として扱われてきた人々が多く住んでいる。協力準備調査内にお

いて、その他の住民との間に軋轢等は確認されなかったが、事業実施においても配慮し

ておくことが望ましい。 

 

2-4 その他（グローバルイシュー等） 

 貧困削減 

本事業が実施され、灌漑用水の安定的な供給が実現することにより、計画的な営農、収量の安

定につながることから、農業収益が収量に応じて増えること、および副業や出稼ぎ機会を増やす

ことから、家計へポジティブな影響を及ぼすことが期待される。 

 

 歴史的資産価値にかかる本事業案件実施の意義 

CCISは、「ネ」国政府が主導して建設した最初の農業用灌漑施設である。2021年時点で建設後

94年となり、あと6年で世界灌漑施設遺産（World Heritage Irrigation Structures）16への申請要件を満

たす。そのため、DWRIのDirector Generalを委員長とするICIDネパール国内委員会は、チャンドラ

ナハル灌漑地区内の灌漑施設について、世界灌漑施設遺産の登録申請を検討している。このよう

な背景から、チャンドラナハル灌漑地区に対する「ネ」国政府の関心は極めて高く、老朽化施設

の改修に強い期待を寄せている。 

 

 新型コロナウイルス 

2020年2月頃から世界的に流行した新型コロナウイルス（以下、COVID-19）は、本無償資金協

力事業にも影響すると推察される。そのため、事業実施に際しては、関係機関および、2020年2月

                                                        
16 世界灌漑施設遺産制度は、灌漑の歴史・発展を明らかにし、理解醸成と施設の適切な保全に資することを目的

に国際灌漑排水委員会（International Committee of Irrigation and Drainage: ICID）により創設された制度である。登

録される施設は、建設から 100 年以上経過し、歴史的・技術的価値のある灌漑施設とされる。（農業農村工学会 Web

サイト） 
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以降に「ネ」国で実施された無償資金協力事業および円借款事業に関わる本邦のコンサルタント

と建設業者から、COVID-19に関連する情報を随時聞取ることで、対策を講じる。現時点で確認で

きている懸念、対策については、3-2-4-2 に示す。 
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第 3 章 プロジェクトの内容 
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プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

(1)事業内容 

本プロジェクトの主要コンポーネントは、1）用水路サイホン、2）横断排水工、3）水路横断橋

からなる。これらの内容を下表に示す。 

表 3-1-1  主要コンポーネントの内容 

コンポーネント 内  容 

用水路サイホン 数 量 8ヶ所 

 本体工 流入工、流出工、ボックスカルバート 

 附帯工 スクリーン：流入部に設置 

トランシション：用水路サイホン直上流及び直下流に設置 

水路ライニング：既存水路とトランシションを接続 

護岸工：用水路および河川護岸 

横断排水工 数 量 9ヶ所 

 本体工 流入工、流出工、ボックスカルバート 

 附帯工 水路ライニング：横断排水工直上流及び直下流に設置 

護岸工：流出入部および流入水路の護岸 

取水施設：排水施設改修に伴う同施設の改修 

水路横断橋 数量 15ヶ所 

 本体工 ボックスカルバート橋 

 附帯工 ウィングウォール：横断橋上流下流部の土留のために設置 

トランシション：幹線水路とカルバート橋の断面変化箇所 

水路ライニング：水路横断工の上流及び下流に設置 

取り付け道路 

チェックゲート：水路横断橋改修に伴う同施設の改修 

ソフトコンポーネント 用水路サイホンの維持管理に係るキャパシティ・デベロップメント 

 

(2)事業の直接的効果 

本事業の受益地では、チャンドラ水路灌漑システム（CCIS）のもと雨期の水稲、乾期の穀物（麦

やサトウキビ）が栽培されている。現地調査によって、用水路サイホンの漏水が確認されており、

漏水をなくすことによって搬送効率を向上させ、灌漑面積を拡大できることが確認された。加え

て、対象施設が崩落することにより灌漑用水の供給が止まると、灌漑農業が実施できなくなり、

雨期においては天水による稲作が実施できるものの、乾期は作付け自体が難しくなる。崩落を未

然に防ぐことによって安定的な用水の供給が可能となり、灌漑稲作が可能となる。水路横断橋に

ついては、崩落による灌漑農業への影響だけでなく、集出荷場、精米所、耕作地へのアクセスに

支障をきたす。農業関係者にとっては迂回路を検討する必要が生じる等、労力と時間の双方にお

いて大きな負荷となる。未然に施設を改修することは、農業関係者の持続的かつ安定した営農活

動に寄与する。 

上記の背景を踏まえ、搬送効率向上による直接的な効果を以下に整理する。 

 

 

 



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

3-2 

 

 

表 3-1-2  事業の直接的効果 

指標名 
基準値 

（2021年） 

目標値* 

（事業完成3年後） 
備考 

灌漑面積    

(a)雨期作 稲 6,500 ha 7,800 ha 灌漑面積 1,300ha増 

(b)乾期作 小麦 4,320 ha 5,200 ha 灌漑面積 880ha増 

収穫量    

(c)雨期作 稲 30,900 ton 32,850 ton 収量 1,950ton増 

(d)乾期作 小麦 8,900 ton 10,700 ton 収量 1,800ton増 

*：目標値の算出の詳細は、4-2-2参照。 

 

(3)事業の間接的・長期的効果 

本事業は、タライ地区において幹線用水路の付帯施設である用水路サイホン、横断排水工及び

水路横断橋の改修整備を実施することにより、灌漑面積の拡大、米収穫量の安定的な増加及び農

業関連施設や生活関連施設へのアクセス距離の短縮を図り、もって貧困削減支援に寄与するもの

である。 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

 設計方針 

(1)基本方針 

a) 協力対象コンポーネントは、「ネ」国政府より要請があったチャンドラ水路灌漑システム

（CCIS）の用水路サイホン、横断排水工、水路横断橋である。調査団は現地調査により、

用水路サイホンが8ヶ所、横断排水工が14ヶ所、水路横断橋が37ヶ所あることを確認し、

合計59ヶ所について改修の必要性を検討し、用水路サイホン8ヶ所、横断排水工9ヶ所、水

路横断橋15ヶ所を改修対象とした。（3-2-2-1 に詳細） 

なお、用水路本体、分水工、チェックゲートについては、補修が望まれるものの、「ネ」

国政府が自身で対処可能な範囲については、事業の対象には含めない。 

 

b) 本事業では当灌漑システムの当初機能を持続的に確保するための事業であり、既存施設の

改修整備を行うこととし、新規の施設整備は行わない。また、施設の改修にあたっては、

既存施設の撤去復旧を原則とする。 

 

c) 用水路サイホンの改修 

 建設当初の計画流量を流下させることができる断面とする。また、既存施設の水頭損失

を許容損失水頭として設定し、既存施設の損失を上回ることがない構造にする。（3-2-

2-6 に詳細） 

 樋管の埋設深を河川勾配と既存施設周辺の洗堀状況から想定し、決定する。 
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d) 横断排水工の改修 

 横断排水工の通水断面は、最新の降雨データを基に算出した洪水量を排水できる断面と

した。なお、「ネ」国基準に基づき、洪水量は25年確率降雨にて算出した値とする。

（3-2-2-5 、3-2-2-7 に詳細） 

 改修にあたっては、流入側の盛土洗堀に懸念があることから、横断排水工本体に影響す

る範囲については、練石積みを基本とする堤体保護工を施す。（3-2-2-7 (5)に詳細） 

 

e) 水路横断橋の改修 

 用水路サイホン同様、建設当初の計画流量を流下させることができる断面とする。 

 路面高は、既存の取り付け道路との接続性を確保するため、既設橋梁の路面高を踏襲す

ることを原則とする。 

 

(2)自然条件に対する方針 

a) チャンドラナハル灌漑地区（CNIS）があるサプタリ郡は、標高約100mの平野部に位置し

ている。気温が最も高くなる時期は5月～9月で約33℃になる。逆に気温が低くなる時期は

12月～1月で約10℃になる。 

b) CCISがあるサプタリ郡の降雨量は、年間約1,760mmで年間降雨量の94%が雨期である4月

から9月に観測されている。雨は、4月から徐々に多くなり、5月～8月にピークを迎え、9

月終わりころまで断続的な降雨がある。事業実施工程の作成に当たっては、降雨を考慮し

た工程を計画する。 

c) 本事業の建設工事は、既存施設の撤去復旧を原則としている。建設工事に際しては、基礎

地盤の状況が重要なファクターとなるため、自然条件調査として、既設構造物周辺の地盤

状況を確認し、設計に反映した。しかし、既設構造物の直下については、計画時の資料が

現地事務所をはじめとする関係機関に保存されていないことから、構造物を撤去した後に、

地盤状況を改めて確認する必要があることに留意する。実施設計において地質調査を行う

とともに、施工段階においても、既設構造物撤去時にコンサルタント技術者による地盤状

況の確認を行うことで対処する。 

d) 本事業には、河川工事、排水施設工事といった降雨の影響を直接受ける工事が多い。その

ため、雨期の施工は最小限とし、河川や排水の影響を受けない範囲で作業が可能な工事の

みを行うこととする。 

 

(3)社会経済条件に対する方針 

a) 対象地区は通年で灌漑を実施していることから、施工中においても通水を止めることは避

けなければならない。そこで、仮廻し水路の設置や、水路の半川締切により、灌漑水の供

給を確保する。 

b) 水路横断橋は、対象地区における交通網の一つである。改修工事のために通行できなくな
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る水路横断橋については、仮橋を設置して通行を確保する。 

 

(4)建設事情及び調達事情に対する方針 

a) 本事業の建設工事では、現地の建設事情や技術レベルを勘案して、現地の作業員や資機材

を最大限に活用する方法とする。 

b) 対象地区の幹線用水路は、通年で灌漑を行っている。施工に際しては、営農活動への影響

を最小限にするため、仮廻し用水路で対策を講じる。そのため、施工中の灌漑については、

現地事務所、WUAおよび農家と用水量や通水時間等を調整する。 

c) 改修対象とした施設の総数は32ヶ所になる。それぞれが独立した位置しており、施工時の

資材仮置き場所については、各施設の施工エリアに、極力隣接した場所を確保することを

基本方針とする。 

d) コンクリートについては、現場周辺に生コンクリート工場がないことから、現地調達は不

可能である。円滑な工事進捗を図るため、本事業専用の生コンクリートプラントを対象地

区内の幹線用水路の中間付近に設置することを調達の基本とする。なお、生コンクリート

プラントを設置したヶ所が、ハブとなる資機材置き場になる。 

e) 本工事で使用する建設機械は、主にバックホウ、ブルドーザ、振動ローラー、ダンプトラ

ック、トラックミキサー車等である。基本的に、当該国でリース会社や建設会社から調達

可能である。ただし、トラックミキサー車やコンクリートプラントは台数が限られている

ことから、本邦から調達する。また、発電機については品質確保の観点から本邦調達とす

る。 

f) 資材は、汎用性が高いものが多く、現地調達を基本とするが、品質確保の観点から止水板

は本邦調達とする。 

g) 鉄筋については、「ネ」国内ではIndian Standard（インド基準）に準拠しているものが生産

されており、特に問題なく、適切な鉄筋が調達できる。「ネ」国で設計・工事経験を持つ

コンサルタント、ゼネコンからの聞き取りから、JIS規格での設計強度をインド規格で対応

可能であることが確認できている。ただし、工事仕様書、設計図面での強度指示を明確に

する必要がある。 

 

(5)現地業者の活用に係る方針 

a) 「ネ」国の施工業者は、円借款事業や無償資金協力事業において、道路、橋梁、トンネル

などの土木工事を数多く建設しており、十分に発展していると判断される。 

b) 「ネ」国内の構造物には、取付道路やコンクリート施工において、粗い仕上げや、ジャン

カが散見されるケースがあるため、品質管理の面では注意が必要である。従って、工事実

施にあたっては、日本側工事請負業者の技術者が常駐し、監督指導の下、品質管理・安全

管理を着実に行うことが重要と判断される。 
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(6)運営・維持管理能力に対する対応方針 

a) チャンドラナハル灌漑地区（CNIS）を管理するDWRI出先機関のコシポンプ・チャンドラ

灌漑管理事務所（灌漑管理事務所）は、灌漑技術者やゲート操作技師といった技術者が配

置されている。また、灌漑管理事務所には、運営維持管理を目的とした予算が割り当てら

れており、長年にわたって運営維持管理を行ってきた実績がある。そのため、供与後の施

設に係る運営・維持管理は、灌漑管理事務所により十分に対応可能と思料される。 

b) 用水路サイホンの改修に際しては、構造物内の堆砂を最小化する目的で、形式を変更する

ことを提案する（3-2-2-6 ）。この変更によりサイホンの維持管理は容易になるが、従来

の維持管理の手法を変更することになる。そのため灌漑管理事務所は、新形式用水路サイ

ホンの維持管理技術を習得する必要がある。灌漑管理事務所の改修後の用水路サイホンに

係る維持管理能力を向上させ、強化するため、後述の通り、ソフトコンポーネント活動に

て技術指導を行う。 

 

(7)施工監理に係る方針 

a) 施工対象の地盤状況は、既存構造物を撤去して初めて明らかとなる。基礎状況は土質を専

門とする技術者による確認が必要となることから、地質技術者をスポット技術者として派

遣する。32ヶ所の構造物全てについて地質技術者が確認することは難しいことから、着工

初期に地質技術者が常駐施工監理者、現地技術者に対して確認ポイントをレクチャーする

ことで効率化を図る。 

b) 対象地区では通年で灌漑を行っているため、施工期間中の営農活動に極力影響を与えない

ようにする。このために、灌漑技術者をスポット技術者として派遣し、灌漑管理事務所お

よびWUAのニーズ（用水量と用水時期）と施工業者の工事計画との調整を図る。 

 

(8)安全対策に係る方針 

a) 3号用水路サイホン（CUP-3）が横断する河川は、野生のアジアゾウの行動範囲内であり、

施工範囲を横断して移動する可能性が極めて高い。対象地区周辺では、アジアゾウによる

住民被害、死亡事故もあることから、細心の注意が必要である。そこで、施工範囲内の安

全管理員（共通仮設費率に含まれる要員）とは別に、警備員（対野生生物レンジャー）を

配置する。警備員は、施工範囲全域が見渡せること、複数人による安全に係る連絡体制の

確保として2名体制とする。CUP-3の工事は、河川や用水路を挟んで半分ずつ施工すること

から、河川両岸の法肩付近とする。 

b) 用水路サイホンの建設は河川内工事になる。気候変動により河川の流況を予測しづらいこ

とから、用水路サイホンの建設工事に際しては、現場に加えて河川上流側の天気、流水状

況に留意する。 

 



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

3-6 

 

 

 基本計画 

対象サイトの選定と評価 

(1)用水路サイホン 

現地踏査を通じて、既存の用水路サイホンは亀裂が生じ漏水が確認されたことに加え、亀裂が

発達すると崩落する危険があることを確認した。 

本事業における目的を達成するには、全ての用水路サイホンの機能を回復し、搬送効率を持続

的に維持することが求められる。従って、全ての用水路サイホンを全改修する必要があると判断

した。また、改修する施設においては、維持管理の容易さに配慮した施設構造を提案する必要が

ある。 

 

(2)横断排水工 

改修整備対象とする横断排水工は、破損状況及び排水機能の両面から検討し、対象施設を決定

した。 

1)施設の状況 

カルバート部せん孔から灌漑水が漏水している施設、本体が崩落したことにより用水路堤体

が崩れた施設は、横断工や堤体部からの漏水により灌漑用水路の搬送効率を低下させており、

本プロジェクトの目標である農業生産量への増加に対して深刻な影響を及ぼす施設と判断した。 

2)横断排水工としての機能 

集水域からの排水を適切に処理できる機能であるかを検証する。洪水量を通水断面積で除し

た流速が、最大許容流速2.50m/s17を超えている横断排水工については、十分な断面を確保できて

いないと判断し、本プロジェクトの対象とする。 

3)横断排水工の改修の検討対象まとめ 

表に示すとおり、流速及び現地踏査で得た施設の状況より、9ヶ所（CDW-01, CDW-02, CDW-

03, CDW-04, CDW-05, CDW-06, CDW-07, CDW-08, CDW-11）の横断排水工を改修対象とする。 

 

表 3-2-1  横断排水工の現況 

コード 測点 
形 状 

主構造 
横断面*1 

断面積 

m2 

洪水量 

m3/s 

流速 

m/s 
構造物の主な損傷 

CDW-01  2+517 
伏越し 

レンガ 
2.50 × 2.00 × 1  5.00 15.200 3.040 深刻な損傷無し 

CDW-02  3+258 
伏越し 

レンガ 
2.50 × 2.00 × 2 10.00 37.500 3.750 

本体のひび割れ 

用水路からの漏水 

                                                        
17 農林水産省農村振興局、土地改良事業計画設計基準設計「水路工」（平成 13 年 2 月）、ブロック練積水路の場

合） 
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コード 測点 
形 状 

主構造 
横断面*1 

断面積 

m2 

洪水量 

m3/s 

流速 

m/s 
構造物の主な損傷 

CDW-03  5+517 
伏越し 

レンガ 
1.50 × 1.50 × 2  4.50 26.200 5.822 本体のひび割れ 

CDW-04  7+370 
伏越し 

レンガ 
1.50 × 1.50 × 1  2.25  7.400 3.289 本体のひび割れ 

CDW-05 11+336 
暗渠 

レンガ 

1.50 × 1.50 × 2 

1.50 × 1.50 × 1 
 6.75  9.000 1.333 側壁が破損している。 

CDW-06 13+772 
暗渠 

レンガ 

2.40 × 1.60 × 2 

1.60 × 1.60 × 2 
10.24 13.600 1.328 

本体のひび割れ。 

用水路からの漏水。 

CDW-07 16+713 
伏越し 

レンガ 
2.50 × 2.50 × 4  12.100  施設が崩落している。 

CDW-08 18+178 
伏越し 

レンガ 
1.50 × 1.50 × 2  4.50  2.400 0.533 側壁が破損している。 

CDW-09 19+932 
暗渠 

RC*2 

4.00 × 6.50 × 2 

3.00 × 6.50 × 2 
91.00 48.800 0.536 

深刻な損傷無し。並走する河
川橋に損傷。 

CDW-10 25+479 
伏越し 

RC 

φ900 × 1 

（パイプ） 
 0.64  1.600 2.500 深刻な損傷無し 

CDW-11 26+135 
伏越し 

RC 

φ900 × 1 

（パイプ） 
 0.64  2.400 3.750 深刻な損傷なし。 

CDW-12 26+385 
暗渠 

RC 

4.50 × 1.70 × 3 

（パイプ） 
22.95 16.000 0.697 深刻な損傷無し。 

CDW-13 27+125 
暗渠 

RC 

2.60 × 2.70 × 2 

4.50 × 2.63 × 1 
26.19 10.700 0.409 深刻な損傷無し。 

CDW-14 27+693 
伏越し 

RC 

φ900 × 1 

（パイプ） 
 0.64  1.600 2.500 深刻な損傷無し。 

*1 幅×高×条数の順番に記載。横断排水工の断面が、水面下で正確に計測することが困難であったことから、写真からおおよそ

の寸法を設定した。 

*2 RC：鉄筋コンクリート 

*3 下線：改修を検討する必要がある事象。 

出典：JICA調査団作成 

 

(3)水路横断橋 

現地踏査で確認した損傷度より、このまま使用を継続させると崩壊の危険性があり、改修によ

る抜本的な再整備が妥当であるとされる以下の15橋を改修整備の対象とした。 

 

CCB-02、CCB-03、CCB-04、CCB-11、CCB-13、CCB-15、CCB-16、CCB-17、CCB-19、 

CCB-21、CCB-22、CCB-26、CCB-27、CCB-29、CCB-31 

 

営農計画 

本事業における事業の目的から、改修された水利施設の維持管理が優先されることから、ソフ

トコンポーネントにおいても、営農改善への直接的な介入は想定しないが、本事業の成果として、

幹線用水路施設の改修による安定的な水供給が確保されることによる、営農の持続性への貢献が

見込まれる。 

対象地域の主要作物は、雨期（モンスーン期）の稲、乾期の小麦やトウモロコシであり、本事

業を通じて施設が改善されることで、現況の作付けが維持されると想定される。 

本事業の営農への影響としては、施設改修が行われないことにより、施設の破損が発生し、灌

漑水が停止した場合、以下の損失が起こることが想定される。本事業での施設改修による灌漑水
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の安定的供給が保たれることにより、確保される収益は、下表の損失額に相当すると推定される。

従って、本事業を通じて、現状の営農形態が維持されることにより、灌漑農業により年間約6.4億

NRsの純収入が維持され、およそ3.6億NRsの収益としての便益が見込まれる。 

 

表 3-2-2  本事業未実施の場合の想定される営農への影響 

 モンスーン

水稲 

春期水稲 冬期小麦 トウモロコシ

(灌漑)*4 

現況平均収量 (Mt/ha)*1 3.42 4.46 2.05 4.85 

灌漑水の供給が停止した場合の推定収量 (Mt/ha) *2 2.35 0 0 0 

収量差 (Mt/ha) 1.07 4.46 2.05 4.85 

作付面積 (ha)*3 9,000 1,000 6,000 450 

農家販売価格 (NRs./kg) 20 22.5 25 20 

損失額 (NRs./ha)  21,400 100,350 51,250 97,000 

対象地年間収入損失額小計 (NRs. in Million/year) 192.6 100.35 307.5 43.65 

対象地年間収入損失額合計 (NRs. in Million/year) 644.1 

作付けがなくなることによるコスト減額*5 (NRs./ha) - 39,027 38,016 32,827 

作付けコスト減を考慮した損失額 (NRs./ha) 21,400 61,323 13,234 64,173 

対象地年間収益損失額小計 (NRs. in Million/year) 192.6 61.32 79.40 28.87 

対象地年間収益損失額合計 (NRs. in Million/year) 362.2 

*1 ベースライン調査による対象地域での平均収量。春期水稲についてはStatistical Information on Nepalese 

Agriculture, 2075/76 [2018/19], MOALD, GON, 2020参照 

*2 モンスーン水稲については、灌漑用水が停止し、天水で作付けした場合の収量（東部タライで約90%を占める

改良品種の天水収量（出典”Rice Varietal Mapping in Nepal: Implication for Development and Adoption”, DoA, MoAD 

2015）。春期水稲、小麦、トウモロコシ(灌漑)栽培は基本的に灌漑用水を利用していることから、灌漑用水が停

止した場合は作付けできなくなると想定。 

*3 表に示す値は2020年における作付け面積の調査結果である。チャンドラナハル灌漑地区の面積は10,500haであ

ることに注意しなければならない。 

*4 ベースライン調査結果のトウモロコシ栽培のうち、ChandraNahalの灌漑を利用しているもののみを算定 

*5 Production cost & Marketing of Cereal, Cash Vegetable & Industrial Crops in Nepal 2072/2073 (2015/2016), DoA, MoAD

に基づく、家族労働分（65%（ベースライン調査結果より））の人件費を除く変動費 

出典：調査団作成 

 

灌漑基本計画 

(1)灌漑計画 

1)目的 

施設の改修にあたり、現況灌漑システムにおける設計流量と近年の気象データ・作付け状況

等から求められる粗用水量を比較することにより、灌漑可能面積・施設設計流量の検討を行う。 

 

2)対象地区の気象状況 
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灌漑計画を策定するために、プロジェクト地

区の東側40kmに位置するBiratnagr観測所にお

ける気象データ（降雨、気温、湿度、風速、日

照時間）を入手した。プロジェクトの近隣には、

いくつかの気象観測地点が確認された。これら

の観測所の中から、データの信頼性を確保する

ために、30年以上の観測データがあること、水

文気象局が管轄すること前提とし、観測所を選

定する。プロジェクトに近接し、これら条件に該当する観測所は、地区西側90kmに位置する

Janakpur観測所、及び東側40kmに位置するBiratnagar観測所である。両観測所の月別平均降水量

を比較した結果、高い相関 (R2=0.98) が得られた。Birtnagar観測所はプロジェクトに近く欠測

が少ないこと、Janakpurとの高い相関が確認されていることから、Biratnagar気象観測データを利

用する。 

月別の気象データを、下表に示す。 

 

表 3-2-3  気象データ 

項 目 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計/平均 

雨量（mm） 9 12 19 94 204 309 463 329 252 71 1 1 1764 

平均気温（℃） 15.9 19.2 23.7 27.4 28.5 29.3 29.4 29.7 29.0 26.7 22.6 18.2 25.0 

平均最高気温（℃） 22.4 26.5 31.3 33.8 33.5 33.3 32.8 33.3 32.9 31.9 29.6 25.3 30.6 

平均最低気温（℃） 9.3 11.7 16.1 21.1 23.5 25.3 25.9 26.1 25.1 21.5 15.6 11.1 19.4 

湿度（%） 82.9 73.8 61.0 62.2 70.4 79.4 83.4 82.8 83.6 79.9 77.9 81.8 76.6 

風速（m/s） 0.7 0.8 1.1 1.7 1.6 1.4 0.9 0.8 0.6 0.4 0.3 0.3 0.9 

日照時間（hours） 5.1 6.8 8.0 8.2 7.9 6.1 5.0 5.6 5.8 7.3 7.6 6.2 6.6 

出典：Biratnagar気象観測所 

 

3)確率年の検討 

Design Manual for Irrigation Project in Nepal, M3 Hydrology and Agro-meteorology Manualによれ

ば、灌漑用水計画における計画確率年は以下のとおりであり、5年確率を採用する。 

 

表 3-2-4  ネパール灌漑プロジェクト設計マニュアルにおける計画確率年 

工 種 確率年 

灌漑用水計画 5年（採用） 

用水路規模 5年 

出典：JICA調査団  

 

(2)作付けパターン 

作付けパターン・栽培面積は、モンスーン稲がメイン作物であり、春稲も栽培されている。乾

期は小麦が広く栽培されている他、メイズ、野菜などが栽培されている。 
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(3)用水量の算定 

1)蒸発散位（ET0） 

FAO Irrigation and Drainage Paper No. 56に基づき、ペンマンモーティス法により蒸発散位を算

定した。2000年から2019年までの20年間、水田・畑作、それぞれについて算定し、2016年水田の

計算例を以下に示す。 

 

表 3-2-5  蒸発散位の計算（2016年・水田） 

 

2)作物要水量（ETCrop） 

蒸発散位に各作物の生育ステージごとに与えられる作物係数（Kc）を乗じることにより、作

物要水量を算定する。作物係数は、上記マニュアルの値を使用する。 

3)純用水量 

純用水量は、以下のように算定する。なお、代搔き用水・浸透量・有効雨量は、同マニュアル

に基づく。 

水稲： 純用水量 = 作物用水量（ETCrop）+ 代搔き用水 + 浸透量 － 有効雨量 
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4)粗用水量（計画用水量） 

純用水量を灌漑効率で除して、粗用水量を算定する。灌漑効率は、マニュアルで示される以

下の値を用いる。 

表 3-2-6  灌漑効率（水田） 

種 別 圃場効率 

(1) 

搬送効率 灌漑効率 

(4)=(1)×(2)×(3) 配水効率 (2) 幹線用水路ロス (3) 

水田 0.85 0.80 0.80 0.54 

畑 0.60 0.80 0.80 0.38 

出典：JICA調査団 

 

2000年から2019年の20年間に亘り、半月毎（15日）の粗用水量を算定した。1/5年非超過確率

の発生時、モンスーン稲栽培面積9,000haのうち、灌漑面積6,500haのピーク粗用水量の算定結果

は、以下のとおりである。2016年が5年確率に相当することから、2016年を計画基準年とする。 

表 3-2-7  ピーク粗用水量と計画基準年 

年 ピーク粗用水量（m3/s） 確率年 順 位 

2000 7.792 2年以下 16位 

2001 13.300 14年 2位 

2002 13.764 19年 1位 

2003 8.768 2年以下 12位 

2004 6.730 2年以下 20位 

2005 11.132 4年 6位 

2006 7.258 2年以下 19位 

2007 8.037 2年以下 15位 

2008 7.334 2年以下 18位 

2009 9.596 2年 9位 

2010 13.286 14年 3位 

2011 9.033 2年以下 11位 

2012 8.434 2年以下 14位 

2013 8.563 2年以下 13位 

2014 11.831 6年 4位 

2015 10.765 4年 8位 

2016 11.441 5年 5位 

2017 11.092 4年 7位 

2018 9.252 2年以下 10位 

2019 7.617 2年以下 17位 

出典：JICA調査団 
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表 3-2-8  粗用水量算定結果（計画基準年：2016年） 

 

 

5)現況灌漑システムの施設流量との対比 

灌漑管理事務所の資料によれば、現況の灌漑システムにおける計画流量は11.8m3/sである。現

況の気象条件・栽培状況を踏まえて検証したところ、1/5年確率ピーク流量は11.4m3/s（モンスー

ン稲6,500ha灌漑時）であり、両者はほぼ同数値である。施設改修により、搬送効率の向上が図

られ、より多くのモンスーン稲の灌漑面積の拡大が確保される。また、設計流量である取水量
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11.8m3/sは、受益大部分の8,200haを灌漑することが可能である。これにより、本設計の施設対象

流量は現況の設計流量とし、最大設計流量は11.8m3/sとする。 

一方で、用水路サイホンに生じている亀裂から、漏水（8ヶ所全体で20%程度）していること

が現地調査で確認されている。漏水量と算出した粗用水量から現況の灌漑可能面積を推定する

と、ピーク時（11.4m3/s）及び計画流量（11.8m3/s）でそれぞれ灌漑面積は以下の通り6,500haと

8,200haと推定でき、用水路サイホンの改修整備により漏水量を無くすことで、灌漑面積はそれ

ぞれ1,300ha（7,800-6,500ha）と1,640ha（9,840-8,200ha）拡大することとなる。 

ピーク時（取水量11.4m3/s）: 6,500 × 1.2 = 7,800ha 

計画流量（取水量11.8m3/s）: 8,200 × 1.2 = 9,840ha 

 

取水可能量と灌漑面積 

(1)取水河川の流量 

CCISの水源であるTrijuga川（流域面積=709km2）は流量観測地点がない。そのため、Trijuga川流

量の推定には、近傍の気象観測データを用いる。Kankai Mai川観測所（流域面積=1,148km2）は、

CCIS取水工の東側約100kmに位置している。観測データが1972～2011年の期間で蓄積されている

とともに、流域面積・地形状況がCCISに類似していることから、Kankai Mai川の観測データを利

用することが適切と判断した。 

 

(2)渇水年流出高 

Kankai Mai川の観測データから、1/5渇水年の年間流出高は1,267mm（基準年1979年）である。こ

れにより、1/5渇水年のTrijuga川取水地点の河川流量は、以下のように推定される。 

 

表 3-2-9  Trijuga川取水地点の河川流量（1/5年渇水年） 

項 目 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 

流出配分（%） 1.6 1.2 1.2 1.5 2.8 8.7 26.0 26.1 17.2 8.2 3.3 2.1 100.0 

流出高（mm） 20 16 16 19 36 110 329 331 218 104 42 26 1,267 

河川流量（m3/s） 5.4 4.1 4.1 4.9 9.5 29.2 87.2 87.7 57.8 27.5 11.0 7.0 - 

ここに、Trijuga川流域面積：709km2 

流出配分は、Kankai Mai川の流量観測データに基づき配分する 

流出高 = 年間流出高×降雨配分 

河川流量 = 流出高×流域面積 

出典：JICA調査団 

 

取水量のピークが発生するモンスーン稲の灌漑期間は7月から9月である。その期間のTrijuga川

の河川流量は少なくとも50m3/s以上の流量があり、設計流量である11.8m3/sの取水は問題なく行わ

れると推定される。 

なお、粗用水量に対して河川流量が下回る2月と3月は、冬期小麦と春期水稲が栽培されている。

聞き取り調査では、小麦の場合、河川流量が少ないと輪番灌漑や地下水の利用で対応している。

春期水稲では、河川流量に応じて栽培面積を制限しているとのことである。 
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洪水量 

(1)確率年の検討 

「ネ」国における灌漑事業設計マニュアル（Design Manual for Irrigation Project in Nepal, M3 

Hydrology and Agro-meteorology Manual）によれば、外部から流入する排水の横断排水構造物の確

率年は、下表のように示される。これによると、横断排水構造物の計画確率年は25年であること

から、排水設計における水文事象の計画確率年は1/25年を採用する。 

表 3-2-10  ネパール灌漑プロジェクト設計マニュアルにおける計画確率年 

工 種 細 目 確率年 

灌漑用水計画  5年 

用水路規模  5年 

頭首工洪水対策 タライ地方における主要河川 100年 

その他 50年 

外部からの排水 水路等 10年 

横断排水構造物     25年（採用） 

承水路 10年 

地区内排水 タライ 10年 

丘陵地 10年 

出典：ネパール灌漑マニュアルを参考にJICA調査団が作成 

(2)雨量データ 

Biratnagar観測所から収集した1967～2018年までの52年間における最大日雨量は、以下のとおり

であり、1974年に405mmが観測されている。 

表 3-2-11  日最大雨量 

年 
最大日雨量 

(mm/day) 
年 

最大日雨量 

(mm/day) 
年 

最大日雨量 

(mm/day) 
年 

最大日雨量 

(mm/day) 

1967 142.5 1980 206.8 1993 114.0 2006 94.8 

1968 137.2 1981 130.7 1994 60.8 2007 223.5 

1969 103.6 1982 103.4 1995 132.0 2008 95.0 

1970 121.2 1983 130.7 1996 146.6 2009 145.8 

1971 137.2 1984 188.6 1997 155.0 2010 169.6 

1972 142.0 1985 123.2 1998 167.5 2011 89.7 

1973 144.7 1986 101.3 1999 90.7 2012 139.0 

1974 405.0 1987 219.1 2000 203.5 2013 126.5 

1975 159.0 1988 93.3 2001 194.1 2014 133.5 

1976 128.3 1989 169.0 2002 150.3 2015 75.0 

1977 154.6 1990 125.4 2003 181.3 2016 90.0 

1978 148.0 1991 86.2 2004 155.5 2017 251.0 

1979 145.6 1992 139.3 2005 112.7 2018 123.0 

出典：Biratnagar観測所データ 

(3)確率日雨量 

上表に示す最大日雨量を用い、1/25年確率日雨量を算定する。確率年の計算は、極値分布による

ガンベル法を用いる。これにより、1/25年確率日雨量は266mmが得られた。 

表 3-2-12  ガンベル法による確率日雨量 

確率年 極値変量 y 日雨量 (mm) x 備 考 

10 2.25037 222 n=52 

x=119.12+45.92y 

y：極値変量 

25 3.19853         266（採用） 

50 3.90194 298 

出典：JICA調査団 
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(4)時間雨量の推定 

ネパールでは時間雨量のデータの入手が困難であることから、物部の式から時間雨量を推定す

ることとする。 

RT = R24 / 24 × (24 / t)n 

RT ：計画時間雨量 (mm/hr) 

t  ：降雨継続時間（hr） 

n  ：係数（一般的に1/3～2/3、本地区では0.5を採用） 

これにより、1/25年時間雨量は54.3（mm/hr）となる。 

また、任意時間の時間雨量は、日雨量（266mm）と時間雨量（54.3mm）の関係から、次式より

降雨波形を作成する。 

Rt = A / (t + B) / 24 

Rt  ：t時間内の平均時間雨量 (mm/hr) 

A  ：データにより求まる定数（=7687.1） 

B  ：データにより求まる定数（=4.90） 

上記タルボット式から得られるハイエトグラフ (r=0.8) は、以下のとおりである。 

 

図 3-2-1  降雨波形 

 

(5)洪水到達時間 

洪水到達時間は、多様な地目に対応できる角谷の式により求める。 

Tp = C × A0.22 (fp × Rt)-0.35 

Tp  ：洪水到達時間 (hr) 

C  ：土地利用係数 

A  ：流域面積 (km2) 

fp  ：ピーク流出率 

Rt  ：洪水到達時間内の平均時間雨量 (mm/hr) 

 

(6)流出モデル 

流出量の算定にはいくつかの流出モデルがあるが、本地区では広く普及し汎用性が高く、ピー
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ク流出量の算定に特化した合理式を採用する。日本で広く普及している貯留関数法と合理式との

洪水量を比較した結果、算定誤差は5%以内であり、信頼性が確保されている。以下に、流域面積

が最も大きくなる用水路サイホン（CUP-6: A=71.4m2）において、合理式、貯留関数法による洪水

流出結果を示す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
合理式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
貯留関数法 

図 3-2-2  各流出モデルの洪水量 

 

タライ東部地域に位置するカンカイ・マイ川（流域面積1,148km2）では、過去40年（1972～2011

年）の河川流量が観測されている。1/25年確率洪水比流量はq=4.2m3/s/km2が記録されている。本流

域での比流量はq=4.7m3/s/km2となることから上記算定式は適切であると考えられる。 

合理式による洪水量の算定は、以下の通りである。 

Q = 1 / 3.6 fp × Rt × A 

Q ：洪水量 (m3/s) 

fp ：ピーク流出係数  

Rt ：洪水到達時間内の平均時間雨量 (mm/hr) 

A ：流域面積 (km2) 

 

算定の結果は、次表に示すとおりである。 

表 3-2-13  横断地点の流出量及び比流量 

No. 流域面積 (km2) 地 目 洪水量 (m3/s) 比流量 (m3/s/km2) 備 考 

CUP-1 7.3 丘陵地＋水田 46.8 6.4 New Ganagajali 

CUP-2 1.5 丘陵地＋水田 11.7 7.8 Old Ganagajali 

CUP-3 22.1 丘陵地＋水田 133.2 6.0 Pauraha Cup 

CUP-4 7.6 丘陵地＋水田 42.9 5.6 BanraCup 

CUP-5 23.1 丘陵地＋水田 139.2 6.0 Sundari Cup 

CUP-6 71.4 丘陵地＋水田 333.2 4.7 Mahuli Cup 

CUP-7 17.9 丘陵地＋水田 87.0 4.9 Kailii I Cup 

CUP-8 4.6 丘陵地＋水田 22.4 4.9 Kailii II Cup 

CDW-01 1.7 丘陵地＋水田＋宅地 15.2 9.0 排水横断工1号 

CDW-02 5.4 丘陵地＋水田＋畑 37.5 7.0 排水横断工2号 

CDW-03 3.2 丘陵地＋水田＋畑 26.2 8.2 排水横断工3号 

CDW-04 1.0 丘陵地＋水田 7.4 7.4 排水横断工4号 

CDW-05 1.5 丘陵地＋水田 9.0 6.0 排水横断工5号 

CDW-06 2.0 丘陵地＋水田 13.6 6.8 排水横断工6号 

CDW-07 2.0 丘陵地＋水田 12.1 6.1 排水横断工7号 

CDW-08 0.3 丘陵地＋水田 2.4 8.0 排水横断工8号 

CDW-09 8.1 丘陵地＋水田 48.8 6.0 排水横断工9号 
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No. 流域面積 (km2) 地 目 洪水量 (m3/s) 比流量 (m3/s/km2) 備 考 

CDW-10 0.2 丘陵地＋水田 1.6 8.0 排水横断工10号 

CDW-11 0.3 水田 2.4 8.0 排水横断工11号 

CDW-12 2.0 水田 16.0 8.0 排水横断工12号 

CDW-13 1.3 水田 10.7 8.2 排水横断工13号 

CDW-14 0.2 水田 1.6 8.0 排水横断工14号 

 709.0    Trliuga川 頭首工 

出典：JICA調査団 

 

図 3-2-3  用水路サイホン及び横断排水工が持つ流域図  
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用水路サイホンの構造検討 

(1)施設改修の基本方針 

1)改修計画の前提条件 

用水路サイホンの改修では、本来機能である幹線用水路が河川を横断し、計画流量を下流側

へ送り届けることが前提となる。前提条件である各用水路サイホンの設計流量と横断する河川

幅（＝樋管延長）は、下表のとおりである。なお、ここでの設計流量は、灌漑事務所からの聞き

取り調査による設計流量とする。 

 

表 3-2-14  用水路サイホンの計画流量と横断する河川の幅 

施設コード 設計流量 河川幅 

CUP-1 10.77 m3/s 22.20 m 

CUP-2 10.77 m3/s 15.05 m 

CUP-3 10.11 m3/s 73.00 m 

CUP-4 9.43 m3/s 48.10 m 

CUP-5 7.29 m3/s 50.50 m 

CUP-6 6.99 m3/s 152.90 m 

CUP-7 1.16 m3/s 33.70 m 

CUP-8 1.16 m3/s 25.00 m 

出典：JICA調査団 

 

2)河川を横断する構造に係る代替案の検討 

用水路サイホンの改修では、サイホン構造に代わる河川を横断する工法として、高盛土開水

路、水路橋、迂回水路を挙げることができる。しかし、高盛土、水路橋、迂回水路の代替案で

は、河川の流れを遮ることになり、洪水リスクやコスト過多になる。一方、現在の構造であるサ

イホン形式は、洪水リスクやコスト過多の懸念はない。従って、改修においては、既存施設の形

状を踏襲し、サイホン形式を採用する。 

 

3)既存施設の課題と解決策 

すべての用水路サイホンに共通し、老朽化または破損により用水路施設としての機能を満た

せていない。以下に、既存施設の問題点を指摘し、施設改修における解決方針を示す。 

 

a) CUP-1、CUP-2、CUP-3、CUP-4、CUP-5、CUP-6の既存施設の主材料はレンガである。レ

ンガ構造は、水理検討のうえで重要な粗度係数が0.017～003018である。搬送効率を回復さ

せる必要性や、樋管内部の水を速やかに下流側へ搬送するためには、粗度係数を小さくす

ることが望ましい。従って、本施設の改修では、粗度係数が0.012～0.01619であるコンクリ

ート構造を主とする。コンクリート構造を主とすることは、レンガ構造よりも長期的な水

                                                        
18 土地改良事業設計基準「水路工」より、石工（粗石練積）の値を参照した。 
19 土地改良事業設計基準「水路工」より、コンクリート（現場打ちフルーム、暗渠等）の値を参照した。 
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密性の維持が期待できる点でも有用と判断される。なお、CUP-7とCUP-8の既存施設の主

材料はコンクリート構造であり、改修においてもコンクリート構造を採用する。 

b) CUP-7、CUP-8では、構造物の埋設箇所において、河川流による洗堀が発生している。改

修計画では、洗堀の状況から埋設深を設定する。また、他施設においても、改修工事での

埋戻し土は安定せず河川の流れにより流亡するため、構造物が河川の流れに触れる可能性

があることに注意する。 

c) 全ての用水路サイホンに共通してゴミの流入により通水断面が減少する問題が発生して

いることから、改修後施設ではゴミ流入量を小さくすることが求められている。そのため、

全ての用水路サイホンのインレット部に鋼製のスクリーンを設置する。 

d) 全ての用水路サイホンに共通して、インレットとアウトレット周辺には堆砂が発生してい

る。そのため、用水路サイホンの改修にあたっては、堆砂の状況を随時改善する浚渫作業

を容易にするために、インレット側とアウトレット側の形状を縦樋とする。また、樋管部

分には最大1/100の勾配を設け、樋管内に堆砂しない構造とする。 

e) 既存の用水路サイホンは、樋管の上部に車両や人間が通る幅がない（樋管延長＝河川幅の

状態）。したがって、車輛は、河川法面を走行し、水路を横断している。改修に際しては、

車輛または人間が水路を横断できるよう通行できる幅を設けることとする。 

f) CUP-2は、施設の上流側と下流側の両方

に曲線部を有する。用水路設計において

は、曲線半径を水面幅の10倍とすること

が一般的である。対象区間の水面幅は

12mであることから、曲線部半径は

R=120mとなる。しかし、現在の曲線半

径は施設上流でR=40m、施設下流で

R=30mであり、曲線部の断面において流

速が安定せず、著しい堆砂が生じてい

る。そこで、下表に示すとおり、用水路

の線形を修正する。この修正に伴い、

CUP-2の位置も河川上流側に移設する。 

   

CUP-2の上流側       CUP-2の下流側 

R=30 

R=40 

Canal flow 

River flow 

Resident risk of sedimentation 

Existing CUP-2 

Sedimentation 

Original shape 
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表 3-2-15  2号用水路サイホン（CUP-2）を挟む幹線用水路ルートの見直し 

既存ルート 修正ルート 

既存ルートを踏襲し、既設構造物を撤去、復旧す

る。 
曲線半径を水面幅 12m の 10 倍に設定し、用水路サ

イホンを変更路線に合わせて新設する。 

 

 

既存ルートは、以下の問題点がある。 

 水路断面中の流速にムラができる。 

 流速が遅い曲線部内側は、堆砂リスクが大きく

なる。 

 維持管理作業の負担が大きくなる。 

ルート変更によるメリット 

 水路断面の流速はおおむね均一になる。 

 堆砂リスクを軽減できる。 

 維持管理作業の負担を小さくすることができる。 

 

4)既存サイホンの撤去、取扱い 

用水路サイホンの改修に伴う、既存施設の取扱い方針を下表のとおり比較検討した。 

 

a) プラン1：搬送効率、コストの観点から有利と判断できることから、本方針を原則とし、

CUP-1、CUP-3、CUP-4、CUP-5、CUP-6、CUP-7、CUP-8に適用する。 

b) プラン2：前述の通りCUP-2は、施設の上下流の曲線部の線形を変更するため、既存施設を

撤去する必要性がない。従って、CUP-2ではプラン2を採用する。 

  

R=30m 

R=40m 

CUP-2 

Sedimentation Lisk 
R=120m 

R=120m 

New CUP-2 

Open Canal 

Land  

Acquisition 
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表 3-2-16  用水路サイホンの改修方針に係る基本方針案の比較 

 プラン１：既存用水路サイホンの撤去・復旧 プラン2：既存構造物を埋め殺し、用水路サイホンを迂

回する 

一般 既存用水路サイホンを撤去し、撤去した箇所に

サイホンを設置する。 

既存用水路サイホンは撤去せず、水路の路線を河川の

上流側に移し用水路サイホンを設置する。 

一般

図 

  

 

平面

線形 

既存施設の平面線形を踏襲する。ケース2と比べ

て、施設延長が短くなる。 

既存施設を避けるため、上記迂回区間（L区間）を設け

た線形とする。用地習得は行わない前提があることか

ら、同区間は暗渠区間になる。従って現況と比べて、カ

ルバート延長が2~3倍となる。 

既存

施設

の取

扱い 

撤去する。 撤去せずに、埋め殺しすることが可能である。 

水理

条件 

基本構造が現況と大きく変わらない。また、現況

施設の基本構造がレンガであることに対して、

改修後施設をコンクリート構造にすることか

ら、水理条件としては、現況よりも有利にでき

る。 

改修後施設をコンクリート構造にすることにより施設

の粗度係数を低減することができる。しかし、サイホ

ン延長が長いことから、現況施設と比較して水頭損失

（摩擦損失）が大きくなり、プラン1と比べて水理的に

不利になる。 

維持

管理 

定期的にインレット部を清掃することで、従来

機能を担保することが可能である。 

プラン1よりも延長が長いことから、手間、コスト共に

大きくなる。また、縦断線形がBタイプになる場合には、

サイホン内の土砂堆積リスクが高まる。 

施工

性 

仮廻し用水路の設置、既存用水路サイホンの取

壊し、撤去の工程があり、ケース2よりも多くの

工程を要する。 

既存施設に通水しながら（サイホン内が満水のレンガ

水路）の施工になる。既存のサイホンが内圧に耐えう

る強度を有しているか不明であることから、施設から

適切な距離を設けた位置で施工する必要がある。 

借地

面積 

仮廻し水路の設置を目的とした借地が必要とな

る。仮廻し水路の盛土法尻の範囲が借地面積の

目安になるが、現地盤高により面積が変わるこ

とから、プラン2との比較検討となる。 

用水路サイホンを新設する区間において、掘削範囲の

借地が必要となる。掘削に伴う借地すべき範囲は、設

計条件により異なることから、プラン1との比較検討に

なる。なお、変更した路線の水路は埋設になるため、基

本的に用地収用はない。 

費用 プラン2と比べて小さい プラン1に対して3倍程度 

総括 技術面、経済面の双方で有利な、プラン１を基本とする。ただし、CUP-2は既存の平面線形では水理的に

不安定なため、平面線形を見直した。 

Sauce：調査団作成  

River Stream

Ex. Siphon

Irrigation Siphon

Relocation

Existing Irrigation Canal shall be removed.

L 
L 

Ex. Siphon

River Stream

Irrigation Siphon

Remove & Reconstruction
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5)付帯構造物 

全ての用水路サイホンに共通する付帯構造物として、a) トランジション区間の設置、b) 幹線

用水路の取付け、c) 横断する河川に対する対策、d) 安全対策を検討する。以下に概要を示す。 

 

a) 用水路サイホンと幹線用水路との接続区間について、不陸整正の必要性と水路築堤の脆弱

性を改善するため、練石積みライニングを施す。水路の設計断面は、灌漑計画に基づく設

計流量を流下させる断面とする。現地踏査を踏まえ、当初設計と同様の複断面の台形断面

とする。改修区間との接続の際は、現場合わせによる微調整を行う。 

b) 用水路サイホンと幹線用水路との接続部は、急激に断面が変わらないように適切な延長の

トランジションを設ける。 

c) 用水路サイホンを横断する河川については、用水路サイホンを洪水流から保護するために

必要な範囲について、練石積み構造の河川護岸を施す。 

d) 用水路サイホンのインレットとアウトレットにおいては、落下防止のために高さ2.0mの有

刺鉄線付きフェンスで縦樋を囲う。また、縦樋の開口部に転落防止ネットを張り、2重の

安全対策を講じる。 

 

(2)平面計画 

用水路サイホンのうち、CUP-1、CUP-3、CUP-4、CUP-5、CUP-6、CUP-7、CUP-8は、既存の用

水路サイホンの平面線形を踏襲する。CUP-2は、幹線用水路の平面線形を見直したうえで、適切な

位置に設置する。用水路サイホンの樋管延長は、河川幅に加え、インレットとアウトレットの縦

樋位置で決定される。インレットとアウトレットの縦樋位置は、河川護岸の法肩から必要距離を

設けた位置とする。必要な距離として考慮するのは、河川堤防の最低天端幅3.0m20または設計道路

幅4.25m21とフェンス設置幅0.50mである。 

下表に、河川幅および河川護岸と縦樋までの距離から算出した樋管延長を示す。 

 

表 3-2-17  樋管延長の基準値 

 Inlet side River Width Outlet Side   

Code Bank/Road Fence River Adj. Bank/Road Fence Total Remarks 

CUP-1 4.25 0.50 22.20 0.30 4.25 0.50 32.00  

CUP-2 3.00 0.50 18.40 0.10 3.00 0.50 25.50 Modify canal route 

CUP-3 4.25 0.0 73.00 0.00 4.25 0.50 82.50  

CUP-4 4.25 0.50 48.10 0.40 4.25 0.50 58.00  

CUP-5 4.25 0.50 50.50 0.00 4.25 0.50 60.00  

CUP-6 4.25 0.50 152.90 0.10 4.25 0.50 162.50  

CUP-7 3.00 0.50 33.70 0.05 4.25 0.50 42.00  

CUP-8 3.00 0.50 25.00 0.00 3.00 0.50 32.00  

*1 河川幅は、既存の用水路サイホンの底樋延長と同値とした。 

出典：JICA調査団 

 

                                                        
20 河川砂防［設計 I］H9.10 2.1 (P.6) 
21ネパール国のコミューン道路設計指針 
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(3)縦断計画 

本件で対象にするサイホンの形状は、河川を横断することを目的とする施設である。河川を横

断する施設であることから、現況施設に合わせて埋設する方針とする。下表に示す2種類の形状が

一般的である。対象施設の全てにおいて堆砂リスクがあることから、Bタイプの採用は適切ではな

い。そのため、全ての用水路サイホンについてAタイプを採用する。 

 

表 3-2-18  サイホンのタイプ選定のための比較検討表 

 Aタイプ Bタイプ 

形状 

  
敷設延長 短い路線に適する。 長い路線でも採用可能 

通水断面 小さい場合*2でも採用可能 

 

断面が大きく、維持管理が容易な場合に採用可

能 

埋設深 埋設深が浅く、水槽を小さくできるときに

採用可能 

埋設深を深くする必要がある場合に採用 

留意事項 ただし、維持管理のために水路勾配1~2%

を確保する必要がある。 

流入土砂が多い場合は採用できない。 

出典：農林水産省農村振興局、土地改良事業計画設計基準設計「水路工」（平成13年2月）記載内容より調査

団作成 

 

1)埋設深の検討 

(a)検討の背景 

サイホンの埋設深は、洗堀による構造体への影響がないように、河床から2.0m以上埋設す

ることが一般的である。しかし、河川が本計画の用水路サイホンと交差する場所では、洗堀

の傾向は見られず、堆砂により河床が上昇しているケースがある。そのため、必ずしも2.0m

以上と設定せずに、現場状況に応じた検討を行う。 

(b)河床変動 

DTM22から現況の河床勾配23を作成したところ、全ての用水路サイホンを設置する位置にお

いて河床勾配は緩やかになっていることが確認された。従って、全ての用水路サイホンにお

いて、浸食を含む河床変動が急激に進むことはないものと判断された。 

以下に、用水路サイホンが横断する河川の河床勾配をそれぞれ示す。 

なお、現地踏査および聞き取り調査においても、河床が大きく変動している状況ではない

ことを確認した。 

  

                                                        
22 DTM: 数値標高モデル（Digital Terrain Model）の略称 
23 地形情報は Shuttle Radar Topography Mission のデータベースを使用し、QGIS 上で水筋をなぞり作成した。従っ

て、地形の平滑化処理を行っていないため、極端な凸凹が縦断図として残っている。縦断図は平滑化処理を行って

いないものの、1,000m 以上の区間における河床勾配の目安を得るうえでは支障ないと判断した。 
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CUP-1 

 

 
CUP-2 

 
CUP-3 

 

 
CUP-4 

 
CUP-5 

 

 
CUP-6 

 
CUP-7 

 

 
CUP-8 

*1 折れ線グラフは河床勾配を表現しており、縦軸が標高、横軸が河川の縦断距離である。 

*2 CUPの旗揚げは、用水路サイホンが横断する箇所を示す。 

*3 図内に凹凸が表れているが、これはDTMから機械的に作業する際に生じるものである。 

出典：JICA Survey Team 

図 3-2-4  用水路サイホンが横断する河川の河床縦断と用水路サイホンの位置関係 
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(c)現況で確認できる洗堀 

現場踏査により、CUP-7、CUP-8では緩い河床洗堀が進行していることが確認された。その

要因は、河川の流況に関わる洗堀ではなく、用水路サイホンの下流側に設置されている潜り

橋や、潜り橋周辺に設置されているジャカゴの破損にあるものと、現場状況から推察される。 

CUP-7において、約0.3mの洗堀が確認された（写真）。施設の建設が1979年であり、写真の

撮影が2021年であることから、42年間で0.3mの洗堀である。この結果から、0.007m/年改め

0.01m/年の洗堀が発生するものと想定する。 

 

JICA調査団撮影 

 

(d)摩耗対策 

用水路サイホンを設置したのち、河川の水が施設に触れないように配慮する必要がある。

そのため、適切な埋設深を設ける。 

 

2)最低埋設深の決定 

上記の検討を踏まえ、埋設深の方針は、CUP-1、CUP-2、CUP-3、CUP-4、CUP-5、CUP-6のケ

ースと、CUP-7、CUP-8のケースで分類した。 

 

a) CUP-1、CUP-2、CUP-3、CUP-4、CUP-5、CUP-6：樋管本体に河川水が当たることによる

施設の摩耗を避けるため、全ての施設について0.50mの埋設深を設ける。 

b) CUP-7、CUP-8：コンクリート構造物の一般的な耐用年数である40～50年を前提に計画す

る場合、対象の洗堀は、建設後50年で0.01m年×50年＝0.50m進行する。建設後50年経過し

た時点においても構造物が河川の流れに影響しない様に余裕を設けることとし、埋設深を

1.0m以上と設定する。 

c) 全ての施設における共通事項：上記に示す最低埋設深を基本として、埋設構造物の浮上検

討を行い、埋設深を確定する。浮上を検討する際、カルバートの部材厚を想定しておく必

要がある。河川管理施設構造令では、河川構造物の最小部材厚を350mm以上としている。

本計画においては、河床の表層水の動きを予測することが困難であり、摩耗リスクを考慮

0.30m 
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して350mm+50mmとし、計画部材厚を400mmとする。 

 

(4)樋管の断面計画 

用水路サイホンの通水断面は、原則として現況の断面・条数を検討の出発点として、以下の点

について検証を行い、灌漑施設として不十分と判断された場合には通水断面の拡大等の見直しを

行う。なお、維持管理作業員の進入を想定し、用水路サイホンの内空断面は1,500mm以上とする。 

 

a) 現況の用水路サイホンの全損失水頭を「最大許容損失値」と位置づけ、計画における水頭

損失が許容値以内に収まる断面とする。 

b) サイホン内に土砂の堆砂が生じないよう、十分な流速を確保できるよう配慮する。用水路

サイホンの上下流2~3km範囲の水路勾配からおおよその流速を設定する。また、水頭損失

が許容値（上記）を超えてはならないことに注意する。 

 

1)許容損失水頭 

用水路サイホンの損失水頭は、(a)摩擦損失（hf）、(b)流入損失（hen）、(c)流出損失（hou）、

(d)スクリーン損失（hr）の合計値となる。計画においては、現況で生じている損失水頭よりも小

さい値になる断面形状とする。 

 

(a)摩擦損失 

サイホンの摩擦損失水頭はマニング式から誘導される以下式により求めることができる。 

ℎ𝑓 =
𝑓′

𝑅
𝐿 =

2𝑔 ∙ 𝑛2

𝑅
4
3⁄

− 𝐿 = (
𝑛 ∙ 𝑉

𝑅
2
3⁄
)

2

𝐿 

𝑓′ =
2𝑔 ∙ 𝑛2

𝑅
1
3⁄

 

ここに、 

hf : 摩擦損失水頭 (m) 

n : 粗度係数 

レンガ構造物0.025（空石積みの値）、現場打鉄筋コンクリートは0.015とする。 

L : 区間距離 (m) 

V : 平均流速 (m/s) 

f’ : 摩擦損失係数 

g : 重力の加速度 (9.8m/s2) 

R : 径深=断面積／潤辺 

 

(b)流入損失 

本施設計画では、サイホン流入時に一度枡状のインレットに流入してからカルバート部に

流入するため、流入部は流速が無視できる静水面となる。流入速度を無視できる静水面から
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の流入による損失水頭並びにこれによる水位変化量は次の式により求める。 

ℎ𝑒𝑛 = 𝑓𝑒 ∙
𝑉2

2𝑔
 

∆ℎ𝑒𝑛 = ℎ𝑒𝑛 +
𝑉2

2𝑔
 

ここに、 

hen : 流入損失水頭 (m) 

Δhen : 流入による水位変化量 (m) 

V : 流入後の平均流速 (m/s) 

f’ : 摩擦損失係数 

g : 重力の加速度 (9.8m/s2) 

fe : 流出損失係数＝0.5（角端形状）（流入損失係数feは流入口の形状によって決まる） 

 

(c)流出損失 

流出による損失水頭ならびに水位変化量は、それぞれ以下のように計算する。 

ℎ𝑜𝑢 = 𝑓𝑜 ∙
𝑉2

2𝑔
 

∆ℎ𝑜𝑢 = ℎ𝑜 +
𝑉2

2𝑔
 

ここに、 

hou : 流入損失水頭 (m) 

Δhou : 流入による水位変化量 (m) 

V : 流入後の平均流速 (m/s) 

f’ : 摩擦損失係数 

g : 重力の加速度 (9.8m/s2) 

fo: 流出損失係数（流出によって水路内で有している速度エネルギーが全部失われる

ものとし、普通1.0とする） 

 

(d)スクリーンによる損失水頭及び水位変化量 

スクリーンによる損失水頭の計算は、キルシュメール（Kirschmer）公式によって算出する。 

ℎ𝑟 = 𝑓𝑟 ∙
𝑉1

2

2𝑔
= 𝛽 ∙ sin 𝜃 (

𝑡

𝑏
)

4
3⁄

∙
𝑉1

2

2𝑔
 

∆ℎ𝑟 = 𝑓𝑟 ∙
𝑉1

2

2𝑔
+
𝑉2

2

2𝑔
−
𝑉1

2

2𝑔
 

ここに、 

hr : スクリーンによる損失水頭 (m) 

Δhr : スクリーンによる水位変化量 (m) 

V1 : スクリーン上流側の流速平均流速 (m/s) 
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V2 : スクリーン下流側の流速平均流速 (m/s) 

b : 格子の大きさ (m) 

g : 重力の加速度 (9.8m/s2) 

fr : スクリーン損失係数 

β : 格子のバー断面形状による係数 =1.67 

θ : 格子の傾斜各（°） = 73.3 

t : 格子のバーの太さ (m) 

 

上記式から、既存の用水路サイホンの損失水頭24を計算した。この値が、用水路サイホンの計

画断面を決定するさいに使用する許容損失水頭となる。 

 

表 3-2-19  既存の用水路サイホンにおける損失水頭 

Items Unit CUP-1 CUP-2 CUP-3 CUP-4 CUP-5 CUP-6 CUP-7 CUP-8 

Design Flow Vol. m3/s 10.77 10.77 10.11 9.43 7.29 6.99 1.16 1.16 

Length m 22.20 15.05 73.00 48.10 50.50 152.90 3.70 25.00 

Width m  2.40 2.50 2.60 2.55 1.80 2.15 1.00 1.00 

Wall Height m  1.30 1.30 1.30 1.30 1.30 1.30 1.00 1.00 

Barrels nos. 2 2 2 2 2 2 1 1 

Total Head Loss M  0.36 0.29 0.49 0.35 0.48 0.62 0.29 0.25 

出典：JICA調査団 

 

2)樋管断面 

用水路サイホンの樋管断面は、以下の点に留意して検討した。その結果を下表に示す。 

 

a) 既存サイホンの断面・条数を検討の出発点とする。 

b) 許容損失水頭を超えない。 

c) サイホン内の堆砂対策として、用水路サイホン内の流速を開水路流速の1.5倍程度にする

ことが望ましい。 

d) カルバートの最低幅を1,500mmとする。1,500mm以下になる場合、施工が容易なコンクリ

ート管（φ1,200mm）とする。 

                                                        
24 現況用水路サイホンの断面寸法は、排水が困難であったことや計画当初の設計資料が残っていないことから正

確な情報に基づく計算ができなかった。そのため、可能な限り現場計測した結果や、ウィング形状等から断面形状

を推測した断面形状から算定した値を使用して損失水頭を算定した。 



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

3-29 

 

表 3-2-20  用水路サイホン樋管断面 

 

*1: 施工性の観点から、現場打ちコンクリートの内径断面(b)を1.50m以上とする。 

*2: サイホン内の流速は、上流側水路の1.5倍以上とする。流速が十分にならない場合、通水断面を小さくするた

め、コンクリートパイプ（二次製品）を使用する。Cf. CUP-7、CUP-8。 

出典：JICA調査団 

 

3)埋設深 

用水路サイホンの埋設深は、以下の前提条件および浮上検討結果を踏まえて検討する。 

 

a) CUP-1、CUP-2、CUP-3、CUP-4、CUP-5、CUP-6：樋管本体に河川水が当たることによる

施設の摩耗を避けるため、全ての施設について0.50mの埋設深を設ける。 

b) CUP-7、CUP-8：コンクリート構造物の一般的な耐用年数である40～50年を前提に計画す

る場合、対象の洗堀は、建設後50年で0.01m年×50年＝0.50m進行する。建設後50年経過し

た時点においても構造物が河川の流れに影響しない様に余裕を設けることとし、埋設深を

1.0m以上と設定する。 

単位 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 管計画 計画 管計画

延長 m 32.00 25.50 82.50 58.00 60.00 162.50 42.00 42.00 32.00 32.00

断面積 m2 6.48 6.48 6.48 6.48 4.50 4.50 2.25 1.13 2.25 1.13

(a) 高さ m 1.80 1.80 1.80 1.80 1.50 1.50 1.50 1.50

(b) 幅 m 1.80 1.80 1.80 1.80 1.50 1.50 1.50 1.50

(c) 口径 m 1.20 1.20

(d) 条数 nos 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1

水頭損失の検討

設計流量 m
3
/s 10.77 10.77 10.11 9.43 7.29 6.99 1.16 1.16 1.16 1.16

摩擦損失 m 0.06 0.05 0.13 0.08 0.13 0.33 0.01 0.05 0.01 0.04

スクリーン損失 m 0.02 0.01 0.03 0.02 0.02 0.01 0.02 0.02 0.02 0.02

流出損失 m 0.14 0.14 0.12 0.11 0.13 0.12 0.01 0.05 0.01 0.05

流入損失 m 0.07 0.07 0.06 0.05 0.07 0.06 0.01 0.03 0.01 0.03

全損失水頭 m 0.29 0.27 0.35 0.26 0.35 0.52 0.05 0.15 0.05 0.14

許容損失水頭 m 0.36 0.29 0.49 0.35 0.48 0.62 0.29 0.29 0.25 0.25

判定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK

流速の検証

(a)サイホン内流速 m/s 1.66 1.66 1.56 1.46 1.62 1.55 0.52 1.03 0.52 1.03

(b)上流側水路の流速 m/s 1.07 1.05 0.69 0.74 0.69 0.40 0.66 0.66 0.65 0.65

(a)/(b)*1 1.60 1.60 2.30 2.00 2.30 3.90 0.80 1.60 0.80 1.60

判定 OK OK OK OK OK OK NG! OK NG! OK

CUP-8CUP-07CUP-6CUP-5CUP-4CUP-3CUP-2CUP-1
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表 3-2-21  浮上の検討 

 
*1 :CUP-7と8はコンクリートパイプを使用する計画である。浮上においては、コンクリートパイプを巻き込む計画

のため、パイプ径を参考とした断面を使用して浮上を検討した。 

出典：JICA調査団  

項目 単位 CUP-1 CUP-2 CUP-3 CUP-4 CUP-5 CUP-6 CUP-07 CUP-8

I. 側壁 =a*(b+c+d*e)*0.5 m2 1.08 1.08 1.08 1.08 0.90 0.90 0.48 0.48

側壁 =a*(b+c+d*e) m2 2.16 2.16 2.16 2.16 1.80 1.80 0.96 0.96

a. 高さ m 1.80 1.80 1.80 1.80 1.50 1.50 1.20 1.20

b. 部材厚（右） m 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

c. 部材厚（左） m 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

d. 部材厚（中） m 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

e. 中壁の数 nos 1 1 1 1 1 1 0 0

II. 底版 =a*(b+c+d) m2 0.96 0.96 0.96 0.96 0.96 0.96 0.52 0.52

a. 部材厚 m 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

b. 底版幅 m 4.80 4.80 4.80 4.80 4.80 4.80 2.60 2.60

c. 底版幅*0.5 m 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 1.30 1.30

III. 頂版 =a*(b+c+d) m2 0.96 0.96 0.96 0.96 0.96 0.96 0.52 0.52

a. 部材厚 m 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

b. 頂版幅 m 4.80 4.80 4.80 4.80 4.80 4.80 2.60 2.60

c. 頂版幅*0.5 m 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 1.30 1.30

IV. ハンチ m2 0.25 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.00 0.00

a. 高さ m 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15

b. 幅 m 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15

c. 個数 nos 4 4 4 4 4 4 0 0

V. フーチング m2 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

VI. 荷重 kN 101.23 96.33 96.33 96.33 91.92 91.92 60.64 60.64

a. 構造物の荷重合計 kN 79.63 74.73 74.73 74.73 70.32 70.32 37.24 37.24

b. 土被りによる荷重合計 kN 21.60 21.60 21.60 21.60 21.60 21.60 23.40 23.40

a. 構造物の重量合計 kN 79.63 74.73 74.73 74.73 70.32 70.32 37.24 37.24

a-1. 構造物の面積合計 m2 3.25 3.05 3.05 3.05 2.87 2.87 1.52 1.52

a-2. 構造物の単位体積重量 kN/m3 24.50 24.50 24.50 24.50 24.50 24.50 24.50 24.50

b. 土被りの重量合計 kN 21.60 21.60 21.60 21.60 21.60 21.60 23.40 23.40

土被り厚（樋管） m 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 1.00 1.00

土被り面積（樋管） m2 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.30 1.30

土被り面積（合計） m2 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.30 1.30

土の単位体積重量 kN/m3 18.00 18.00 18.00 18.00 18.00 18.00 18.00 18.00

VII. 浮力 kN 61.15 61.15 61.15 61.15 54.10 54.10 25.48 25.48

水路底版下面から外水位までの高さ m 2.60 2.60 2.60 2.60 2.30 2.30 2.00 2.00

側壁の高さ 1.80 1.80 1.80 1.80 1.50 1.50 1.20 1.20

底版厚 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

頂版厚 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

水路底版下面の合計 m 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 1.30 1.30

水路底版幅*0.5 m 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 1.30 1.30

水の単位体積重量 kN/m3 9.80 9.80 9.80 9.80 9.80 9.80 9.80 9.80

Fs (VI.荷重 / VII.浮力) - 1.66 1.58 1.58 1.58 1.70 1.70 2.38 2.38

Fs 規定値 - 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20

判定 - OK OK OK OK OK OK OK OK
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(5)縦樋 

用水路の縦樋は、幹線用水路と樋管を接続するために、インレット側とアウトレット側にそれ

ぞれ設ける施設である。縦樋は、以下の点に留意して構造物の規模を検討した。その結果を、表 

3-2.22に示す。 

 

a) 縦樋幅は、樋管の通水幅の合計値（中壁を含む）とする。ただし、合計値が1.50mを下回

る場合は、施工性の観点から1.50mとする。 

b) 縦樋高さは、構造物の存在が周辺から確認できるよう、構造物天端を現況高から+0.50mに

セットする。また、底版高さは、スクリーンを通過した礫・土砂が溜まるよう、樋管底面

から－0.50mとする。 

c) 縦樋延長は、浚渫作業における作業員の幹線用水路側からの進入を考慮し、2.0mと設定す

る。 

 

表 3-2-22  縦樋の寸法一覧 

 

出典：JICA調査団 

 

(6)スクリーン 

インレット側縦樋の上流部にスクリーンを設ける。既存の用水路サイホンには、ペットボトル

などのゴミが浮遊しており、通水阻害を引き起こす一因となっている。そこで、本設計では、用

水路サイホンのインレット部にスクリーンを設置し、ゴミ対策を講じる 

 

(7)付帯施設 

1)取付水路（幹線用水路標準断面） 

用水路サイホンの上下流は、トランジションを挟んで幹線用水路本線と接続する 

 

2)トランジション 

既存の用水路（台形断面の土水路）と用水路サイホンの接続部は、鉄筋コンクリート構造の

CUP-1 CUP-2 CUP-3 CUP-4 CUP-5 CUP-6 CUP-07 CUP-8

インレット

幅 (W) 3.95 3.95 3.95 3.95 3.35 3.35 1.50 1.50

高さ (H1) 7.10 7.60 7.50 6.70 6.80 7.90 6.10 6.10

高さ (H2) 2.10 2.90 2.70 2.70 2.70 2.80 2.10 2.20

延長 (L) 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00

アウトレット

幅 (W) 3.95 3.95 3.95 3.95 3.35 3.35 1.50 1.50

高さ (H1) 7.10 7.60 7.50 6.70 6.80 7.90 6.10 6.10

高さ (H2) 2.10 2.90 2.70 2.70 2.70 2.80 2.10 2.20

延長 (L) 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00

単位：m
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オープントランジションを設ける。断面の異なる水路タイプを接続するためにトランシジョン

を設け、水頭ロスの軽減を図る。トランシジョンの延長（L）は、取付け角度（θ）が10°以上に

なると水頭損失が急激に大きくなるとされていることから、取付け角度は10°以内になるよう

になるように設定する。適切な延長を設定する。 

 

3)河川護岸工 

用水路サイホンが横断する河川には、護岸工を設け、整備する灌漑施設を保護する。河川の

状況や、対象地区で見られる既存の護岸工が練石積であることから、護岸工は練石積みとする。 

 

(8)用水路サイホンの設計諸元 

施設の計画は以下を基本とする。 

施設名 一般情報・仕様 

New Ganagajali CUP 

(CUP-1) 

灌漑流量：10.33m3/s、 

横断河川洪水量：46.8m3/s 

施設案 構造：鉄筋コンクリート 

 形状：Aタイプ 

 樋管断面：2連ボックス型（H1.8m × W1.8m） 

 樋管延長：32.0m 

 樋管埋設深：0.5m 

 縦樋：W3.95m × H7.10m × L2.00m 

 流入部：スクリーン設置 

 幹線用水路との接続：練石積み水路・トランジション 

 河川護岸：練石積み 

 その他：流入出部に転落防止用フェンスの設置 

Old Ganagajali CUP  

(CUP-2) 

灌漑流量：10.33m3/s、 

横断河川洪水量：11.7m3/s 

施設案 構造：鉄筋コンクリート 

 形状：Aタイプ 

 樋管断面：2連ボックス型（H1.8m × W1.8m） 

 樋管延長：25.5m 

 樋管埋設深：0.5m 

 縦樋：W3.95m × H7.60m × L2.00m 

 流入部：スクリーン設置 

 幹線用水路との接続：練石積み水路・トランジション 

 河川護岸：練石積み 

 その他：流入出部に転落防止用フェンスの設置 

Pauraha CUP 

(CUP-3) 

灌漑流量：9.93m3/s、 

横断河川洪水量：133.2m3/s 

施設案 構造：鉄筋コンクリート 

 形状：Aタイプ 

 樋管断面：2連ボックス型（H1.8m × W1.8m） 

 樋管延長：83.0m 

 樋管埋設深：0.5m 

 縦樋：W3.95m × H7.50m × L2.00m 

 流入部：スクリーン設置 

 幹線用水路との接続：練石積み水路・トランジション 

 河川護岸：練石積み 

 その他：流入出部に転落防止用フェンスの設置 

Banra CUP  

(CUP-4) 

灌漑流量：9.43m3/s 

横断河川洪水量：42.9m3/s 

施設案 構造：鉄筋コンクリート 

 形状：Aタイプ 

 樋管断面：2連ボックス型（H1.8m × W1.8m） 

 樋管延長：58.0m 
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施設名 一般情報・仕様 

 樋管埋設深：0.5m 

 縦樋：W3.95m × H6.70m × L2.00m 

 流入部：スクリーン設置 

 幹線用水路との接続：練石積み水路・トランジション 

 河川護岸：練石積み 

 その他：流入出部に転落防止用フェンスの設置 

Sundari CUP  

(CUP-5) 

 

灌漑流量：7.29m3/s  

横断河川洪水量：139.2m3/s 

施設案 構造：鉄筋コンクリート 

 形状：Aタイプ 

 樋管断面：2連ボックス型（H1.5m × W1.5m） 

 樋管延長：60.0m 

 樋管埋設深：0.5m 

 縦樋：W3.35m × H6.80m ×L2.00m 

 流入部：スクリーン設置 

 幹線用水路との接続：練石積み水路・トランジション 

 河川護岸：練石積み 

 その他：流入出部に転落防止用フェンスの設置 

Mahuli CUP  

(CUP-6) 

 

灌漑流量：6.69m3/s  

横断河川洪水量：333.2m3/s 

施設案 構造：鉄筋コンクリート 

 形状：Aタイプ 

 樋管断面：2連ボックス型（H1.5m × W1.5m） 

 樋管延長：162.5m 

 樋管埋設深：0.5m 

 縦樋：W3.35m × H7.90m × L2.00m 

 流入部：スクリーン設置 

 幹線用水路との接続：練石積み水路・トランジション 

 河川護岸：練石積み 

 その他：流入出部に転落防止用フェンスの設置 

Kailii I CUP  

(CUP-7) 

 

灌漑流量：1.16m3/s  

横断河川洪水量：87.0m3/s 

施設案 構造：鉄筋コンクリート 

 形状：Aタイプ 

 樋管断面：コンクリート管（φ1.2m）鉄筋コンクリート巻 

 樋管延長：42.0m 

 樋管埋設深：1.0m 

 竪樋：W1.50m × H6.10m × L2.00m 

 流入部：スクリーン設置 

 幹線用水路との接続：練石積み水路・トランジション 

 河川護岸：練石積み 

 その他：流入出部に転落防止用フェンスの設置 

Kailii II CUP 

(CUP-8) 

灌漑流量：1.16m3/s  

横断河川洪水量：11.7m3/s 

施設案 構造：鉄筋コンクリート 

 形状：Aタイプ 

 樋管断面：コンクリート管（φ1.2m）鉄筋コンクリート巻 

 樋管延長：32.0m 

 樋管埋設深：1.0m 

 竪樋：W1.50m × H6.10m × L2.00m 

 流入部：スクリーン設置 

 幹線用水路との接続：練石積み水路・トランジション 

 河川護岸：練石積み 

 その他：流入出部に転落防止用フェンスの設置 
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横断排水工の構造検討 

(1)施設改修の基本方針 

横断排水工の改修に当たっては、以下の点に留意した計画とする。 

a) 洪水量を算出して排水工の断面を決定するが、その際計画断面は現況断面より縮小しない。 

b) 維持管理考慮して、流亡土砂を暗渠内で堆積させない構造とする。 

c) 改修整備する施設を保護するために、横断する幹線用水路のライニング、流入工及び流出工

の保護工として、法面保護のための護岸工を整備する。 

d) 既存施設のほとんどがレンガ造りであるが、強度及び水密性を確保するため鉄筋コンクリ

ートとする。 

e) 構造検討にあたっては、「建設省河川砂防技術基準（案）同解説 設計編」に準じた。 

 

(2)線形および平面計画 

横断排水工の平面線形は、対象集水域に対する流路を変える必要性がないことから、現況を踏

襲する方針とする。すなわち、既存施設の撤去復旧とする。 

 

(3)縦断計画 

横断排水工の設置高さは、現況施設と同様に幹線用水路底と横断排水工の頂板高を同じ高さと

し、極力水路底高を下げないようにする。縦断勾配は、カルバート内の導水勾配を周辺地形勾配

に合わせるように設定する。 

 

(4)通水断面 

横断排水工上流側の洪水量を通水させることができる断面を確保する。通水断面は、洪水量、

縦断計画から得る水路勾配を用い、余裕高を0.3mとしてマニングの等流水深で算出した。なお、

鉄筋コンクリート構造物としたことから最大流速を3.0m3/sとし、かつ既存の通水断面を縮小しな

いこととした。 

表 3-2-23  横断排水工の断面一覧 

施設 

コード 

測点 洪水量

（m3/s） 

断面（m） 

B × H × 条数：延長L（m） 

水路勾配 流速
(m/s) 

備考（既存断面 B × H） 

CDW-01  2+517 15.2 2.4 × 1.8 × 2: 35.5m 1/500 2.3 2.5×2.0×1連 

CDW-02  3+258 37.5 3.0 × 2.0 × 3: 40.0m 1/500 2.6 2.5×2.0×2連 

CDW-03  5+517 26.2 2.8 × 2.0 × 2: 39.0m 1/400 2.8 1.5×1.5×2連 

CDW-04  7+370  7.4 1.6 × 1.5 × 2: 40.0m 1/400 2.0 1.5×1.5×2連 

CDW-05 11+336  9.0 2.4 × 1.5 × 2: 43.0m 1/900 1.6 1.5×1.5×2連、1.5×1.5×1連 

CDW-06 13+772 13.6 2.4 × 1.6 × 3: 46.0m 1/1,000 1.5 2.4×1.6×2連、2.4×1.6×2連 

CDW-07 16+713 12.1 2.2 × 1.6 × 3: 41.0m 1/1,000 1.5 2.5×2.5×2連*1 

CDW-08 18+178  2.4 1.5 × 1.5 × 2: 34.5m 1/1,000 1.3 1.5×1.5×2連 

CDW-11 26+135  2.4 2.0 × 1.5 × 1: 25.0m 1/1,000 1.4 φ900×1連（ｺﾝｸﾘｰﾄ管） 

*1 CDW-07：現在2連のカルバートが2つ整備されているが、崩落した後に改修整備されたもので、機能しているのは1ヶ所（2連）

のため、ここでは2連とした。 
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(5)付帯施設 

1)流入・流出工（インレット及びアウトレット） 

流入・流出工の形状は集水桝タイプとし、鉄筋コンクリートとする。底高は、土砂が溜まるよ

う横断排水工の底高より0.5ｍ程度低くする。 

 

2)止水壁 

洗堀防止のため、止水壁を設ける。止水壁の深さは1.0mを基準とする。 

 

3)幹線用水路のライニング 

横断排水工への用水の流入を防止するため、加えて当該ヶ所の幹線用水路の底高の不陸が著

しいことから、横断排水工の改修整備に併せて、用水路部のライニングを行う。用水路のライ

ニングは当該ヶ所から上下流にそれぞれ100ｍを基本とする。ただし、洪水被害等で柵渠や土嚢

等の仮設構造物で補修が行われている場合（CDW-02、CDW-06、CDW-08の3ヶ所）、同区間が

脆弱となっているので、横断排水工の保護のため範囲を広げてライニングを行うこととする。

なお、水路ライニングは練石積みとする。 

 

4)流入部、流出部及び水路堤体の保護工 

流入・流出工を保護するために、上下流10m程度の保護工を整備する。加えて、流入路や流出

路区間は、同様に保護工を整備する。加えて、洪水被害を受けた水路堤体（CDW-02、CDW-06、

CDW-08）については、横断排水工の保護のため、保護工を整備する。なお、保護工は練石積み

とする。 

 

5)取水施設 

改修する横断排水工（CDW-05）に隣接している取水施設（3次水路への分水）は、横断排水

施設改修工事の範囲内となることから、併せて改修することとする。 

 

水路横断橋の構造検討 

(1)適用基準 

準拠する基準及び指針等を以下に示す。 

日本基準（一般社団法人日本道路協会） 

 「道路土工 カルバート工指針（平成21年度版）」平成22年3月 

 「道路土工 盛土工指針（平成22年度版）」平成22年4月 

 「道路橋示方書・同解説 全編」平成24年3月 

 「道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成21年度版）」平成21年7月 
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「ネ」国基準 

 Nepal Road Standard 2070, 2013年7月、DOR (Depeartment of Road) 

 Nepal Road Standard 2070 (First Revision -2045)、DOR 

 Nepal Bridge Standards 2067、DOR 

 Nepal Rural Road Standards (2055) 2nd Revision, 2071, 2014年12月、DOLIDAR（Department 

of Local Infrastructure Development and Agricultural Roads） 

インド国基準 

 IRC-5-2015 (Standard Specifications and Code of Practice for Road Bridges Section -1, General 

Features of Design), 2015年6月、IRC (Indian Road Congress) 

 IRC-6-2016 (Standard Specifications and Code of Practice for Road Bridges Section: II loads 

and load combinations (seventh revision)), 2016年12月、IRC 

 IRC-SP-20 (Rural Road Manual)、2002年、IRC 

 

(2)計画幅員 

1)適用基準 

水路横断橋の幅員は、既存施設を取り巻く道路計画から変更しないことが求められる。その

ため、現況の道路幅を確認の上、「ネ」国基準に準じて計画する。 

「ネ」国における橋梁設計では、”Nepal Bridge Standards-2067”と”Nepal Rural Road Standards 

(2055) 2nd Revision, 2071”の基準に準ずる。二つの基準書は、道路区分に応じて使い分けられて

いる。本事業における水路横断橋は、道路区分がDistrict Roads及びVillage Roadsであることか

ら、”Nepal Rural Road Standards (2055) 2nd Revision, 2071”（以下、NRRS）を適用する。 

 

表 3-2-24  ネパール国における道路区分と適用基準の関係 

道路区分*1 Nepal Bridge Standards-2067 
Nepal Rural Road Standards 

(2055) 2nd Revision, 2071 
Remarks 

National Highways ✓  DOR 管轄 

Feeder Roads ✓   〃 

Urban Roads ✓  DOLIDAR 管轄 

District Roads ✓ ✓  〃 

Village Roads  ✓  

*1 上の道路区分は、行政区分上の分けであり、National Highways と Feeder Roads は、SPN (Strategic Road Network) 

と呼ばれ、DOR の管轄であり、Urban Roads と District Roads は LRN (Local Road Network)と呼ばれ DOLIDAR

の管轄となる。 

*2 道路計画上の分けは別の区分があり Class-I から Class-IV で、最下位の Class-IV の場合、ADT（年間平均日当

りの計画交通量）が 2000 台/日以下、設計速度 60km/h となる。 

出典：JICA調査団作成 

 

2)幅員構成 

本事業における水路横断橋の幅員は、NRRSを適用し、以下の断面を標準とする。但し、改修

対象橋梁に接続する取付道路の幅員が広い場合、6.0mを適用する。歩道については、車両交通

量、歩行者の交通量や水路横断橋周辺の居住エリアの有無や規模を考慮し、必要ヶ所に設ける
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こととする。幅員は有効幅員1.0ｍを確保する。 

 
出典：NRRS 

 

 
出典：NRRS 

 

以下に、各橋梁における計画幅員を示す。 

表 3-2-25  改修対象水路横断橋の計画幅員 

Code Chainage 計画車道幅員 歩道 取付道路の道路区分 

CCB-02  0+420 4.25m － Village road 

CCB-03  0+820 6.00m ✓ District Road 

CCB-04  1+280 4.25m －  

CCB-11  4+775 4.25m － Village road 

CCB-13  8+005 4.25m － Village road 

CCB-15  9+370 4.25m － － 

CCB-16 10+035 4.25m － Village road 

CCB-17 10+405 6.00m － Village road 

CCB-19 12+460 6.00m － Village road 

CCB-20 12+990 6.00m － Village road 

CCB-22 14+865 4.25m － Village road 

CCB-26 19+470 4.25m － Village road 

CCB-27 20+715 4.25m － Village road 

CCB-28 21+551 4.25m － Village road 

CCB-31 24+605 4.25m － Village road 

出典：調査団作成 

 

3)横断勾配 

水路横断橋の横断勾配は、以下により2.0%とした。 
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表 3-2-26  横断勾配の基準 

Pavement type Cement Concrete Bituminous Gravel Earthen 

Camber, % 1.5 to 2.0 2.5 4.0 5.0 

    d. On straight sections of roads, shoulders should have a higher crossfall than that of the carriageway by 0.5% 

出典：Nepal Road Standard 2070 より調査団作成 

 

4)橋面処理 

水路横断橋の橋面は、IRC-5記載事項及びIRC-20におけるカルバート及び小規模橋梁の標準図

を踏襲し、最小厚25mmのコンクリート表面処理を施す。 

 

(3)計画高 

水路横断橋の計画高（橋面高）は、既存幹線用水路の水理解析の結果得られた用水路の水位に

余裕高を加えた値とし、かつ既存橋梁の現況橋面高及び接続する両岸の堤体天端高等、周辺地形

とのバランスを考慮して設定した。 

 

1)幹線用水路の水位に対する余裕高 

用水路の水位に対する余裕高については、IRC-5記載事項（余裕高を規定より減じてよいケー

ス）に則り、対象水路は自然河川ではなく灌漑用水路であり、土石流等の考慮が必要ないため、

計画水路横断橋の桁下高は用水路の余裕高である0.3mとした。 

 

2)計画高の設定 

各水路横断橋にて設定した計画高を示すと伴に、敷設位置における灌漑用水路の敷高及び水

理解析による水深、水位を下表に示す。 

 

表 3-2-27  改修対象水路横断橋の計画高と灌漑用水路敷高及び計画水位との関係 

Code 
水路敷高 

(m) 

水深 

(m) 

水位 

(m) 

計画高 

(m) 
備考 

CCB-02 97.157 1.346 98.503 99.430 用水路の必要水位確保しつつ、周辺地形との取り合いを考

慮して設定 

CCB-03 97.033 1.252 98.285 100.120 現況橋面高を踏襲 

CCB-04 96.293 0.935 97.228 98.670 周辺地形との取り合いを考慮して設定。現況橋面高より少

し低くなる 

CCB-11 94.597 1.858 96.455 97.370 用水路の必要水位確保（現況橋面高より少し高くなる） 

CCB-13 93.183 1.963 95.146 95.960 用水路の必要水位確保（現況橋面高程度）。 

CCB-15 92.123 2.119 94.242 95.600 周辺地形との取り合いを考慮して設定。現況橋面高より少

し低くなる 

CCB-16 92.258 1.904 94.162 95.030 用水路の必要水位確保（現況橋面高より高くなる） 

CCB-17 91.723 2.379 94.102 94.850 用水路の必要水位確保（現況橋面高より少し高くなる） 

CCB-19 91.893 1.394 93.287 95.870 用水路の必要水位確保（現況橋面高程度） 

CCB-20 91.420 1.670 93.090 94.090 周辺地形との取り合いを考慮して設定。現況橋面高より少

し低くなる 

CCB-22 90.976 1.673 92.649 93.450 用水路の必要水位確保（現況橋面高程度） 

CCB-26 89.570 1.289 90.859 91.840 周辺地形との取り合いを考慮して設定。現況橋面高程度 
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Code 
水路敷高 

(m) 

水深 

(m) 

水位 

(m) 

計画高 

(m) 
備考 

CCB-27 89.209 1.236 90.445 91.480 周辺地形との取り合いを考慮して設定。現況橋面高程度 

CCB-28 89.009 1.310 90.319 91.280 周辺地形との取り合いを考慮して設定。現況橋面高程度 

CCB-31 88.261 0.759 89.020 91.930 周辺地形との取り合いを考慮して設定。現況橋面高より少

し低くなる 

出典：調査団作成 

 

(4)構造の検討 

1)水路横断橋の構造形式 

改修対象とした水路横断橋は、以下の理由によりボックスカルバート構造を基本とする。ま

た、架橋位置の水路幅に応じて3連、2連、1連を使い分ける構造とする。 

 

a) 横断する水路は、用水路であり水路底が大きく浸食を受けない台形断面であること。 

b) 施設規模（橋長や桁下高）から、カルバート橋が採用できること。 

c) 施工性から直接基礎が望ましく、基礎地盤の状況から、カルバート橋が優位となること。 

 

以上により設定した各水路横断橋の構造形式を以下に示す。 

表 3-2-28  改修対象水路横断橋の計画構造形式 

施設コード 測点. 構造形式 
規格（内口断面）

【W,H】(m) 

設置ヶ所水路幅 

【実測】(m) 

CCB-02  0+420 3連 3.0×1.8 9.5 

CCB-03  0+820 〃 3.0×2.6 10.6 

CCB-04  1+280 〃 3.5×1.9 11.3 

CCB-11  4+775 〃 3.5×2.3 10.7 

CCB-13  8+005 〃 3.0×2.3 9.1 

CCB-15  9+370 〃 3.5×3.0 10.7 

CCB-16 10+035 〃 3.0×2.3 9.2 

CCB-17 10+405 〃 3.0×2.7 9.2 

CCB-19 12+460 〃 3.0×3.5 9.0 

CCB-21 12+990 〃 3.0×2.2 9.4 

CCB-22 14+865 2連 3.0×2.0 6.5 

CCB-26 19+470 〃 3.0×1.8 7.5 

CCB-27 20+715 〃 3.0×1.8 6.5 

CCB-28 21+551 〃 3.0×1.8 6.5 

CCB-31 24+605 1連 4.5×3.2 4.0 

出典：調査団作成 

 

2)設計方針 

改修対象となる水路横断橋に用いるボックスカルバートは、「道路土工 カルバート工指針（平

成21年度版）」に基づいて必要な強度を確保した構造とする。対象施設は、現地の調達事情より

現場打ちコンクリートとして計画するが、道路土工カルバート工指針における従来型ボックス

カルバートの適用土被り0.5m以上を確保できない条件となるため、土被り無しの条件で照査を

行う。 
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地震時についてはIndian Road Congress-6（IRC-6）にて、ボックスカルバート及びスパン長10m

までの小規模な橋梁については、地震時の作用に対する照査は必要ないとされているため考慮

しない。 

 

3)設計荷重 

荷重の組み合わせは、以下の通り。 

 

表 3-2-29  ボックスカルバートの構造照査における荷重の組合せ 

土質の種類 常時-1 常時-2 備考 

死荷重（自重） ✓ ✓  

死荷重（カルバート内の水位） ✓   

活荷重 ✓ ✓  

土圧 ✓ ✓  

温度変化の影響 ✓ ✓  

地震の影響 － －  

*1 活荷重は、対象構造物の規格により載荷パターン数ケースについて照査する。 

*2 活荷重は踏掛版の設置を考慮する。 

 

■死荷重： 

舗装       γa = 22.50kN/m3 

路盤       γb = 23.00kN/m3 

土（湿潤）    γs = 20.00kN/m3 

鉄筋コンクリート γc = 24.50kN/m3 

コンクリート   γt = 23.00kN/m3 

水        γw = 9.80kN/m3 

 

■活荷重： 

輪荷重   T荷重（T-14） 

活荷重載荷 カルバートと直角 

衝撃係数  i＝0.3（土被り4.0ｍ未満） 

 

上記の活荷重については、NRRS記載の車両規格及び軸重が近似するT-14とする。 

活荷重による鉛直荷重については、前輪の影響を考慮する。前輪と後輪との距離は6.0mとし、

活荷重のパターンを設定する。 

 

■土圧：上記から、土圧に係る条件設定は、以下の通りとする。 

水平土圧 静止土圧 

鉛直土圧（土被り無しのため考慮しない） 

 

ボックスカルバート設置に伴い、側壁に作用する土圧は現地発生土による埋戻しとして、本

業務で実施したボーリング調査及び室内土質試験の結果により、「道路土工－盛土工指針（平
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成22年度版）」の地盤定数の概略値より以下とする。 

 

表 3-2-30  土圧算定に使用する土質定数 

土質の種類 状態 
単位体積重量 

（kN/m3） 

せん断抵抗角 

（度） 

粘着力 

（kN/m2） 

盛土（砂） 
締め固めたもの（粒

径幅の広いもの） 
20 35 0 

出典：道路土工 盛土工指針（平成22年度版） 

 

■水圧・浮力：カルバートは灌漑水路を横断するために設けるため、地下水位は灌漑計画水位

とする。ボックスカルバート内外の水位については、以下の2ケースにより照査する。 

CASE-1：水位が計画水位まである場合 

CASE-2：水位が無い場合 

 

■温度変化・乾燥収縮：温度変化及び乾燥収縮の影響を考慮する。温度変化の基準温度は+20度

とし、IRC-6を参照して、温度上昇は20℃、温度下降は25℃とする。 

 

4)使用材料 

コンクリート ・無筋コンクリート σck=18N/mm2 

  ・鉄筋コンクリート σck=24N/mm2 

鉄筋  ・SD345相当25 

 

5)構造細目 

(a)踏掛板 

水路横断橋には、ボックスカルバートと取付道路との間に踏掛け版を設置する。踏掛け版

の計画にあたっては、以下に示す項目を考慮する。 

a) 踏掛版に作用する支点反力をボックスカルバート本体に考慮する。照査は、道路橋示方書

及び道路土工－カルバート工指針に準じる。 

b) 設計基準強度は、施工性を考慮して本体（ボックスカルバート）と同じ24N/mm2とする。

使用鉄筋もSD345相当とする。 

c) 延長は5ｍを基本とする。 

 

(b)ウィングウォール 

水路横断橋には、ボックスカルバートと幹線用水路の法面との取り合い確保のため、ウィ

ングウォールを設置する。ウィングウォールの設置にあたっては、以下に示す項目を考慮す

る。 

                                                        
25 SD345 は構造検討条の強度を設定するものである。本事業において使用する鉄筋は、「ネ」国にて調達するこ

とから、JIS 規格ではなく BS になる。工事仕様において確認する必要がある。 
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a) ウィングウォールの延長は計画している水路横断橋前後の幹線用水路における法面勾配

や周辺の既存施設、取付道路との高低差を考慮して決定する。但し、最大延長6.0ｍとし、

かつウィングウォール部材厚はボックスカルバート側壁の部材厚を超えないものとし、裏

込め土の土圧作用や、取付部におけるボックスカルバート側壁への補強筋配置等を考慮し

て最大延長を決定する。周辺施設や法面との取り合いで不足する区間は重力式擁壁等によ

り対応する。 

b) 根入れは1.0ｍを確保する。 

c) 部材厚は、ボックスカルバート本体の側壁厚と同等以下とする。 

d) 設計基準強度は、施工性を考慮して本体（ボックスカルバート）と同じ24N/mm2とする。

使用鉄筋もSD345相当とする。 

 

(c)止水壁 

下流端に洗掘防止のための止水壁を設ける。止水壁の深さは、取付け水路の護岸の根入れ

以上若しくは1.0ｍを標準とする。 

 

(d)ハンチ 

「カルバート工指針」P.140より、ハンチを設けるものとする。ただし、下ハンチは設けな

い。ハンチ形状の大きさは部材厚(T)の0.4T～0.5T程度とする。 

 

6)基礎構造 

基礎構造は、以下のステップにより検討した結果、全ての箇所において、標準的な砕石基礎

（直接基礎）とした。 

 

ステップ－１：ボーリング調査結果をもとに、ボックスカルバート設置ヶ所における土質とN

値の確認 

ステップ－２：確認した土質とN値により、道路土工カルバート工指針による許容支持力度の

確認 

ステップ－３：ボーリング調査結果のN値が道路土工カルバート工指針記載の表に満たない場

合、支持力計算の実施 

 

ステップ－２における支持力の目安は、道路土工－カルバート工指針による以下の表を参考

とする。 

表 3-2-31  支持力の目安 

支持地盤の種類 

許容 

鉛直支持力度 

qa (kN/m2) 

目安とする値 

一軸圧縮強度 

qu (kN/m2) 
N値 

岩盤 亀裂の少ない均一な硬岩 

亀裂の多い硬岩 

軟岸・土丹 

1000 

600 

300 

10000以上 

10000以上 

1000以上 

‐ 

‐ 

‐ 

礫層 密なもの 600 

300 
‐ ‐ 
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支持地盤の種類 

許容 

鉛直支持力度 

qa (kN/m2) 

目安とする値 

一軸圧縮強度 

qu (kN/m2) 
N値 

密でないもの ‐ ‐ 

砂質地盤 密なもの 

中位なもの 

300 

200 
‐ 

‐ 

30 ~ 50 

20 ~ 30 

粘性土地盤 非常に硬いもの 

硬いもの 

200 

100 

200 ~ 400 

100 ~ 200 

15 ~ 30 

10 ~ 15 

出典：道路土工カルバート工指針（P.74～75）表4-2 

 

ステップ－３における土質定数は、道路土工－盛土工指針P.101による表を参考とし、以下の

土質定数とした。 

表 3-2-32  支持力計算に用いる土質の種別出 

土質の種別 
土質定数 

単位体積重量  せん断抵抗角 粘着力 

A 粘性土、やや柔らかいもの 17 kN/m3 20° 30 kN/m2 

B 砂質土、密実でないもの 17 kN/m3 25°  0 kN/m2 

C 混じり砂、密実でないもの 19 kN/m3 35°  0 kN/m2 

D 砂、密実でないもの 18 kN/m3 35°  0 kN/m2 

 

ステップ－３での支持力計算は、「道路橋示方書・同解説 ・下部構造編 (H24.3)」に記載さ

れた支持力公式を用いて計算。 

以下表にボックスカルバート設置ヶ所における、下地盤の確認状況を示す。 

表 3-2-33  ボックスカルバート設置ヶ所における下地盤の確認状況 

Code ボーリング番号 ステップ－１ ステップ－２ ステップ－３ 備考 

CCB-02 
・BR-1 

（右岸側） 

砂混じりシルト  

平均N値＝7 
× 

〇 

（土質：Aにて計算） 
 

CCB-03 
・BR-2 

（左岸側） 

シルト混じり砂 

N値＝11 
× 

〇 

（土質：Bにて計算） 
 

CCB-04 
  

  
調査無しのため直

近のBR-2を使用 

CCB-11 
・BR-10 

（右岸側） 

シルト質砂 

平均N値＝5 
× 

〇 

（土質：Bにて計算） 
 

CCB-13 
・BR-11 

（左岸側） 

礫混じり砂 

平均N値＝12 
× 

〇 

（土質：Cにて計算） 

調査無しのため直

近のBR-11を使用 

CCB-15 
・BR-14 

（右岸側） 

砂混じりシルト 

平均N値＝12 
〇   

CCB-16 
・BR-15A

（左岸側） 

砂質土 

N＝9 

× 

 

〇 

（土質：Bにて計算） 
 

 
・BR-15B

（右岸側） 

シルト混じり砂 

平均N値＝11 
× 

〇 

（土質：Bにて計算） 
 

CCB-17 
・BR-16A

（左岸側） 

レキ混じり砂 

N値＝9 
× 

〇 

（土質：Cにて計算） 
 

 
・BR-16B

（右岸側） 

レキ混じり砂 

平均N値＝11 
× 

〇 

（土質Cにて計算） 
 

CCB-19 
・BR-18A

（左岸側） 

砂 

平均N値＝12 
× 

〇 

（土質：Dにて計算） 
 

 
・BR-18B

（右岸側） 

礫混じり砂 

平均N値＝4 
× 

〇 

（土質：Cにて計算） 
 

CCB-21 
・BR-19A

（左岸側） 

礫混じり砂 

平均N値＝8 
× 

〇 

（土質：Cにて計算） 
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Code ボーリング番号 ステップ－１ ステップ－２ ステップ－３ 備考 

 
・BR-19B

（右岸側） 

礫混じり砂 

N値＝12 
× 

〇 

（土質：Cにて計算） 
 

CCB-22 
・BR-21A

（左岸側） 

砂 

N＝21 
〇   

 
・BR-21B

（右岸側） 

シルト混じり砂 

平均N値＝9 
× 

〇 

（土質：Bにて計算） 
 

CCB-26 
・BR-24A

（左岸側） 

シルト質砂 

N値=9 
× 

〇 

（土質：Bにて計算） 
 

 
・BR-24B

（右岸側） 

砂質土 

N値=15 
× 

〇 

（土質：Bにて計算） 
 

CCB-27 
・BR-25A

（左岸側） 

シルト混じり砂平

均N値=9 
× 

〇 

（土質：Bにて計算） 
 

 
・BR-25B

（右岸側） 

砂混じりシルト 

平均Ｎ値=6 
× 

〇 

（土質：Aにて計算） 
 

CCB-28 
・BR-26A

（左岸側） 

砂混じりシルト 

平均N値=7 
× 

〇 

（土質：Aにて計算） 
 

 
・BR-26B

（右岸側） 

砂混じりシルト 

平均Ｎ値=7 
× 

〇 

（土質：Aにて計算） 
 

CCB-31 
・BR-29 

（左岸側） 

シルト質砂 

平均N値=10 
× 

〇 

（土質：Cにて計算） 
 

 

(5)取付道路 

水路横断橋に接続する取付道路の幅員構成や幾何構造については、NRRSを基本としつつ、現況

状況に配慮して決定する。 

 

1)幅員構成（NRRSのTable 6.1- Carriageway, Shoulder, and Roadway widthより） 

計画幅員はDistrict Roadの平地7.5m、6.75m、6.0m、Village Roadの平地4.5mを基本とし、現況

道路の幅員構成や設置する水路横断橋の幅員を考慮して以下の様に設定した。 

 

表 3-2-34  各水路横断橋の取付道路計画幅員 

Code Chainage 取付道路の道路区分 計画幅員(m) 備考 

CCB-02 0+420 Village road 5.00 (0.5-4.0-0.5) 現況幅員4.0m 

CCB-03 0+820 District Road 7.00 (0.5-6.0-0.5) 現況舗装部幅員6.0m 

CCB-04 1+280  5.00 (0.5-4.0-0.5)  

CCB-11 4+775 Village road 6.00 (0.5-5.0-0.5) 現況舗装部幅員5.1ｍ 

CCB-13 8+005 Village road 5.00 (0.5-4.0-0.5) 現況幅員3.7,4.0m 

CCB-15 9+370 － 5.00 (0.5-4.0-0.5)  

CCB-16 10+035 Village road 5.00 (0.5-4.0-0.5) 現況幅員3.7m 

CCB-17 10+405 Village road 6.00 (0.5-5.0-0.5) 現況幅員4.6,5.2m 

CCB-19 12+460 Village road 6.50 (0.5-5.5-0.5) 現況舗装部幅員5.5m 

CCB-20 12+990 Village road 7.00 (0.5-6.0-0.5) 現況舗装部幅員6.0m 

CCB-22 14+865 Village road 5.00 (0.5-4.0-0.5) 現況幅員4.2m 

CCB-26 19+470 Village road 5.00 (0.5-4.0-0.5) 現況幅員4.0m 

CCB-27 20+715 Village road 4.00 (0.5-3.0-0.5) 現況幅員3.0m 

CCB-28 21+551 Village road 4.00 (0.5-3.0-0.5) 現況幅員2.8m 

CCB-31 24+605 Village road 4.00 (0.5-3.0-0.5) 現況舗装部幅員3.0m 
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2)設計速度（NRRSの5.4 Design Speedより） 

District Roadは平地50km/h若しくは40km/h、Village Roadは平地30km/hを基本とする。以上より

CCB-03に接続する取付道路はDistrict Roadなので設計速度40km/h、その他の取付道路はVillage 

Roadなので設計速度30km/hとした。 

 

3)最急縦断勾配（NRRSのTable 12.1 Recommended gradientsより） 

District Road及びVillage Roadとも7.0%を最大縦断勾配とする。 

 

4)縦断曲線長（NRRSのTable 12.2 Minimum length of vertical curveより） 

周辺の地形及び水路横断橋設置に伴う取付道路への影響範囲を極力抑えるため、設計速度

40km/hのDistrict Roadは20m、設計速度30km/hのVillage Roadは10mとして縦断勾配変化点に適切

に緩和曲線を設ける。 

 

5)横断勾配（NRRSのTable 13.1 Recommended camber cross slopeより） 

横断勾配は、路面の種類によりGrave舗装の場合は4%、アスファルト舗装の場合は3%が基本

となるが、取付道路の整備は橋梁取付に伴う一部区間となるため、橋面部と同じ2%を標準とす

る。路肩部も通行面と同じ横断勾配を確保する。 

 

6)最小曲線半径（NRRSのTable 10.1 – Minimum Radius for Horizontal Radiusより） 

最小曲線半径は、設計速度40km/hの場合の60m、設計速度30km/hの場合30mを考慮しつつ、現

道線形を基本とする。 

 

7)取付道路延長 

取付道路の延長は、用水路の敷高及び水理解析による水深、水位を確保し、加えて、上記の各

種基準を考慮しつつ、周辺及び沿道家屋等への影響等を極力抑えるよう以下の様に設定した。 

表 3-2-35  各水路横断橋の取付道路延長 

Code 
左岸側 (m) 右岸側 (m) 備考 

始点 終点 延長 始点 終点 延長  

CCB-02 No.0+2.154 No.1+18.270 36.116 No.2+9.270 No.3+13.770 24.500  

CCB-03 No.0+9.000 No.1+6.000 17.000 No.1+17.000 No.3+9.000 32.000 Distric Road 

CCB-04 No.0+4.000 No.1+11.500 27.500 No.2+4.000 No.2+13.196 9.196  

CCB-11 No.0+6.500 No.1+13.050 26.550 No.2+5.550 No.3+12.509 26.959  

CCB-13 No.0-3.545 No.1+16.930 40.475 No.2+7.930 No.3+12.430 24.500  

CCB-15 No.0+2.000 No.0+8.000 6.000 No.1+0.050 No.1+10.000 9.500  

CCB-16 No.0-2.458 No.0+10.500 8.042 No.1+1.500 No.2+6.000 24.500  

CCB-17 No.0-14.605 No.2+1.850 27.245 No.2+12.850 No.3+17.350 24.500  

CCB-19 No.0+0.000 No.1+4.500 24.500 No.1+15.500 No.2+10.000 14.500  

CCB-20 No.0+1.300 No.0+6.300 5.000 No.0+17.300 No.1+11.800 14.500  

CCB-22 No.0+5.500 No.0+11.300 5.800 No.0+18.500 No.2+5.200 26.700  
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Code 
左岸側 (m) 右岸側 (m) 備考 

始点 終点 延長 始点 終点 延長  

CCB-26 No.0+3.900 No.0+8.900 5.000 No.0+16.100 No.2+0.000 23.900  

CCB-27 No.0+0.000 No.2+2.782 42.782 No.2+9.982 No.4+5.705 35.723  

CCB-28 No.0+1.400 No.0+6.400 5.000 No.0+13.600 No.1+10.000 16.400  

CCB-31 No.0+0.000 N0.1+2.366 22.366 No.1+7.666 No.2+10.000 22.334  

 

8)法面勾配 

道路と現況地盤との取付けのため、両端に設ける法面の勾配については、以下を基本とした。 

a) 盛土：道路土工盛土工指針より、粒度の悪い砂として1：1.8とした。 

b) 切土：道路土工切土工・斜面安定工指針より、粒度の悪い砂として1：1.5とした。 

 

(6)付帯施設 

水路横断工の付帯施設として、上記取り付け道路に加えて、トランジション及びチェックゲー

トがある。 

 

1)トランジション 

台形断面である幹線水路を横断してカルバート橋を整備することから、幹線水路の流況を急

変させないよう、トランジションを設けることとする。 

 

2)チェックゲート 

水路横横断工（CCB-10、CCB-19、CCB-24）に付帯して整備されているチェックゲートは、本

事業の改修整備にあたって取り壊す必要がることから、併せて改修整備することとする。  
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 概略設計図 

本計画における概略設計図の一覧表を下に示す。 

 

表 3-2-36  概略計画図一覧表 

DWG No Drawing Title Pages 

Canal Under Pass (CUP) 

CUP-1 New Ganagajali CUP (CUP-1)   Plan/Profile/Section 1/1 

CUP -2 Old Ganagajal CUP (CUP-2)   Plan/Profile/Section 1/1 

CUP -3 Pauraha CUP (CUP-3)   Plan/Profile/Section 1/1 

CUP -4 Banra CUP (CUP-4)   Plan/Profile/Section 1/1 

CUP -5 Sundari CUP (CUP-5)   Plan/Profile/Section 1/1 

CUP -6 Mahuli CUP (CUP-6)   Plan/Profile/Section 1/1 

CUP -7 Kailii I CUP (CUP-7)   Plan/Profile/Section 1/1 

CUP -8 Kailii II CUP (CUP-8)   Plan/Profile/Section 1/1 

CDW (CDW) 

CDW-1 CDW No.1 (CDW-01)   Plan/Profile/Section 1/1 

CDW -2 CDW No.2 (CDW-02)   Plan/Profile/Section 1/1 

CDW -3 CDW No.3 (CDW-03)   Plan/Profile/Section 1/1 

CDW -4 CDW No.4 (CDW-04)   Plan/Profile/Section 1/1 

CDW -5 CDW No.5 (CDW-05)   Plan/Profile/Section 1/1 

CDW -6 CDW No.6 (CDW-06)   Plan/Profile/Section 1/1 

CDW -7 CDW No.7 (CDW-07)   Plan/Profile/Section 1/1 

CDW -8 CDW No.8 (CDW-08)   Plan/Profile/Section 1/1 

CDW -9 CDW No.11 (CDW-11)   Plan/Profile/Section 1/1 

Canal Crossing Bridge (CCB) 

CCB-1 Canal Crossing Bridge No.2 (CCB-02)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-2 Canal Crossing Bridge No.3 (CCB-03)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-3 Canal Crossing Bridge No.4 (CCB-04)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-4 Canal Crossing Bridge No.11 (CCB-11)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-5 Canal Crossing Bridge No.13 (CCB-13)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-6 Canal Crossing Bridge No.15 (CCB-15)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-7 Canal Crossing Bridge No.16 (CCB-16)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-8 Canal Crossing Bridge No.17 (CCB-17)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-9 Canal Crossing Bridge No.19 (CCB-19)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-10 Canal Crossing Bridge No.20 (CCB-20)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-11 Canal Crossing Bridge No.22 (CCB-22)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-12 Canal Crossing Bridge No.26 (CCB-26)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-13 Canal Crossing Bridge No.27 (CCB-27)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-14 Canal Crossing Bridge No.28 (CCB-28)   Plan/Profile/Section 1/1 

CCB-15 Canal Crossing Bridge No.31 (CCB-31)   Plan/Profile/Section 1/1 

* A3 サイズでの出力を前提に作成 
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 施工計画／調達計画 

施工方針／調達方針 

本事業のネパール側の責任機関はエネルギー水資源灌漑省（Ministry of Energy, Water Resources 

and Irrigation, MoEWRI）であり、実施機関は水資源灌漑局（Department of Water Resources and 

Irrigation, DWRI）である。本事業により建設される施設の運営・維持管理に関しては、DWRIがそ

の責任を負う。 

本事業の実施設計（設計図書作成）、入札業務の補助および工事期間中の施工監理、機材の調

達監理は、日本国籍のコンサルタントが担当する。無償資金協力の実施に係る交換公文（E/N）お

よび贈与契約（G/A）が署名された後、MoEWRIはコンサルティング・サービスに係る契約を締結

する。また、MoEWRIは、建設工事や機材調達の進捗に応じてコンサルタントおよび請負業者へ

の支払いに係る証明書の承認、発給等を行う。 

本事業の建設工事は、日本国法人の請負業者によって行われる。本事業は土木工事が主体であ

るが、灌漑用水の仮廻しを行いながら実施する繊細な調整が求められる。そのため、類似の建設

工事の実績を持つ日本の一般土木工事請負業者が実施することが適当と判断する。業者選定にあ

たっては、一般公開入札によるものとし、MoEWRI、DWIRと協議確認のうえ、入札参加業者に求

められる資格および選定基準を入札準備作業時に決定する。 

なお、コンサルタントは、請負業者の実施する建設工事および機材調達に対する施工監理、調

達監理を行う。MoEWRIは、建設工事や機材調達の進捗に応じてコンサルタントおよび請負業者

への支払いに係る証明書の承認、発給等を行う。 

 

施工上／調達上の留意事項 

(1)施工上の留意事項 

1)用水路サイホンの施工 

a) 用水路サイホンは河川内工事となることから、河川が枯れ川になる乾期に施工する。河川

の流れについては、常時留意する必要があることから、河川中心を起点に半分ずつ施工し、

突然の流水に対処できる幅を設けておく。 

b) 開削工事においては、地下水の流入が想定されることから、釜場を設置するとともに排水

ポンプで対処する。 

c) 乾期施工においても最大1.6m3/sの灌漑水の通水幅を確保する必要がある。そのため、仮廻

し水路を設置して対処する。 

 

2)横断排水工の施工 

a) 横断排水工は、幹線用水路の水路底よりも下側を開削して行う。開削ヶ所では、地下水の

流入が想定されることから、釜場を設置するとともに、排水ポンプで対処する。 

b) 乾期施工においても最大1.6m3/sの灌漑水の通水を確保する必要がある。そのため、仮廻し

水路を設置して対処する。仮廻し水路は、幹線用水路中央に大型土嚢を設置して仮設する。
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従って、横断排水工の施工においては、幹線用水路中心線を基準とした半分ずつの施工に

なる。 

c) 付帯構造物である堤体保護工は雨期に実施する。実施個所は雨期においても断続的な作業

は可能であるものの、横断排水工の設置個所には雨水が集まることから、作業管理者によ

る安全管理を徹底する必要がある。 

d) 一部の横断排水工は、構造物の下流側（幹線用水路の左岸側）に住宅がある。工事作業が

住居に影響しないように配慮する必要がある。 

 

3)水路横断橋の施工 

a) 水路横断橋は、整備ヶ所の基礎状況を慎重に確認する必要がある。協力準備調査において

は、既存施設に隣接した場所でのみボーリング調査を実施したことから、既存橋梁の撤去

時に、基礎地盤としての妥当性を再度判断する。地盤の適正については、コンサルタント

の土質専門の技術者が立ち合い、確認することで対処する。 

b) 乾期施工においても最大1.6m3/s灌漑水の通水を確保する必要がある。そのため、仮廻し水

路を設置して対処する。仮廻し水路は、幹線用水路中央に大型土嚢を設置して仮設する。

従って、水路横断橋の施工においては、幹線用水路中心線を基準とした半分ずつの施工に

なる。 

c) 水路横断橋の多くは、住宅のそばにあり、通行がある。地域の交通を妨げることがないよ

うに、施工に際しては仮橋等を設置して通行を確保する。 

 

(2)工期の設定に係る留意事項 

1)工期設定における「ネ」国の祝日の考慮 

工期設定に向け、勘案すべき「ネ」国の公休、祝祭日は以下のとおりである。b)、c)について

は、公共機関や一般店舗も含め約2~3週間に及ぶ連休となり、帰省等でそれよりも長く職場を離

れる人が多いことに留意が必要である。それ以外は、年に10日程度の祝日があるが、全体の工

事工程に影響を与えるものではない。 

 

a) 「ネ」国の公休は金曜日半休と土曜日 

b) 10月のダサイン祭り7日間および前後10日間（合計17日間）が休日となる。 

c) 11月のテハール祭り4日間および前後7日間（合計11日間）が休日となる。 

 

2)気候に係る留意事項 

対象地区周辺における降雨および河川の流況に係る前提条件を以下の通り整理する。 

 

a) 雨期：4～9月 

b) 乾期：10～3月 

c) 河川の流況：11月~4月上旬は枯れ川になる。 
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3)灌漑・営農に係る留意事項 

対象地区の灌漑は、雨期にピーク流量を迎える。また、乾期にも一定量の通水がある。過去の

実績をもとに、前提条件を以下の通り整理する。 

 

a) 灌漑ピーク（イネ）：6～10月（5ヶ月）、Qmax=11.8m3/s 

b) 灌漑ピーク（コムギ）：1～2月（2ヶ月）、Qmax=1.6m3/s 

c) 灌漑流量非ピーク：3、4、5、11、12、（5ヶ月） 

 

表 3-2-37  地域の前提条件を踏まえた施工対象施設の施工時期 

 

*1 2019年9月～2020年8月の灌漑実績。単位はm3/s 

出典：JICA調査団作成 

 

(3)地域に対する配慮 

周辺地域に対しては、主に以下の点に配慮して施工を行う。 

 

a) 宗教的配慮：宗教上重要な意味を持つ樹木の枝葉の剪定や移植が求められる場合は、管轄

の地区事務所（Ward office）に相談したうえで施工することにより、周辺住民との不要な

コンフリクトの防止に努める（以下写真左）。 

b) 事故防止：過去に住民や家畜の灌漑水路への転落事故が報告されている。学童の通学路と

なっている水路横断橋も本プロジェクトの改修対象に含まれることから、工事中の誘導員

の配置や工事スケジュールの周知等による交通安全の確保や、転落防止柵の設置等による

供用時の安全対策を検討する（以下写真中央）。 

c) 受益者への配慮：仮廻水路の設置により灌漑水を下流側へ通水させることにより、受益者

に対する工事中の負の影響の回避に努める（以下写真右）。 

 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

降雨量(mm) 28.00 12.00 24.00 73.00 122.00 209.00 385.00 282.00 267.00 23.00 0.00 1.00

灌漑水量*1 2.08 1.11 0.00 0.09 0.33 2.87 2.32 6.84 5.61 4.09 0.27 0.17

仮廻し灌漑流量 (m
3
/s) 有 有 有 有 有

河川流水*1 無 無 無 有 有 有 有 有 有 有 無 無

用水路サイホン
1 2 3 4 5

横断排水工
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

水路横断橋
1 2 3 4 5 6 7 8

一般的な方法で施工が可能な時期

1.6m3/s 11.8ｍ３/ｓ

盛土堤体保護工本体工事・用水路内工事 本体工事・用水路内工事

1.6m3/sec 11.8m3/sec 
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電柱とともに移植が求められる

インドボダイジュの樹（CCB16

左岸取付道路周辺） 

安全対策の検討を要するヶ所の例

（CUP01上流側） 

受益地 

 

(4)労働基準の尊寿 

「ネ」国内の工事現場は、午前8時から午後5時頃まで、途中1時間の昼休みを挟んで稼働するこ

とが多い。 

 

(5)安全管理事項 

JICAネパール事務所および日本大使館からの情報等により、サプタリ郡およびその周辺地域で

の現地安全情報を収集し、施工にあたっては下記の点に留意し安全対策を講じる。 

a) 現地カウンターパート機関より、安全かつ円滑な工事実施のためのアドバイスを逐次受け

る。 

b) サプタリ郡周辺で活動する他ドナー関係者がいる場合、連絡を取り合い、治安に関する情

報を共有する。 

c) 信号がなく交通マナーが悪い状態である。大通りでの移動は、基本的にドライバー付きの

レンタカーにする。 

d) ODA建設工事安全管理ガイダンスに則って施工計画を立案する。 

 

(6)調達事項 

1)コンクリート材 

生コンクリートはBiratnagarやJanakpulにて製造され、一般向けに卸されている。しかし、これ

らの生コンクリート工場は現場までの移動に片道2時間以上を要することや、本事業以外の工事

にも生コンクリートを卸さなくてはならないので、必要な時に必要な量を供給してもらえる可

能性は低い。また現場までの通行ルートは1つしかなく、この道路が、一般のバスや、砕石業者

のダンプトラックが頻繁に通行して混雑していること、雨季は、土砂崩れが発生して一時的に

通行止めになることもあり、生コンクリートの運搬に支障をきたす可能性があるため、活用は

不可能と判断される。従って、現場近隣にコンクリートプラントを設置する。 
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2)鋼材・鉄筋 

「ネ」国内ではBritish Standard（英国基準）に準拠しているものが生産されており、特に問題

なく、適切な鉄筋が調達できる。「ネ」国で設計・工事経験を持つ本邦コンサルタント、ゼネコ

ンからの聞き取りから、JIS規格での設計強度をインド規格で対応可能であることが確認できて

いる。詳細設計においては、図面、仕様書において強度指示を明確にしておくことに留意する

必要がある。 
 

3)税金 

「ネ」国は、付加価値税（VAT: Value Added Tax）、関税、法人税・所得税等ネパールで事業

実施の際発生する税金の免除あるいは還付に必要な手続きを行うことに合意している。日本の

無償資金協力関連法では、すべての税および課徴金については、MoEWRIはこれら税および課

徴金の支払いに必要な予算を準備しなければならない。免税あるいは還付にかかわる手続きは

以下のとおり。 
 

a) VAT：ネパールでは資機材を購入した際には、その13%のVATを支払う必要がある。無償

資金協力事業においては、VATは後日（3ヶ月～6ヶ月後）還付となる。VAT免除の申請は

MoEWRIから徴税局に対して行われる。 
b) 関税：MoEWRIが税関にレターを提出することにより、関税は徴収されない。この際、

MoEWRIは必要な手数料を税関に支払う必要がある。 
c) 法人税・所得税：交換公文に記載のとおり、コンサルタント、コントラクターは免税とな

る。 
 

(7)COVID-19感染拡大に伴う施工・調達への影響 

1)ネパールにおけるCOVID-19感染拡大に伴う他の無償資金協力事業への影響 

(a)施工実施への影響 

COVID-19による「ネ」国内における施工への影響は、以下の通り整理される。 
 

a) 労務の調達不足：「ネ」国内の感染者が増加するたびに、作業員が工事現場を離れること

から、予定通りの班編成（最悪の場合、10班編成で作業を予定していたところ、1班しか

組むことができないケースがあったとのこと）を保つことができず、工事の遅延要因とな

っている。さらに、COVID-19感染状況が落ち着いた後、一度離れた労務者を再度現場へ

配置するための手配に時間と労力を割くことになっている。 
b) 労務の健康管理：作業員の健康管理のための体温計、血中酸素濃度計の購入、PCR検査の

受診及び緊急時のため酸素ボンベ、酸素吸入器、防護服、医薬品等の購入・備蓄を行って

おり、そのための出費が増えている。 
c) 資機材調達に係る費用の高騰：計画していた調達資機材が、計画通りに調達できる目途が



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

3-53 

 

立たなくなったことにより、当初費用を割り増して調達するケースが増えている。 

d) 資機材調達に起因する工程の遅延：ロックダウンや行動制限令の影響により、車両の通行・

移動制限、資材の供給不足（医療用酸素の確保のため工業用酸素の不足による一部資材の

生産停止等）により資機材の調達に支障が発生している。また、同様の理由から、インド、

中国、タイのサプライヤ―側対応が遅れており、工程全体に影響を与えている。 

e) 行政機関のストップ：首都カトマンズでは、ロックダウンが発令された後においても、諸

官庁の業務は継続されたものの、最小限の人数にて業務が行われ、施工に係る手続きが中

断されなかったため、施工業者としては施工を継続する判断がなされた。その一方で、諸

官庁の運営が少人数になったことにより、輸入通関書類の承認、ビザ申請等の業務につい

て遅延が生じている。 

 

(b)施工用資機材の調達への影響 

ネパール統計局では主要資材のオフィシャルデータを整理しているが、2020年1月以降は更

新が途絶えている。そのため、COVID-19感染拡大前と感染拡大後の工事資材の価格について、

「ネ」国内の建設業者から聞取りを行った。セメントと鉄筋・鋼材に関する2019年12月と2021

年4月の単価を比較したところ、セメント価格で約10%上昇、鉄筋・鋼材価格で約30～40%上

昇との結果が得られた。この単価上昇については、COVID-19感染拡大が世界的な物流に与え

た影響の一つと推測される。 

 

(c)労務調達への影響 

労務（人件費）については、COVID-19の影響による高騰は確認されなかった。上記の通り、

労務調達については、単価ではなく、調達そのものが困難な状況が発生している。 

 

2)ネパール以外の国におけるCOVID-19感染拡大に伴う影響 

「ネ」国以外の国におけるCOVID-19感染拡大に伴う影響として、感染拡大した2020年2月以

降、多くのプロジェクトにおいて「設計変更」手続きとして必要経費を「精算」している。具体

的な項目例を以下に示す。 

健康管理のための体温計、血中酸素濃度計の購入、PCR検査の受診及び緊急時のため酸素ボ

ンベ、酸素吸入器、防護服、医薬品等の購入・備蓄、工事が一時中止になった際の職員・レイバ

ーの帰宅費用などの補填、他 

 

3)COVID感染拡大による事業実施への影響対策 

上記に示したCOVID-19に係る影響を要約すると、①工程への不安、②費用への不安 が挙げ

られる。COVID-19に関しては、想定外の事象が多々発生している現状があることに加え、ワク

チン接種の促進によりCOVID-19感染拡大が抑えられる期待もあることから、COVID感染拡大に
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よる事業実施への影響に対して具体策を講じることは困難である。 

協力準備調査の段階で、事前に想定すべき内容を以下に示す。 

 

a) 工程については、工事契約後の資材調達に要する期間が長くなることを想定し、十分な準

備期間を設ける。なお、準備期間は調達のためのロジ作業を想定するものであり、資機材

の現場仮置きや起工測量等の作業準備工期間とは区別する。 

b) 費用については、JICA通達に基づいた新型コロナ防疫対策費用を事業費積算に含む。 

 

施工区分／調達・据付区分 

本事業を実施する場合の日本側負担とネパール側負担範囲の区分は以下のとおりである。 

表 3-2-38  施工区分／調達上・据付区分 
日本側負担 ネパール側負担 

 用水路サイホン8式 
 横断排水工9式 
 水路横断橋15式 

合計32の施設 

 建設のための用地確保 
 工事用使用地・借地の無償提供 
 EMP（環境管理計画）の作成、森林環境省への提出 
 施工にて一時寸断される電線、上下水道間等のインフラ復旧 

 

施工監理計画／調達監理計画 

(1)事業実施体制 

本事業は、閣議決定を経て両国政府間の事業実施に係る交換公文（E/N）およびJICAと「ネ」国

政府間の贈与契約（G/A）締結後、「ネ」国責任機関と契約した本邦の設計・施工コンサルタント

が、実施設計、入札図書作成、入札補助、施工監理業務、ソフトコンポーネント活動を実施する。 

 

図 3-2-5  事業実施体制 

日本国政府 

JICA 

設計・施工監理 
コンサルタント 

現地エンジニア 

管理 
指導 報告 

管理 
指導 

支援 
報告 

ネパール国責任機関 
（MoEWRI） 

設計・施工管理

契約 

実施機関 
（DWRI） 

管理

指導
報告 

施工業者 

工事契約

施工監理

ネパール国 
政府 

（中央政府） 

交換公文

贈与契約

調整
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(2)実施設計・施工監理コンサルタント 

1)体制 

JICAから推薦を受けた本邦コンサルタントが、ネパール側責任機関と業務契約し、詳細設計

の他、入札補助及び施工監理業務を行う。施工監理段階では、施工監理を行いつつ、関係機関と

の連絡・調整を行う。常駐施工監理者は、主にサプタリ郡内または隣のスンサリ郡に常駐し、現

地に通う。また、必要に応じて現地エンジニアを雇用し作業支援を得るとともに技術移転を行

う。現地エンジニアは、通訳を兼ねた土木エンジニアとし、地元住民との意思疎通や施工監理

をサポートする。 

設計・施工監理コンサルタント（本邦及び現地エンジニア）の役割は、下記のとおりである。 

 

(a)実施設計段階 

a) 事業対象サイトの詳細現況調査を行い、基本設計の内容を補足・追加する。 

b) 詳細図面を作成する。 

c) 基本条件の再確認、仕様書の妥当性の確認、数量計算書の精査等を行い設計の内容を審

査する。 

d) 入札図書を作成する。 

e) 入札図書である詳細設計図、仕様書及び数量表を作成する。 

 

(b)入札段階 

a) 入札図書について監督・実施機関の承認を得る。 

b) 監督・実施機関が実施する入札、入札評価、契約交渉を技術的な側面から支援する。 

c) JICAに入札結果等を報告する。 

 

(c)施工監理段階 

a) 仕様書に記された工事の品質確保、進捗状況及び安全管理に関する確認を行い、定期的

に実施機関・ JICAに報告する。 

b) 施工業者から支払い請求があった場合には、出来高検査を実施し、実施機関・ JICAに結

果を報告する。 

c) プロジェクト完了時に竣工検査を実施し、実施機関・JICAに結果を報告する。 

d) プロジェクト完了1年後に瑕疵検査を実施し、実施機関・JICAに結果を報告する。 

 

2)要員計画 

(a)実施設計段階 

本邦コンサルタントの日本人技術者のチーム構成は、業務主任者、灌漑排水施設設計、ゲ
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ート設計、橋梁設計、施設基礎調査、施工計画・積算の7名体制とする。 

 

(b)入札図書作成段階 

業務主任者、灌漑排水施設設計、施工計画・積算の計3名で作業を行う。このうち、業務主

任者と灌漑排水施設設計の担当者は、相手国に対する入札図書承認を得るため、相手国に渡

航する。 

 

(c)入札段階 

入札は、本邦で実施する。入札業務は、業務主任者、灌漑排水施設設計、施工計画・積算の

3名体制が主に対応する。 

 

(d)施工監理段階 

邦人の常駐施工監理技術者は対象国内に常駐し、施工監理を行う。常駐施工監理技術者は、

毎日、現場を巡回し、施工監理を行うことを基本とする。また、月に一度、カトマンズのJICA

事務所およびDRWIに進捗状況を報告する。この時、本事業における工事では、既存施設の撤

去後に地盤状況を確認する地質技術者、仮廻し灌漑計画を調整する灌漑技術者の2名をスポッ

ト技術者として派遣する。その他、常駐施工監理者は現地エンジニアを雇用し、施工監理の

サポートを得る。 

また、ソフトコンポーネントに従事する要員を派遣し、ソフトコンポーネント計画書に基

づく業務に従事する。 

 

(e)完工検査・瑕疵検査 

完工検査・瑕疵検査は、本邦コンサルタント1名とネパール側実施機関で実施する方針とす

る。完工検査、瑕疵検査ともにチェックシートを用いて実施し、その結果をJICAに報告する。 

 

品質管理計画 

コンサルタントは工事請負業者に対して下表に示す分析・試験の実施を指示し、その結果を品

質管理に反映させる。 

表 3-2-39  品質管理計画 

工 種 管理項目 管理方法 頻度 適用基準 

基礎 支持力 載荷試験 現場毎 日本基準 

コンクリート 骨材 粒度分析、すり減り試験、表面水

量、密度試験、吸水率試験 

採取場所毎 日本基準 

 セメント 成分表の確認 毎月1回 ネパール基準 

 コンクリート スランプ試験、空気量試験、単位容

積質量試験、洗い分析試験、 

圧縮強度試験、曲げ強度試験 

打設日毎 日本基準 
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工 種 管理項目 管理方法 頻度 適用基準 

鉄筋 強度 

配筋 

ミルシートの確認 

引張強度 

寸法検査 

現場搬入時毎 日本基準 

ネパール基準 

BS基準 

型枠工 

支保工 

設置位置 

強度 

固定位置・方法 

設計計算書 

部位毎 

必要に応じて 

日本基準 

切盛土 材料 土粒子の密度試験、粒度試験、液性

限界試験、塑性限界試験、含水比試

験、突き固めによる土の締固め試

験 

主要部毎 日本基準 

施工現場 粒度分布含水比試験、貫入試験、密

度試験 

練石積み 石材 採寸 現場毎 日本基準 

モルタル 砂セメント配合比 

構造物出来形 構造物寸法 寸法検査 部位毎 日本基準 

出典：JICA調査団 

 

資機材等調達計画 

「ネ」国での調達が難しい資機材として、建設機械ではコンクリートプラント、トラックミキ

サー車、発電機が挙げられ、資材では、止水版が挙げられる。これらの資機材は、品質及び、調達

スケジュールの安定性の観点から、本邦調達が適切と考える。その他、本事業における工事用資

機材については、基本的に「ネ」国内で調達可能である。 

 

初期操作指導・運用指導等計画 

用水路サイホンについては、邦人技術者を派遣し、定期的な維持管理作業に必要な基礎知識と

作業方法の指導を行う必要があり、後述のソフトコンポーネントで実施する計画とする。 

 

ソフトコンポーネント計画 

本プロジェクトでは、「ネ」国タライ平野東部のサプタリ郡チャンドラナハル灌漑地区におい

て、老朽化による機能低下が深刻な灌漑水路施設を改修することにより、灌漑用水の効率的利用

及び安定的活用を図ることを目的としている。従って、ソフトコンポーネント活動は、改修され

た施設が持続的かつ効率的に利用されることを目標に、改修後用水路サイホンの維持管理作業に

係る技術指導を計画する。背景を下記の通り示す。 

 

(1)改修後用水路サイホンの維持管理作業に係る技術指導に係る背景 

本プロジェクトにて改修する用水路サイホン計画では、流速が土水路（開水路）区間と比べて

速く、土砂の沈殿は相対的に少なくなる。縦樋（流入側）の流れは、鉛直下方向となり、鉛直下方

向への流れは滞留時間が比較的長く、縦樋部は土砂が溜まりやすい傾向にある。また、上流側に

ペットボトル等によるゴミが積み上げられると、流れを阻害し、灌漑用水の搬送効率を低下させ

る。このような状況は、維持管理体制の構築により軽減できるものの、現状では、幹線用水路の

運用・維持管理の責任機関であるコシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所（以下、灌漑管

理事務所）による用水路サイホンの清掃が十分とは言い難いことが指摘される。 
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したがって、本プロジェクトにおいて改修した施設を、持続的かつ効率的に活用するためには、

用水路サイホンの流入部周辺におけるゴミ、土砂の搬出に係る具体的な作業計画、および実施計

画を作成し、計画に基づいた定期的な維持管理活動を実施することが重要である。 

また、本プロジェクトでは、用水路サイホンの樋管内の堆砂を最小化する形式を提案している。

この形式により用水路サイホンの維持管理は容易になるが、維持管理の手法が従来の施設から変

更になる。そのため、灌漑管理事務所は、新形式用水路サイホンの維持管理技術を習得する必要

がある。 

 

(2)ソフトコンポーネントの目標、成果および成果達成度の確認方法 

成果 成果達成のための活動 成果達成の確認方法（指標） 

① 灌漑管理事務所職員が、改修後

の用水路サイホンの適切な維持

管理方法を習得する。 

① 灌漑管理事務所が改修後用水路

サイホンの維持管理にかかる知

識・技術を習得する支援を行う。 

② 灌漑管理事務所職員が維持管理

作業指針案を作成する支援を行

う。 

③ 維持管理作業指針案に基づいた

作業実習を行う。 

① 維持管理作業に必要な知識、技

術に係る理解度テストについ

て、参加者の正答率が〇〇％に

なる。 

② 用水路サイホンの維持管理にる

作業指針案が作成される。 

③ 灌漑管理事務所により、用水路

サイホンの維持管理に係る作業

指針案に基づいた清掃作業が実

施される。 

 

(3)ソフトコンポーネントの活動 

プロジェクト供与施設の維持管理に必要な活動は、主に以下に示すとおりである。 

 

a) 日常点検・補修：日常の水管理業務を通じて、施設を目視点検する。不具合が発見され

た場合には、応急的な補修を行う。 

b) 年定期点検・補修：毎年１度モンスーン期前に定期点検を行い、施設を目視点検する。

不具合がある場合は、補修を行う。用水路用水路サイホンは、スクリーンに付着したゴ

ミと上下流の縦樋部に堆積した土砂を搬出する。横断排水工は、必要に応じ横断小河川

流路の堆積土砂を浚渫する。 

c) 長期定期点検・補修：５年に１回の頻度を目安に、構造物の健全性を診断する。健全性

に問題がある場合は、補修を行う。用水路サイホン坑内の点検にあたっては、酸欠や有

毒ガスによる生命の危険を避けるよう酸素濃度等の測定と十分な換気を行う。 

 

ソフトコンポーネント活動では、灌漑管理事務所が、本プロジェクトで整備する用水路サイホ

ンの維持管理の内容および手法（新形式用水路サイホンの維持管理技術）を習得することで、灌

漑施設の適切な維持管理を可能とする。 

 

(4)改修後用水路サイホンの適切な維持管理の確立にかかる活動 

用水路サイホンの維持管理作業は、水路内の流量が小さい時期に実施することで効率的に作業

できる。従って、対象地区における通水が最も小さい時期である2~3月に実施する。作業はa)スク
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リーンゴミの搬出、b)インレット内土砂の搬出の2ステージに分けられ、作業概要は下記の通り想

定する。ソフトコンポーネント活動においては、灌漑管理事務所職員が、以下の段取りを盛り込

んだ作業指針案を作成する。 

 

a) スクリーンゴミの搬出：水路内の水を排水した後、作業員が水路内に入り、人力により

スクリーンに溜まったゴミを搬出する。搬出したゴミは、地方政府が指定する廃棄物処

理場にトラックで運搬処理する。 

b) インレット内土砂の搬出：インレット内の水を排水したうえで、土砂をインレット内部

から外部へ搬出する。インレット内部には3名程度の作業員がバケツ等に土砂を積込み、

外側にいる作業員により搬出する。搬出した土砂は、元来は水路内にあった土砂である

ことから、水路内に戻す。 

 

上記サイホン維持管理体制を確立するために、以下の活動を実施する。 

活動 
コンサルタント 

ネパール側投入 
投入 活動 

① 灌漑管理事務所が

改修後用水路サイ

ホンの維持管理に

かかる知識・技術を

習得する。 

 日本人：0.25 人月 

 研修の実施 

 研修講師、研修会場、教材の提

供 

 改修サイホンの

維持管理にかか

る灌漑管理事務

所職員への座学

指導、実地研修を

行う。 

 座学研修用会場 

 灌漑管理事務所職員：2名 

 研修への参加と研修受講

記録の纏め 

② 灌漑管理事務所職員

が維持管理作業指針

案を作成する。 

 日本人：0.25人月 

 作業指針案作成支援 

 灌漑管理事務所

による作業指針

案の作成を支援

する。 

 灌漑管理事務所職員：2名 

 作業指針案の作成 

③ 維持管理作業指針案

に基づいた作業実習

を行う 

 日本人：1.0人月（1.0人月） 

 土木技術者：1名（1.0人月） 

 作業世話役：1名（1.0人月） 

 作業員：5名（1.0人月） 

 維持管理作業の技術支援 

 維持管理作業の

実践において技

術指導を行う。 

 灌漑管理事務所職員：2名 

 機材（トラクター） 

 

以下に、投入根拠となるソフトコンポーネント活動の概略日程・内容を示す。 

 

活動①：0.25月 

1日目 灌漑管理事務所の所長を交えて実施方針について打合せを行うとともに、灌漑管理事務所側研修

生の選出を行う。その後、研修会場等の準備を行う。 

2日目 用水路サイホンの維持管理に係る基礎知識のテストを行い、研修生のベースラインを確認する。

テスト結果を踏まえて、座学資料を作成する。 

3日目 AM座学・PM現場視察・研修を行う。座学では、灌漑配水に係る基礎知識、サイホンに係る水理

学、維持管理作業に係る機械・労務の知識を指導する。 

4日目 同上 

 

5日目 2日目に実施した基礎知識のテスト（改訂版）を再度行い、拾得状況を確認する。習得不足の場合

は補修する。 

注: コンサルタントの活動としては、海外移動、ネパール国内移動、活動準備のため、2.5日間が上記スケジュ

ールに加わる。 
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活動②：0.25月 

1日目 設計方針と設計（施工）図面を確認し、現地にて用水路サイホンを取り巻く状況、堆砂、ゴミ等

の動きを確認する。 

2日目 現場等状況の整理。その後、作業指針案の事例確認、作成、確認、協議。※現場確認を含む 

3日目 作業指針案の事例確認、作成、確認、協議。※現場確認を含む 

 

4日目 作業指針案の作成、確認、協議。その後、灌漑管理事務所所長への報告、協議。 

 

5日目 作業指針案の手直し、最終化。 

発注・契約等手続き。浚渫作業のための準備として、業者同行での現場確認、作業方針に係る打

合せ等。（用水路サイホン4ヶ所） 

注: コンサルタントの活動としては、設計情報の整理、活動①②に係る結果取りまとめ作業のため、2.5日間が

上記スケジュールに加わる。 

 

活動③：1.00月 

下記の工程を4サイクル（4施設分）行う。 

1～2日目 準備、ポンプ排水・スクリーンゴミの排出 

3～4日目 縦樋土砂の搬出 

5日目 後片付け 

計5日 ×4施設分＝20日 

注: コンサルタントの活動としては、各施設の活動結果取りまとめ、カトマンズにおける責任機関、実施機関、

JICA事務所等報告のために6日、海外移動・国内移動に係る2日分、予備日2日が、上記スケジュールに加わる。 

 

(5)ソフトコンポーネント実施リソースの調達方法 

本プロジェクトのソフトコンポーネント支援では、担当灌漑管理事務所が自主的に維持管理を

実践していけるよう技術支援を行うことを基本とする。 

ソフトコンポーネント活動の実践においては、維持管理が継続して実施されるよう維持管理の

方法と灌漑管理事務所の役割を明確にする必要がある。このために、灌漑管理事務所をはじめと

した「ネ」国のリソースを用いて、専門家の指導の下実施する計画とする。 

本ソフトコンポーネント活動においては、灌漑管理事務所技術者の技術習得が重要であり、灌

漑管理事務所に配置されている技術部の部員から経験年数10～15年程度の中堅技術者を2名選出

する。研修者2名は、監理技術を習得しつつ、現場作業を視察することで、作業面での具体的な段

取りを習得する。 

ソフトコンポーネント活動の資機材については、浚渫土砂を近隣へ搬出するためにトラクター

を使用する。トラクターは、灌漑管理事務所を通じ、水利組合が所有している機械を活用できる。 

 

(6)ソフトコンポーネントの実施工程 

ソフトコンポーネント活動時期は、施設改修工事の時期および灌漑用水の利用状況等を鑑み、

維持管理を現地にて実施することから、施設整備完了後であること、灌漑用水の量が少なくなる

時期に行う必要がある。従って、以下のとおり雨期作の灌漑用水が本格的に通水される前に、整

備完了した施設を対象に実施する。 
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(7)ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネント全体： ソフトコンポーネント完了報告書 

成果１： 用水路サイホンの維持管理作業指針案 

  用水路サイホンの維持管理実施記録 

 

(8)ネパール政府の責務 

a) ソフトコンポーネント活動実施における政府関係者・参加者の調整 

b) ソフトコンポーネント活動にかかる研修・会議の開催、運営、調整 

c) 用水路サイホンの維持管理作業指針指針案の作成 

d) 用水路サイホンの清掃実施 

 

実施工程 

施工対象地は、4月から10月下旬の乾期と11月上旬から3月下旬の雨期に分けられる。本事業に

おける対象コンポーネントは、用水路サイホン8ヶ所、横断排水工9ヶ所、水路横断橋15ヶ所であ

り、合計は32ヶ所で施工する。すべての構造物は本体がコンクリート工事であるため、乾期に行

う計画とする。他方、横断排水工の付帯構造物である護岸工は、人力施工が可能であることから

雨期に行う。 

32ヶ所での施工は、施工性の観点から、2回の乾期を活用して実施することが望ましい。従って、

本事業の建設工事は、2回の乾期と1回の雨期を利用する計画とする。また、準備工事は、乾期入

り直後から本体工事を開始できる体制作りのため、雨期後半に1.5ヶ月を設けるとともに、関税手

続き等の書類準備のために4ヶ月程度の期間を設ける。一方で、着工に際しては、建設許可証の取

得が必須ではないことが、ネパール実施機関との協議において確認された。建設許可証の代わり

に、実施機関は、着工までに自治体等の関係機関に対して、適切に通知する必要がある。 

本事業では、E/Nが2022年7月に結ばれたのち、業者契約は2023年3月を想定する。これにより、

全体期間は34.5月となる。 

表 3-2-40  設計・施工監理および建設工事における期間と月数 

区分 期間 月数 

設計・施工監理 2022年7月～2025年5月中旬 34.5月 

建設工事 2023年8月中旬～2025年5月中旬 21月 

瑕疵検査 2026年5月 0.23月 

出典：JICA調査団作成  

 月 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

ｲﾍﾞﾝﾄ 着工 通水開始 竣工

ソフコン１：維持管理方法の指導 1.5月

活動①：座学

活動②：作業指針案作成

活動③：作業実習

凡例： 雨季
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図 3-2-6  事業実施工程表（略表） 

出典：JICA 調査団作成 

 

 

 安全対策計画 

事業実施予定地における治安脅威リスクとして、特記事項は確認されていない。しかしながら、

不測の事態に対処する必要があるため、事業に係る作業範囲においては、実施機関や関係者間で

の情報共有を随時行いながら、フェンス、バリケードの設置、警備員の適宜適切な配置、監視・

連絡体制の構築といった安全対策計画を講じることが望ましい。 

 

 

3-3 相手国側分担事業の概要 

本事業の円滑な実施のため、「ネ」国政府の負担事項は、以下の通りである。 

 

表 3-3-1  相手国側負担事項 

分担事項 内容 

用地の確保 事業に必要な用地を確保する。 

本事業は、既存施設の改修整備であり、基本的には現在位置での改修整備とすることか

ら用地は用水路敷内に収まる。ただし、一部施設（用水路サイホン）では、平面線形の変

更に伴い、用地取得が必要となる。既に住民協議を行い用地の提供については合意済み。

「ネ」国政府は、実施に当たり円滑な用地確保を行う。 

EMPの提出と承認 環境管理規制（EPR）の2020年改正以降、IEE及びBrief Environmental Reportについては事

業実施機関が審査・承認機関と定められた。 

モニタリングの主な目的はRAPで計画された補償や支援が被影響者に対して適切な時期

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

E/N, G/A

現地調査

国内作業

現地調査 実施設計：計6ヶ月

業者契約

準備工事 建設工事：計21ヶ月

用水路サイホン建設工事

横断排水工本体建設工事

横断排水工（付帯工）

水路横断橋建設工事

試運転・検査・引渡し

ソフトコンポーネント

ソフコン：計1.5ヶ月

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

銀行口座の開設

建設用地の取得・借上

AP対応、免税対応、PMR提出

実
施
設
計

建
設
工
事

・
ソ
フ
コ
ン

相
手
国
負

担
事
項
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に実施されたか、被影響者の生計水準が少なくとも事業実施以前と同等かそれ以上の水

準まで回復したことを確認することとする。事業実施機関であるDWRIは、郡における用

地取得・補償委員会等の協力の下、モニタリングフォームを作成し、JICAへ提出する。 

建設資機材購入に

かかるVATの還付

措置 

建設業者が付加価値税の還付を得るには、地方税務署に税務登録書の発行を依頼し、登

録する必要がある。登録の後、還付手続きを行えるようになる。具体的な作業としては、

地方税務署Webサイトにて還付申請の電子入力し、実施機関からの還付推薦依頼レター

を添付してInvoiceを提出する必要がある。登録情報及び必要書類を税務機関により確認

された後、小切手により還付される。 

輸入税の免税措置 輸入時に発生する輸入税は、事前の免税手続きにより対処する。 

建設業者は、実施機関に対してマスターリストの承認依頼を送付する。マスターリスト

を実施機関の関係省庁がマスターリストを承認後、財務省へ申請し、税務省から承認が

得られ、実施機関及び税務局に通知される。 

建設業者は、輸入の都度に免税輸入許可申請を行わなければならない。建設業者から実

施機関に必要書類を提出、実施機関は関税局に免税レターを提出、マスターリスト照合

後、関係税関事務所に免税レターが送付される 

 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

 灌漑施設の維持管理主体 

プロジェクト供与施設は全て幹線用水路施設なので、所有者は連邦政府で維持管理主体はコシ

ポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所である。 

 

 運用計画 

プロジェクト供与施設は、幹線用水路の通水施設（用水路サイホン）、保護施設（横断排水工

造物）および付帯施設（水路横断橋）である。いずれもゲート開閉等の運用を伴う施設ではない

ため、運用計画は要しない。 

 

維持管理計画 

(1)活動内容 

プロジェクト供与施設の維持管理活動は、以下に示すとおりとする。 

 

a) 日常点検・補修：日常の水管理業務を通じて、施設を目視点検する。不具合が発見され

た場合には、応急的な補修を行う。 

b) 年定期点検・補修：毎年2度モンスーン期前後に短期定期点検を行い、施設を目視点検す

る。不具合がある場合は、補修を行う。用水路サイホンは、スクリーンに付着したゴミ

と上下流水槽に堆積した汚泥を排泥する。横断排水工は、必要に応じ横断小河川流路の

堆積土砂を浚渫する。 

c) 長期定期点検・補修：5年に1回の頻度を目安に、構造物の健全性を診断する。健全性に

問題がある場合は、補修を行う。用水路サイホン坑内の点検にあたっては、酸欠や有毒

ガスによる生命の危険を避けるよう酸素濃度等の測定と十分な換気を行う。 
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(2)経済的妥当性 

プロジェクト供与施設の総維持管理活動に必要な経費は、399,360NRsを想定している。灌漑管

理事務所のチャンドラナハル灌漑向け維持管理予算が年3,600万円であることを考慮すると、同灌

漑管理事務所によるプロジェクト供与施設の維持管理費支出は問題なく実施できると思われる。 

 

(3)技術的妥当性 

コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所は、老朽化したチャンドラナハル灌漑を長年に

わたり維持管理してきた実績を持つ。同事務所は一定の技術力を有しており、プロジェクト供与

施設の維持管理は概ね可能だと考える。一部に懸念される課題もあるので、それらの課題とその

対策を以下に示す。 

 

1)新形式用水路サイホンの維持管理 

本プロジェクトでは、用水路サイホン坑内の堆砂を最小化する目的で構造物の形式を変更す

ることを提案している。この変更によりサイホンの維持管理は容易になるが、維持管理の手法

が変更になる。灌漑管理事務所は、新形式用水路サイホンの維持管理技術を習得する必要があ

る。 

この課題への対策として、ソフトコンポーネント活動の中で「新形式用水路サイホンの維持

管理技術指導」を行う。灌漑管理事務所が新形式用水路サイホンの維持管理手法を習得すれば、

新形式用水路サイホンの維持管理が可能になる。 

 

2)灌漑システムの情報整備 

コシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所は、例えば堤体の一部崩落個所の改修や河川

護岸の整備など、問題が生じた個所への対処は行われているものの、水路レイアウト図や施設

管理記録など灌漑施設の維持管理に不可欠な基礎情報が文書として保管されておらず、計画的

な維持管理を実施するのを困難なものとしている。 

灌漑システムを持続的に運営するためには、本事業で整備対象とした施設を含め、既存施設

の状況や位置などの基礎情報を収集整理することが不可欠であり、施設の基礎情報に従った維

持管理計画を作成し、施設維持管理を計画的に実施することが課題である。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

 協力対象事業の概略事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、   億円となり、先に述べた日本

と「ネ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（3）に示す積算条件によれば、次のと

おりと見積られる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

(1)日本側負担経費 

表 3-5-1  概略事業費（日本側負担） 

 

 
非公開 

  

   

  

 

(2)「ネ」国側負担経費 

表 3-5-2  ネパール側負担経費 

   

非公開 

   

   

   

   

   

   

   

 

(3)積算条件 

① 積算時点  ：令和2年5月（調査終了月） 

② 為替交換レート ：1US$ = 108.85円 

1NRs = 0.9209円（現地通貨：ネパールルピー） 

③ 施工・調達期間 ：詳細設計、工事期間は事業実施工程表に示した通り。 

④ その他  ：積算は、日本政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

 

 

 運営・維持管理費 

プロジェクト供与施設の維持管理に必要な経費は、NRs399,360/年と見込まれる。その内訳は表

に示すとおりである。 

運営・維持管理費算出の内、定期点検や水路内の堆砂土砂の浚渫、ゴミの搬出等の日常維持管

理はこれまでに実施されてきた内容である。しかし、構造物の補修に関しては、適切に実施され



ネパール国タライ東部地区灌漑施設改修計画 

準備調査 報告書（先行公開版） 

3-66 

 

てきたとは言い難い。したがって、コンクリート構造物に対しては、持続的に機能を維持するた

めに、定期点検で確認した破損等の補修を適宜行う必要がある。 

定期点検と日常維持管理は、雨期の前後で実施し、補修については雨期前に1回、定期点検で必

要性を確認した場合を3回とし、計4回とする。 

灌漑管理事務所のチャンドラナハル灌漑向け維持管理予算が年3,600万円であることを考慮す

ると、同灌漑管理事務所によるプロジェクト供与施設の維持管理費は問題なく支出できる。 

 

表 3-5-3  維持管理項目と年間経費 

施設名 点検項目 頻度 
点検

人員 
必要資機材 

年当り 

延べ数量 

費用

（NRs） 

（1）定期点検 

用水路サイホン、

横断排水工、水路

横断橋 

 躯体 

 護岸 

 流出入工 

 

 

 

劣化・損傷、堆砂 

変形・損傷 

堆砂、ゴミ集積 

2回／年 

所要日数 

3日／回 

2名 
スコップ、鎌、

小型トラック 
12人日 18,720 

（2）日常維持管理 

用水路サイホン、

横断排水工、水路

横断橋 

 躯体、流出入工 

  

 

 

 

清掃、土砂、雑物の除

去、草刈り 

2回／年 

所要日数 

5日／回 

6名 

スコップ、鎌、

ホウキ、バック

ホウ、トラック 

60人日 93,600 

（3）補修 

用水路サイホン、

横断排水工、水路

横断橋 

 躯体、流出入工 

 護岸、護床 

 橋梁施設 

 ゲート 

 

 

 

破損部の補修 

破損部の補修 

ガードレールの補修 

鋼材部のペイント 

4回／年 

所要日数 

1日／回 

6名 

ハツリハンマ

ー、モルタル、

その他補修材、

小型トラック 

24人日 37,440 

（４）清掃作業       

用水路サイホン  10回/年 2名 
ウインチ 

小型トラック 
160人日 249,600 

計     256人日 399,360 

*1 一般作業員単価 = 1,560NRs/日 

*2 モンスーン期：2日／月×4月＋冬期：1日／月＝計10日／年 
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プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本事業を実施するための前提条件で、特に留意すべき事項は以下の通りである。 

 

(1)環境認証の取得 

「ネ」国における環境アセスメントは、改正されたEnviromental Protection Rule(2020)に基づき、

初期環境調査（IEE）を実施し、環境許認可を得る必要がある 

 

(2)用地取得 

本事業の対象は既存施設の改修整備であり、現在位置での改修を基本とするため、水路敷内で

の整備となるが、一部水路線形を変更する箇所があるので、「ネ」国は実施にあたり円滑な用地

確保が必要である。 

 

(3)免税措置 

付加価値税の還付措置、輸入税の免税措置など、MEWRIは関係政府機関と連携し、これらの免

税措置を迅速に実施しなければならない。 

 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方負担事項 

(1)関係機関との連携とC/Pの配置 

本事業は、実施機関であるエネルギー水資源省と灌漑局が中心となって進められるが、現場レ

ベルでは、チャンドラ灌漑システムを運営管理しているコシポンプ・チャンドラ灌漑管理事務所

が直接事業に関わることとなる。 

改修整備にあたっては、通年で行われている営農に影響を与えないよう、仮回し水路や迂回路

を整備する計画としている。実施にあたっては、幹線用水路への灌漑用水の供給計画を事前に把

握すること、住民に対して整備内容や整備時期を周知することが重要である。このためには、農

家によって構成されているWUAとの情報共有が不可欠である。 

したがって、本事業を円滑に進めるためには、実施機関である省・局とコシポンプ・チャンド

ラ灌漑管理事務所に加えてWUAとの連携が必要となる。 

 

(2)ソフトコンポーネント支援 

本事業のソフトコンポーネントでは、改修整備する用水路サイホンの維持管理方法の指導を計

画している。施設機能を阻害することなく運営するためには、用水路サイホンの定期的な維持管

理が必要であり、ソフトコンポーネントの成果を達成するためには、実施時にコシポンプ・チャ
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ンドラ灌漑管理事務所の技術者の参加が必要である。 

 

(3)チャンドラ灌漑システムに対する支援 

当該灌漑システムの運営維持管理を担うコシポンプ・チャンドラ灌漑管理事務所の職員及び予

算を継続的に配置し、幹線用水路の運営維持管理、災害に対する復旧作業及び農家に対する支援

を継続することが求められる 

 

 

4-3 外部条件 

事業実施のための外部条件は、以下のとおりである。 

 

(1)経済の混乱が発生しない 

過去10年間の平均経済成長率は4.6%で、LDCの認定基準を上回っていることから、2021年にLDC

指定から外れるとされていた。しかし、2020年の初めからの新型コロナウイルス（COVID-19）の

影響は大きく2019/20の成長率はマイナス（-1.88%）となった。このためLDCの指定から外れるに

は、さらに5年間程度を要するとされており、COVID-19の影響は、低成長により貧困と失業の分

野が政府の財政を圧迫する恐れがあり、それに伴う混乱で灌漑管理事務所の職員数や予算額が大

きく減少しないことが事業実施の外部条件となる。 

 

(2)大規模な自然災害が発生しない 

プロジェクト対象地域では、過去に地震や洪水の被害を受けているものの、その都度施設の改

修整備が行われている。これらの災害による影響は、局所的に施設を破損したものであり、灌漑

システムの大部分の施設が影響を受けるような、大規模な自然災害が発生しないことが事業実施

の外部条件となる。 

 

(3)治安が著しく悪化しない 

現在、プロジェクトサイトにおける有意な治安上の情勢変化は確認されておらず、現地治安は

安定しており、治安上の大きな懸念はない。しかしながら、2021年3月に、隣接するシラハ郡にお

いて、反政府組織「全タライ解放戦線」による政府関連施設への爆弾事案（9名負傷）が発生した。

事業実施においては、C/P等を通じ、最新の治安情報を確認する必要がある。このような治安の悪

化は事業関係者の活動を著しく低下させる恐れがあることから、治安が著しく悪化しないことが、

事業実施の外部条件となる。 

 

(4)新型コロナウイルスの感染状況の悪化に伴い渡航、現地活動が制限されない。 

2022年5月時点では、ネパールにおける新型コロナウイルス感染状況は落ち着いており、ウイル

スの流行前と同様の生活に戻っている。しかしながら、新たな変異株等の発生に伴い、渡航制限、
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行動制限などの措置が取られる可能性は考慮しておく必要がある。行動制限が発令されれば、事

業の進捗を著しく低下させる恐れがあることから、新型コロナウイルスの感染状況が悪化しない

ことが、事業実施の外部要因となる。 

 

 

4-4 プロジェクトの評価 

 妥当性 

本事業は、以下の理由により我が国の無償資金協力による協力対象事業の実施が妥当であると

判断される。 

 

(1)プロジェクトの裨益対象 

プロジェクトの対象であるチャンドラ灌漑システムの受益世帯数35,000世帯が、同灌漑システ

ムに生計を依存している。約100年が経過した同灌漑システムの主要コンポーネントを更新するこ

とで、持続的な灌漑農業が可能となり、加えて漏水量を抑え搬送効率を向上させることで、当初

計画の灌漑農業が可能となり、35,000世帯が直接裨益することとなる。間接的には、作物生産が増

加することで、精米所や集出荷所等の農業関連施設や、灌漑システム内外の商店等のサービス業

が裨益する。 

 

(2)当該国の開発計画との関連 

最新の国家開発計画である第15次5ヶ年計画において、「豊かなネパール、幸せなネパール」を

長期ビジョンとして掲げ、ビジョン達成のための10の主要項目の一つに「持続可能な高い生産量

と生産性」を設定している。「持続可能な高い生産量と生産性」のための具体的な目標として灌

漑農業を行うことで、生産性を向上させることと通年での栽培可能な農地を確保することとして

おり、老朽化した灌漑システムを更新することで、目標値達成の一因となる。 

 

(3)我が国の援助制作・方針との整合性 

「ネ」国政府は、「2022年までの最貧国からの脱却」という目標を掲げ、経済成長を促進し、国

民全体にその恩恵を行き渡らせることにより社会を安定化させるという課題に取り組んでいる。

このような背景のもと、「ネ」国政府の取組を後押しすべく、４つの分野を重点分野として位置

付け、支援が行われている。本事業は、重点分野の一つである「貧困削減及び生活の質の向上」

に位置付けられており、農業技術の普及を通じた農業の生産性と所得の向上、及び保健医療、教

育等の水準向上等を通じ、貧困削減と共に生活の質の向上を支援することとしており、農業生産

量の増加を図るためには、不安定な天水農業ではなく安定した灌漑農業の支援が求められている。 
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 有効性 

本事業の実施により見込まれる定量的・定性的効果は以下の通りであり、有効性を有するもの

と判断する。 

 

(1)定量的効果 

表 4-4-1  事業の直接的効果 

指標名 
基準値 

（2021年） 

目標値 

（事業完成3年後） 
備考 

灌漑面積    

(a)雨期作 稲 6,500 ha 7,800 ha 灌漑面積 1,300ha増 

(b)乾期作 小麦 4,320 ha 5,200 ha 灌漑面積 880ha増 

収穫量    

(c)雨期作 稲 30,900 ton 32,850 ton 収量 1,950ton増 

(d)乾期作 小麦 8,900 ton 10,700 ton 収量 1,800ton増 

ここに、 

 灌漑面積（雨期作 稲）：用水路サイホンの漏水量20%を改善することによる灌漑面積の増加。 

(a)-1 基準値 6,500ha（灌漑管理事務所からの聞き取りによる、現況の灌漑面積） 

(a)-2 目標値 7,800ha（用水路サイホンの漏水量20%が改善した場合。（6,500 × 1.2 = 7,800ha） 

(a)-3 用水路サイホン漏水の改善により1,300haが灌漑可能となる。（7,800 – 6,500 = 1,300） 

 

 灌漑面積（乾期作 小麦）：乾期作は灌漑下で栽培されるため、流量増分は直接作付面積増になる。 

(b)-1 基準値 4,320ha（作付率48% × 9,000ha。48%: 表2-2-6より、9,000ha: 表2-2-2 モンスーン水稲の作

付面積より） 

(b)-2 目標値 5,200ha（用水路サイホンの漏水量20%が改善した場合。4.320 × 1.2 = 5,184ha ≓ 5,200ha） 

(b)-3 用水路サイホン漏水の改善により880haが灌漑可能となる。（5,200 – 4,320 = 880） 

 

 収穫量（雨期作）：作付面積9,000haに対する収穫量 

(c)-1 基準値：3.85ton/ha × 6,500 + 2.35ton/ha × 2,500ha = 30,900ton 

(c)-2 目標値：3.85ton/ha × 7,800 + 2.35ton/ha × 1,200ha = 32,850ton 

このとき、 

(c)-3 各面積：指標項目(a)を参照のこと。総面積9,000ha：表 -2-2 モンスーン水稲の作付面積 

(c)-4 灌漑田の収量 3.85ton/ha（灌漑田の収量3.5～4.2ton/haの中間値。現地視察調査結果より。） 

(c)-5 天水田の収量 2.35ton/ha（表2-2-2より現況平均収量（東部タライで約90%を占める改良品種の天水

収量）の値） 

(c)-6 灌漑面積の増加分（1,300ha）の収量は1,950ton（32,850 – 30,900 = 1,950） 

 

 収穫量（乾期作）：単収2.05ton/haより 

(d)-1 基準値：4,320ha × 2.05ton/ha = 8,856 ≓ 8,900ton 

(d)-2 目標値：5,200ha × 2.05ton/ha = 10,660 ≓ 10,700ton 

このとき、 

(d)-3 各面積：指標項目(b)を参照のこと。 

(d)-4 小麦単収 2.05ton/ha（表2-2-2より現況平均収量の値） 

(d)-5 灌漑面積の増加分（880ha）の収量は1,800ton（10,700 – 8,900 = 1,800） 
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(2)定性的効果 

 施設の崩落を防ぐことによる灌漑用水の安定的供給 

用水路サイホンおよび横断排水工：施設の崩落は、受益地への灌漑用水の供給が不可能

になる。そのため、雨期作では天水田となり単収が現在の3.42ton/haから2.35ton/haに、収

穫量が30,900tonから21,150tonに減少する。乾期作では、栽培が不可能となることから

4,320ha相当の小麦栽培が不可能となる。したがって、施設の改修整備を行うことで、よ

り効率的な営農活動が持続的に実施できることとなる。 

水路横断橋：施設の崩落は、受益地への灌漑用水の供給における搬送効率を著しく低減

させることになる。そのため、雨期作、乾期作の双方において灌漑可能面積が小さくな

り、天水に依存した営農形態になるため、単収および収穫量が用水路サイホンおよび横

断排水工の崩落時に近い値まで減少する。したがって、施設の改修整備を行うことで、

より効率的な営農活動が持続的に実施できることとなる。 

 農道及び生活道路としての水路横断橋の整備によるチャンドラナハル灌漑システム内及

び近隣住民の安全性・利便性の確保 

水路横断橋：既存橋梁の崩落は、崩落時に通過交通があった場合大きな惨事を生じるこ

ととなる。通過交通が無くても、崩落すると隣接する橋を迂回することとなり集出荷場、

精米所へのアクセス距離が、約1.9km（橋が崩落した場合の15橋梁の平均迂回距離）長く

なる。したがって、同施設の改修整備により事故発生を未然に防ぐとともに、農道のみ

ならず生活道路として利用されているアクセスを確保する。 
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資料-1 調査団員・氏名 

第1回現地調査（2021年3月 ~ 2021年5月) 

名 前 担 当 所 属 期間 

畔上 智洋 総括 JICA経済開発部 
リモート 

永代 成日出 課題アドバイザー JICA経済開発部 
リモート 

松井 駿 計画管理 JICA経済開発部 
リモート 

佐藤 総成 業務主任 

灌漑排水施設計画設計 (1) 

NTCI 3/12~4/25 

（3/14~3/22 隔離） 

宿谷 数光 副業務主任 

水路横断橋計画設計 (1)-1 

NTCI 
リモート 

西 元孝 灌漑排水施設計画設計 (2) NTCI 4/1~4/20 

(4/3~4/11 隔離) 

井上 透 水路横断橋計画設計 (1)-2 NTCI 4/1~5/2 

(4/3~4/11 隔離) 

武田 義見 水路横断橋計画 (2) ／積算 NTCI 
リモート 

満井 綾子 営農／組織運営 (1) NK 4/18~5/2 

(4/20~4/28 隔離) 

鶴井 純 水管理／施設維持管理／組織運営 (2) NK 4/10~5/6 

(4/12~4/20 隔離) 

小山 知昭 施工計画 (1) ／積算 NTCI 3/12~4/20 

（3/14~3/22 隔離） 

若林 慶太 自然環境調査／施工計画 (2) NTCI 4/1~5/2 

(4/3~4/11 隔離) 

中村 謙仁 環境社会配慮 NTCI 4/6~5/6 

(4/8~4/16 隔離) 
*1 NTC インターナショナル株式会社 
*2 日本工営株式会社 

第2回現地調査 (2021年12月) 

名 前 担 当 所 属 期間 

佐藤 正勝 総括 JICA経済開発部 
リモート 

間野 紗智子 計画管理 JICA経済開発部 
リモート 

佐藤 総成 業務主任 

灌漑排水施設計画設計 (1) 

NTCI*1 
12/9~12/19 

宿谷 数光 副業務主任 

水路横断橋計画設計 (1)-1 

NTCI 
リモート 

小山 知昭 施工計画 (1) ／積算 NTCI 
12/9~12/19 

中村 謙仁 環境社会配慮 NTCI 
リモート 

*1 NTC インターナショナル株式会社 



 

 

資料-2 調査工程 

第1回調査（2021年3月 ~ 2021年5月) 

活動内容の説明 

現地調査：各施設の状態の点検、対象現場周辺の状況確認他 

協議（**）：中央官庁や地方官庁などの行政との協議。組織名は（  ）内に記載。 

報告書作成：報告書作成、情報整理、アドミ・ロジ作業 

移動  1-1：国際線移動（成田～ドーハ（経由）～カトマンズ） 

移動  1-2：国際線移動（カトマンズ～ドーハ（経由）～成田） 

移動  1-3：国際線移動（カトマンズ〜成田） 

移動  2-1：国内移動（カトマンズからイタハリ（現地近郊の宿泊施設）） 

移動  2-2：国内移動（イタハリからカトマンズへ） 

隔離：新型コロナウイルス感染防止対策としての隔離待機 

他：その他 

 

日程 佐藤 総成 西 元孝 井上 透 満井 綾子 鶴井 純 小山 知昭 若林 慶太 中村 謙仁 

2021年         

3月12日 移動 1-1     移動 1-1   

3月13日 移動 1-1 

/ 隔離 
    

移動 1-1 

/ 隔離 
  

3月14日 報告書作成 / 

隔離 
    

報告書作成 / 

隔離 
  

3月15日 報告書作成 / 

隔離 
    

報告書作成 / 

隔離 
  

3月16日 報告書作成 / 

隔離 
    

報告書作成 / 

隔離 
  

3月17日 報告書作成 / 

隔離 
    

報告書作成 / 

隔離 
  

3月18日 報告書作成 / 

隔離 
    

報告書作成 / 

隔離 
  

3月19日 報告書作成 / 

隔離 
    

報告書作成 / 

隔離 
  

3月20日 報告書作成 / 

隔離 
    

報告書作成 / 

隔離 
  

3月21日 報告書作成 / 

隔離 
    

報告書作成 / 

隔離 
  

3月22日 報告書作成 / 

隔離 
    

報告書作成 / 

隔離 
  

3月23日 報告書作成     報告書作成   

3月24日 報告書作成     報告書作成   

3月25日 協議 (DWRI)     協議 (DWRI)   

3月26日 協議 

(MoEWRI) 
    

協議 

(MoEWRI) 
  

3月27日 移動 2-1     移動 2-1   

3月28日 協議 (IMO) 

現地踏査 
    

協議 (IMO) 

現地踏査 
  

3月29日 現地踏査     現地踏査   

3月30日 現地踏査     現地踏査   

3月31日 現地踏査     現地踏査   

4月1日 移動 2-2 移動 1-1 移動 1-1   移動 2-2 移動 1-1  

4月2日 
報告書作成 

移動 1-1 

/ 隔離 

移動 1-1 

/ 隔離 
  報告書作成 

移動 1-1 

/ 隔離 
 

4月3日 報告書作成 隔離 隔離   報告書作成 隔離  

4月4日 報告書作成 隔離 隔離   報告書作成 隔離  

4月5日 

報告書作成 隔離 隔離   

他 (ナグドゥ

ンガトンネル

工事視察) 

隔離  



 

 

日程 佐藤 総成 西 元孝 井上 透 満井 綾子 鶴井 純 小山 知昭 若林 慶太 中村 謙仁 

2021年         

4月6日 移動 2-1 隔離 隔離   移動 2-1 隔離 移動 1-1 

4月7日 現地踏査 
隔離 隔離   

現地踏査 
隔離 

移動 1-1 

/ 隔離 

4月8日 現地踏査 隔離 隔離   現地踏査 隔離 隔離 

4月9日 現地踏査 隔離 隔離   現地踏査 隔離 隔離 

4月10日 現地踏査 隔離 隔離  移動 1-1 現地踏査 隔離 隔離 

4月11日 現地踏査 
隔離 隔離  

移動 1-1 

/ 隔離 

現地踏査 
隔離 隔離 

4月12日 現地踏査 移動 2-1 移動 2-1  隔離 現地踏査 移動 2-1 隔離 

4月13日 協議 (IMO) 

現地踏査 

協議 (IMO) 

現地踏査 

協議 (IMO) 

現地踏査 
 隔離 

協議 (IMO) 

現地踏査 

協議 (IMO) 

現地踏査 
隔離 

4月14日 現地踏査 現地踏査 現地踏査  隔離 現地踏査 現地踏査 隔離 

4月15日 現地踏査 現地踏査 現地踏査  隔離 現地踏査 現地踏査 隔離 

4月16日 現地踏査 移動 2-2 現地踏査  隔離 移動 2-2 現地踏査 隔離 

4月17日 現地踏査 報告書作成 現地踏査  隔離 報告書作成 現地踏査 移動 2-1 

4月18日 現地踏査 報告書作成 現地踏査 移動 1-1 隔離 報告書作成 現地踏査 現地踏査 

4月19日 報告書作成 
移動 1-2 

現地踏査 移動 1-1 

隔離 
隔離 移動 1-2 

現地踏査 現地踏査 

4月20日 報告書作成 移動 1-2 現地踏査 隔離 隔離 移動 1-2 現地踏査 現地踏査 

4月21日 移動 2-2  現地踏査 隔離 移動 2-1  流速調査 現地踏査 

4月22日 協議(DWRI)  現地踏査 隔離 現場踏査  流速調査 現地踏査 

4月23日 協議(MoEWRI)  現地踏査 隔離 現場踏査  流速調査 現地踏査 

4月24日 
移動 1-2  

現地踏査 
隔離 

協議 (IMO) 

現地踏査 
 

流速調査 現地踏査 

4月25日 
移動 1-2  

現地踏査 
隔離 

報告書作成 
 

流速調査 環境社会配慮

関係者協議 

4月26日 
  

現地踏査 
隔離 

報告書作成 
 

報告書作成 環境社会配慮

関係者協議 

4月27日 
  

協議 (IMO) 
隔離 

町役場協議 

村役場協議 
 

協議 (IMO) 環境社会配慮

関係者協議 

4月28日 
  移動 2-2 隔離 

水利組合協議 
 移動 2-2 

環境社会配慮

関係者協議 

4月29日 
  報告書作成 

報告書作成 

協議（現地再

委託先） 

報告書作成 

 報告書作成 

環境社会配慮

関係者協議 

4月30日 
  報告書作成 

報告書作成 

協議（現地再

委託先） 

町役場協議 

村役場協議  報告書作成 

環境社会配慮

関係者協議 

5月1日   移動 1-2 移動 1-2 報告書作成  移動 1-2 報告書作成 

5月2日   移動 1-2 移動 1-2 報告書作成  移動 1-2 報告書作成 

5月3日     移動 2-2   移動 2-2 

5月4日     報告書作成   報告書作成 

5月5日     報告書作成   報告書作成 

5月6日     移動 1-3   移動 1-3 

 

第2回調査 (2021年12月) 

日程 佐藤 正勝 間野 紗智子 佐藤 総成 宿谷 数光 小山 知昭 中村 謙仁 

2021年       

 12月9日   移動 1-1  移動 1-1  

12月10日   移動 1-1  移動 1-1  

12月11日   移動 2-1  移動 2-1  

12月12日   協議 (IMO)  協議 (IMO)  

12月13日   移動 2-2  移動 2-2  

12月14日   協議 (DWRI)  協議 (DWRI)  

12月15日   協議 

(MoEWRI) 
 協議 (MoEWRI)  

12月16日 概要設計の検討(DOD) 

JICAネパール事務所会議 

12月17日 ネパール日本国大使館への表敬訪問 

12月18日   報告  報告  

12月19日   移動 1-2  移動 1-2  



 

 

資料-3 関係者（面会者）リスト 

第1回予備調査（2021年3月 ~ 2021年5月) 

 エネルギー灌漑水資源省 

 Madhu Sudan Adhikari,  Secretary 

 Sarita Dawadi,  Joint Secretary 
 
 エネルギー灌漑水資源省水資源灌漑局 

 Madhukar Rajbhandari,  Director General, 

 Krishna Nepal  Deputy Director General 

 Hari Shankar Jha  Environment Inspector 
 
 エネルギー灌漑水資源省水資源灌漑局コシポンプ・チャンドラ灌漑管理事務所 

 Rajendra Prasad Sah  Office Chief  

 Suresh Sah  Engineer  

 Keshav Das  Engineer  

 Kabita Mehta  Engineer  

 Ram Pati Sah  Sub- Engineer  

 Surya Narayan Chaudhary  Association Organizer 

 Ranjan Sharma  Supervisor  
 
 チャンドラ水路水利組合 

 Badri Narayan Mahatma Yadav Chairperson of the Main Canal Committee 

 Ram Dev Sah,  Vice chairperson of the Main Canal Committee 

 Shiv Persad Yadav,  Chairperson of Odraha Branch Canal Committee 

 Ashram Chaidhari,  Treasurer of Odraha Branch Canal Committee 

 Nanda Sankar Lagwa,  Chairperson of New Hanumannagar Branch Canal Committee  

 Shailendra Gohit,  Beneficiary farmer of New Hanumannagar Branch Canal  

 Om Narayan Mandal,  Chairperson of Banauli Branch Canal Committee 

 Domni Devi Mandal,  Member of Banauli Branch Canal Committee 
 
 コシタプ野生生物保護区事務所 

 Ashok Ram  Chief Warden, Kosi Tapu Wildlife Reserve (KTWR) 

 Ankit Poudel  Ranger, Buffer Zone Section, KTWR 

 Hare Ram Yadav  Ranger, Pathari Sector Post, KTWR 

 Keshor Raut  Gamescout, Pathari Sector Post, KTWR 

 Binda Sardar  Gamescout, Pathari Sector Post, KTWR 
 
 バッファーゾーン利用組合 

 Birendra Yadav Chairperson, Council of Kosi Tappu Buffer Zone User 

Committee/ Chairperson, Odraha-Kamalpur Buffer Zone 

User Committee 



 

 

 Bachhu Lal Chaudhari Chairperson, Purbapipra-Dharampur-Ghoganpur Buffer 

Zone User Committee 

 

 サプタリ郡森林事務所 

 Luxman Safi District Forest Officer 

 

 道路局 

 Aasutosh Karna,  Site Engineer, Postal Highway Project Office 

 

 第二州土地管理・農業・協同組合省農業情報センター 

 Rajendra Pra. Yadav, Chief 

 

 ティラフット村役場 

 Bachan Yadav, Chief of Agricultural Development Unit 

 

 サプタコシ町役場 

 Amit Chidhari, Chief of Agricultural Development Unit 

 

 第1地区委員会（Ward Number 1） 

 Narayan Aharya Ward Chairperson  

 Raj Kumar Das Health Section Officer 

 

第2回予備調査 (2021年12月) 

 エネルギー水資源灌漑省 

 Sarita Dawadi Joint Secretary 

 Amar Bahadur Chand  

 水資源灌漑局 

 Susheel Chandra Acharya irector General 

 Krishna Nepal Deputy Director General 

 Niaz Waris Deputy Director General 

 Mukesh Pathak  

 チャンドラナハール灌漑スキーム、コシポンプ監理事務所 

 Rajendra Shah Office Chief 

 Ram Pati Sah  

 



 

 

 



 

 

資料-4 協議議事録（M/D） 

第1回現地調査 協議議事録（M/D） 
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1. ソフトコンポーネント計画の背景 

本プロジェクトでは、ネパール国タライ平野東部のサプタリ郡チャンドラナハル灌漑地区におい

て、老朽化による機能低下が深刻な灌漑水路施設を改修することにより、灌漑用水の効率的利用

及び安定的活用を図ることを目的としている。従って、ソフトコンポーネント活動は、改修され

た施設が持続的かつ効率的に利用されることを目標に、改修後用水路サイホンの維持管理作業に

係る技術指導を計画する。背景を下記の通り示す。 

 
(1)改修後用水路サイホンの維持管理作業に係る技術指導に係る背景 

本プロジェクトにて改修する用水路サイホン計画では、流速が土水路（開水路）区間と比べて速

く、土砂の沈殿は相対的に少なくなる。縦樋（流入側）の流れは、鉛直下方向となり、鉛直下方向

への流れは滞留時間が比較的長く、縦樋部は土砂が溜まりやすい傾向にある。また、上流側にペ

ットボトル等によるゴミが積み上げられると、流れを阻害し、灌漑用水の搬送効率を低下させる。

このような状況は、維持管理体制の構築により軽減できるものの、現状では、幹線用水路の運用・

維持管理の責任機関であるコシポンプ・チャンドラナハル灌漑管理事務所（以下、灌漑事務所）

による用水路サイホンの清掃が十分とは言い難いことが指摘される。 
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したがって、本プロジェクトにおいて改修した施設を、持続的かつ効率的に活用するためには、

用水路サイホンの流入部周辺におけるゴミ、土砂の搬出に係る具体的な作業計画、および実施計

画を作成し、計画に基づいた定期的な維持管理活動を実施することが重要である。 

また、本プロジェクトでは、用水路サイホンの樋管内の堆砂を最小化する形式を提案している。

この形式により用水路サイホンの維持管理は容易になるが、維持管理の手法が従来の施設から変

更になる。そのため、灌漑事務所は、新形式用水路サイホンの維持管理技術を習得する必要があ

る。 

 

2. ソフトコンポーネントの目標、成果および成果達成度の確認方法 

成果 成果達成のための活動 成果達成の確認方法（指標） 
① 灌漑事務所職員が、改修後

の用水路サイホンの適切な

維持管理方法を習得する。 

① 灌漑事務所が改修後用水路

サイホンの維持管理にかか

る知識・技術を習得する支

援を行う。 
② 灌漑事務所職員が維持管理

作業指針案を作成する支援

を行う。 
③ 維持管理作業指針案に基づ

いた作業実習を行う。 

① 維持管理作業に必要な知

識、技術に係る理解度テス

トを参加者が正答率〇〇％

になる。 
② 用水路サイホンの維持管理

にる作業指針案が作成され

る。 
③ 灌漑事務所により、用水路

サイホンの維持管理に係る

作業指針案に基づいた清掃

作業が実施される。 
 

 

3. ソフトコンポーネントの活動 

プロジェクト供与施設の維持管理に必要な活動は、主に以下に示すとおりである。 

a) 日常点検・補修：日常の水管理業務を通じて、施設を目視点検する。不具合が発見され

た場合には、応急的な補修を行う。 

b) 年定期点検・補修：毎年１度モンスーン期前に定期点検を行い、施設を目視点検する。

不具合がある場合は、補修を行う。用水路用水路サイホンは、スクリーンに付着したゴ

ミと上下流の縦樋部に堆積した土砂を搬出する。横断排水工は、必要に応じ横断小河川

流路の堆積土砂を浚渫する。 

c) 長期定期点検・補修：５年に１回の頻度を目安に、構造物の健全性を診断する。健全性

に問題がある場合は、補修を行う。用水路サイホン坑内の点検にあたっては、酸欠や有

毒ガスによる生命の危険を避けるよう酸素濃度等の測定と十分な換気を行う。 

ソフトコンポーネント活動では、灌漑事務所が、本プロジェクトで整備する用水路サイホンの維

持管理の内容および手法（新形式用水路サイホンの維持管理技術）を習得することで、灌漑施設
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の適切な維持管理を可能とする。 

 

(1) 改修後用水路サイホンの適切な維持管理の確立にかかる活動 

用水路サイホンの維持管理作業は、水路内の流量が小さい時期に実施することで効率的に作業で

きる。従って、対象地区における通水が最も小さい時期である2~3月に実施する。作業は①スクリ

ーンゴミの搬出、②インレット内土砂の搬出の2ステージに分けられ、作業概要は下記の通り想定

する。ソフトコンポーネント活動においては、灌漑事務所職員が、以下の段取りを盛り込んだ作

業指針案を作成する。 

① スクリーンゴミの搬出：水路内の水を排水した後、作業員が水路内に入り、人力によりスク

リーンに溜まったゴミを搬出する。搬出したゴミは、地方政府が指定する廃棄物処理場にト

ラックで運搬処理する。 

② インレット内土砂の搬出：インレット内の水を排水したうえで、土砂をインレット内部から

外部へ搬出する。インレット内部には3名程度の作業員がバケツ等に土砂を積込み、外側に

いる作業員により搬出する。搬出した土砂は、元来は水路内にあった土砂であることから、

水路内に戻す。 
 
上記サイホン維持管理体制を確立するために、以下の活動を実施する。 

活動 
コンサルタント 

ネパール側投入 
投入 活動 

① 灌漑事務所が改修

後用水路サイホン

の維持管理にかか

る知識・技術を習得

する。 

 日本人：0.25 人月 
 研修の実施 
 研修講師、研修会場、教材の提

供 

 改修サイホンの

維持管理にかか

る灌漑事務所職

員への座学指導、

実地研修を行う。 

 座学研修用会場 
 灌漑事務所職員：2名 
 研修への参加と研修受講

記録の纏め 

② 灌漑事務所職員が

維持管理作業指針

案を作成する。 

 日本人：0.25人月 
 作業指針案作成支援 

 灌漑事務所によ

る作業指針案の

作成を支援する。 

 灌漑事務所職員：2名 
 作業指針案の作成 

③ 維持管理作業指針

案に基づいた作業

実習を行う 

 日本人：1.0人月（1.0人月） 
 土木技術者：1名（1.0人月） 
 作業世話役：1名（1.0人月） 
 作業員：5名（1.0人月） 
 維持管理作業の技術支援 

 維持管理作業の

実践において技

術指導を行う。 

 灌漑事務所職員：2名 
 機材（トラクター） 

 

以下に、投入根拠となるソフトコンポーネント活動の概略日程・内容を示す。 
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1)活動①：0.25月 

1日目 灌漑事務所の所長を交えて実施方針について打合せを行うとともに、灌漑事務所側

研修生の選出を行う。その後、研修会場等の準備を行う。 

2日目 用水路サイホンの維持管理に係る基礎知識のテストを行い、研修生のベースライン

を確認する。テスト結果を踏まえて、座学資料を作成する。 

3日目 AM座学・PM現場視察・研修を行う。座学では、灌漑配水に係る基礎知識、サイホ

ンに係る水理学、維持管理作業に係る機械・労務の知識を指導する。 
4日目 同上 

5日目 2日目に実施した基礎知識のテスト（改訂版）を再度行い、拾得状況を確認する。習

得不足の場合は補修する。 

注: コンサルタントの活動としては、海外移動、ネパール国内移動、活動準備のため、2.5日

間が上記スケジュールに加わる。 

2)活動②：0.25月 

1日目 設計方針と設計（施工）図面を確認し、現地にて用水路サイホンを取り巻く状況、

堆砂、ゴミ等の動きを確認する。 

2日目 現場等状況の整理。その後、作業指針案の事例確認、作成、確認、協議。※現場確

認を含む 

3日目 作業指針案の事例確認、作成、確認、協議。※現場確認を含む 

4日目 作業指針案の作成、確認、協議。その後、灌漑事務所所長への報告、協議。 

5日目 作業指針案の手直し、最終化。 

発注・契約等手続き。浚渫作業のための準備として、業者同行での現場確認、作業

方針に係る打合せ等。（用水路サイホン4ヶ所） 

注: コンサルタントの活動としては、設計情報の整理、活動①②に係る結果取りまとめ作業のた

め、2.5日間が上記スケジュールに加わる。 

 

3)活動③：1.00月 

下記の工程を4サイクル（4施設分）行う。 

1～2日目 準備、ポンプ排水・スクリーンゴミの排出 

3～4日目 縦樋土砂の搬出 

5日目 後片付け 

計5日 ×4施設分＝20日 

注: コンサルタントの活動としては、各施設の活動結果取りまとめ、カトマンズにおける責任機

関、実施機関、JICA事務所等報告のために6日、海外移動・国内移動に係る2日分、予備日2日が、
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上記スケジュールに加わる。 

4. ソフトコンポーネント実施リソースの調達方法 

本プロジェクトのソフトコンポーネント支援では、担当灌漑事務所が自主的に維持管理を実践し

ていけるよう技術支援を行うことを基本とする。 

ソフトコンポーネント活動の実践においては、維持管理が継続して実施されるよう維持管理の方

法と灌漑事務所の役割を明確にする必要がある。このために、灌漑事務所をはじめとしたネパー

ル国のリソースを用いて、専門家の指導の下実施する計画とする。 

本ソフトコンポーネント活動においては、灌漑事務所技術者の技術習得が重要であり、灌漑事務

所に配置されている技術部の部員から経験年数10～15年程度の中堅技術者を2名選出する。研修者

2名は、監理技術を習得しつつ、現場作業を視察することで、作業面での具体的な段取りを習得す

る。 

ソフトコンポーネント活動の資機材については、浚渫土砂を近隣へ搬出するためにトラクターを

使用する。トラクターは、灌漑事務所を通じ、水利組合が所有している機械を活用できる。 

 

5. ソフトコンポーネントの実施工程 

ソフトコンポーネント活動時期は、施設改修工事の時期および灌漑用水の利用状況等を鑑み、維

持管理を現地にて実施することから、施設整備完了後であること、灌漑用水の量が少なくなる時

期に行う必要がある。従って、以下のとおり雨期作の灌漑用水が本格的に通水される前に、整備

完了した施設を対象に実施する。 

 

6. ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネント全体： ソフトコンポーネント完了報告書 
成果１： 用水路サイホンの維持管理作業指針案 
  用水路サイホンの維持管理実施記録 

 月 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

ｲﾍﾞﾝﾄ 着工 通水開始 竣工

ソフコン１：維持管理方法の指導 1.5月

活動①：座学

活動②：作業指針案作成

活動③：作業実習

凡例： 雨季
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7. 概略事業費 

ソフトコンポーネントの概略事業費は、合計5,835千円となる。 
 直接人件費 1,218千円 
 直接経費  2,084千円 
 間接費  2,533千円 （諸経費：1,462千円 技術経費：1,071千円） 

 

8. ネパール政府の責務 

① ソフトコンポーネント活動実施における政府関係者・参加者の調整 
② ソフトコンポーネント活動にかかる研修・会議の開催、運営、調整 
③ 用水路サイホンの維持管理作業指針指針案の作成 
④ 用水路サイホンの清掃実施 
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